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長岡技術科学大学
姫野修司准教授

東京大学／秋田県立大学
茅野充男名誉教授

新潟大学・清水忠明教授

会場に詰めかけた数多くの参加者

パネルディスカッションの模様

下水汚泥の有効利用に関するセミナー

平成27年10月29、30の両日、新潟
市・新潟東急インを開場に「第28回下
水汚泥の有効利用に関するセミナー」
が開催されました。産官学の各団体から
計11名の講師による講演のほか、パネ
ルディスカッションを行い、本誌「再生
と利用」の150号を記念して、これまで
の歩みを振り返るとともに、下水汚泥の
有効活用策や、それを取り巻く状況、課
題などについて知見を共有しました。

第28回 新潟市 新潟東急REI　平成27年10月29日（木）～30日（金）

特別講演



バスターミナル歩道部で説明を受ける

中部下水処理場施設内を見学

ガスエンジン

制御盤を覗き込む

実験施設

2日目午後は、新潟市中部下水処理場の消化施設と市役所前のバスターミナル歩道部に設置された
ロードヒィーティング設備の見学を行いました。
新潟市中部下水処理場では、長岡科学技術大学と共同で消化ガス増量の取組みとして、下水汚泥に刈
草を混合させる混合嫌気性実証実験を平成26年度まで行っており、見学会では、これら消化施設（消化
ガス前処理装置、ガスエンジン発電機）及び、混合消化実験施設（切断機、投入コンベア、混合槽、混
合液移送ポンプ、しさ分離機）などを視察することができました。
市役所前のバスターミナル歩道部には、未処理下水から熱交換方式により採熱しヒートポンプを用
いない簡易的なシステムにより歩道融雪を行うロードヒィーティング設備が布設されており、見学会
ではバスターミナル歩道部を歩きながら、制御盤などの前で説明を受けました。今後、交通施策との
連携による下水熱利用モデルとして展開が期待されます。

2 日目　施設見学会
中部下水処理場

ロードヒーティング
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巻 頭 言

野池　達也
東北大学名誉教授

被災地の復興および循環型社会形成のために
親しまれ愛される再生と利用を目指して

　再生と利用が新たな使命に向かって、第 151 号としてスタートいたしました。ご関係の皆様と心より慶びをとも
にさせていただきたく存じます。
　バイオマス利活用、再生可能エネルギーの生産、下水処理水再利用等の行政、事業、研究に携われる方々の社会
貢献への熱意こもれる輝かしいご活動の成果を、本誌に掲載させていただけますことを、編集委員会並びに事務局
一同、心より光栄に存じます。循環型社会の基礎を支える有用な研究成果、技術開発、事業の現況を、志を同じく
される読者の皆様にご紹介し、相互の交流に役立たせていただきますことは、大きな喜びであります。
　東日本大震災・原発被災地の復興、循環型社会の形成のために、今こそ、未利用の下水汚泥、大部分が焼却処分
されている家庭生ごみ、食品廃棄物、直接農地還元されている家畜排せつ物等の有効利用による地域エネルギー生
産の必要性が、強く認識されております。
　東日本大震災より早くも 5 年が経過しました。廃墟と化した被災地に立ち、あまりの悲惨さにただ涙以外の何も
のもありませんでした当時の思いを、今も忘れることはできません。この未曾有の大地震・津波により、福島原子
力発電所が破壊され、放射性物質が環境に放出する深刻な事態が生じ、祖先から継承された大切な農地は荒野と化
し、今なお地元の皆様のお苦しみは計り知れません。
　宮城県南三陸町において、民間企業が事業主体となり、震災被災地第一号の家庭生ごみと浄化槽汚泥を対象とす
るメタン発酵施設が、志津川浄化センター跡に完成し、2015 年 10 月、稼働が開始されました。竣工式に出席し、
ご自分たちが分別した生ごみや浄化槽汚泥から、バイオガスと液肥を生産できるメタン発酵施設の誕生に、町民の
皆様が如何に大きな喜びと期待に溢れておられるかを実感いたしました。
　原発被災地の福島県伊達市霊山町下小国地区では、放射能で汚染された果実や雑草等のメタン発酵によりバイオ
ガスを生産し、発酵残渣中の放射性物質濃度を測定し、メタン発酵の放射能濃縮機能の実証実験が、すべて手造り
の実験装置を用いて、現地の大沼豊代表を中心に続けられ、期待された成果が着実に上げられております。何より
も大きな恩恵は、あれほどの打撃を受けられた現地の方々が、農地の除染後、大豆栽培を始め徐々に農業に起ち上
がられたことであります。メタン発酵により、放射性物質で汚染され無価値となったバイオマスから、有価物のバ
イオガスと液肥を生産できる感動と喜びを体験されたことによります。南三陸町並びに伊達市霊山町の実例におい
て、バイオマスの有効利用は、被災地の人々の傷心を癒し、復興への力をもたらすことを知らされます。
　下水道ビジョン 2100 で示された将来像を踏まえ、資源のみち委員会による「資源のみち実現に向けて」の報告
書には、政策展開上の基本的考え方が提示され、以来、バイオガス発電の発展やリン資源の回収技術の開発等に反
映されて来ました。2005 年～ 2008 年度における LOTUS プロジェクトにより、下水汚泥消化槽に他のバイオマス
を投入し、混合メタン発酵を行う卓越性が実証され、石川県珠洲市ほかの都市で実施されております。2011 年度か
ら開始された下水道革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）では、メタン発酵の高効率化を始めバイオガス
による水素社会の実現等、世界に比類のない新技術の開発が実規模で行われております。栄養塩を豊富に含んだ下
水汚泥を肥料化して、緑農地へ循環する BISTRO 下水道の推進は、循環型社会形成の基盤を究極に支えるものであ
ります。下水道新技術推進機構では、これまで汚泥消化槽がほとんど設置されてこなかった 300 ～ 20,000m3/ 日の
中小規模の下水処理場にも導入できる、画期的なマニュアルの作成が進められております。このようなリーデイン
グプロジェクトによって生み出された目を見張るような成果は、次々に再生と利用に掲載されて参りました。
　被災地復興のために、地域自然エネルギーの安定的な生産が必要とされます。COP21 は、地球温暖化対策の新枠
組み「パリ協定」を採択し、全世界の国々に CO2 の削減が求められる時代となりました。7 府省によるバイオマス
産業都市構想の国策も実施されており、バイオマス利活用の重要性そして本誌の使命は、ますます高まっておりま
す。
　再生と利用は、皆様の熱意こめられた成果を、お気軽に公表される情報交換と励ましの場でありますことを心よ
り願っております。ことに、若き技術者や学生の方々の投稿が望まれます。若い純粋な人々こそ、バイオマスの事
業や研究の興味深さ・素晴らしさを、驚きと喜びをもって体験され推進する創造力に満ちておられます。被災地の
復興および循環型社会形成のために、皆様に親しまれ愛される再生と利用を目指して、編集委員会並びに事務局一
同、喜びをもって携わらせていただきたく願っております。
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論　　説

キーワード：流動層、バイオマス、一般廃棄物

清水　忠明
新潟大学工学部化学システム工学科

教授

燃焼・乾燥・廃棄物処理

1．はじめに

　著者は、これまでに石炭・バイオマスなどの固体燃
料の流動層燃焼の研究に従事してきており、特に、窒
素酸化物と亜酸化窒素の発生対策を研究してきた。ま
た、微生物によって代謝可能な湿潤バイオマスの堆肥
化発酵熱を用いた乾燥の研究を行ってきた。加えて、
新潟県内のいくつかの自治体のごみ焼却炉の運営方式
決定や事業者選考の委員を務めてきており、廃棄物処
理に携わった経験を有する。本論説では、これまで著
者が研究・委員会・文献調査に携わった中から、下水
汚泥処理に関する研究・技術内容の紹介をするととも
に、問題点・今後の展望等を論ずる。

2．流動層燃焼と NOx、N2O 排出

　流動層燃焼装置は、大別して気泡流動層燃焼と循環
流動層に分けられる（Fig.1）。いずれも砂等の粒子を
流動媒体として用い、上向き気流中に粒子を浮遊させ
て流動化した状態の中で固体燃料を燃焼する。気泡流
動層燃焼では、ガス速度が粒子の流動化開始速度より
高く、終端速度より低い状態で運転され、粒子は気泡
流動化した濃厚層を形成し、その上に粒子が希薄なフ
リーボードが形成される。循環流動層では大半の粒子
の終端速度より高いガス速度で運転され、粒子はいっ

たん装置上部まで到達した後、気固分離装置（サイク
ロンなど）によりガスと分離され、粒子はダウンカマー
を通って装置底部へリサイクルされる。循環流動層に
おいては、濃厚層とフリーボードの明確な境界は見ら
れない。常圧の石炭燃焼では主に燃料が熱分解して生
成した固体状炭素（チャー）の燃焼効率を高くするこ
とが求められるとともに、負荷追従性（ボイラー出力
の短時間での変化）が求められるので、チャーの粒子
循環系内からの飛び出し損失が少なく、炉内からの熱
回収における伝熱制御が容易な循環流動層が主に用い
られている。しかし、廃棄物燃焼のように粗大な不燃
物が混入するような場合には、気泡流動層が用いられ
る。汚泥燃焼においては、それぞれ特徴を生かした循
環流動層と気泡流動層のいずれも用いられる。汚泥の
燃料としての特徴は、含水率が高く、燃料の熱分解で
揮発分が多く生成しチャーは少ない。また炉内からの
熱回収も通常は考慮されない。気泡流動層はガス速度
が遅く、フリーボードでの燃焼のためのガス滞留時間
を稼ぐのに有利であるが断面積が大きい。一方、循環
流動層は単位床面積当たり処理量が多くとれるが装置
高さが高くなる。
　汚泥の燃料としてのもう一つの特徴は窒素含有量が
高いことであり、NOx（窒素酸化物、NO+NO2）お
よび N2O（亜酸化窒素）の生成が懸念されることで
ある。NOx は光化学スモッグ原因物質であり、N2O
は単位濃度あたり温室効果が CO2 の約 300 倍ある温
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暖化ガスである。これらの排出においても、循環流動
層と気泡流動層に違いがみられる。Fig.2 は同一の乾
燥汚泥を石炭と混焼した場合での、気泡流動層と循環
流動層における NOx、N2O 排出の比較である。気泡
流動層の N2O 排出は 100ppm 程度であるが、循環流
動層では 200ppm と高い。一方、NOx については気
泡流動層の方が循環流動層よりかなり排出濃度が高
く、加えて気泡流動層では時間の経過とともに NOx
排出が増加したが、循環流動層ではほぼ一定であった。
気泡流動層で NOx 排出が増加した原因は、汚泥灰の
蓄積である。この研究で用いた汚泥の灰には鉄分が多
く含まれており、酸化鉄は汚泥が熱分解して生成する
NH3 等揮発性窒素化合物を NOx に転換する触媒とな
ることが知られている。灰の炉内蓄積量は、汚泥供給
による増加と、層内粒子の流動に伴う灰摩耗と生成微
粉の気流に同伴する飛び出しのバランスで決定され
る。Fig.3 に、NOx 増加から推定した灰の摩耗速度と
流動化ガス速度の関係を示す。ガス速度の速い循環流
動層の方が灰粒子摩耗を促進できるので灰蓄積防止に
有利である。ただし、ガス速度が速いとガス滞留時間
が短くなるため、装置高さを高くして未燃ガスを低減

するなどの対策が必要となる。
　N2O 低減には温度を高くして N2O 分解を促進する
方法があり、燃焼温度そのものを高くするほかに、燃
焼後の排ガスにクリーンな燃料を添加して燃焼させて
排ガス温度を高くする方法もある。循環流動層燃焼で
サイクロン内あるいは出口へ天然ガス、LPG 等を吹
き込むことで N2O を低減できる [3, 4]。気泡流動層で
もフリーボードへのプロパン吹き込みと空気比制御を
組み合わせて NOx、N2O 排出を低減できる [5]。下水
汚泥の循環流動層燃焼（熱分解）でも、サイクロンの
後に燃焼室を設けて燃料を吹き込む方法が実施されて
いる [6]。この高温化による N2O 気相分解の反応速度
論については、加圧の影響も含めて後で詳しく述べる。
　通常の流動層燃焼は大気圧下で運転されるが、加圧
下で流動層燃焼を行うこともできる。加圧のメリット
の一つは、高温高圧の排気を用いてタービンなどを駆
動し、熱エネルギーを機械エネルギーに転換できる点
である。石炭燃焼ではガスタービンを設置して回転エ
ネルギーを電気エネルギーに転換するプロセスが実用
化 し て お り、 日 本 に お い て は 九 州 電 力 の 苅 田
360MWe 装置が稼働している。下水汚泥の燃焼にも

Fig.1　気泡流動層と循環流動層の概念図

Fig.2　気泡流動層と循環流動層で石炭と乾燥下水汚泥を混焼したときの NOx、N2O 排出の経時変化
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加圧気泡流動層が適用されているが、この場合は機械
的エネルギーを曝気処理用の加圧空気の製造に使うこ
とが想定されている（Fig.4）[7, 8]。加圧下水汚泥燃
焼においては、汚泥中の水分に由来する水蒸気もター
ビンを駆動する高温高圧の作動流体として働くので、
水分は単に蒸発熱を奪うネガティブな作用から、作動

流体としてのポジティブな面も出ている。
　加圧は、N2O 排出低減にも寄与できる。高温で
N2Oは気相中の第3体（N2 等の反応性を持たない成分）
と衝突して熱分解するが、高圧になると衝突頻度が増
加し、その効果が増加する。Johnsson らが測定した
不活性気体中での N2O 分解速度式は、温度 T [K]、第
3 体濃度 CM [mol cm−3]、ガス滞留時間θ [s] として次
式で与えられる [9]。
　　d[N2O]/dθ= −kN2O[N2O]CM （1）
　　kN2O = 6.2×1014exp（−28230/T） [mol−1 cm3s−1] （2）
　この速度式を用い、気泡流動層燃焼の場合で、濃厚
層上部での N2O 濃度を仮定してフリーボードで気相
N2O 分解のみが起こると仮定した時のフリーボード
出口 N2O 濃度の温度依存性を著者が計算した結果を、
文献の実測値と比較して Fig.5 に示す。この反応速度
式は、加圧気泡流動層燃焼の小型装置～ 71MWe 大型
実証装置の広いサイズ範囲のデータに対して、フリー
ボードでの燃焼が無視できるような場合では、N2O
排出の温度依存性をよく再現できる。加圧のメリット
の一つは、第 3 体濃度 CM が高いことによる反応速度
向上とガス体積が減ってガス滞留時間を長くすること
による分解の促進が挙げられる。

Fig.3　気泡流動層と循環流動層で汚泥供給開始・停
止後の NOx 排出経時変化から推定した汚泥灰
摩耗速度とガス速度の関係 [2]

Fig.5　石炭の加圧流動層燃焼における温度と N2O 排出の関係の実測値および Johnsson らの気相 N2O 分解速度に
よる温度依存性の筆者による推定結果との比較（（a）: Suzuki [10] による小型装置の実測値との比較 ; 

（b）: Andersson ら [11] による 1MW パイロットプラントの実測値との比較（注：LVB はフリーボードで燃
料が燃焼している可能性がある。）;（c）: 辻ら [12] による 71MWe 大型装置の実測値との比較）

Fig.4　加圧流動層燃焼により高圧空気を副生するプロセスの概念図 [7, 8]
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3．湿潤バイオマスの乾燥

　バイオマスや低品位炭の中には、汚泥を始めとして
含水率がきわめて高いものがあり、そのまま燃焼する
場合には水の蒸発熱と水蒸気による持ち出し顕熱のた
めに熱損失が大きく、補助燃料などを必要とする場合
がある。そのため、予備乾燥をすることで自立した燃
焼を達成するとともに高効率な熱回収を行うことが考
えられる。
　乾燥方式には様々なものがあるが、大まかには加熱
源の種類と、蒸気の蒸発熱回収の有無で分類できる。
加熱源としては、燃料の中の有機物を加熱の熱源とす
るものと外部エネルギー源（電力あるいは燃料）を用
いるものがある。蒸発した蒸気を非凝縮性乾燥ガス（空
気など）とともに放出する場合と、非凝縮性ガスを含
まない蒸気中で乾燥させ生成ガスをほぼ蒸気 100％と
し、この生成蒸気を加圧して凝縮させて熱を回収する

方法にも分類できる。非凝縮性ガスを用いる場合は構
造などが簡単になるが蒸発熱の回収ができず、また、
空気など酸素濃度の高いものを用いる場合は自然発火
等に注意が必要である。蒸気中乾燥 - 蒸気再圧縮によ
る熱回収は、構造的には複雑であるが、エネルギー的
には有利であり、著者が試算した含水率 55％褐炭燃
焼火力発電の例（Table 1, Fig.6）では、低圧蒸気ター
ビンからの抽気によるロスおよび圧縮動力を差し引い
ても、蒸気持ち出し熱を減らせることによるボイラー
効率向上の効果が勝り、総合効率が向上することが期
待できる。
　高含水率の石炭（褐炭など）に対して適用可能な蒸
気再圧縮による熱回収を伴う乾燥装置の例としては、
油中乾燥を用いた UBC プロセス [13]、過熱蒸気で流
動化させる流動層を用いた乾燥プロセス [14, 15] があ
る。これらの構成要素は、いずれも気密式乾燥器、蒸
気再圧縮機、伝熱管（蒸気凝縮管）である（Fig.7）。
伝熱管から湿潤物への伝熱係数を高くして伝熱管内の
飽和温度を低くすることが蒸気再圧縮の圧力低減すな
わち圧縮動力低減のポイントになる。これら蒸気再圧
縮法は原理的には汚泥にも適用可能である。ただし、
石炭などでは粉砕による粒度の調整などが可能である
が、汚泥の場合には夾雑物の混入など、固体ハンドリ
ング上の問題を考慮する必要がある。
　燃料の中の有機物を加熱のエネルギー源とするもの
には、乾燥生成物を燃焼してその熱を乾燥器に与える
ものと、燃料を発酵（堆肥化）させてその発酵熱を利
用するものがある。微生物が代謝可能な成分を多く含
むバイオマスについては、堆肥化法が適用可能である。
著者は、平成 23 ～ 25 年度新たな農林水産政策を推進
する実用技術開発事業「キノコ栽培廃菌床からのエネ
ルギーと肥料の同時生産」（課題番号 23054）の研究
プロジェクトに参画し、含水率 55% のエノキタケ廃
菌床を堆肥化乾燥する方法の確立および乾燥物の燃焼
試験を行った。このうち、堆肥化乾燥の結果について
紹介する。

Table 1　蒸気再圧縮熱回収乾燥プロセス付褐炭燃焼発電システムの効率試算例（供給 200 t/h、燃料中水分 55％）

Fig.6　蒸気再圧縮熱回収乾燥プロセス付褐炭燃焼発
電システムの蒸気流量試算例（供給 200 t/h、
燃料中水分 55％）
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　ここでは、容量 3m3 の固定層発酵装置で通気発酵
実験を行った。加えて、小型断熱発酵槽（容量 2 L の
固定層と 6 L の撹拌槽）を用いて通気発酵を行い、生
成ガス中の CO2 濃度と温度を連続測定した（Fig.8-

（a））。発酵で発生する熱量は、有機物の酸化による
CO2 発生時の発熱、すなわち燃焼熱と等しいと仮定し、
CO2 発生速度から発熱速度を推定した。乾燥廃菌床の
発熱量から CO2 発生あたりの発熱は 112 kcal/mol-
CO2（=470 kJ/mol-CO2）とした。なお、酸素消費あ
たり発熱量に換算すると、この発熱量は文献値 440 
kJ/mol-O2 [17] とほぼ同じである。この発熱速度を用
いて 3m3 の固定層発酵装置のモデル化を行った。発
酵で発生した熱は、水の蒸発熱、ガスの顕熱、容器外
部への放熱として一部が失われて、発生した熱と放熱
の差が廃菌床内に蓄積し温度上昇にあてられる。本計

算では Fig.8-（b）に示すように、装置内の廃菌床充
填層を高さ方向に均等に 4 分割し、それぞれのセク
ションでの物質・熱収支をそれぞれとった。
　Fig.9 に示すように、6 L の撹拌槽で得られた CO2

生成速度を用いて 3m3 発酵槽の温度上昇、蒸発挙動
をある程度予測ができることが明らかになった。ただ
し、6 L 発酵槽では 72 時間を超えると CO2 発生が次
第に減少したが、3m3 発酵槽ではその後もまだ温度の
高い状態が継続し、発酵が終わっていなかったと思わ
れる。長時間発酵した場合の挙動予測についてはまだ
改良の余地がある。
　発酵を用いたバイオマス乾燥法については、基質を
代謝できる発酵菌の存在が不可欠であるが、バイオマ
スによっては抗菌物質を含有し発酵させることに工夫
が必要なものもある。本研究プロジェクトで対象とし

Fig.7　蒸気再圧縮による熱回収を伴う乾燥プロセスの例

Fig.8　2L 固定層発酵実験装置および 3m3 固定層発酵槽の温度・蒸発のモデル化に用いた廃菌床発酵乾燥時の装置
内テストセクションの物質・熱収支の概念図
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たキノコ廃菌床も抗菌物質を含有するものであり、発
酵を開始するために十分な量の種菌を添加する必要が
あった。そのため、ある程度の量の発酵後の生成物を
発酵前のバイオマスに添加する必要があった。
　発酵菌の選択には 2 つの考え方があり、一つは短時
間で発酵できるように高性能な特定の発酵菌を外部か
ら購入するなどして用いる場合と、もう一つは性能は
高くないが多様な発酵菌を用いることができるように
余裕を持った発酵装置とする考えである。本プロジェ
クトの方針としては、発酵菌の安定調達、価格決定力
を考えて、多様な（かつ調達が容易で安価な）発酵菌
を用いる方針とし、市場において広く調達可能なもの
として、発酵鶏糞、EM ボカシ、乾燥牛糞、発酵豚糞、
発酵油かす等、合計 12 種類の発酵堆肥を種菌として
用いる実験を 2L 固定層実験装置で行い、いずれも繰
り返し利用が可能で、発酵乾燥に使える程度の発酵時
CO2 発生があることを確認した。

4．一般廃棄物の焼却と民間活力の導入

　これまで、著者は新潟県内のいくつかの自治体にお
いて、一般廃棄物焼却施設の運営方法の検討や、事業
者選考の委員を務めたことがあり、その中でいくつか
の論点について課題などを論ずる。
　現在の一般廃棄物の中間処理（焼却）の運営形態は、
民間事業者に設計・建設・運営を委託する DBO 方式
が主流となり、自治体による公設公営方式は少なく
なっている。民間活用のメリットとして、「運営等を
民間の資金、経営能力及び技術能力を活用して…国や
地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果
的に行われることにより、事業コストの削減、より質の
高い公共サービスの提供が実現できます」（経済産業省
HP http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/pfi/）

というものがうたわれている。また、著者がある自治
体の運営方式を決定する委員会において、民間活力の
導入のメリットは何かと問うたところ「民間の創意・
工夫を導入する」という趣旨の回答があった。しかし、
公設公営であっても創意・工夫の能力があってしかる
べきであり、単に民間に任せればよいというものでは
ない。民間の創意・工夫が具体的にどのように発揮で
きるかについて、あらかじめ使える資源、制約条件な
どを考えて構想する必要がある。例えば、余剰熱を用
いて発電し、売電することで民間の創意・工夫を導入
することが考えられる。この場合は、ごみは燃料でも
あるので、ごみの発熱量と処理規模によって発電量が
ある程度決まってくる。したがって、発熱量がある程
度あり、焼却量が多いほど発電に有利となると考えら
れる。Fig.10-（a）は著者がまとめた DBO 方式で作
られたごみ焼却炉における処理規模とゴミ発熱量の範
囲である。この図をまとめた当時は、DBO の実績と
してあったものは「某市」を除くものであり、その際
は DBO 実績の最小規模として、図中の規模・発熱量
最低ライン A と書かれる線とゴミ発熱量最低ライン
と書かれた線の右上側の実績だけがあった。その後、
某市と書かれたものが加わり、最低規模ライン B と
書かれた規模が、DBO 実績における最低ラインになっ
た。
　Fig.10-（b）には DBO 方式の VFM と規模の関係
を示す。ばらつきが大きいが、規模が大きいと VFM
が高くなる傾向がみられる。全体として 6 ～ 15% の
VFM が見込まれており、民間の創意・工夫を導入す
る効果が期待されている。民間の創意・工夫のうち余
剰電力の売電は大きな寄与があるが、これまでは、余
剰電力を高価格で販売できる相手を見つけることが民
間の創意・工夫を発揮できる点となっていた。しかし、
FIT 制の導入により、このような形での民間の創意・

Fig.9　キノコ廃菌床の連続通気発酵乾燥の 3m3 発酵装置の結果と小形（6L）発酵装置で測定した CO2 生成速度に
基づくモデル予測の比較
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工夫導入が難しくなり、売電収入を自治体の帰属とす
る場合が出てきた。この場合、自治体の実質の負担と
しては、処理費用から売電収入を除いたものになるの
で、いかに売電を増やせるかがポイントになる。しか
し、どのように運営事業者に発電量を増やさせるかの
インセンティブを与える方法については、まだ検討の
余地がある。
　自治体が建設・運営事業者を選定する際には、選考
委員会を設置することが多い。この選考委員会は、実
際にごみを焼却する実務に携わった経験を有する中立
的な立場の人、自治体の職員、学識経験者などで構成
される。また、コンサルタント会社が実務をサポート
する。このシステムは中立性を担保する上で適切とは
考えられる。一方、起こりうる問題点として、コンサ
ルタント会社（案件に実際にかかわる担当者）の経験・
能力や、学識経験者の適切な選択があると考えられる。
筆者は、大学教員として教員の公募・採用にかかわっ
たこともあるが、現在の大学教員の採用に関しては学
術的業績（具体的には査読付き論文として公表される
もの）に重きが置かれる場合が多く見られ、特定分野
の高度な学術的知見があるとは考えられる。しかし、
ごみ焼却の事業者等選考では、総合的で幅広い知見を
持つことが必要と思われる。また、分野としては焼却・
発電等のエンジニアリングの分野の識者と、運営と経
済性に関する会計の分野の識者の両者をそろえる必要
がある。また、中立的な立場でごみを焼却する実務に
携わった経験を有する人は、例えば自治体で長年公設
公営のごみ焼却に携わった人などが考えられるが、
DBO 方式が主流になると、数十年後には公的部門に
おいて経験と専門知識を豊富に有する人材を確保する
ことが困難になることが懸念される。

　廃棄物の処理法を変更する場合には、一つのメリッ
トだけでなく、多面的な検討を必要とする。ある自治
体においては、従来は可燃ごみとともに焼却していた
生ごみを、分別してメタン発酵に用いるように収集・
処理法を変更した。しかし、この結果、生ごみが減っ
たことによりごみの水分が減少し、発熱量の増加によ
り焼却炉内燃焼温度が上昇し、最終的には焼却炉の傷
みが激しくなる問題が生じた。この他にも生ごみを可
燃ごみから除くことで考えられる焼却設備側の問題と
しては、ごみのバルク密度が小さくなるためにごみ
ピットの容量当たりの質量ベースでの貯留量が減るこ
と、含水率が低いのでピット内での火災防止に注意が
必要なこと、高所からのごみの落下による破袋をする
場合はごみが軽くなるため破れにくくなること、焼却
炉投入後の乾燥帯が短くなりごみに着火・燃焼する場
所が変わること、などが挙げられる。特に、DBO 方
式など民間事業者が運営を行う場合は、20 年間程度
の運営を行うことが多く、その間のごみ質・ごみ量の
変化は運営側から見ると事業リスクになる。したがっ
て、生ごみをメタン発酵へ用いるなどのように、ごみ
の分別方式の変更を行う場合は、そのインパクトにつ
いてあらかじめ十分検討しておく必要がある。

5．おわりに

　これまで著者が関わった流動層燃焼、バイオマス乾
燥、自治体における廃棄物処理の経験と文献調査の中
から、いくつか下水汚泥処理にも関連することを取り
上げて、将来の課題等を論じた。今後の下水汚泥・廃
棄物の処理に対して参考となれば幸いである。

Fig.10　DBO 方式による一般廃棄物焼却処理における処理規模、ごみ発熱量の実績値および VFM（元データは自
治体等の要求水準書等による）
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特 別 寄 稿

キーワード：地球環境と汚泥、土壌炭素、窒素資源、リン資源、汚泥堆肥化、亜鉛資源

茅野　充男　

東京大学名誉教授・秋田県立大学名誉教授

下水汚泥の農業利用

　昭和 50 年代に下水汚泥の農業利用を主要な目的と
して汚泥資源利用協議会が発足した。筆者は発足当時
から各種委員に任命され、また、『再生と利用』の編
集委員長を 10 年も務めるなど、長年、下水汚泥リサ
イクルに関係してきた。これによって、肥料資源やエ
ネルギー資源、ひいては地球温暖化などの重要な研究
課題を考察する機会を与えられ、貧しい研究生活に潤
いを与えてもらった。
　汚泥の農地施用にはメリットとデメリットがある。
本稿では、両者を比較し、農地施用を考えたい。まず、
1 節と 2 節では、汚泥農地施用による有機物（炭素）（1
節）と肥料元素（窒素とリン酸）（2 節）の供給が地
球温暖化防止、肥料資源・エネルギー資源保全からメ
リットのあることを説明する。ついで、3 節では、堆
肥製造と施用効果について述べる。また、4 節では、
汚泥施用で問題とされる農地の亜鉛濃度上昇について
解説する。併せて、亜鉛は人に必須な栄養元素である
ことにも触れたい。5 節はまとめである。

1．炭素の問題と地球温暖化

　平成 19 年版環境 / 循環白書によると、人類は地球
の生物容量（BC）を上回る消費をしているという。
その消費量がエコロジカル・フットプリント（EF）
として計算されている（文献 1）。

　EF とは、人間活動が環境に与える負荷を浄化する
ために必要な土地や水界面積である。通常は、生活を
維持するのに必要な一人当たりの面積を示す。例えば
炭素については、人の活動で発生する二酸化炭素を吸
収・除去するのに面積はどの程度必要かを示す。『生
きている地球レポート 2006』（文献 2、Google 検索）
によると、世界全領域では 1980 年代には EF が生物
容量を上回る過剰状態に至ったとされている（図１中
の世界の図）。2003 年時点では、EF が生物容量（BC）
を 20% 強上回る状態となっているが、さらに、化石
燃料の使用のみによる EF を計算すると 1961 年から

図 1　Ecological と Biocapacity
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2003 年の間に 9 倍以上になるという。
　また、表 1は日本の EF を項目別に解説したもので
ある。我が国では食糧消費量からみると耕作地は 2 千
8 百万ヘクタール必要なのに実際には 4 百万ヘクター
ルしかない。また、石油消費によって発生する二酸化
炭素を光合成で固定するには 2 億ヘクタール必要なの
に実際には 2 千 5 百万ヘクタールしかないというデー
タが示されている。
　この試算とは別に土地（土壌）の二酸化炭素吸収量
というのが各地で試算されている。ヨーロッパでは各
国が協力して古くから試算値を発表しているが、林地、
草地は二酸化炭素の重要な吸収サイトだが、耕地は逆
に二酸化炭素排出源となっている。その理由は化石エ
ネルギーから生産される化学肥料の施用と有機物施用
減少が主要な原因である。林地や草地を農地転換して
穀物生産をすることは地球温暖化を促進する行為とし
て糾弾されている（表 2）（文献 3）。

2．肥料（窒素とリン酸）資源としての汚泥

　植物を栽培するには肥料の施用が必要である。農業
栽培においては一般に窒素とリン酸とカリウムを施用
する必要があるが、最も問題となるのが窒素肥料であ
る。ハーバー・ボッシュ法などにより化学的に窒素ガ
スからアンモニア態窒素に固定される量は理科年表
2007年版によると1億トンを超えている（図2）（文献4）。
　一方、地表面や水面にある各種の窒素が窒素ガスに
なる、いわゆる、自然の脱窒量もほぼ１億トンである
が、自然に窒素ガスがアンモニアなどに微生物などに
よって固定される量も１億トン程度である。これらの
結果として、地球表面には工業的に固定される窒素化
合物が年々 1 億トン（窒素換算）以上積み残されてい
く。「地球は窒素まみれ」なのである。このことは、
富栄養化による酸欠の水域を拡大し水棲生物の環境を
大きく変えている。食料生産を維持し、かつ、水域の
富栄養化を防止する解決策は窒素リサイクルの促進、
すなわち汚泥など再生有機質資源の利用拡大に頼るし
かない。
　我が国の有機性廃棄物に含有される窒素は化学肥料
で消費される窒素の 2 倍となる。汚泥の発生量を 250
万トンとすると、含有される窒素量は 10 万トン程度
となり、窒素肥料消費量 50 万トンの 20% 程度を汚泥
施用でまかなえることとなる。さらに、各家庭などで
のディスポーザーの普及が広がると食品残渣由来の窒
素も利用されることになり、割合は高まる。
　エネルギーの面から化学肥料合成を見ると以下のよ
うになる。窒素肥料の合成には石油資源が必要となる。
農業上、ハーバー・ボッシュ法で固定された窒素肥料
１㎏を散布するとエネルギー的には平均 1.5 キログラ
ムの原油を散布するのと同じこととなる（文献 5）。
わが国などで広く利用されている尿素態窒素を利用す
ると窒素 1kg が石油換算 2kg 程度となる。
　硝酸アンモンニウムになるとより多くのエネルギー
が必要である。もちろん、汚泥を肥料として利用する
場合にもエネルギー資源消費の軽減も考慮する必要は
ある。
　次に、リン酸（図 2）であるが、生産国が限られて
いて、生産国による輸出制限が我が国には大きな問題
である。しかし、食料・飼料の形でリンを多量に輸入
しているので、廃棄物中に含有されるリンの量を計算
すると輸入リン酸肥料とほぼ同じ量のリンが含まれて
いる。特に汚泥にはリンが多く、我が国の肥料輸入量
の 15％が含有されている。
　1 節、2 節に述べたことから次のようにまとめられ
る。

表 1　日本のエコロジカル・フットプリント（EF）
（主に 1990/91 年の値）

表 2　草地、林地、耕地及び泥炭地での炭素収支
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　炭素の循環から見て、エコロジカル・フットプリン
トが生物容量を大きく超え、農地も二酸化炭素発生源
となっていることを考えると、互いに矛盾し合う二つ
の問題、即ち、需要量の増大する食料増産によるエネ
ルギー資源消費増と二酸化炭素削減の矛盾を解決する
重要なキーは汚泥などの有機物を農地に施用して化学
肥料の施用を減少することである。

3．汚泥の堆肥化

　汚泥は微生物による分解や水分の蒸散などによって
成分が変動するので、肥料として成分保証することが
困難である。そこで汚泥堆肥化が求められる。堆肥化
とは有機物を一定の高さ（1.5 〜 2 メートル程度）に
堆積し、ある程度の通気条件下で分解することによっ
て製造される。写真は山形市での堆肥化の状況である。
このようにある高さに堆積することによって、有機物
の分解で生成する熱が堆積物中に閉じ込められ高温

（60℃以上）となり、高温を数日程度維持した後、次

第に温度が低下し、20 日程度して腐熟堆肥は製造さ
れる。通気条件を保つには水分含量を 40-50% 程度に
し、強制的に空気を送るか、さもなければ、切り返し
と言って堆積物を撹拌することによって通気条件を確
保する。分解によって高温になると有害微生物の殺菌
や混入する雑草種子の発芽能力の抑制も可能となる。
高温経過後 20 日程度、時折切り返しをして堆積して
おくことによって安定化が図られる。
　堆肥化しないで汚泥を高温で乾燥するとか、Co60
放射線照射処理（IAEA）しても、成分の安定化や有
害微生物の抑制も可能となるが、畑に施用して水分条
件や温度が適温になると未分解の有機物が急激に分解
し、アンモニア臭が発生し、植物にも有害となる恐れ
がある。
　このように汚泥の堆肥化は有機物や肥料成分を安定
化する効果がある（表 3）。また、利用する農家にとっ
ても堆肥という名称はなじみがあり、受け容れられや
すい。
　堆肥化の過程で問題となる指標の一つが炭素と窒素
の比（C/N 比）である。藁、落ち葉、廃材（おがくず）
などの植物性の堆肥化資材は窒素含量が低いので、
C/N 比は 30 〜 50 程度であるが汚泥や家畜ふんなど、
微生物や動物性資材は窒素含量が多いので C/N 比は

図 2　地球上における窒素とリンの循環

図 3　肥料散布は石油散布である
（高月紘氏原画）
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10 以下である。堆肥化するとこの比はおおよそ 20 前
後に落ち着き、安定化した腐熟堆肥となる。
　汚泥腐熟堆肥の肥料効果は一般の有機質肥料と同様
で緩効性である。効果は堆肥が微生物によって分解さ
れることによって現れるので、低温では肥効は遅くな
る。地温が高まり植物の成長が盛んになると肥効が早
くなる。その意味で植物の成長と同調しており有効で
ある。ただし、気温と土壌温度には時間差があるので、
植物の成長と肥料効果がずれることもある（特に施設
栽培）。堆肥の効果はむしろ長期連用することによっ
て大きなものとなる。図 4には筆者らが汚泥堆肥を
長期連用した田無農場の土壌の微生物活性や種類を示
す。いずれも汚泥堆肥の連用によって微生物活性が改
良されている。土壌の物理性も改良され膨軟な土とな
り水持ちもよくなる。
　150 年前から化学肥料と堆肥の効果を比較している
イギリスのローザムステッドの試験場での研究結果で
は両者を混合施肥した時の収量が最も高い。
　さて、廃棄物からの堆肥生産は周年だが、需要期は
限定されるため貯蔵場所の確保が必要となるなど、堆
肥流通の課題は多い。

　我が国で汚泥堆肥化が順調になされているところの
事例を見ると堆肥製造から流通までを外部委託してい
るところが多いようである。購買者である農業者ある
いは農業者団体とも結びついている必要があるものと
考えられる。堆肥製造から流通までを担う専門業者が
多くなり発展することが必要である。その為の公的支
援が願わしいと考える。

4．汚泥施用に伴う重金属特に亜鉛の問題

　汚泥の農地施用に対して大きなブレーキとなってい
るのが、昭和 59 年 11 月 8 日に環境庁（当時）から通
達された規制「農用地における土壌中の重金属等の蓄
積防止に係る管理基準」である。これは汚泥施用土壌
における亜鉛濃度を 120mg/kg 以下に規制する管理基
準である（文献 6）。既述のように、下水汚泥の農地
利用には地球環境、土壌保全という点から多くのメ
リットがある。このような利点に比較して、土壌中亜
鉛（Zn）濃度 120mg/kg の管理基準は厳守しなけれ
ば何らかの危害が及ぶような基準かというとそうでは
ない（87 回衆議院農林水産委員会 -14 号　昭和 54 年
5 月 23 日）。岡本氏の研究でも神奈川県の全土壌の亜
鉛濃度の平均は 119 mg/kg となっているが（文献 7）、
神奈川県の農作物は亜鉛の障害を受けていない。この
基準を守るために汚泥利用を控えるというのは地球環
境の保全、資源の保全という観点から取るべき道では
ない。
　世界では人間の排せつ物をそのまま処理せずに農地
に灌漑水としてまた肥料として利用する農家が 2 億人
いて、その面積は 2000 万ヘクタールに及ぶ（文献 8）。
人間の生の排せつ物によるリスクより安価に食料を生
産するメリットの方が重要であるということである。
地球全体を考えると水と肥料の不足は人類生存に切実
な問題を投げかけており、汚泥もそのような観点から
メリットとデメリットを天秤にかけながら有効利用し
ていく必要がある。
　亜鉛の有害濃度に大きな影響を与えるのは土壌の
pH（酸性度）と土壌の粘土含量及び有機物含量である。
pH は高い方が、また、粘土および有機物含量も多い
方が有害になりにくい。粘土や有機物をほとんど含有
しない土壌では亜鉛の害は現れやすい。汚泥施用をす
るときには pH は 6 以上 にするという条件を付して
いるところが多いが、欧米の亜鉛の許容基準は 150 〜
1000mg/kg の範囲である。150mg/kg という厳しい
基準はカナダのアルバータ州での砂質土壌においての
みである。英国では 560mg/kg、アメリカ合衆国環境
省の勧告では 250 〜 1000mg/kg、西ドイツ（当時）
では 300mg/kg、カナダのオンタリオ州では 330mg/

表 3　コンポストの長期貯蔵に伴う性状変化

図 4　汚泥施用に微生物量と数
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kg、ニュージーランドでは 300mg/kg となっていて、
いずれも許容濃度は 120mg/kg より高い。
　岡本氏の研究では神奈川県の農地の亜鉛濃度は樹園
地では 171ppm となっている。富士火山灰系の火山灰
土壌は亜鉛が高濃度になるという。
　筆者が長年、下水汚泥堆肥を連用した東京都の東大
田無農場の土壌は富士火山灰系であり汚泥施用をしな
い対照区でも亜鉛を 100ppm 含有しており、汚泥を施
用するにつれ 300ppm にも上昇したが植物に障害が現
れることはなかった（文献 9）。
　ところで、亜鉛は人間を含めた哺乳類動物の必須養
分であり、人は亜鉛を食物から接収する必要がある。

乳児用のミルクには 0.8 〜 1.7mg/L も亜鉛が含まれて
いる必要がある（表 4、文献 10）。人への亜鉛栄養の
供給を食品から摂取することを原則（表 5、文献 11）
とすると、有機性肥料（堆肥）の供給が望まれる。汚
泥の農地利用はその面からも評価されるべき手段であ
る。ただし、植物中の亜鉛濃度を上げようとしても簡
単ではない。筆者らが行った実験でも汚泥施用によっ
て土壌の亜鉛濃度は上昇したが、生育する植物の亜鉛
濃度は上昇しない（表 6）。土壌 pH の調整などが必
要であろうが、この面からの研究は海外では多くなさ
れているようであるが我が国でもなされることが望ま
れる。

図 5　試験区別表層土（0〜 10cm）中亜鉛含有量の経年変化（冬作前採取土壌）

表 4　母乳・育児用粉ミルク中亜鉛、銅濃度 表 5　重金属は豚や牛だけでなく人にも必要
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5．将来展望

　以上に述べたように、汚泥農地利用には地球温暖化
防止、エネルギー資源保全、肥料資源保全という大き
なメリットがある。現実に、衛生面での危険を冒しな
がらも人間の排泄物を生のまま農業生産に利用してい
る人たちが 2 億人を超えるということを考えても、汚
泥の持つ肥料資源価値は高い。これを衛生的に利用す
るために堆肥化し、流通することは今後の肥料資源の
枯渇や水資源の富栄養化を防ぐ点でも意義がある。世
界の食料を輸入し、それに伴い他国の水資源も奪って
いる日本としてはあらゆる有機資源を有効に利用して
いくことが人類福祉のために必要なことと考える。農
地の重金属濃度を高めるというデメリットを適当に制
御しながら、汚泥資源の有効利用を図っていくべきで
ある。
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1．はじめに

　新潟市は、古くから「みなとまち」「米どころ」と
して栄え、江戸時代から物流拠点「新潟湊」として賑
わいを見せていた「新潟町」は、安政 5 年にアメリカ・
イギリスなど５カ国との修好通商条約によって、函館・
横浜・神戸・長崎とともに開港 5 港の一つに指定され
ました。また、近年では、高速道路網や上越新幹線の
整備により首都圏と直結しているなど、陸上交通網が
充実しているほか、国際空港、国際港湾を擁し、国内

主要都市と世界を結ぶ日本海側の拠点都市として高次
の都市機能を備えています。
　明治 22 年の市政施行以来、戦争・大火・地震など
にみまわれながらも、そのたび復興を成し遂げ発展し、
平成 8 年に中核市に指定され、平成 17 年には 13 市町
村との合併により、人口約 81 万人の本州日本海側最
大規模の都市となり、平成 19 年 4 月には、本州日本
海側初の政令指定都市となりました。
　本市は、本州日本海側のほぼ中央に位置し、市域面
積 726.45km2、東西 42.5km、南北 37.9km に広がり、
地形はおおむね平坦で、日本を代表する大河の信濃川、
阿賀野川が流れ、福島潟、鳥屋野潟、ラムサール条約
登録湿地の佐潟など多くの水辺空間と里山などの自然
に恵まれた環境にあり、農地が市域の約 48％で田園
が市街地を包み込むように広がっています。

2．新潟市の下水道

　新潟市は、昭和 27 年下水道事業に着手し、昭和 39
年に船見下水処理場において下水処理を開始しました
が同年の新潟地震で被災し、昭和 42 年に下水処理を
再開しました。その後、新潟市の 3 処理場と新潟県の
4 処理場が順次供用開始し、現在に至っております。
　新潟市の下水道普及率は、昭和 42 年の船見下水処
理場供用開始後から昭和 46 年頃まで徐々に向上しま
したが、昭和 55 年の中部下水処理場・新潟浄化セン

下水汚泥利用、省エネルギー、消化ガス発電、混合消化、刈り草

新潟市における
下水汚泥有効利用の取組み

特集：第 28 回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集（新潟市）

山本　茂浩課長補佐

新潟市下水道部下水道管理センター施設管理課

解　　説

キーワード：

図－ 1　新潟市の位置図及び都市構造総括図
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表－ 1　新潟市の下水道全体計画概要

図－ 2　新潟市の下水道区域概略図

ター供用開始までの停滞期間がありましたが、その後
は毎年 1％以上向上しており、特に平成 5 年度から平
成 15 年度までは普及率 3％以上の急激な伸びを示し
平成 6 年度には 50％を超え、平成 15 年度に 70％を越
えて以降も堅調に伸び、現在は 83.4％（平成 26 年度末）
となって全国平均を上回ることができました。また、
農業集落排水事業や合併浄化槽なども含めた汚水処理
人口普及率は 86.0％となっております。
　このほか、都市浸水対策達成率は 57.2％、合流式下
水道改善率は 58.0％であり速やかな対策が必要となっ
ているとともに、耐用年数を大幅に超えた老朽化設備
も年々多くなり長寿命化対策や更新が必要な設備も増
加しており、さらに建物などの耐震対策や老朽化対策
も必要となっております。

3．下水汚泥の推移

　新潟市は、下水道事業本来の目的である公衆衛生面
から生活環境の改善や公共用水域の保全のため下水道

の普及促進を急速に図って参りましたが、下水道普及
率上昇とともに脱水汚泥の発生量も増加しており、平
成 8 年度に含水率の高かった脱水汚泥の減量化ため汚
泥焼却施設を建設しました。
　その後、持続可能な循環型社会や環境保全型社会の
構築など時代の変化とともに下水汚泥の埋立処分が難
しくなってきたことから、平成 17 年度から平成 19 年
度にかけて従来の埋立処分からセメント原料やコンポ
スト化などの下水汚泥の有効利用へ転換を図りまし
た。
　平成 24 年度の消化ガス発電稼働とともに、それま
で稼働していた汚泥焼却施設を全面停止し、脱水汚泥
の処理と利用を全て民間委託しております。今後は、
汚泥利用の最終形態がセメント原料に偏っているため
リスク分散の観点から他の利用が可能な民間事業者を
模索したいと考えています。

4．消化ガス利用

　下水道施設は、環境保全のための施設である一方で、
多くのエネルギーを消費し温室効果ガスの発生量も大
きいといわれており、多くの自治体で下水道施設の省図－ 3　脱水汚泥量の推移

図－4　下水汚泥の最終処分・利用形態（脱水汚泥量ベース）
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エネルギー化を進めています。
　本市でも、平成 15 年頃より地球温暖化対策の視点
から処理場の省エネルギー化を推進（図− 5）してき
ており、平成 20 年代に入って汚泥焼却施設の温室効
果ガス排出量抑制対策が求められてきたことから、平
成 25 年に再生可能エネルギーを創出する消化ガス発
電への転換を図りました。

　本市の中部下水処理場に消化ガス発電設備を導入す
ることで、県内の下水処理場では初の本格稼働施設で
あり、県内最大のバイオマス発電施設となりました。
本施設の当初計画では、440 万 kwh を発電し処理場
の約 40％を賄う予定としており、年間約 5,000 万円（基
本料金削減額含む）の電気料金と年間約 2,400t-CO2
の温室効果ガスの削減を見込んでいました。
　しかしながら、平成 25 年度実績で 412 万 kwh、平
成 26 年度実績で 399 万 kwh の発電量と計画発電量よ
り少なくなっており、この要因としては、初期故障な
どの他に定期点検の頻度・停止期間の多さなど当初想
定しなかったこととして挙げられますが、以前より認
識していた点として、春から晩秋にかけての消化ガス
の発生量の減少が分かっており発生量の少ない月が多
い月の 6 割余りとなっているため発電量の低下に大き
な影響を与えています。
　今後、定期点検の頻度や点検期間については、メー
カーなどと協議のうえ効率的・効果的な点検を行って
必要最小限にするなどの見直しが必要と考えておりま
す。

5．消化ガス増量

　消化ガス発電の稼働率低下を招いている一因である
春から晩秋にかけての消化ガスの発生量の減少につい
ては、気温の高い期間には消化槽に投入される以前に
消化しやすい汚泥がガス化しているのでないかと思わ
れる。このため、この期間より約 1 ヶ月前からガス化
が容易なバイオマスを消化槽で混合消化することで、
消化ガスを必要量確保することが可能となるのではな
いかと考えました。
　このことから、稲わらと下水汚泥の混合消化で実績
のあった長岡技術科学大学の姫野准教授にお願いし、
刈り草を用いた混合消化の実証実験を平成 24･25 年度
の約 2 年間わたり新潟市と大学との共同研究で実施し
ました。
　混合消化の実験で刈り草を選定した理由としては、
稲わらの実験結果から消化ガスの発生倍率がある程度
は見込まれ、消化ガス量が低下する時期に刈り草が多
く発生することや、処理場内への持込みに対し周辺住

図－ 5 　中部下水処理場エネルギー原単位の推移

図－ 6　消化ガス発電（ガスエンジン + 発電機）

表－ 2　消化ガス発電設備概要

表－ 3　消化ガス発電実績

表－ 4　混合消化実証実験の概要

※下水処理場のエネルギー原単位＝エネルギー原油換算量（kl）
　／高級処理水量（千m3）
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民の抵抗感が少なく、未利用もしくは低度利用で必要
量の確保が容易なバイオマスであると思われたことか
ら選定しました。
　この他に将来、1 年を通して利用できるバイオマス
として黒部市で実績のあるコーヒー粕を用いた実験も
2 年目に実施しました。
　混合消化の実験方法は、表－ 4 及び図－ 7 に示す
通り 500 リットルの実験用消化槽に当処理場の発生汚

泥量と同じ割合で、消化日数 20 日間となるよう汚泥
の投入・引抜を繰り返し、混合バイオマスの混合率を
変化することで発生ガス量・性状や消化汚泥量・性状
がどのように変化するかの実験を行いました。
　実験の結果は、表－ 5 の通りとなったが刈り草の
混合率が低いほど発生倍率が高くなる傾向があり、刈
り草の投入量が１％以下であれば消化ガスの発生倍率
が 100 倍程度となることが分かりました。

　実際の消化ガスの発生量は、その期間の気温や雨量
による汚泥性状が大きく関係するため予測するのは難
しく、長期間に及ぶ実験の必要性を感じました。
　また、2 年目に並行して実験したコーヒー粕の混合
消化については、発生倍率が約 170 倍とその効果が大
きいことが判明しました。
　消化ガスのメタン濃度については、対照系（汚泥単
独）と比較してテスト系（混合消化）が若干低下する
傾向にありました。
　この実験の他に行った混合消化汚泥の脱水実験結果
は、表－ 6 の通り消化汚泥１m3 当りの刈り草混合汚
泥は微増、コーヒー粕混合汚泥は低下することが想定
されます。しかし、ろ過速度を同じくすると刈り草や
コーヒー粕の混合が脱水汚泥の含水率低下に寄与する
ことが推測されます。

図－ 7　混合消化実験方法の概略

表－ 5　混合消化実験結果
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6．おわりに

　本市では、これまで下水汚泥の処理や利用について
様々な対応を行ってきましたが、脱水汚泥までの処理
は高効率・低含水率化を基本に進めてきており、脱水
汚泥については有効利用可能な民間事業者に処理を委
託する方向で進んできました。また、汚泥処理の過程
で発生する消化ガスや他バイオマスと混合消化するこ
とで増加する消化ガスについては、消化ガス発電を中
心にその有効利用を図って行きたいと考えておりま
す。このような取り組みによって、下水道が循環型社
会や地球温暖化対策・エネルギー需給安定などに対し
微力ながら貢献できるものと考えております。

　このほか、本市では、既設下水道管渠を利用した下
水熱利用についても積極的に進めており、①バス停周
辺の融雪を目的としたヒートパイプ方式や②バスター
ミナル周辺の歩道融雪を行うための循環ポンプ方式と
③常設花卉直売場の農業ハウス暖房用にヒートポンプ
方式で下水熱利用を行っています。
　このように時代とともに下水道が取り組むべき役割
が変化もしくは新たに求められてきており、これまで
進めてきた下水道事業の膨大なストックの維持・修繕
や改築・改善など早急に取り組む必要のある事業も含
め業務量は増加する一方ではありますが、今後も「下
水汚泥の有効利用」に前向きに取り組みたいと考えて
おります。

　以上の結果から刈り草の混合消化は、消化ガスの増
量に一定の効果があり、脱水汚泥量に対する影響は少
ないことが解ったため、刈り草の混合消化を行うため

2t/ 日の刈り草受入れ施設を平成 27 年度に建設する
ことを決定しました。
　この刈り草受入れ施設は、図－ 8 の赤線で囲まれ
た範囲で示す通り搬入した刈り草を細かく破砕したう
えで初沈汚泥と混合し既存の消化槽に投入するための
施設です。将来、この施設の混合槽のみを増設するこ
とで 4.9t/ 日までの受入れが可能となる予定です。

表－ 6　脱水汚泥量の推算結果

図－ 8　混合消化全体フロー図
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キーワード：

1．はじめに

　下水道は、生態系や自然の循環システムを健全に保
つための重要な構成要素と位置付けることができる。
今後とも、拡大する諸活動を支えつつ、それに伴う環
境への負荷を極力抑制することが下水道に課せられた
大きな使命である。一方、下水の排除、処理の過程で
下水汚泥をはじめとして、スクリーンかす、土砂など
が発生する。これら発生汚泥等を適正に処理すること
は、放流水の水質管理とともに、下水道の維持管理上
最も大きな課題である。
　平成 23 年度における全国の産業廃棄物排出量は約
3億8,121万トンとなっている。そのうち約20％の7,479
万トンが下水汚泥であり（図 1）、その発生量は下水
道の普及等に伴って今後さらに増加する見込みである

（図 2）。これに対し、平成 24 年 3 月 31 日現在の産業
廃棄物最終処分場の残余年数は全国で 14.9 年、首都
圏で 5.3 年となっており、廃棄物の 3 Ｒ（Reduce, 
Reuse, Recycle）の推進が急務となっている。
　また、循環型社会への転換、廃棄物処理の適正化が
社会的な課題となる中で、循環型社会形成推進基本法
や各種リサイクル関連法、循環型社会形成推進基本計
画等が制定・改正されており、我が国における循環型
社会構築に向けた取り組みが各方面で進められてい
る。下水汚泥は多くの有機物を含んでいることから大

きな資源・エネルギーポテンシャルを有しており、下
水道は、従来の下水を排除・処理する一過性のシステ
ムから、集めた物質を資源・エネルギーとして活用・
再生する循環型システムへと転換することが必要であ
る。

循環型社会、下水道資源、カーボンニュートラル、エネルギー利用、緑農地利用

下水汚泥有効利用の現状と
推進に向けた取組

特集：第 28 回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集（新潟市）

太田　太一下水道企画課　課長補佐

国土交通省水管理・国土保全局下水道部

解　　説

図 1　産業廃棄物排出量に占める下水汚泥の割合
 （単位：万トン／年）

出典：環境省「産業廃棄物排出・処理状況等（平成 23 年度実績）」
　　 （国土交通省にて一部加工）
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　また、大量の資源・エネルギーの消費に伴う温室効
果ガス排出量の増加により、地球温暖化の影響が顕在
化してきている。平成 27 年 7 月には、我が国は国連
気候変動枠組条約事務局に対して「日本の約束草案」
を提出し、その中で、温室効果ガスの排出量を 2030
年度に 2013 年度比 26.0％減の水準（約 10 億 4,200 万
t-CO2）にすることとされ、その対応は国際的な最重
要課題となっている。下水道業における温室効果ガス
排出量は、1990 年から 2012 年の間に約 45％増加して
おり、処理水量の伸び（同比約 40％増加）を上回っ
ている。
　加えて、東日本大震災を契機とした東京電力福島第
一原子力発電所事故によるエネルギー需給の逼迫への
対応が急務である。下水道は我が国の年間消費電力量
の約 0.7％を占める電力の大口需要家であるとともに、
下水道における使用電力費は下水道維持管理費におい
て、全体の約 9％を占め（図 3）、今後、電力会社に
よる電力料金の値上げによる下水道事業への影響に懸
念もある。
　こうした背景を踏まえ、平成 26 年４月 10 日に閣議
決定された第 4 次「エネルギー基本計画」においては、

「再生可能エネルギーについては、2013 年から 3 年程
度、導入を最大限加速していき、その後も積極的に推
進していく。」とされている。
　バイオマスである下水汚泥は、バイオガス化・固形
燃料化等により再生可能エネルギーとして活用するこ
とが可能であり、温暖化対策やエネルギー構造の転換

等、社会的課題の解決に貢献できるポテンシャルを有
している。
　また、平成 22 年 12 月には「バイオマス活用推進基
本計画」が閣議決定され、下水汚泥について、バイオ
ガス化や固形燃料化等のエネルギー利用を推進するこ
とにより、2020 年（平成 32 年）には約 85％が利用さ
れることを目指すとされている。平成 27 年 9 月には
新たな「社会資本整備重点計画」（計画期間：2017 ～
2020 年度）が閣議決定され、下水汚泥中の有機物が

図 2　下水道普及率と発生汚泥量、処理水量の推移
（下水道統計及び国土交通省調べ）

図 3　下水道維持管理費の内訳
（下水道統計より国土交通省作成）
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エネルギー利用された割合を示す、下水汚泥エネル
ギー化率（平成 25 年度：約 15％→ 2020 年度目標：
約 30％）と、下水道における温室効果ガス排出削減
量（平成 24 年度：約 168 万 t-CO2/ 年 → 2020 年度目
標：約 316 万 t-CO2/ 年）が目標として掲げられている。
　以上のように、循環型社会、低炭素社会の構築が求
められる中、下水道事業ではバイオマスである下水汚
泥という資源を大量に有しているため、下水道管理者
は、率先して、地域の特性を踏まえ、下水汚泥をバイ
オガスや固形燃料として積極的に活用し、下水道を資

源・エネルギーの回収・再生・供給インフラとして整
備することが求められている。

2．下水汚泥の発生量と処理処分等の現状

　平成 25 年度における下水汚泥の処理及び処分の状
況を表 1、図 4 に示す。下水汚泥は年間約 226 万 DS-t

（乾燥重量トン）が発生しており、そのうち約 62％（約
139 万 DS-t）が緑農地利用、建設資材利用、固形燃料
利用等として有効利用されている。

図 4　下水汚泥の最終処分・利用形態の経年変化（汚泥発生時乾燥重量ベース）
（国土交通省調べ）

表 1　下水汚泥の処理及び処分状況（発生固形物量ベース、平成 25 年度
（国土交通省調べ）

※汚泥処理の途中段階である消化ガス利用は含まれない。
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　下水汚泥の再生利用状況については、平成 23 年度
以降東日本大震災の影響により下水汚泥が処理場内で
保管等されたことから（表中では「その他」に含まれ
る。）、一時再生利用率が減少していたが、その後徐々
に回復し平成 25 年度の再生利用率は 62％となってい
る。有効利用の内訳としては、セメント原料利用等の
建設資材利用が最も多く、平成 25 年度では 41％が建
設資材に利用されている。一方、下水汚泥固形燃料化
等、下水汚泥のエネルギー化については依然として低
い水準（平成 25 年度時点でエネルギー化率 15％）に
とどまっており、より積極的な活用が求められている。

3．下水汚泥の有効利用

　東日本大震災の影響による一時的な再生利用の減少
は見られたものの、セメント原料等としての建設資材
利用やコンポスト等としての緑農地利用はこれまで着
実に進展してきた。一方で、下水道バイオガス又は固
形燃料としてのエネルギー利用は依然として低い水準
にとどまっている。それぞれの状況を以下に概観する。

（1）建設資材利用
　下水汚泥の建設資材利用としては、セメント原料と
しての利用の割合が多くなってきており、平成 25 年
度においては、乾燥重量ベースで約 41％が建設資材
利用されており、うち 6 割がセメント原料としての利
用となっている。建設資材としての利用形態は、大き
く分けて次の 2 つがある。
１）処理された下水汚泥（焼却灰や溶融スラグ）その

ものを資材として利用するもの
　　（例：石灰系焼却灰の埋め戻し材、路盤材　等）
２）焼却灰や溶融スラグを建設資材の原材料の一部又

は全部として利用するもの
（例：高分子系焼却灰のブロック及び透水性レン
ガ原料としての利用　等）

　最近では、焼却灰と掘削残土を用いて改良土を製造
する技術が実用化されているほか、下水汚泥焼却灰だ
けで他の材料を添加することなく、レンガやタイル等
の製品を作り出す技術も開発されている。
　

（2）緑農地利用
　下水汚泥には、多量の肥効成分や有機物が含まれて
おり、適正な施用を行うことによって土壌改良材や肥
料として十分な効果を有することが明らかになってお
り、平成 25 年度においては、乾燥重量ベースで約
17％が緑農地利用されている。
　下水汚泥を緑農地に利用する場合の形態としては、
コンポスト化汚泥に加え、脱水汚泥、乾燥汚泥、焼却

灰等が挙げられる。このうち、コンポスト化汚泥は、
汚泥が質的に改善されており、取り扱いやすく、発酵
処理の際に滅菌・安定化する利点があるため、有効利
用促進の観点からコンポスト化の意義は大きい。
　なお、肥料の品質を保全するため肥料の規格等を定
めている肥料取締法が平成 11 年 7 月に改正されたこ
とにより、特殊肥料とされていた下水汚泥を原料とす
る肥料が普通肥料に位置付けられ、「下水汚泥肥料」
等を生産又は輸入する場合には、農林水産大臣の登録
を受けなければならないとされている。
　また、最近では、全量を輸入に頼っているリンにつ
いて、その枯渇が懸念されていることや食料需要の増
大及び産出国による輸出制限のため国際相場が乱高下
しており、下水及び下水汚泥中に含まれるリンを回収
し、肥料や肥料原料として活用する取組が注目されて
いるところである。そのため、国土交通省では、平成
21 年度に「下水道におけるリン資源化検討会」（座長：
津野洋 京都大学大学院教授）を設置し、検討を行い、
平成 22 年 3 月にリン資源の現状と課題、リン資源化
の視点、リン資源化の検討手順等をとりまとめた「下
水道におけるリン資源化の手引き」を策定した。国土
交通省では、今後とも、農林水産省など関係省庁をは
じめとする多様な主体と連携しつつ、下水道における
リン資源化が推進されるよう、取り組んでいく。

（3）下水道バイオガス利用
　下水道バイオガスには、下水汚泥の嫌気性消化過程
において発生するメタンを主成分とするバイオガス
と、下水汚泥をガス化炉により熱分解することで発生
する一酸化炭素や水素を主成分とするバイオガスの 2
種類がある。ガス化炉は平成 22 年度に東京都におい
て、世界で初めて導入されているが、全国では主に嫌
気性消化によるバイオガス化が進められている。
　平成 25 年度の消化槽からの下水道バイオガス発生
量は約 3.3 億 m3 であり、内訳をみると、約 73％（242
百万 m3）が利活用されており、残り約 27％（89 百万
m3）は焼却処分されている。また、下水道バイオガ
ス発生量の約 26％割（86 百万 m3）はガス発電に利活
用されているが、約 28％（92 百万 m3）は消化槽の加
温用としての用途にとどまっており、今後、熱と電気
を同時に発生させるコジェネレーション利用の普及が
望まれる。
　下水道バイオガスを用いた発電は、下水処理場の電
力費の節約と資源有効利用の観点から進められてい
る。平成 25 年度時点では、全国 55 箇所の処理場にお
いてバイオガス発電が導入されており、総発電量は約
1.6 億 kWh/ 年に上り、全国のポンプ場及び下水処理
場における年間消費電力量約 70 億 kWh（平成 25 年度）
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の約 2％に相当する。
　将来の二次エネルギーでは、電気、熱に加え、水素
も重要な役割を担うことが期待される。水素は、取扱
い時の安全性の確保が必要であるが、利便性やエネル
ギー効率が高く、また、利用段階で温室効果ガスの排
出がなく、非常時対応にも効果を発揮することが期待
されるなど、多くの優れた特徴を有している。このた
め、第 4 次「エネルギー基本計画」（平成 26 年 4 月閣
議決定）においては、“水素社会の実現”が掲げられ、
例えば、「2015 年から商業販売が始まる燃料電池自動
車の導入を推進するため、規制見直しや導入支援等の
整備支援によって、四大都市圏を中心に 2015 年内に
100 ヶ所程度の水素ステーションの整備をするととも
に、部素材の低コスト化に向けた技術開発を行う。」
といった取組が示されている。
　下水汚泥からの水素製造は、カーボンニュートラル
な資源であるバイオマス由来の水素であるため化石燃
料由来の改質水素よりも二酸化炭素排出量が少なく、
また需要地に近接している場合には輸送コストも低減
できるという特徴を有している。未利用の下水汚泥消
化ガスを用いて水素を製造した場合、年間約 1.3 億
m3 の製造量（燃料電池自動車 270 万回充填に相当　
平成 25 年度末）のポテンシャルを有する。

（4）固形燃料化利用
　下水汚泥の固形燃料化の手法として、現在、炭化、
油温減圧乾燥及び造粒乾燥があり、火力発電所や製紙
工場のボイラーの化石燃料代替として利用する取組が
行われている。
　炭化とは、脱水汚泥を乾燥した後、低酸素又は無酸
素状態で蒸し焼きするもので、工程の温度に大きく依
存するが、炭化汚泥は約 14 ～ 21MJ/kg1 の発熱量（高
位）を有しており（石炭は 25.7MJ/kg2）、また、ほと
んど臭いがしないという特徴を有している。炭化によ
る固形燃料化施設については、現在、東京都や広島市、
愛知県等で導入されているとともに、横浜市等で導入
に向けた具体的な取組が進められている。
　また、脱水汚泥を廃食用油等に投入し、減圧・加熱
の条件下で水分を蒸発させる油温減圧乾燥汚泥は、約
22MJ/kg の発熱量（低位）を有しており、福岡県御
笠川浄化センターでは平成 13 年度より松浦火力発電
所（電源開発（株））に供給を行っている。
　平成 24 年度に固形燃料として利用された下水汚泥
は約 4.2 万 t-DS であり、全体の約 2％にとどまってい
る。平成 26 年 9 月には、「下水汚泥固形燃料に係る日
本工業規格（JIS Z7312）」が制定され、下水汚泥固形
燃料の品質の安定化・信頼性の確立を通じた市場の活
性化が図られている。現在、複数の自治体等で事業化

図 5  下水道バイオガス利用の経年変化
（国土交通省調べ）
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が検討されており、今後、固形燃料化の進展が期待さ
れる。

4．重点施策

（1）基本的な方針：水・資源・エネルギーの集約・自
立・供給拠点化

　平成 26 年７月にとりまとめられた「新下水道ビジョ
ン」においては、長期ビジョンの１つの柱として、“水・
資源・エネルギーの集約・自立・供給拠点化”が掲げ
られている。
　この中では、現在、下水道の水処理技術は、公共用
水域の水質改善に寄与する一方で、膨大なエネルギー
を消費していることを踏まえ、今後は、有機物、栄養
塩類を単なる除去対象物質でなく資源として捉え、革
新的な技術・システム等を導入するとともに、他バイ
オマスを集約することで、下水処理場を水・資源・エ
ネルギーの集約・自立・供給拠点化とすることとされ
ている。また、下水道の有する資源・ポテンシャルを
最大限活用することで、より一層の効率化、機能の高
度化を促進するために、従来の下水道の枠にとらわれ
ずに、水・バイオマス関連事業との連携・施設管理の
広域化、効率化（他バイオマスの受入、水関連施設の
一体的管理、取排水系統の最適化等）を実現し、広い
意味での水管理システムとして進化させ、下水道が地

産地消の地域づくりに貢献することとされている。

（2）個別重点施策
　今後重点的に取り組む施策は、以下のとおりである。
　①下水道革新的技術実証事業（B-DASH3 プロジェ

クト）
　B-DASH プロジェクトは、平成 23 年度より開始
しており、下水道の有する資源・エネルギーを徹底
的に活用するとともに、コストの削減等を実現する
革新的技術について、国土交通省が主体となって、
実規模レベルのプラントを設置して技術的な検証を
行い、ガイドラインをとりまとめ、全国の下水処理
場等への導入を促進することを主な目的としてい
る。加えて、実証プラントは海外からの視察にも活
用する等、水ビジネスの海外展開に対する支援にも
活用することとしている。

　平成 23 年度から平成 27 年度開始実証事業の概要に
ついて、以下に紹介する。また、平成 28 年度予算と
して、中小規模処理場にも導入可能な下水汚泥の有効
利用技術等の実証を要求中であり、今後も着実な実証
事業の実施を図るとともに、実証技術の水平展開を推
進していく。なお、実証が終了した技術については、
順次ガイドライン化を行い、国土技術政策総合研究所
のホームページにて公開しているので、ご参照いただ
きたい。

図 6　B-DASH のイメージ
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【平成 23 年度開始実証事業】
○超高効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジメ

ントシステムに関する実証事業
実施者：メタウォーター（株）・地方共同法人日本
下水道事業団　共同研究体
実証フィールド：大阪市中浜下水処理場
概要：徹底的な固液分離と資源回収を基本コンセ
プトに、省エネルギー・創エネルギー両面から下
水処理場全体をマネジメントする「エネルギー自
給型下水処理場」を目指し、「上向流ろ過による超
高効率固液分離による省エネルギー型水処理」「担
体充填型の高効率高温消化」「消化ガスと都市ガス
を併用できるハイブリッド型発電機を使用したス
マート発電システム」を組み合わせ、システムと
して機能させる。

○神戸市東灘処理場　再生可能エネルギー生産・革新
的技術実証事業
実施者：（株）神鋼環境ソリューション・神戸市　
共同研究体
実証フィールド：神戸市東灘処理場
概要：菓子類等の食品系バイオマス・剪定枝等の
木質系バイオマスを下水処理場に受け入れてバイ
オガス発生量を増加させるとともに、「センサー類
を設置することにより発酵状況の見える化を図っ
た鋼板製消化槽」「パッケージ化を図った新型バイ
オガス精製装置」「下水処理水の熱エネルギー活用
を図った高効率ヒートポンプ」等を組み合わせ、
システムとして機能させるとともに、システム全
体のコストダウンを図る

【平成 24 年度開始実証事業の概要】
　平成 24 年度開始事業については、５事業が選定さ
れ、うち４事業が下水汚泥関連である。
○温室効果ガスを排出しない次世代型下水汚泥固形燃

料化技術
実施者：長崎市・長崎総合科学大学・三菱長崎機工

（株）　共同研究体
実証フィールド：長崎市東部下水処理場
概要：連続式水熱反応器および高速消化槽を用い
て生成した消化ガスを利用して消化汚泥を固形燃
料化することによるコスト縮減効果や再生可能エ
ネルギー創出効果等を実証する。

○廃熱利用型　低コスト下水汚泥固形燃料化技術
実施者：JFE エンジニアリング（株）
実証フィールド：松山市西部浄化センター

概要：焼却炉廃熱利用による下水汚泥固形燃料の
低コスト製造や、製造燃料の焼却炉利用による補
助燃料の削減等によるコスト縮減効果や省エネル
ギー効果等を実証する。

○固定床型アナモックスプロセスによる高効率窒素除
去技術に関する技術実証事業
実施者：熊本市・地方共同法人日本下水道事業団・

（株）タクマ　共同研究体
実証フィールド：熊本市東部浄化センター
概要：汚泥処理の返流水等からの窒素除去に、固
定床方式を用いた高効率なアナモックス反応技術
を適用させることによるコスト縮減効果や省エネ
ルギー効果等を実証する。

○神戸市東灘処理場　栄養塩除去と資源再生（リン）
革新的技術実証事業
－ KOBE ハーベスト（大収穫）プロジェクト－
実施者：水 ing（株）・神戸市・三菱商事アグリサー
ビス（株）　共同研究体
実証フィールド：神戸市東灘処理場
概要：消化汚泥からのリン除去回収技術の高効率
化によるコスト縮減効果や得られたリン資源の利
活用等を実証する。

【平成 25 年度開始実証事業の概要】
　平成 25 年度開始事業については、5 事業が選定され、
うち 2 事業が下水汚泥関連である。
○下水道バイオマスからの電力創造システム実証事業

実施者：和歌山市・日本下水道事業団・京都大学（高
岡研究室）・株式会社西原環境・株式会社タクマ　
共同研究体
実証フィールド：和歌山市中央終末処理場
概要：低含水率化技術（機内二液調質型遠心脱水機）
＋エネルギー回収技術（次世代型階段炉）＋エネ
ルギー変換技術（スクリュ式＋バイナリ式蒸気発
電機）による、下水汚泥燃焼熱からの発電を実現し、
電力自立等を目指すシステム。

○脱水・燃焼・発電を全体最適化した革新的下水汚泥
エネルギー転換システムの実証事業
実施者：メタウォーター・池田市　共同研究体
実証フィールド：池田市下水処理場
概要：個別の３つ革新的技術から構成されており、
各技術をさらに連携、システム全体として最適化
することで発電量を最大化するとともに、温室効
果ガス排出量、維持管理費を抜本的に低減する。
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【平成 26 年度開始実証事業の概要】
　平成 26 年度開始事業については、６事業が選定さ
れ、うち１事業が下水汚泥関連である。
○水素リーダー都市プロジェクト～下水バイオガス原

料による水素創エネ技術の実証～
実施者：三菱化工機（株）・福岡市・九州大学・豊
田通商（株）　共同研究体
実証フィールド：福岡市中部水処理センター
概要：水素社会に向けて、分離膜設備を組み合わ
せた水素改質技術により、消化ガスから効率的に
高品質の水素を精製するものであり、水素の安定
的な供給およびエネルギー創出効果等を検証する。

【平成 27 年度開始実証事業の概要】
　平成 27 年度開始事業については、9 事業が選定され、
うち 2 事業が下水汚泥関連である。
○複数の下水処理場からバイオガスを効率的に集約・

活用する技術の実証～
実施者：JNC エンジニアリング（株）・吸着技術工
業（株）・（株）九電工・シンコー（株）・山鹿都市
ガス（株）・熊本県立大学・山鹿市・大津町・益城
町　共同研究体
実証フィールド：大津町浄化センター、益城町浄化
センター、山鹿浄水センター
概要：3 箇所の小規模な下水処理場の余剰バイオ
ガスを運搬・集約し、精製装置によりメタンガス
の純度を高めた後に、吸着剤入りの吸蔵容器でガ
スを貯蔵し、容器ごと車両で運搬することにより、
低コストで１箇所に集約してより大きな発電規模
で効率的にエネルギー化する。当該技術の導入に
より、集約の低コスト化、創エネルギー効果等を
実証する。

○バイオガス中の CO2 分離・回収と微細藻類培養へ
の利用技術の実証～
実施者：（株）東芝・日環特殊（株）・（株）日水コン・

（株）ユーグレナ・日本下水道事業団・
佐賀市　共同研究体
実証フィールド：佐賀市下水浄化センター
概要：バイオガスから CO2 を分離・回収し、回収
した CO2 と脱水分離液で微細藻類（ユーグレナ）
の培養等を行うことで、① CO2 分離回収性能、　
②微細藻類（ユーグレナ）の生産性能、　③脱水分
離液中の窒素・リンの除去性能について検証を行
う。

　②固形燃料の JIS 化
　下水汚泥固形燃料の利用先は、現状では発電所や
セメント工場等に限られており、固形燃料化の取り
組みは、一部の自治体等に限られている。

　利用拡大への課題の１つとして、明確な品質基準
や客観的判断基準がないことが挙げられる。そのた
め、下水汚泥固形燃料の品質の安定化及び信頼性の
確立を図ることを目的として、平成 26 年 9 月に、
下水汚泥固形燃料の日本工業規格（JIS）を制定し
たところである。さらに、下水汚泥固形燃料利用に
対し、より多くの自治体および事業者の参入・市場
の形成を目指し、事業スキーム方針等の普及方策を
検討するため、国土交通省と下水道協会が共同で「下
水汚泥固形燃料利用幹事会」を設置し、製品受入先
に想定される業界の参加も得て、議論を行っている
ところである。

③下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン（案）の策定
　国土交通省では、下水汚泥のエネルギー利用を推
進するため平成 23 年 3 月に策定した「下水汚泥エ
ネルギー化技術ガイドライン（案）」について、そ
の後の技術動向等を踏まえ、平成 27 年 3 月ガイド
ライン案の改訂を公表した。本ガイドラインは、地
方公共団体等が下水汚泥エネルギー化技術の導入を
検討する際に必要となる情報を集約したもので、下
水汚泥エネルギー化技術の導入事例等の基礎的情
報、導入検討の考え方や導入のケーススタディ等を
とりまとめている。また、併せて下水汚泥エネルギー
化導入の初期検討（特に事業採算性の概算検討）に
資する検討補助ツール「下水汚泥のエネルギー化導
入簡易検討ツール」を開発・公表している。

④ BISTRO 下水道
　平成 25 年 8 月より、「BISTRO 下水道」と称して、
食と下水道の連携強化に向けた取組みを推進するべ
く、国土交通省と日本下水道協会が事務局となり、
先進的な取組みを行っている地方公共団体等の参画
を得て、「BISTRO 下水道推進戦略チーム」を結成
した。工夫事例等の情報共有・水平展開や下水道作
物の魅力向上、イノベーションに向けた取組みを行
うことで、下水道資源の食・農業利用を一層進める
とともに、海外展開も視野に入れた取組みを進めて
いる。こうした取組みの成果として、「BISTRO 下
水道推進戦略チーム」は、食と下水道の連携が一層
進むよう、下水道資源を利用して栽培した食材を用
いた調理例を発掘・収集し、「BISTRO 下水道～レ
シピブック～」として取りまとめており、平成 27
年 4 月には昨年度に引き続き Ver2.0 を公表してい
る。平成 27 年度は 7 月には、下水道展に合わせ、
東京都おいて第７回会合を開催した。
　また、平成 27 年 6 月 17 日～ 18 日の 2 日間、「地
球に食料を、生命にエネルギーを」をテーマとした
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「ミラノ国際博覧会」に、「下水道が生み出すチカラ
～新しい“いのちの循環”～」を出展者タイトルと
して参画した。「食の生産に貢献する水・資源・エ
ネルギーの循環」や、「食の生産」に貢献可能な我
が国が誇る「水分野」の多様な技術について世界に
ピーアールし来場者から高い関心を得た。
　「BISTRO 下水道推進戦略チーム」は、これから
も、食と下水道の連携が一層進むよう、定期的に会
合を開催し、下水道資源を使って栽培できる作物の
魅力などを伝えていくとともに、未来を担う次世代
の下水道・環境への理解を深める取組みを進めてい
きたい。

5．その他の施策

　前述の施策の他、下水汚泥の減量化・リサイクルの
推進のため、以下のような施策を実施している。

（1）固定価格買取制度
　平成 24 年 7 月に「電気事業者による再生可能エネ
ルギー電気の調達に関する特別措置法」が施行され、

「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」が開始さ
れた。本制度においては、下水汚泥を含むバイオマス
を用いて発電された電気も再生可能エネルギーとして
買取対象となっており、今後、本制度を活用した再生
可能エネルギーの導入拡大が期待される。電気事業者
による買取価格・期間については、再生可能エネルギー
源の種類や発電設備の規模等に応じて、中立的な第三
者委員会（調達価格等算定委員会）の意見を受けて、
経済産業大臣が毎年度定めることとされている。

（2）下水汚泥処理・有効利用施設整備の支援
　下水道管理者が整備する下水汚泥処理施設（脱水施
設、焼却施設、固形燃料化施設、消化槽等）・有効利
用施設（コンポスト化施設、リン回収施設等）整備に
対して支援を行うとともに、新世代下水道支援事業制
度として以下の事業を実施している。
　①リサイクル推進事業＜再生資源活用型＞

　下水汚泥の建設資材利用を促進するため、モデル
都市と下水道施設を選定し、その都市における下水
道施設の建設事業に汚泥製品（タイル、焼却灰を混
入したブロック、路盤材等）を積極的に利用するこ
とを内容とする事業について支援する。

　②リサイクル推進事業＜未利用エネルギー活用型＞
　下水汚泥とその他のバイオマスを集約して有効利
用を図る事業について、下水汚泥と他バイオマスを
投入する消化施設、消化ガス利用施設及びその付帯
施設、下水汚泥と他バイオマスの混合・調整施設、

外部利用のために下水処理場内に設置するバイオガ
ス精製・供給施設の整備を支援する。

　③ 機能高度化促進事業＜新技術活用型＞
　下水道における新技術の開発と実用化の促進を目
的としており、下水汚泥のエネルギー化技術など下
水汚泥処理・有効利用等に関する新技術開発につい
て支援する。

（3）民間活用型地球温暖化対策下水道事業制度
　下水汚泥等の資源化、流通、販売・利用を一体的に
捉え、民間企業の有するノウハウを最大限活用するこ
とにより、下水汚泥等の資源・エネルギー利用を推進
するため、下水道管理者が民間企業と一体となって行
う下水汚泥等の循環利用に関する計画の策定や、同計
画に基づき、PFI 手法等により整備される下水汚泥等
の資源化施設の整備を支援する。
　

（4）税制（グリーン投資減税）
　下水汚泥固形燃料利用の促進のため、下水汚泥固形
燃料の貯蔵装置及び払出装置等を取得した事業者に対
して、税制の特例措置を講じている。当該事業者は、
取得価額の 30％特別償却（青色申告書を提出する法
人又は個人）又は 7％税額控除（中小企業のみ）を適
用することができる。
 

（5）品質管理・PR 等の推進
　下水汚泥の緑農地利用や建設資材利用については、
適切な品質管理の実施により、汚泥製品の品質向上に
努めるとともに、その価値を積極的にユーザーに PR
していく努力が必要である。そのため、（社）日本下
水道協会において策定された「下水汚泥リサイクル資
材一覧」の活用等により製品の周知を図っている。ま
た、農林水産省により、平成 22 年 5 月に「汚泥肥料
中の重金属管理手引書」が策定されており、この周知
を図るとともに関係省庁との連携を進め、汚泥肥料の
適切な品質管理に向けた体制強化を図っていく予定で
ある。
　なお、一般廃棄物や下水汚泥から生成された溶融ス
ラグについては、コンクリート用骨材及び道路用とし
て用いる場合の JIS が平成 18 年 7 月に制定されてお
り、管きょの新設・更新等の公共事業の実施にあたり、
JIS に適合している下水汚泥溶融スラグ製品が優先的
に利用されることが望まれる。

（6）グリーン購入法（国等による環境物品等の調達
の推進等に関する法律）に基づく公共工事グリー
ン購入調達品目への対応

　平成 13 年 4 月よりグリーン購入法が全面施行され、
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国等の各機関においては、「環境物品等の調達の推進
を図るための方針（調達方針）」を作成し、これに基
づき調達を実施することになっている。
　公共工事に係る調達品目のうち下水汚泥を使用した
調達品目としては、「下水汚泥を用いた汚泥発酵肥料

（下水汚泥コンポスト）」、「陶磁器質タイル」、「エコセ
メント（都市ごみ焼却灰等を主原料とするセメント）」、

「再生材料を用いた舗装用ブロック（焼成）」及び「再
生材料を用いた舗装用ブロック類（プレキャスト無筋
コンクリート製品）」が調達品目として指定されてい
る。
　下水汚泥の有効利用推進のため、今後も「特定調達
品目」に多種多様な下水汚泥関連製品が記載されるよ
うに努力していく必要がある。ただし、2009 年度には、
再リサイクル性確保の観点（製品の施工時及び使用時
に加えて、廃棄後の他の用途への再利用時等も想定し
たライフサイクル的な視点での環境安全性の確認）か
ら調達方針が見直されていることから、今後、下水汚
泥の資源利用を推進する際に留意が必要である。
　なお、各都道府県においては独自のリサイクル認定
制度を策定している場合もあるため、環境部局や農政
部局、他の建設部局等との連携を図ることも重要であ
る。

6．終わりに

　下水汚泥の有効利用に関する諸課題の解決に向け
て、地域特性に応じた適切な汚泥の有効利用の検討や、
新技術の導入など、様々な分野における総合的な対策
が進められている。
　今後も引き続き、関係各位には下水道における資源・
エネルギー循環の形成をはじめとした、汚泥の有効利
用の推進に対し御理解、御協力をお願いする次第であ
る。

参考文献
1　日本下水道事業団「下水汚泥固形燃料化システム

の技術評価に関する報告書」（2008.3）
2　経済産業省資源エネルギー庁「2005 年度標準発熱

量」
3　B-DASH：Breakthrough by Dynamic Approach 

in Sewage High technology
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キーワード：

はじめに

　下水汚泥の処理過程で発生するバイオガスの利活用
を図るため、新潟県では、産官学が連携し市販のディー
ゼル発電機をベースとした小型・低コストなガスエン
ジン発電システムの開発に取り組んでいる。本稿では
開発に至る経緯及び成果、現在のバイオガス発電導入
状況について紹介する。

1．新潟県の下水道概要

　本県の下水道は、新潟市が昭和 27 年に管きょと処
理場（船見処理場）の整備を開始したのが始まりで、
この船見処理場は昭和 39 年に処理を開始した。
　現在、本県には 30 市町村が存在するが、このうち
28 市町村で下水道整備を行っており、全ての市町村
が供用開始している。なお、残りの 2 村は農業・漁業
集落排水や合併浄化槽のみで汚水処理している。
　この 28 市町村の下水道の管理状況であるが、全部
で 87 処理場が存在し、その内訳は、流域下水道が 7
処理場、公共下水道が 80 処理場である。
　下水道整備開始が遅かったということもあり、本県
の下水道処理人口普及率は 85.5％（全国 89.5％）、下
水道処理人口普及率は 72.3％（同 77.6％）であり、全
国平均よりも低く、都道府県のなかでは中位程度であ

る。（平成 26 年度末）

2．流域下水道におけるバイオガス発生状況

　本県の処理場で汚泥の消化をおこなっているのは、
流域下水道の全ての処理場と公共下水道の 7 処理場で
ある。
　平成 25 年度に流域下水道 7 処理場で発生した消化
ガスは年間約 729 万 Nm3。このうち汚泥消化タンク
を加温するための燃料や汚泥乾燥設備の燃料として有
効活用したのは 412 万 Nm3 であり、残りの 317 万
Nm3 は焼却処分されていた。処理過程で大量のエネ
ルギーを利用している下水処理場において、未利用資
源であるバイオガスを有効活用できるガス発電は維持
管理費の低減に必要不可欠な技術である。
　従来は、大規模処理施設へのガスエンジン、ガスター
ビン発電機の導入事例はあるものの、機器が大型であ
ることや、メンテナンスコストが高いことから、中小
規模の施設では採算性が合わずバイオガス発電機の導
入が伸び悩んでいたため、小型発電機の開発と普及が
課題であった。

3．小型バイオガス発電機の開発

　平成 17 年～ 20 年度に独立行政法人土木研究所らに
よって実施された研究を基に、平成 21 年度から新潟

小型バイオガス発電、産官学連携、新技術普及・活用制度

新潟県における“バイオガス発電”の取組
～産官学連携による小型バイオガス発電機の開発～

特集：第 28 回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集（新潟市）

矢田部　桂流域下水道係　主任

新潟県土木部都市局下水道課

解　　説
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県土木部都市局下水道課と国立大学法人長岡技術科学
大学とが連携し、実証実験を通して中小規模の下水処
理場でも導入可能な小型バイオガス発電機の開発に取
り組んだ。

○堀之内浄化センターにおける実証実験概要
　新潟県魚野川流域下水道堀之内浄化センターにて実
施した実験設備フローを図 -1 に示す。
　実証実験設備は、既設ガスタンク設備配管から分岐
し、昇圧せずに発電設備に消化ガスを導入、活性炭吸
着方式によるシロキサン除去装置にてシロキサン※を
1ppm 以下に除去した後、発電機へ供給している。実
験当初の設置台数は１台で、25kW クラスの発電機を

同期投入方式により浄化センターの機械動力 400V 系
へ系統連系している。また、発電機廃熱回収は温水と
して取り出す方法を採用し、取り出した温水は実証実
験設備内で温水を循環させ、夏場はラジエータで放熱
を、冬場は融雪に利用した。ここで使用した発電機の
構成図を図 -2 に記す。

※シロキサン：ケイ素の化合物であり、下水汚泥消化
ガス中にはシャンプーや化粧品を由来とする微量の
シロキサンが混入しており、これがガスエンジン内
部に混入した場合、燃焼により結晶化（酸化ケイ素）
しエンジン内部に蓄積することでトラブルを引き起
こす。

図 -1　実験設備フロー

図 -2　バイオガス発電機の構成
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○平成 21 年度の結果（堀之内浄化センターにおける
実証実験）

　・バイオガスエンジン発電機を放電装置及び 2.2kW
程度の負荷と接続し、基礎データの収集

　・バイオガス用バッファタンクを設置し合計最大

25kW を目標とした長期発電実験
　→ 23.85kW の各接続負荷機器を 120 時間連続で安

定運転
　→シロキサン除去装置（写真 -2）が持続的な除去

が可能であることを確認

写真 -1　堀之内浄化センター実証実験風景

写真 -2　シロキサン除去装置

表 -1　魚野川流域下水道（堀之内処理区）堀之内浄化センター諸元
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○平成 22 年度の結果（堀之内浄化センターにおける
実証実験）

　・小型ガスエンジン発電機の最大発電能力・始動性
能等の確認

　・シロキサン除去装置のデータ収集及び排気ガス分
析

　→新規開発機が 25kW の発電出力を達成
　→ 1,000 時間の系統連携連続運転を達成

○平成 23 年度の結果（堀之内浄化センターにおける
実証実験）

　・年間を通した連続運転によるメンテナンス項目の
検証

　・エンジン廃熱を温水として取り出す熱回収システ
ムの構築

　→稼働率 99.88％、平均出力 24.12kW、熱回収量
36.1kW を達成

○平成 24 年度の結果（堀之内浄化センターにおける
実証実験）

　・出力 25kW の発電機を 1 台追加しガス量に応じ
た台数制御及び運転時間平準化制御運転

　→ 25kW 発電機 2 台による台数制御、不具合発生
状況等の確認

○新津浄化センターにおける実証実験概要
　堀之内浄化センターで得られた結果を基に、平成
24 年度からは信濃川下流流域下水道新津浄化セン
ターにおいて、出力（kW）あたりのコスト削減と、
省スペース化を実現するため、新たに開発した 50kW
クラスのバイオガス発電機について、実バイオガスを
燃料として連続運転をした際の耐久性、発電量の安定
性の確認と遠方監視システム構築のための実証試験を
行った。

○平成 24 年度の結果（新津浄化センターにおける実
証実験）

　・新規開発の出力 50kW クラスの発電機の連続運
転時の耐久性及び安定性の確認

　→ 50kW 発電機で総運転時間 5,052 時間、発電効率
34.5％、熱回収率 49.1％、総合効率 83.6％を達成

○平成 25 年度の結果（新津浄化センターにおける実
証実験）

　・平成 24 年度に引き続き耐久性及び安定性の確認
　→総運転時間 17,577 時間　稼働率 95％、発電効率

35.0％、熱回収率 48.6％、総合効率 83.6％を達成
　・遠方監視システム構築のための実証実験
　→発電機の電力等の情報を市販の監視システムを用

いて監視可能なことを実証

写真 -3　新津浄化センター実証実験風景

表 -2　信濃川下流流域下水道（新津処理区）新津浄化センター諸元
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○実証実験の成果
　前述の 2 処理場での実証実験から、25kW クラス及
び 50kW クラスの発電機諸元を確定することができ
たので、図 -3 及び表 -3 に記す。

図 -3　バイオガス発電システムフロー

表 -3　バイオガス発電機諸元
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4．流域下水道への本格導入

　前述の実証実験を通して、小型ガスエンジン発電機
を利用した消化ガス発電の事業化に目処がたったた
め、既にバイオガスを全量有効活用している長岡浄化
センターを除く全ての流域下水道の処理場において本
格導入する方針とした。

　導入に当たっては、発電で得た電力を全量場内利用
することで維持管理費を削減するため、適切な規模と
なるよう留意し、一般競争入札にて調達することとし
た。
　まず初めに実証実験を開始した堀之内浄化センター
において導入することとし、平成 23 年度に設計、平
成 24 ～ 25 年度で整備工事を行い、平成 26 年 2 月 14
日に供用開始した。

表 -4　バイオガス発電機導入予定

図 -4　整備状況
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　続いてバイオガス発生量が多く、ほぼ概成した処理
区である新潟及び新津浄化センターにおいて、平成
24 年度に設計、平成 25 ～ 26 年度で整備工事を行い、
平成 26 年度末に供用開始した。
　今後流入量の増加が見込まれている新井郷川浄化セ
ンターにおいては、段階的な整備にすることとした。
成 25 年度に設計、平成 26 ～ 27 年度で第一期となる
整備工事とし、現在整備中である。
　平成 25 年度の消化槽運転開始から間もない西川浄
化センターと、流域の中では小規模となる六日町浄化
センターでは、それぞれ平成 26 年度に設計、平成 27
～ 28 年度で整備予定である。
　将来的には汚泥乾燥用にバイオガスを利用している
新潟処理場と長岡処理場を除き、処理場で消費する全
電力の 4 割近くがバイオガス発電で賄われることとな
る（表 -4）。流域下水道の各処理場における整備状況
を図 -4 に示す。

○堀之内浄化センターの稼働実績　
　堀之内浄化センターでの運転実績を表 -5 に記す。
当初の想定どおり処理場内の 4 割の電力を賄えるもの
となっている。傾向として夏場の外気温上昇に伴う燃
費の低下が見られたものの、安定した発電により維持
管理費の低減に貢献している。
　また、運転開始に伴う機器の初期不良を表 -6 に示

すが、いずれも周辺機器の不具合であり主機の不具合
は発生していない。現在は再発防止対策及び最適化が
行われており、運転を継続しているところである。

5．Made in 新潟への登録

　新潟県では、県内の企業が開発した新技術の活用・
普及を促進することで新潟県内の建設関連産業の活性
化に資することを目的として「Made in 新潟 新技術
普及・活用制度」を平成 18 年度から運用している。
　平成 26 年度末現在の登録技術は 176 技術、活用件
数約 35,000 件、売り上げ約 640 億円であり、最近は
県外売り上げが県内売り上げを大きく上回っており、
本県発祥の技術が全国で活躍している。
　今回開発した「小型消化ガス発電システム」につい
ては、市販のパッケージ型ディーゼルエンジン発電機
をベースに改良し、下水汚泥の処理過程で発生する消
化ガスや生ゴミメタン発酵施設からのバイオガスを燃
料とした小型・低価格・低メンテナンスコストが評価
され、平成 23 年 9 月 12 日に Made in 新潟に登録さ
れている。
　これをうけ活用・普及が順調に進み、平成 26 年度
の実績では、全登録技術中、本技術を採用した売上額
が第 2 位、対前年度比の伸び率が第 1 位となった。

表 -5　バイオガス発電機運転実績（堀之内浄化センター）

表 -6　初期不良一覧
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6．今後の課題及び展望

　今回の取り組みにより、堀之内処理場で 25kW ク
ラス、新津処理場で 50kW クラスの小型バイオガス
発電設備の信頼性の確認ができた。
　今後は計画的にバイオガス発電設備を導入するとと
もに、効率的な運転・メンテナンスの実施により、更
なる維持管理費の低減に取り組む必要がある。
　また、今回の開発により市場における小型バイオガ
ス発電のラインナップが充実・活性化することになり、
処理場の規模に合った効率的な設備投資の選択肢が広
がりました。結果として未利用資源であるバイオガス
の利活用が図られることになり、これは下水道事業の
みならず畜産・生ゴミ・食品残渣などといったバイオ
ガス関連事業への貢献が期待される。

参考文献
1）（社）日本下水道協会：日本下水道史、1988 年 5

月
2）新潟市都市整備部下水道部：新潟下水道物語 2002

年 9 月
3）（公財）新潟県下水道公社、新潟県流域下水道維持

管理年報（平成 25 年度）2014 年 7 月
4）（独）土木研究所、ライト工業（株）、（株）井上政

商店：消化ガスエンジン動力システムの開発に関
する共同研究報告書、2009 年 3 月

5）（株）大原鉄工所：バイオガス発電機技術説明書

図 -5　Made in 新潟 新技術普及・活用制度
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キーワード：

1．はじめに

　長岡市は、新潟県のほぼ中央に位置し、大河信濃川
が中心市街地を流れている。平成 17 年度と平成 22 年
度に周辺の 10 市町村と合併し、各地域の特色を伸ば
しながら一体感のあるまちづくりを行っているところ
であり、現在人口約 28 万人の県内第二の都市である。
　本市の下水道の歴史は古く、大正 13 年１月、全国
で 7 番目に上下水道事業を同時に着手したことから始
まり、中心市街地は昭和 2 年に竣工した。当時として
は、画期的な事業で高く評価された。その後、下水道
事業は、この蓄積された基盤をもとに着実に整備され
今日に至っている。
　平成 26 年度末における公共下水道の処理人口は、
約 25 万人で水洗化率は 96.2％、また、農業集落排水
施設の処理人口は、約 1 万 3 千人で水洗化率 96.8％な
どとなり、浄化槽を含む全体では処理人口が約 27 万
人で水洗化率が 96.3％となっている。
　当市が管理する汚水処理施設は、公共下水道施設及
び特定環境保全公共下水道施設が 7 施設、そして農業
集落排水施設が 14 施設と合わせて 21 施設である。
　今回、下水汚泥から発生する消化ガスの有効利用と
して紹介する「下水道消化ガス事業」（以下「本事業」
という。）は、長岡中央浄化センターで実施している。
当センターは、昭和 51 年 9 月に供用開始、本市の中

央を流れる信濃川の旧長岡市右岸地域を処理区域と
し、水洗化人口は約 12 万 4 千人、合流式及び分流式
の 2 つの排除方式の汚水等を処理する施設である。平
成 26 年度年間流入量は、約 3,140 万 m3 であり、この
うち、汚水流入量が 64％、雨水流入量が 36％となっ
ている。また、下水処理により発生する汚泥は、嫌気

下水道消化ガス事業、消化ガス有効利用、精製ガス、都市ガス原料、未利用エネルギー

長岡市における下水汚泥から発生する
消化ガスの有効利用について

特集：第 28回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集（新潟市）

星野　正晴センター長

長岡市土木部下水道課長岡中央浄化センター

解　　説

図− 1　長岡中央浄化センターの位置図
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性消化により処理を行なっている。年間発生汚泥（脱
水汚泥）は、約 6,700 ｔであり、県が管理する中越流
泥処理センター（汚泥乾燥施設）に運搬して乾燥処理
後、セメント原料として再利用している。なお、表−
1に当市が管理する下水道施設の汚泥の有効利用を示
す。
　本センターでは、本事業を平成 11 年 4 月からスター
トさせ、下水汚泥から発生する消化ガスのうち、余剰
ガスを都市ガスに近い成分に精製し近接するガス工場
に供給して、未利用エネルギーの有効利用を行なって
いるので、この概要について紹介する。

2．本事業の実施経緯について

　本センターは、当初嫌気性消化処理で発生する消化
ガスのうち、約４割を消化タンク加温ボイラー用とし
て利用していたが、残りのガスは余剰ガスとして焼却
処分をしていた。このため、本センターでは、この余
剰ガスの有効利用について、様々な有効利用用途の検
討を行った。
　また、本市は平成 7 年に建設省から環境共生モデル
都市（エコシティ）の指定を受け、「長岡都市環境計画」
や「長岡市環境基本計画」を策定したことにより、環
境負荷の軽減や同計画に示された未利用エネルギーの

有効利用の取組みが一層必要となった。
　消化ガスのうち、この余剰ガスである未利用ガスの
有効利用については、処理場機能の優先、省資源・省
エネルギー性、経済性、そして地域住民に広く利用さ
れアピール性のある利用用途であることなどの点に留
意して検討を行った。その結果、有効利用項目に、「消
化ガス発電」、「隣接する都市ごみ焼却炉への燃料とし
ての供給」、「民間ガス会社への都市ガスとしての供
給」、「汚泥乾燥の燃料の利用」、「メタンガスの天然ガ
ス自動車への供給」をリストアップしそれぞれの検討
を行った。
　検討結果は、次のとおりである。

（1）消化ガス発電
　「消化ガス発電」は、全国的にも稼働実績があり
技術的にも確立していた。また、発生した電力は処
理場で利用が可能のため省エネルギー性は高く、経
済性も認められる。一方、消化ガス中の硫化水素に
よる腐食が発生し、メンテナンスなどの費用が年々
増加しているという実例が確認され、採算性や維持
管理性などに問題があった。

（2）隣接する都市ごみ焼却炉への燃料としての供給
　「隣接する都市ごみ焼却炉への燃料としての供給」
は、昭和 58 年から、隣接するゴミ焼却施設へ補助
燃料として供給していたが、生活の多様化により焼
却ゴミに占める古紙やプラスチックの割合が増し、
発熱量が増加した。このため、補助燃料としての必
要性は低下した。（結果的に、平成 8 年度以降は停
止した。）このように、技術的に確立されているも
のの省エネルギー性や経済性・採算性に劣った。

（3）民間ガス会社への都市ガスとしての供給
　「民間ガス会社への都市ガスとしての供給」は、
本センターから 750m 付近に北陸ガス㈱の施設が近
接しており、未利用の消化ガスのメタン濃度を高め
ることで高品質化し、都市ガスの燃料として利用す
るものである。このような事例はあるが、消化ガス
を直接供給していたためメタンガスの濃度が低く、
都市ガスの高カロリー化が進められる中で、低カロ
リーガスの供給では将来的に問題があった。また、
ガスの高品質化は、消化ガス中の二酸化炭素や硫化
水素などの不純物質を除去することであり、ガス中
の二酸化炭素などの除去技術は、すでに都市ガス業
界ではある程度確立された技術であり、これを応用
できるものと考えられた。この消化ガスの高品質化
については、横浜市や大阪市などで取り組まれ、一
部実用化されていたが、中小規模での安価な技術の
開発が必要とされていた。省エネルギー性としては、
高品質化にエネルギーを必要とするが、都市ガスに
燃料として直接に供給できることから高い。

表− 1　下水道施設の汚泥処分状況（平成 26年度）

写真− 1　長岡中央浄化センターの全景写真
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　法的には、導管延長が 500m 以下と想定され、「ガ
ス事業法」に基づくガス主任技術者や工事計画の事
前届も不要と考えられる。

（4）汚泥乾燥の燃料の利用
　消化ガスを汚泥乾燥設備の熱源に利用するもので
あり、全国的にも実例があり、技術的に確立してい
る。この利用により、乾燥用の補助燃料が削減でき、
省エネルギー性が高い。しかし、乾燥設備の設置に
より、維持管理面は不利となり、最終処分を汚泥乾
燥設備へ切り替える必要があり、現計画に影響を与
える。

（5）メタンガスのガス自動車供給
　都市ガスとして供給する場合と同様に技術的に可
能であるが、発熱量などの調整が必要となる。また、
消化ガス中に含まれる微量の硫化水素が、エンジン
に及ぼす影響が懸念される。省エネルギー性として
は、高品質化にエネルギーを必要とするが、天然ガ
ス自動車の燃料として直接に供給できることから高
い。
　維持管理性については、ガス供給のため運転管理
用の人員配置が必要である。法的には、「高圧ガス
保安法」、「ガス事業法」、「消防法」などに準拠する
必要がある。

（6）検討結果について
　以上のことから、技術的には、高品質化のための
設備計画が必要となるものの、未利用の消化ガスが
概ね 100％利用可能と想定されることで、省エネル
ギー性・アピール性にも優れ、また、ガスの売却に
より、下水道経営の健全にも寄与できることから「民
間ガス会社への都市ガス原料供給」を有効利用とし
て採用された。

　その後、汚泥濃縮工程に新たに機械濃縮機を導入し
たことにより余剰ガス発生量が大幅に増大する見込み
となった。
　この事業は、長岡技術科学大学及び（財）下水道新
技術推進機構の技術支援やガス事業者である北陸ガス

（株）の全面協力により、北陸ガス（株）との共同事
業の実用化へとつながったものである。
　本事業は、平成 10 年 3 月に建設省から「アイデア
下水道モデル事業」として採択され、さらに平成 11
年 9 月に建設大臣賞「いきいき下水道賞（下水道有効
利用部門）」を受賞した。また、平成 12 年 6 月には（社）
全日本建設技術協会第 5 回 21 世紀の「人と建設技術」
賞を受賞した。

3．本事業の概要について

　本センターでは、下水処理で発生する汚泥を汚泥濃
縮タンクや機械濃縮機で濃縮した後、消化タンクに投
入している。この汚泥消化は、嫌気性 2 段消化方式を
採用している。投入した汚泥は、約 37℃に加温、約
40 日間貯留する。この間に、汚泥中の有機分が分解
され、汚泥分が減量するとともに、メタンを主成分と
する消化ガスが発生する。
　この消化ガスは、図− 2のとおり、「脱硫塔（湿式
脱硫方式）」と新たに同じ構造をもつ「精製塔」をも
う一段付加することによりメタン濃度を高めて都市ガ
ス原料としてガス事業者に供給している。
　「湿式脱硫方式」は、図− 3のとおり消化ガスを処
理水で洗浄して硫化水素ガスを除去する方式で、ほぼ
完全に除去されるが、同時に水に溶けやすい二酸化炭
素も半分程度除去される。この結果、消化ガスに含ま
れるメタンガスの濃度が相対的に高まる。この方式に
よる効果に着目し、もう一段脱硫方式を付加すること
によりメタン濃度をさらに高めるものである。（図−
4参照）
　メタン濃度の高品質化について、「湿式脱硫方式」
の採用に至った経緯は、以下のとおりである。
　都市ガスとしてガス事業者に供給するためには、表
− 2のとおりガスの成分を所定の品質まで調整しな
ければならない。消化ガス中には、都市ガス原料とし
ての有効成分であるメタンガスの他に、硫化水素、二
酸化炭素、水分、窒素、酸素等が含まれるが、このう
ち、硫化水素、二酸化炭素、水分は、特に高度に除去
しなければならない。
　硫化水素の除去方法としては、一般的に液体に吸収
させる「湿式脱硫法」と、固体に吸着させる「乾式脱
硫法」がある。「湿式脱硫法」は、高濃度の硫化水素
の除去に適しており、所要敷地面積は小さい。また、写真− 2　都市ガス原料供給施設
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運転管理については、保守点検項目が多いが、連続運
転が可能である。構造的には、環境問題を起こさない
クローズドシステムが望ましいとされている。
　また、「乾式脱硫法」は、低濃度の硫化水素の除去
に適しているが、所要敷地面積が多く必要となる。運
転管理としては、日常管理は比較的容易であるが、脱
硫剤の詰め替えや再生、廃剤処理に多くの費用を要す
る。構造的には、ガス中に残るダストやナフタリン等
の微少含有物も除去される。
　次に、二酸化炭素の除去方法としては、「液吸収方
式」、「冷凍方式」、「膜分離方式」、「吸着方式」などが
ある。
　「液吸収方式」は、アルカリ溶液で、二酸化炭素を
反応吸収させて、加熱放散により二酸化炭素を分離す
る。比較的安価で、水を多量に使うことから、下水処
理場に適している。
　また、「冷凍方式」は、空気を冷却し、二酸化炭素
を凝固させて除去する。このため、冷却するためのエ
ネルギーが多量に必要であるが、除去効率は高い。

　「膜分離方式」は、多孔質性膜における分子の拡散
速度の差を利用して二酸化炭素を除去する。設備コス
ト、運転経費とも割高であり、硫化水素による膜の劣
化が著しいことが当時実験報告されていた。

図− 2　都市ガス原料供給施設のフローシート

図− 3　脱硫塔及び精製塔の構造
（湿式脱硫方式）

図− 4　バイオガスの精製のしくみ

表− 2　都市ガス供給条件
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　「吸着方式」は、活性炭、ゼオライト等への吸着速
度の違いを利用して除去する。設備コストや運転経費
が割高であるが、この方式は、都市ガスの精製技術と
して利用されている。
　以上のことを踏まえ、検討した結果、本センターの
既存の脱硫装置が吸収方式であり、維持管理に手慣れ
ていること、さらに吸収液として下水二次処理水が利
用でき、量的な制約が少ないこと、そして、すでに脱
流塔において、消化ガス中の二酸化炭素が処理水に吸
収される現象が発生しているなどの理由により「液吸
収方式」が採用された。
　また、水分については、ガス中に多量に含まれると、
凝縮水による導管の閉塞が発生し供給能力の低下を招
いたりするなど、保安面や環境面並びに経済面に問題
が発生することが予想される。このため、ほとんどの
稼働する都市ガスが実施している「冷却による脱水方
式（間接冷却）」を採用した。

4．有効利用状況について

　平成 11 年度から平成 26 年度までの消化ガスの発生
量は、図− 5のとおりである。年間約 150 万 Nm3 ～
180 万 Nm3 の消化ガスの発生量があり、平均約 160
万 Nm3 であった。投入汚泥量に対しての消化ガスの
発生量は、図− 6のとおり約 10 倍から 29 倍で平均 
19 倍となっている。また、消化ガス中のメタン濃度は、
約 60％であり、発熱量は、23.8MJ/Nm3（5,680kcal）
で消化ガスの一般発熱量の 21MJ/Nm3 ～ 23.1MJ/Nm3

よりやや高かった。
　この要因としては、消化タンクへの汚泥投入濃度な
どが考えられる。当センターでは、最初沈殿池で発生
した生汚泥を重力濃縮式により汚泥濃縮を、また、最
終沈殿池で発生する余剰汚泥は、機械濃縮機（遠心式
及びベルト型ろ過式）で濃縮した後、それぞれ消化タ

ンクへ送っている。重力濃縮式からの供給濃度は平均
3.9％、機械濃縮式からの供給濃度は、平均5.0％であり、
下水道維持管理指針に示めされる投入汚泥の固形物濃
度 3％程度よりやや高いことが要因の一つとして考え
られる。
　メタン濃度の高品質化については、「液吸収方式」
が大きな効果を上げている。図− 7及び 8のとおり、
二酸化炭素が脱硫塔及び精製塔により除去されること
からメタン濃度が高くなり、品質が高まっている。二

図− 5　消化ガス発生量（平成 11年度～平成 26年度）
図− 8　二酸化炭素（CO2）濃度（％）
（平成 11年度～平成 26 年度）

図− 7　メタン濃度（％）（平成 11年度～平成 26年度）

図− 6　消化タンクガス発生倍率（倍率）
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酸化炭素濃度は、消化ガスで平均 39.7％であったが、
脱硫塔後で濃度 22.3％、対脱硫塔での二酸化炭素の除
去率は 44％であった。さらに精製塔後では濃度 2.7％、
対精製塔での二酸化炭素の除去率は 88％となり、メ
タン濃度の高品質化に大きな効果が見られている。
　平成 26 年度の消化ガスの年間発生量は、約 161 万
Nm3 であった。
　ガスホルダーから約 35％がボイラーほかに使用さ
れるが、残り 65％の余剰ガス約 84 万 m3/ 年が有効利
用されている。そして、精製塔で精製されたガスは、
体積比で約 30％減少するが、このうち、本センター
内の空調設備とガス計測設備で使用されるガスを除く
約 95％が都市ガス原料として供給される。
　都市ガス原料として供給されるガスの成分について
は、次のとおりである。（データは平成 26 年度）

（1）メタンガス
　脱硫塔及び精製塔において二酸化炭素が除去され
ることにより、5 割程度濃度が高まって、36.3MJ/
m3（8,680kcal/m3）でガスの供給条件を満たしてい
る。

（2）二酸化炭素　
　精製ガスで年平均 3.1％であり、脱硫塔及び精製
塔で 9 割以上除去されてガスの品質が確保されてい
る。

（3）硫化水素　
　消化ガスで平均約 130ppm 程度検出されるが、脱
硫後は平均 0.1ppm 以下、そして精製後でも平均
0.1ppm 以下となっている。消化タンク内における
硫化水素濃度については、工場排水に由来する鉄分
と冬季間に消雪用として使用される地下水由来の鉄
分の影響により、硫化水素がこの鉄分と反応して硫
化鉄を生成するために比較的低い。

（4）このほかのガス
　窒素が、精製後で約 6％と比較的高く検出されて
いる。これは、精製工程で精製水中に溶解している
窒素が精製塔内でガス化しやすくなるためと考えら
れ、メタンガス濃度にも影響するものである。窒素
の溶解については、精製水量に応じほぼ一定と考え
られることからガスの供給量が少ないほど相対的混
入率が高まるので、極力窒素ガスの混入を抑えた運
転を行っている。

　こうして精製されたガスは、約 750 ｍ離れたガス事
業者にパイプラインで供給され、天然ガスと混合され
た後、一般家庭に供給されている。
　平成 26 年度のガス事業者への供給量は、年間約 56
万 m3 で一般家庭の都市ガス使用量の約 1,000 世帯分
に相当する。
　図− 9に平成 11 年度から平成 26 年度までの消化
ガス有効利用の内訳を表す。

表− 3　都市ガス原料供給施設の主要設備

図− 9　消化ガス有効利用内訳
（平成 11年度～平成 26 年度）
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5．本事業の設備概要について

　本市と北陸ガス（株）との管理および財産区分は、
当センターの敷地境界とし、本市は精製設備・供給設
備及び場内の導管を設置し管理している。一方、北陸
ガス（株）はそれ以外の導管及び精製ガスの受入れに
必要な付帯設備を設置し管理している。都市ガス原料
供給施設の主要設備の仕様を表− 3に、そして同施
設の設備を写真− 3に示す。本事業関連の建設費は、
本市が 224 百万円（このうち、国から 55 ／ 100 の補
助を受けた。）、北陸ガス（株）が 70 百万円である。

　本市が設置した主な設備の概要は以下のとおりであ
る。

（1）圧送機
　圧送能力は、150m3/ 時（0.94MPa）となってい
るが、ガスの発生量などにより 70m3/ 時（平成 26
年度実績）程度に調整して圧送している。また、供
給先のガス会社のガスホルダーは、約 0.8MPa に保
たれているため、精製ガスは圧送機で約 0.9MPa に
加圧して供給している。

（2）除湿機
　ガスは、昇圧すると飽和水分量が低下すため、パ
イプライン中で結露が生じやすく、腐食の原因とな
る。このため、昇圧後、冷却により除湿を行ってい
る。

（3）監視制御システム
　ガスホルダーの残量、二酸化炭素濃度及び供給ガ
ス量が表示され、各操作を中央監視室で行えるよう
にし、また、二酸化炭素濃度が 3.5％を超えた場合
は警報を、4％を超えた場合は、自動停止するシス
テムとしている。

（4）その他
　本センターの冷暖房設備は、従来からターボ冷凍
機と重油焚き温水ボイラーを併用していたが、平成
11 年度に老朽化による更新に併せ管理棟などの空
調熱源をガスヒートポンプに変更した。これにより、
精製ガスと都市ガスの切り替えての使用が可能と
なった。

6．本事業の効果および今後の課題について

　下水汚泥から発生する消化ガスの精製利用は、本事
業が示すとおり下水処理場に豊富に存在する処理水を
使用することで、複雑なプラントを構成する必要はな
く、ガスの品質も比較的安定して所定の濃度に保たれ
ている。本事業による売渡し収入は、平成 26 年度末
で約 13 百万円となり、これは増大する処理場維持管
理費の一部を補てんし、下水道経営の健全化に寄与す
るものである。また、施設内の空調熱源として利用を
しており、経済効果をあげている。
　一方、本事業はガス事業者と地理的条件に恵まれて
いたために、消化ガスを都市ガスの原料として供給で
きたものであるが、そのほかの地域でも利活用できる
システムの確立が望まれる。また、消化ガスの発生量
が平成 18 年度をピークにやや伸び悩んでいるほか、
窒素ガスの混入により熱量が期待したほど向上してい
ないなどの課題が発生している。今後、消化率の向上
や都市ガスのカロリーアップ化に対応できるよう技術
的な改善が求められるものと考える。

写真− 3　都市ガス原料供給施設設備ほか
　　　　上：ガス圧送機　　中：ガス冷却器
　　　　下：冷暖房設備室外機
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　本事業は、実用化からすでに 16 年を経過し、年々
機器の精密点検など維持管理に係る経費の増加や処理
施設全体の老朽化など緊急的な課題に直面している中
で、いかに効率的な財政運営を行うか熟慮していかな
ければならない。

7．むすび

　平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災を機に、エ
ネルギーなどの問題に対する関心が非常に高くなって
きており、特に再生可能なエネルギーとして下水道が
注目されている。
　当市は、「長岡市環境基本計画」に基づき、市民、
事業者、行政が一体となり . 再生可能エネルギーなど
の地域資源を最大限に活用した循環型で低炭素型社会
の実現に向けて取り組んでいるところである。このよ
うな施策の中で、生ごみを原料とするバイオガスを利
用した生ごみバイオガス発電センターが平成 25 年度
から稼働している。この事業の実現に当たっては、バ
イオガスエネルギーを効率的に電気エネルギーに転換
できるシステムが確立していたことが大きな要因と考
える。

　このように、再生可能なエネルギーなどの有効利用
の実現については、技術的及び経済的な因子が重要と
なる。特に下水道資源は、バイオガスをはじめとする
再生可能なエネルギーなど有効利用の可能性が高い。
このことから、関連事業者からは、大規模の施設をは
じめ、中小規模の施設での実用化に向けた技術の開発
を望むとともに、今後も国からの財政や法規制の支援
を受けながら、各自治体がその施設に適した事業が推
進できるよう環境の整備に期待するものである。
　こうした情勢のなかで、本事業の例が再生可能エネ
ルギーなどの有効利用の実用化に向けての参考になれ
ば幸いである。

【参考文献】
１　下水道維持管理指針　　実務編　　2014 年版　
　　公益社団法人　日本下水道協会
２　消化ガス有効利用基本計画　報告書　平成 9 年度
　　新潟県長岡市　財団法人下水道新技術推進機構
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キーワード：

1．はじめに

　国立研究開発法人土木研究所は、国の研究機関で
あった国土交通省土木研究所が、平成 13 年 4 月に国
の機関（国土技術政策総合研究所）と独立行政法人と
に再編されたことにより発足した研究機関のうち、独
立行政法人土木研究所が、平成 27 年 4 月から国立研
究開発法人となったものである。国土技術政策総合研
究所が政策の企画立案に関する研究等を行うのに対
し、土木研究所は、土木技術に関する先端的・基礎的
な研究開発と技術指導を行う機関として位置づけられ
ていることにくわえ、国立研究開発法人化に際し、こ
れまで以上の研究成果の最大化を目指していくことと
している。
　また、同じく平成 27 年 4 月に、土木研究所に先端
材 料 資 源 研 究 セ ン タ ー（Innovative Materials and 
Resources Research Center、略称 iMaRRC、アイマー
ク）が設置された。iMaRRC では、コンクリートや鋼
材など従来の土木材料に関する調査研究や技術開発を
行うことに加え、先端的な材料を土木構造物へ適用し、
社会インフラの長寿命化、耐久性の向上や、劣化検知・
診断を容易にするための技術開発を行うとともに、土
木材料、下水及び下水汚泥のリサイクル技術やエネル
ギー使用の効率化（創エネ等）技術の調査研究・技術
開発を行うことにより、持続可能な社会、低炭素循環

型社会の構築に貢献することを目的としている。これ
に伴い、下水道施設に関わる材料の調査研究や技術開
発に順次取り組んでいくこととなるが、独立行政法人
土木研究所リサイクルチームとして進めてきた嫌気性
消化技術の高度化や下水処理システムにおける藻類培
養技術の開発など下水道資源の有効利用や再生可能エ
ネルギーの利用技術、下水中に排出されるノロウイル
ス等の分析方法や対策技術など病原微生物に関する研
究も、iMaRRC（資源循環担当）で引き続き実施される。
　本報では、現在すすめている土木研究所の中期計画

（計画期間平成 23 ～ 27 年、平成 23 年 3 月国土交通大
臣及び農林水産大臣認可）で実施している下水汚泥等
バイオマスの有効活用に関するプロジェクト研究につ
いて、その概要と、得られた成果の一部として、藻類
による資源生産システムの開発と地球温暖化対策とし
て有効な刈草の収集範囲の検討を紹介する。

２．下水汚泥等バイオマスの有効活用に関する
プロジェクト研究

　都市や農村に広く、薄く存在しているバイオマスを
資源やエネルギー源として地域で有効活用するため、
バイオマスの効率的回収、生産、利用技術、および、
バイオマスの地域循環型利用システムについて検討す
るプロジェクト研究として、「再生可能エネルギーや
廃棄物系バイオマス由来肥料の利活用技術・地域への

バイオマス利用、微細藻類、エネルギー回収、刈草、温室効果ガス

下水汚泥利用促進に関する
土木研究所の取組

特集：第 28 回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集（新潟市）

南山　瑞彦、桜井　健介、高部　祐剛　

国立研究開発法人　土木研究所　先端材料資源研究センター（資源循環担当）

研究紹介
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導入技術の研究」を実施している。
　このプロジェクト研究は、バイオマスとして、下水
汚泥だけではなく公共緑地から発生する刈草等も対象
とし、また、都市域だけではなく、農村域も含んだ広
域をバイオマス利活用システムの検討範囲として設定
していることが特徴である。このプロジェクト研究の
中で、下水汚泥を主な対象としたバイオマス利用につ
いて以下の 3 課題を実施している。

２．１　低炭素型水処理・バイオマス利用技術の開発
　本研究は、下水汚泥の濃縮、消化、焼却等のプロセ
スの効率化、省エネルギー化等をさらに促進するため
の技術開発を行うとともに、これと一体的なバイオマ
ス利用技術を開発することを目的としている。また、
これらの技術適用による水処理系への影響や温室効果
ガス排出抑制効果等も評価する（図 2-1）。

　研究の一つとして、高濃度の下水汚泥のメタン発酵
技術について、実験的検討を行っている。これは、小
規模下水処理場で発生する汚泥を、拠点となる下水処
理場に効率的に輸送・集約して嫌気性消化を行い、メ
タンガスとしてエネルギー回収することを意図してい
る。
　これまで、脱水汚泥を用いた投入固形物 （TS）5 ～
20% 程度の嫌気性消化実験を実施し、TS10% 程度以
下で従来と同程度のメタン回収（0.24NL-CH4/gVS- 投
入程度）が可能であることを示した。また、汚泥性状
が異なると、アンモニア生成率が異なることを明らか
にした。

２．２　下水道を核とした資源回収・生産・利用技術
　本研究は、下水処理場の有する資源に着目し、バイ
オマスとして利用価値の高い藻類の培養などにより、
高度な資源回収、生産を行うための技術開発を行うこ
とを目的としている。また、回収、生産資源の利用可
能性や安全性を検証し、最適な資源利用方法の提案を
行うための研究を進めている（図 2-2）。

　このうち、藻類による資源生産システムの検討では、
下水流入水および下水二次処理水を用い、室内や屋外
で藻類培養実験を行い、藻類中の脂肪酸や発熱量の定
量から下水培養された藻類バイオマスのエネルギー利
用の可能性を示してきた。また、下水処理場に設置し
た 380 L 規模の培養水槽を利用し、下水二次処理水を
用いた屋外藻類培養実験を実施し、CO2 添加が培養藻
類の高位発熱量を向上させることを明らかにした。成
果の一部を本報で紹介する。

２．３　地域バイオマスの資源管理と地域モデル構築
　本研究は、公共緑地管理に由来するバイオマスにつ
いて、各種利用技術の CO2 排出量を評価する手法を
確立するとともに、バイオマスの有効な利用方法を提
案することを目的としている。また、望ましいバイオ
マス利用方策を適用するための地域モデルを構築する

（図 2-3）。

　これまでに、道路や河川の管理上生じる刈草の処理
方法について、温室効果ガス排出量算定モデルを開発
してきた。今後、河川管理者などの公共緑地の管理者
を対象に、温室効果ガス排出量を削減可能な中間処理
施設等の選択に資するマニュアルを作成していく予定
である。成果の一部を本報で紹介する。また、刈草と
下水汚泥の混合物を用い、中温（35℃）、高温（55℃）

図 2-1　低炭素型水処理・バイオマス利用技術の開発
に関する研究の概要

図 2-2　下水道を核とした資源回収・生産・利用技術
に関する研究の概要

図 2-3　地域バイオマスの資源管理と地域モデル構築
に関する研究の概要
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での連続消化実験を行った結果、高温条件で、安定し
たメタン転換が実現することが明らかとなった。さら
に、回分式実験により、超高温（80℃）前処理でメタ
ン転換率が向上することが示唆された。爆砕を施した
木質チップ（コナラ）と下水汚泥の混合物を用いた実
験も行い、従来（213℃）よりも低温（178℃）の爆砕
処理でメタン転換が可能であることが明らかとなっ
た。

３．藻類による資源生産システムの開発

　化石燃料利用にともなう地球温暖化を背景に、再生
可能エネルギーの利用が推進されており、都市下水や
工場排水に豊富に含まれる窒素、りんといった栄養塩
を用いた藻類培養による新たな燃料の生産が試みられ
ている 01），02）。既往研究において 04），05）、ボトリオコッ
カスやクロレラといったオイル含量の高い特定藻類を
対象に、下水処理水を用いた培養が試みられているが、
これら特定の藻類の培養は、実環境下での適用性に課
題が残る。土木研究所では、植種を行わず、二次処理
水を直接利用した藻類培養実験を行い、藍藻類や緑藻
類が優占すること、また、CO2 添加および水理学的滞
留時間 （HRT）が藻類培養特性に及ぼす影響をラボレ
ベルで明らかにしてきた 06），07）。一方で、自然条件下
での藻類培養におけるこれら操作因子の効果について
は実証されていない。また、実施設の設計方法、操作
方法を提示するためには、まず、光、水温、降雨といっ
た自然環境の変化、処理水質の変動等が藻類培養に及
ぼす影響を明らかにするとともに、設計・操作因子を
明らかにする必要がある。既往研究 08）では、下水処
理水を用いた藻類培養のモデルを構築しているが、自
然環境の変化が藻類培養増殖特性に与える影響は考慮
されていない。そこで、下水処理水を用い、CO2 を添
加した条件下での藻類培養を、屋外に設置した培養装

置で実施し、自然条件下での藻類増殖特性および CO2

添加効果を既往研究 09）との比較を含め把握するとと
もに、自然環境の変化も考慮に入れた藻類増殖を表現
する数理モデルを構築し、実測データを用いてその再
現性を確認することとした。

３．１　方法
　藻類培養に用いた下水二次処理水は、実流入下水を
標準活性汚泥法処理装置 （容積：100L、HRT：6 時間）
で連続的に処理して得た。実下水処理場の屋外に設置
した Raceway 型培養装置（図 3-1）に流速 95L/ 日で
連続的に二次処理水を流入させ、HRT4 日で藻類培養
を行った。過去の知見 01）に従って、培養槽中 pH が 8
に達した時にガスボンベより CO2 を添加し、藻類増
殖に必要な炭素源を供給した。装置への CO2 添加を
2014 年 6 月 6 日より開始し、11 月 21 日に装置の運転
を停止した。
　流入下水、処理水および培養水中の水温、pH およ
び DO を平日 1 回、また、栄養塩 （窒素、りん）、ク
ロロフィル a、SS、有機・無機炭素濃度を原則週に 2
回測定した。また、藻類および動物プランクトンの同
定を原則 2 週間に 1 度実施した。さらに、培養藻類の
高位発熱量を測定した （n=10）。
　pH および水温は、HM-31P （TOA DKK, Japan）で、
DO は DO-31P （TOA DKK, Japan）でそれぞれ測定
した。窒素およびリン濃度は、TRAACS2000 （Bran 
Luebbe, Germany）で、また、有機・無機炭素濃度は、
TOC-V CPH （Shimadzu, Japan）でそれぞれ測定した。
SS、クロロフィル a および高位発熱量は Standard 
method10）、河川水質試験方法 （案）11）および JIS M 
881412）に従い測定した。藻類および動物プランクト
ンの同定は、光学顕微鏡 （BH-2, Olympus, Japan）を
用いて行った。

図 3-1　藻類培養装置の概略図 39）
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３．２　結果
　実験期間での培養を実施した地点における月別平均
気温は 12.2-26.0℃の範囲にあり 8 月で最も高く、また、
全天日射量は 7.9-18.7 MJ/m2/day の範囲であり 7 月
で最も高かった 13）。
　実験期間を通じた、藻類培養槽に流入する二次処理
水の SS、全有機炭素、全窒素および全りんの中央値は、
それぞれ 4.2mg/L、7.20mg-C/L、15.6mg-N/L および
2.00mg-P/L であった。
　藻類培養槽での DO は、光合成により 10mg-O2/L
以上と飽和・過飽和状態であり、pH は CO2 添加にと
もない 7.7-8.0 の間で安定していた。無機炭素濃度は、
二次処理水で 11.8mg-C/L であったが、CO2 添加によ
り培養槽では 21.4mg-C/L となった。 
　SS 濃度が比較的安定した 8 月での培養槽単位面積
当たりの SS 培養量は 12.9g/m2/day であった。ニュー
ジーランドでの流入下水を用いた HRAP （High Rate 
Algal Pond）において、夏季 （11 月 -1 月）で 15.3g/
m2/day の培養量が得られており 01）、本研究での 8 月
の培養量は、この HRAP での 85% の値であった。藻
類培養槽での溶存有機物濃度については、二次処理水
の濃度変動に呼応する形で変化した一方で、培養期間
での二次処理水中濃度 （中央値 : 5.30mg-C/L）に比し
て、培養槽 （6.40mg-C/L）での濃度は高かった。藻類
の炭素固定にともない SS が増殖し、藻類由来のデト
リタスの一部が分解することで溶存有機物濃度が上昇
したものと考えられる。
　培養槽での藻類同定結果の一例を図 3-2 に示す。培
養期間を通じて、全藻類細胞数に占める緑藻の細胞数
の割合が 85-97% と高く、特にイカダモ科が 51-87%
と優占した。
　図 3-3 に培養藻類中高位発熱量を示す。本研究での
高位発熱量は、SS が減少した 7 月 1 日で 13.5MJ/kg
と特異的に低かったが、その他の期間では、15.3 から
18.0MJ/kg の範囲で安定した値を示した。また、CO2

を添加していない条件での値 03）に比して、高位発熱
量が 36.7% 増加したことから、自然条件下での藻類培
養における CO2 添加効果が示された。

　藻類増殖を表現する数理モデルの概念図を図 3-4 に
示す。数理モデルは、Tsuno et al.14）の湖沼モデルを
参考に構築し、さらに藻類の増殖における無機炭素の
影響を考慮した。
　藻類の増殖での影響項は無機炭素、無機態窒素およ
び PO4

3 −濃度、水温ならびに全天日射量を考慮し、影
響項の式は既往研究を参照した 14），15）。藻類の増殖、
呼吸・枯死は一次式で、また動物プランクトンによる
捕食は温度影響および藻類濃度による影響を考慮した
14）。なお、培養槽での無機炭素の変化は、実測値を直
線的に変化するものとし、培養槽内は完全混合である
とした。また、モデルで用いる諸係数については、本
研究から得られた値、または文献値 14）− 22）を参照した。
　構築したモデルによる計算結果のうち、SS （藻類 +
動物プランクトン + デトリタス）、溶存有機物濃度を
実測値とともに図 3-5 に示す。数値計算は、SS の増

図 3-2　実験期間での培養藻類の構成 39）

図 3-4　数理モデルの概念図 39）

図 3-3　培養藻類の高位発熱量 03），39）
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加が始まった 7 月 4 日から行った。各項目ともに、培
養槽での増減の傾向を良く再現できていた。また、
SS が比較的安定した 8、9 月での実測値および計算値
の中央値は、SS、無機態窒素、PO4

3 −および溶存有機
物濃度でそれぞれ、178 および 195mg/L、2.40 および
2.37mg-N/L、0.900 および 0.463mg-P/L ならびに 6.35
および 5.78mg-C/L であり、PO4

3 −の計算値が実測値
よりやや小さかったが、モデルでの計算値は実測値と
同様の値となり、本モデルによる実測データの再現性
が示された。

３．３　まとめ
　下水処理水を用い、CO2 を添加した条件下での藻類
培養を、屋外に設置した培養装置で実施し、自然条件
下での藻類増殖特性および CO2 添加効果を把握する
とともに、自然環境の変化も考慮に入れた藻類増殖を
表現する数理モデルを構築し、実測データを用いてそ
の再現性を確認した。

４．地球温暖化対策として有効な刈草の収集範
囲の検討

　河川、道路、公園、ダムなどの公物管理にあたり、
草や木が多量に伐採・処分されている。それらをエネ
ルギーや堆肥などの有機資材として有効利用し、化石
資源由来のエネルギーやそのエネルギーの消費により
製造される製品を代替できれば、温室効果ガス

（Greenhouse gas, GHG）の排出を削減し、地球温暖

化対策として貢献が可能である。そこで、公共緑地等
バイオマスを資源として位置づけ、恒久的に利用して
いくための要素技術やシステムの提示を目標として検
討を進めている。
　地球温暖化対策として、下水処理場の周辺で発生す
る刈草を、下水汚泥と混合して嫌気性消化する場合、
刈草の運搬距離が、地球温暖化対策としての効果に大
きく影響を与えると考えられる。そこで、地球温暖化
対策として有効な刈草の収集範囲を明らかにするた
め、嫌気性消化槽を有する既存の下水処理場へ刈草を
運び下水汚泥と混合して嫌気性消化する事業を、一般
的と思われる条件で仮定して、実施に伴う追加的な
GHG 排出量、および、刈草を嫌気性消化しメタンガ
スを得て、発電することによる GHG 排出削減量を試
算した。

４．１　方法 
　評価対象とした事業は、図 4-1 に示したとおり、灰
色で着色した 11 個のプロセスで構成することとした。
刈草、発生したメタンガス、および、消化残渣は以下
の条件で処理されると仮定した。
●除草場所は、肥料や農薬が施用されていない。
●除草は、1 年に 2 回行われ、発生した刈草はその都

度処理される。
●刈草は、草刈機で除草・回収された後に、トラック

で運搬され、嫌気性消化槽を有する既存の下水処理
場へ運搬される。

●運搬された刈草は、下水処理場内で機械破砕後、下
水汚泥と混合して嫌気性消化される。

図 4-1　評価対象とした刈草と下水汚泥の混合嫌気性
消化のフロー 40），41）

（灰色で着色された角丸の長方形は、構成するプロセ
スを示す）

図 3-5　二次処理水および培養水での SS、溶存有機物
濃度の実測値および数理モデルによる計算値 39）
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●発生したメタンガスは発電に使われ、発電の排熱は
刈草と下水汚泥の加温に利用される。

●消化残渣は脱水後に焼却されて、灰は埋め立て処分
場へ運搬し、埋め立てられる。

　GHG 排出量、および、GHG 排出削減量は、除草面
積 1000m2、1 年間あたりを単位として計算した。こ
こで、1000m2 は、除草工の積算に使われる単位である。
嫌気性消化以後の各プロセスでは、刈草の追加によっ
て新たに消費した化石燃料、電力、化学薬品、または、
発生した電力に着目し、既存の下水処理場で汚泥処理
に伴い排出されていた GHG は評価対象外とした。
　集計する GHG は、二酸化炭素、メタン、一酸化二
窒素とした。これらを合計する時には、メタンと一酸
化二窒素の放出量に、温暖化係数（GWP100）23）であ
る 28 と 265 をそれぞれ乗じることで二酸化炭素換算
量として計算した。GHG 排出量と排出削減量を、プ
ロセス毎に算出した。プロセス毎の GHG 排出量を、
活動に伴って消費された化石燃料、電力、化学薬品の
量に GHG 排出係数 24）（表 4-1）を乗じ、それらを合
計して算出した。ただし、化学薬品のGHG排出係数は、
LCA ソフトウェア（MiLCA, 一般社団法人産業環境
管理協会）を参照した。一方、発電機を用いてメタン
ガスで発電するプロセスでは、発電された電力が有効
利用されたことにより消費されなかった電力量に
GHG 排出係数を乗じ、GHG 排出削減量を計算した。

　除草および集草プロセスでは、刈幅 150cm のハン
ドガイド式の草刈り機を用いることとした。草刈り機
の性能は、表 4-2 の値を用いた 25）。土木研究所の過
去の調査 26）から、1,000m2 あたり、1 回の除草から、
数日乾燥させた状態（含水率 18%）で 334kg-wet が
発生するものとした。
　運搬プロセスでは、1,000m2 で発生した刈草につき、
2 トントラック 1 台 27）を計上し、走行距離を変数と
した。トラックへの積み込みや積み下ろしは人力とし、

GHG 排出量は無しとした。走行速度を 30km/h25）とし、
ガソリン燃費 4.9L/h28）から、ガソリン使用量を算出
した。
　破砕プロセスでは、刈草を数 cm に破砕できる電気
式の破砕機を使うこととし、効率は 0.023kWh/kg-dry
と設定した 29）。
　消化、脱水プロセスは、高温消化、遠心脱水による
ものとした。高温消化は、既報 30）のとおり、安定し
たメタン転換が行われたことから選択した。消化、脱
水による電力消費量は、処理体積に比例するものと仮
定し、汚泥体積と電力消費量の実測値 31）から、それ
ぞれ 7.2、7.6kWh/m3 と設定した。刈草の比重は、
220kg/m3 として計算した 32）。脱水プロセスでは、刈
草の含水率が下水汚泥と比べてかなり低いため、刈草
が保持していた水分は、脱水後も変化しないことと仮
定した。
　焼却プロセスは、100t/d の流動床式焼却炉を使用
することを仮定した。焼却プロセスの GHG 排出量は、
電力と化学薬品の使用に伴う GHG 排出量に、刈草が
焼却される際に生じるメタンと一酸化二窒素の発生量
を二酸化炭素に換算して、加えて計算された。刈草の
メタンと一酸化二窒素の発生係数は、一般廃棄物のそ
れらと同じと仮定し、それぞれ、0.046g-CH4-C/kg-C
と 0.35g-N2O-N/kg-N とした。これらは、一般廃棄物
を連続燃焼式の流動床焼却炉で燃焼した時の重量あた
りのメタンと一酸化二窒素の発生係数 33）から一般廃
棄物の炭素と窒素の含有率 34）で除して計算された。
刈草の投入による、電気と化学薬品の増加量は、都市
ごみの量と質に応じた電気量と化学薬品量が計算可能
なプログラム 35）を利用して計算した。焼却灰のうち、
集塵灰は、キレート剤による処理後、セメント固化さ
れるものとした。
　嫌気性消化槽で発生した消化ガスは、精製された後
に、発電機で使用されることとした。メタン発生量は、
1kg-VS の刈草の投入につき、0.19Nm3 のメタンが得
られることとし 30）、刈草の VS 分解率は 40% とした。
発電プロセスでは、刈草の追加によって増加したメタ
ンガスを使ってガスエンジンで発電し、従来の化石燃
料由来の電気と代替することを想定した。発電機に関

表 4-1　化石燃料、電力、化学薬品の使用による
GHG 排出係数 40），41）

表 4-2 　草刈機の性能 40），41）
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する設定値は、既報 31）でとりまとめられた値（表
4-3）を用いた。ガスエンジンの排熱は、刈草と下水
汚泥の加温（20℃から 55℃を想定）に利用されるこ
ととした。これにより、従来、下水汚泥の加温に使わ
れていたメタンガスの一部が不要になり、それらは、
発電機で使われることとした。刈草の比熱は、既報
36）を参考に、4kJ/（kg-dry・K）と設定した。
　刈草の焼却灰は、下水汚泥の焼却灰と混合されて、
4 トンダンプを用い、埋め立て処分場への運搬される
こととした。刈草の焼却灰の運搬によるガソリン消費
量は、4 トンダンプのガソリン消費量に占有率（最大
積載量 4t に占める刈草の焼却灰重量 33kg/1000m2 の
割合）を乗じて算出した。4 トンダンプのガソリン消
費量は、燃費を 6.9 L/h28）、走行速度は 30km/h とした。
1 回除草あたりの焼却灰の運搬距離は、日本国内の標
準的な値として、往復で 21km とした。これは、国内
の総面積 378 千 km2 36）を、国内の灰埋め立て処分場
数 1,742 施設 37）で除した値と同面積の円の半径の往
復分に、迂回率（直線距離に対する道路距離の比）を
乗じて計算した。迂回率は、既報 38）を参考に 1.3 を
使用した。灰の埋め立て処分場への運搬は、刈草の発
生場所から下水処理場までの運搬と異なり、温室効果
ガスの排出量の全体（刈草の運搬に伴う分は除く）に
対し、1% 以下で小さいため、固定して計算した。
　灰の埋め立てプロセスは、焼却灰のセメント固化物
を陸上埋め立てすることを想定した。計算には、既往
のプログラム 34）を使用した。このプログラムでは、
浸出水の処理に電気および重油が使用され、埋め立て
用の重機に軽油が使用されることを想定している。
　刈草の下水汚泥への追加的な投入による脱水性の改
善 25）、焼却炉の補助燃料削減の効果（脱水汚泥に刈
草のメタン発酵残渣が含まれることによる保有熱量増
加）も期待されるが、定量的な効果に関する知見が十
分でなく、過剰な評価になることを避けるため、本計
算には含めなかった。

４．２　結果
　図 4-2 に各プロセスの GHG 排出量と発電された電
力による GHG 排出削減量を示す。破線は、GHG 排出
削減量、すなわち発電された電力量を GHG に換算し
た値を示している。GHG の排出削減量が排出量を上
回るのは、年間走行距離が 163km（1 回の除草につき
トラックの走行距離 81km）以下のケースであった。
迂回率を 1.3 とした場合、本結果から地球温暖化対策
として有効な刈草の収集範囲は、下水処理場から直線
距離で 31km 以下の地域であった。運搬プロセスを除
いた GHG を排出したプロセスのうち、GHG 排出量は、
除草、焼却、消化ガス精製の順に大きかった。

４．３　まとめ
　地球温暖化対策として有効な刈草の収集範囲を明ら
かにするため、嫌気性消化槽を有する既存の下水処理
場へ刈草を運び下水汚泥と混合して嫌気性消化する事
業を想定し、実施に伴う追加的な GHG 排出量、および、
刈草も嫌気性消化したメタンガスを用い発電すること
による GHG 排出削減量を試算し、有効な刈草の収集
範囲としてとりまとめた。

５．研究開発成果の社会への還元

　土木研究所では、自治体や大学、民間企業との共同
研究による技術開発も行ってきた。みずみち棒、ガス
エンジン等、既に下水道事業で活用されている技術も
少なくない。産業技術総合研究所、民間企業との共同
開発の成果である過給式流動燃焼システムは、本年度、
第 17 回国土技術開発賞 最優秀賞、第 41 回優秀環境
装置表彰経済産業大臣賞を受賞した。平成 28 年 1 月
時点で計 5 基が稼働、計 3 基が建設中である。主にこ
れらの技術を対象として、土木研究所では「下水汚泥

表 4-3　発電機に関する設定値 40），41）

図 4-2　走行距離に応じた各プロセスの温室効果ガス
排出量と発電された電力による温室効果ガス
排出削減量 40），41）
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などのバイオマス資源有効活用技術講習会」を行って
おり、技術の周知に努めるとともに、参加者との意見
交換を通して、現場への研究成果の導入における課題
を把握したいと考えている。
　土木研究所 iMaRRC（資源循環担当）では、下水汚
泥等バイオマスの処理・有効利用について対象範囲を
広げて研究を実施しており、これにより、地域におけ
る有効なバイオマス利用システムの構築を目指してい
る。引き続き、研究の進展に努めていきたいと考えて
いる。技術上の相談があれば、下記宛ご連絡いただけ
れば幸いである（土木研究所 iMaRRC（資源循環担当）
　メールアドレス　recycle@pwri.go.jp）。
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1．はじめに

　わが国の下水道処理人口普及率は平成 25 年度末で
77％に達し、都市部においては大部分の家庭に下水道
がつながっている状況になった。下水処理過程で発生
する汚泥の量も年々増加し、水処理施設からの発生量
ベースで濃縮汚泥量として約 7,500 万 m3/ 年（乾燥固
形物量として約 235 万ｔ / 年）となっている。１）

　欧米などの下水道先進国では、下水汚泥はメタン発
酵によるバイオガス利用及び緑農地利用など貴重なバ
イオマス資源として広く有効利用されているのに対
し、日本では処理処分の面倒な産業廃棄物として位置
づけられ、なるべく低コストで処理処分することが優
先的に進められてきた。
　近年地球温暖化対策や循環型社会構築の面から、平
成 21 年 12 月には「バイオマス活用推進基本法」が制
定されたり、再生可能エネルギー電力の固定価格買い
取り制度の開始（平成 24 年 7 月）など、下水汚泥等
バイオマスのより積極的な有効利用が求められるよう
になってきた。
　国土交通省においては「新下水道ビジョン」（平成
26 年 7 月策定）の中で「循環のみち下水道」の持続
とともに更なる進化をめざし、地域における水・資源・
エネルギーの最適な循環、下水道施設におけるエネル
ギーの自立化、下水道のポテンシャルを活かした多様

な主体との連携を通じ、食料、資源、エネルギー分野
等の多様な分野に下水道の貢献範囲を拡大していくと
している。今年 5 月 13 日成立の下水道法一部改正で、
下水道管理者における発生汚泥等の処理においては単
なる脱水、焼却、再利用等による減量化だけではなく、
燃料化又は肥料としての再生利用されるよう努力義務
が制定されたところである。
　ここでは下水汚泥有効利用の現状と課題等について
述べるとともに、日本下水道事業団（以下 JS という）
で取り組んでいる汚泥有効利用テーマの中から、エネ
ルギー回収を目的とする調査研究を中心に報告する。

2．下水汚泥有効利用の現状と課題

2．1　下水汚泥有効利用の実態２）

　図 2.1に、わが国における下水汚泥有効利用の推移
を示す。昭和の末頃まで発生量の 15％程度が緑農地
利用されていた以外、その大部分は埋め立て処分され
ていた。処分地の逼迫問題から平成（1989 年）に入
ると焼却や溶融処理による減量化処理が導入され、
1996 年頃から建設資材利用、特にセメント原料化が
急速に普及し、現在では有効利用法の 70 ～ 80％が建
設資材化で、緑農地利用は 20％弱となっている。
　図 2.2に、下水汚泥有効利用法におけるわが国と欧
米の事例を比較して示す。欧米では中大規模処理場の
大部分が汚泥の嫌気性消化を導入しており、バイオガ

汚泥の成分組成、担体充填式嫌気性消化、熱改質高効率嫌気性消化、焼却排熱発電、CO2 分離回収

下水汚泥有効利用の課題と
日本下水道事業団における取組について

特集：第 28回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集（新潟市）

島田　正夫資源エネルギー技術課

日本下水道事業団技術戦略部

研究紹介

キーワード：
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スエネルギーとして利用するとともに、安定化した消
化汚泥は液肥又はコンポスト化等により緑農地利用さ
れている。
　日本では下水汚泥は産業廃棄物と位置付けられてい
ることもあり、バイオマス資源というより廃棄物とい
う意識が強く残っている。図 2.3に、下水汚泥（余剰
汚泥）の成分組成を大豆のそれと比較して示す。下水
汚泥のタンパク質は 50％以上を示し、畑で採れる肉

とも呼ばれている大豆と同等以上に栄養素含有量の高
いバイオマスであることがわかる。廃棄物としての認
識を改めるとともに、固形燃料化というサーマル利用
より、まず肥料資源としての有効利用法を優先して検
討することが望まれる。

2．2　世界のメタン発酵導入とわが国の実態
　欧米を中心に、地球温暖化問題、エネルギー危機管
理、枯渇資源対策の面から下水汚泥のようなバイオマ
ス資源の積極的活用が推進されている。
　図 2.4は、ドイツにおけるバイオガスプラント（メ
タン発酵施設）の数と、それによる発電容量の推移を
示したものである。2000 年から本格導入された再生
可能エネルギーの固定価格買取り制度（ドイツでは
EEG と呼ぶ）が引き金となって、個人農家が近隣の
廃棄物系バイオマスやコーン等の資源作物を燃料とす
るバイオガスプラントを積極的に導入した結果であ
る。

　表 2.1は、ドイツと日本の国勢と下水処理場におけ
るメタン発酵、消化ガス発電の現状を比較したもので
ある。国土面積は同程度、人口や経済規模は日本の 6
割強の規模であるが、嫌気性消化を行っている箇所数
はドイツの 1,156 ヶ所に対し日本はわずか 285 ヶ所、
消化ガス発電を行っている箇所はドイツの約 600 ヶ所
に比べ日本は約 60 ヶ所に過ぎない。

図 2.1　わが国における下水汚泥有効利用の推移

図 2.3　大豆と下水汚泥の成分組成の比較

図 2.4　ドイツにおけるバイオガスプラント箇所数と
発電量の推移 4）

図 2.2　下水汚泥有効利用に関する日本と欧米の比較 3）
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2．3　下水汚泥とメタン発酵
　わが国では約 285 ヶ所の処理場で嫌気性消化が行わ
れているが、その多くは減量化、安定化が主目的で、
消化ガス発電等の積極的なエネルギー回収利用を行っ
ている箇所は前述したように 60 ヶ所程度と少ない。
今後、再生可能エネルギー固定価格買取制度等を念頭
に、嫌気性消化法をバイオガス製造施設としてガス回
収を検討している自治体も多いと考えられる。
　以下に、初沈汚泥と余剰汚泥のメタン発酵特性を理
解し、より多くの安定したバイオガス生産・回収を図
るための方法について述べる。

（1）バイオガス発生量の実態 6）

　図 2.5に、下水処理場単位流入水量当りガス発生量
の実態（H24 下水道統計）を示した。1 万 m3 当りの
ガス発生量は 100m3 ～ 1,000m3 以上まで大きな差があ
る。単位水量当りのガス発生量に違いが発生する要因
は、流入下水の水質濃度（BOD,SS）にもよるが、図 2.6
に示すように、処理場流入 SS 当りのガス発生量を見
ても 500m3/t-SS を中心に大きな開きがみられる。
　また、図 2.7に示すようにバイオガス発生量は夏季
に少なく冬季に多くなるという季節変動を有するのが
一般的である。ガス発生量の違いや季節変動の要因は、
汚泥消化設備の運転よりはむしろ水処理を含めた処理
場全体の運転管理方法の違いによるところが大きい。 （2）メタン発酵の基本

　図 2.8にメタン発酵の基本メカニズムを示す。まず
最初に液化反応（加水分解反応）による有機物の低分
子化が生じ、次いで酸生成反応により各種の有機酸を
経て酢酸や水素が生成する。最後にこれらを基質とす
るメタン生成反応が行われ、メタンガスや炭酸ガスが
生成される。前段の液化反応と酸生成反応のことを一
般に「腐敗」とも呼んでいる。有機分のすべてが分解
ガス化するわけではなく、通常の微生物（酵素）反応
ではほとんど分解しないものや、時間を経れば徐々に
分解するものもある。多くのバイオマスにおいて、液
化反応がメタン発酵全体の反応律速になり、その速度
は温度にも大きく左右される。

表 2.1　日本とドイツの下水処理場における嫌気性消化等の比較 5）

図 2.5　単位流入水量当りバイオガス発生量の実態

図 2.6　流入 SS当りガス発生量の実態

図 2.7　ガス発生量季節変動の事例
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（3）初沈汚泥と余剰汚泥のメタン発酵特性
　図 2.9に、初沈汚泥、余剰汚泥及び消化汚泥の成分
組成の一例を示した。初沈汚泥は比較的低分子の炭水
化物系有機物（植物系バイオマス）が主成分であり比
較的メタン発酵が速やかに進むのに対し、一方余剰汚
泥は活性汚泥微生物細胞体を中心とするタンパク質系
有機物（動物系バイオマス）が主成分となっており、
メタン発酵性は低い。
　初沈汚泥と余剰汚泥の発生量割合（固形物ベース）
は、水処理施設の運転方法等にもよるが平均的には初
沈汚泥が約 6 割、余剰汚泥が約 4 割程度である。また、
単位固形物当りのガス発生量は初沈汚泥が 450 ～
550m3/t-TS、余剰汚泥が 250 ～ 350m3/t-TS であるこ
とから、処理場全体では初沈汚泥起源のガス量が全体
の 7 ～ 8 割を占め、余剰汚泥起源のガス量は 2 ～ 3 割
程度である。
　また、消化汚泥の成分は余剰汚泥ほどではないが微
生物細胞であるタンパク質が多く、難分解性である細
胞壁等の粗繊維分の比率も高いことを示している。

（4）安定したバイオガス生産・回収方法
＜初沈汚泥の管理＞
　先述のように初沈汚泥は処理場全体のガス発生量に
大きく関係するが、比較的早く液化反応や酸生成反応
が進行するため、最初沈殿池における沈殿汚泥の引き
抜き方法、重力濃縮槽の運転管理方法によっては、こ
の段階で既に反応の一部が進行してしまう。特に水温
の高い夏季にはその傾向が著しくなる。重力濃縮槽で
酸生成反応が進むと反応生成物である各種の有機酸・
酢酸や水素等が分離液として水処理施設に戻され、消
化槽には相対的にメタン発酵性の低い汚泥のみが投入
される結果となる。多くの処理場で冬季に比べ夏季に
消化ガス発生量が少ない一番の要因となっている。
　これを防ぐには、初沈で沈殿した汚泥を速やかに引
抜くとともに、重力濃縮槽の滞留時間（沈殿濃縮時間）
を必要以上に長くしないことである。現在の下水道設
計指針をベースに重力濃縮槽容量を設計すると平均的
に 12 時間程度の沈殿時間となる。初沈汚泥の沈降濃
縮は静止沈殿の場合1～2時間程度でも十分進行する。
沖縄県内の某処理場では重力濃縮の沈殿時間をわずか
1.5 ～ 2.0 時間で管理し、図 2.10に示すように年間を
通じて安定した汚泥の濃縮と、メタン発酵が行われて
いる。

図 2.8　メタン発酵の基本メカニズム 7）

図 2.9　初沈汚泥と余剰汚泥の有機分組成事例
（ＪＳ技術戦略部内部資料）

図2.10　滞留時間2時間の重力濃縮槽運転事例（沖縄）

図 2.11　初沈汚泥を機械濃縮法に変更し消化ガス発
生量が大きく増加安定した事例（神戸市）
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　わが国では初沈汚泥は重力濃縮法、余剰汚泥は機械
濃縮法という分離濃縮法が一般に行われているが、近
年初沈汚泥も機械濃縮を行う事例が増えている。図
2.11は、神戸市内 T 処理場において初沈汚泥の濃縮
を重力式から機械式に変更した結果、消化ガス発生量
が大幅に増加した事例を示したものである。
　このように、初沈汚泥も余剰汚泥とともに機械濃縮
法を採用している処理場では、単位流入下水量当たり
ガス発生量が多い。

＜余剰汚泥の管理＞
　余剰汚泥のメタン発酵性は水処理反応タンクの
BOD-SS 負荷や SRT（固形物滞留時間）に大きく関
係することが経験的に明らかになっている。
　下水処理場に流入してくる有機分の内、浮遊性（SS）
のものを中心に約半分が最初沈殿池で沈殿回収され、
残りの溶解性分を中心とする有機分は反応タンクに送
られ好気的条件下で活性汚泥微生物のえさとして利用
される。活性汚泥に吸着・吸収された有機分（エネル
ギー分）は細胞体生命維持や同化のエネルギー源とし
て利用されるが、一部は細胞体内外に一時的に貯蔵さ
れる。
　したがって、余剰汚泥中のメタン発酵基質（有機物）
は、一時的に細胞内外に吸着吸収（貯蔵）されている
有機分と微生物細胞体そのものの 2 つからなる。吸着
吸収されている有機分は消化槽に投入されると比較的
速やかに細胞外に吐き出され酸生成反応からメタン発
酵へと進むが、微生物細胞体を形成している有機物は
分解に時間がかかる。
　図 2.12に、初沈汚泥と余剰汚泥の回分式メタン発
酵試験結果の一例を示す。余剰汚泥に吸着吸収されて
いる有機分（エネルギー分）は速やかに酸発酵が進む

ため、初期数日間のガス発生量は初沈汚泥のガス発生
量と同じ傾向を示している。反応タンクの BOD-SS
負荷が大きい（SRT が短い）処理場の余剰汚泥にお
いては吸着貯蔵の有機分が多いため分解ガス化率は高
いのに対し、循環法による硝化脱窒などの高度処理を
採用している処理場やオキシデーションディッチ法の
よ う に BOD-SS 負 荷 が 小 さ い（0.03 ～ 0.1kg-BOD/
kg-SS 日）処理場の余剰汚泥は、細胞内外に貯蔵して
いるエネルギー源が少なく、相対的にガス発生量は少
ない。
　通常の標準活性汚泥法による処理場の BOD-SS 負
荷は 0.2 ～ 0.4kg-BOD/kg-SS 日であるが、消化ガス発
生率の高い処理場（佐賀市、沖縄県流域等）の処理場
における BOD-SS 負荷は 0.5 ～ 0.7kg-BOD/kg-SS 日で
運転管理されている。
　余剰汚泥からのバイオガス増収を期待する場合は、
反応タンク MLSS・SRT を必要以上に高くしない運
転方法を心がける必要がある。
　余剰汚泥は先述したように一般に初沈汚泥に比べメ
タン発酵性の低い汚泥である。余剰汚泥の主体は活性
汚泥微生物体であり、活きているバイオマスである。
水槽で泳いでいる魚は１か月たっても腐敗しないが、
水槽から取り出し刺身にした魚は 1 ～ 2 日で腐敗を始
める。余剰汚泥を速やかにメタン発酵させようとする
目的で、薬品・オゾン等を用いた物理化学的方法、又
は水熱反応など熱化学的な方法等で細胞体の不活性化

（死滅・改質）処理する方法が提案されている。

3．ＪＳにおける有効利用の取組み

3．1　効率的なメタン発酵技術
　主なバイオ燃料化プロセスとしてバイオエタノール
化、バイオディーゼル化、バイオ固形燃料化及びバイ
オガス（メタンガス）化がある。図 3.1に示されるよ
うに、バイオガス化はシステムも単純でエネルギー収
支的にも最も効率が高く、また、廃棄物系バイオマス
を原料とすることが可能なことから食料資源との競合
がない等の理由から世界中で積極的に導入が進められ
ている。
　しかし、わが国では「消化日数に 30 日も要す」、「バ
イオマスの半分しかエネルギー転換しない」などの理
由で、かならずしも十分に導入が進んでいない。そこ
で JS では、下水処理場における嫌気性消化システム
の導入促進を目的に、より高効率なメタン発酵技術に
ついて民間企業との共同研究を進めてきた。ここでは
そのいくつかについて紹介する。
　

図 2.12　初沈汚泥と余剰汚泥の回分メタン発酵試験
結果（ＪＳ技術戦略部内部資料）
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（1）消化槽のコンパクト化技術（担体充填法、高濃
度消化法）8）

　通常、汚泥の嫌気性消化処理（中温消化）には消化
日数 20 ～ 30 日を必要とし、大きな消化タンクが必要
となることから建設費や設置スペースの増大という課
題を有している。これらの課題対策として JS では担
体充填型高速嫌気性消化法や高濃度消化法の技術開発
を行ってきた。
　本来、有機物の嫌気性分解発酵（メタン発酵）は 4
～ 7 日で約 9 割以上は完了するが、増殖速度の遅いメ
タン菌数を保持する上から 20 ～ 30 日の滞留時間を確
保している。担体充填消化法は、増殖速度が遅く外的
要因の影響を受けやすいメタン菌を担体（写真 3.1 参
照）に付着固定化することで安定した消化を達成する
システムで、JS 新技術Ⅰ類にも登録されている。平
成 23 年度採択の B-DASH 技術として大阪市中浜処理
場内に設置した実証試験プラント（高温消化）におい
ても消化日数 5 日程度でも安定した汚泥の分解、ガス
化の達成が確認されている。

　また消化槽投入汚泥濃度は一般に TS3 ～ 4％程度
で行われているが、より高濃度にすることで消化槽容
量を縮減したり汚泥の加温に要するエネルギーを削減
することが可能となることから、投入汚泥濃度を 8 ～
10％程度まで高濃度化する濃縮技術を組み合わせた高
濃度消化技術の開発を進めている。

（2）分解ガス化率の向上技術（熱改質法）8）

　嫌気性消化はバイオマス（汚泥）の①液化（加水分
解）⇒ ②酸発酵 ⇒ ③メタン発酵の順で反応が進むが、
前述したように反応の律速は多くの場合①液化（加水
分解）で決まる。特に余剰汚泥のような生きたバイオ
マス（活性汚泥という）はそのままの状態では低分子
化（腐敗）しないので、反応を促進するには酸・アル
カリやオゾン等の化学的処理、ミル破砕のような物理
的処理、又は高温高圧による熱化学的処理などの何ら
かの改質（前）処理が必要となる。
　JS では各種の前処理方式について検討を進めてき
た結果、システムがシンプルでエネルギー収支的に最
も有利な消化脱水汚泥を対象とする熱可溶化（改質）
高効率嫌気性消化法を開発した。図 3.2に、システム
の基本フローを示す。主な特徴としては
　①消化脱水汚泥を対象に熱改質するので、改質のた

めの熱エネルギーが極めて少ない（従来の消化槽
加温エネルギーとほぼ同等）

　②消化汚泥を対象とするため、臭気の発生が極めて
少ない

　③熱改質反応タンクは熱交換機などの複雑な装置を
有さず、シンプルでかつコンパクトなことから既
設消化槽への適用が極めて容易である。

　④微生物細胞（壁）が熱改質されるため、汚泥の脱
水性が大幅に改善される。結果的に、最終的な脱

図 3.1　各バイオ燃料化のプロセス比較

写真 3.1　消化槽内に設置した担体
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水汚泥量は従来嫌気性消化法の 1/2 ～ 2/3 に削減
される。

　本技術は、今後 JS として導入促進を図る新技術と
して登録（新技術Ⅰ類）されている。

3．3　焼却廃熱からの電力回収技術 9）

（1）実証研究の目的
　本技術は国土交通省総合技術政策研究所からの委託
研究（平成 25 年度採択 B-DASH 技術）として、和歌
山市・ＪＳ・京都大学・西原環境㈱・㈱タクマの 5 者
の共同研究体で実施したものである。
　近年下水汚泥脱水技術の進歩により 70％前後まで
含水率を低減できる低含水率型脱水機の開発や、200
～ 300℃程度の低温排熱からでも電力を回収可能な小
規模蒸気発電システムが開発実用化されてきた。この
ため図 3.3に示すように、これらのプロセスを効率的
に組み合わせることで従来エネルギー消費型であった
汚泥焼却処理をエネルギー創出型に転換させることが
可能となってきた。本研究は、下水道処理施設におい
て「脱水汚泥低含水率化技術」、「エネルギー回収技術」、

「高効率蒸気発電によるエネルギー変換技術」の３つ
の技術を組み合わせた“下水汚泥焼却排熱発電システ
ム”を実規模プラントにおいて実証した研究である。

（2）実証研究の概要
　下記に示す 3 つの技術を組み合わせたシステムによ
り、下水汚泥焼却処理からの電力エネルギー創出技術
を実証した。
１）機内二液調質型遠心脱水機による脱水汚泥低含水

率化技術
２）廃熱ボイラー付次世代型階段炉によるエネルギー

回収技術
３）蒸気発電機（スクリュ式＋バイナリ式）によるエ

ネルギー変換技術
　和歌山市中央終末処理場内に実証設備（焼却炉能力：
35t-wet/ 日、発電能力：100kWh/h 以上）を設置、実
際の下水汚泥を対象とする実証試験を進めてきた。図
3.4に実証試験施設のフロー、写真 3.2に施設の外観、
図 3.5に機内二液調質型高効率遠心脱水機の概要、写
真 3.3に小型蒸気発電機・バイナリ発電機を示す。

図 3.2　熱改質高効率嫌気性消化システムの基本フロー

図 3.4　実証プラントの基本フロー

写真 3.2　実証プラント全景

図 3.5　機内二液調質型高効率遠心脱水機図 3.3　システムの基本概念図
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（3）実証試験の結果
　実証試験は平成 25 ～ 26 年度の 2 ヵ年にわたって行
い、低含水率化技術で含水率平均 70％以下、エネル
ギー回収技術で発生蒸気量 1.5t/h、エネルギー変換技
術で発電量 100kWh/h 以上、温室効果ガス削減効果
として N2O 排出量が従来の概ね 1/6、当該焼却発電
システム消費電力のほぼ全量を賄える発電量など当初
の目的を概ね達成でき、下水汚泥燃焼熱からの発電を
実規模レベルにて実証することができた。
　実証試験結果を基に 100t/ 日（24t-DS）規模におけ
る導入効果試算では、従来方式（1 液脱水＋流動床焼
却）に対して以下のような結果が得られた。
　①維持管理費約 50％低減
　②温室効果ガス排出量約 90％低減
　③エネルギー（電力・補助燃料）消費量 70％低減
　④エネルギー創出量 約 2,400 ＭＷｈ / 年※
　※処理場全体電力消費量の概ね 30％相当の電力創

出に相当する
　階段炉の特徴として発生する焼却灰は写真 3.4に示

すように粒度分布に富んだ粒状であり、流動焼却灰の
ような微粉末状と異なり保管貯蔵時や建設資材として
有効利用しようとする場合でも、極めて取扱い性が容
易である（写真 3.5）。

3．4　バイオガス中のCO2 分離・回収とその微細藻
類培養への利用技術 10）

　本技術は国土交通省総合技術政策研究所からの委託
研究（平成 27 年度採択 B-DASH 技術）として、㈱東
芝・㈱ユーグレナ・日環特殊㈱・日水コン・佐賀市・
ＪＳの６者の共同研究体で実施している。
（1）なぜ微細藻類か
　地球温暖化対策や循環型社会を目票に、化石資源に
代ってバイオマス資源の積極的な有効利用が世界的に
進められている。図 3.6に示すように、各種バイオマ
スの中でも通常の陸上植物に比べ 5 ～ 20 倍という圧
倒的な成長速度（バイオマス増殖速度）を有する微細
藻類が注目され、その実用化に向けての研究開発が行
われている。米国では軍で使用する燃料の半分を
2020 年までに微細藻類等バイオ燃料から製造される
燃料（グリーン燃料と称している）に切り替えると発
表している。
　燃料以外にも微細藻類は栄養豊富な補助食品（サプ
リメント）としての利用は、わが国では世界に先駆け
てすでに事業化が行われている。
　微細藻類は通常の植物と同様に体内に葉緑素を有
し、その成長（増殖）過程においては光合成を行うた
めに太陽光とともに CO2 や窒素・りんといった肥料
成分、ある一定以上の温度（水温）が必要になる。微
細藻類の低コストで効率的な成長・増殖を達成するた
めにはこれらの成長要素を低コストで大量に安定して
供給することが極めて重要となることから、下水道未
利用資源の活用を検討するものである。

写真 3.4　本実証試験炉焼却灰の外観形状 写真 3.5　階段炉焼却灰の利用状況例（S市）

写真 3.3　小型蒸気発電機（左）とバイナリ発電機（右）
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（2）実証試験の概要
　今回の実証技術は、微細藻類の培養にこれまで利用
されていなかった下水汚泥バイオガス（消化ガス）中
の CO2 や消化汚泥脱水ろ液中に豊富に含まれる窒素・
リンを有効に活用する技術を実証するものである。
　システムの基本フローを図 3.7に示す。
１）下水バイオガスからの CH4 と CO2 を効率的に分

離・回収する、PSA（加圧減圧吸着）法による
CCU 設備（二酸化炭素回収装置）

２）回収した CO2 と脱水分離液（窒素、リンその他
のミネラル分を豊富に含んでいる）を用いて微細
藻類を効率的に培養する微細藻類培養設備の 2 つ
の設備の組み合わせによる。

　なお、CO2 ガス増収を図るための付帯設備として、
消化槽投入汚泥の可溶化装置も計画している。
　本事業に期待される効果として
１）分離回収した CO2 を有効利用することで、下水

バイオガス中の CO2 を新たな資源として位置づ

け、培養した微細藻類から飼料・肥料等新たな高
付加価値資源の生産を行うことにより地域産業の
創出を図ることが期待できる｡

２）脱水分離液中の窒素・リン利用による返流負荷の
低減が期待できる。

　本実証試験施設は佐賀市下水浄化センター内に設置
し、今年度（Ｈ 27 年度）後半から本格的試験を開始
する予定である。

4．おわりに

　今年 7 月、世界の平均気温は過去最高だった。日本
でも 8 月上旬にかけて各地で 35℃を超える猛暑日が
続き、東京では過去最長の 8 日連続となった。9 月の
茨城県を中心とする大洪水被害など、地球温暖化に起
因すると思われる異常気象が世界各地で頻発してい
る。国際気候変動枠組み条約締約国会議（COP21）
が 11 月末からパリで開催され、新たな温暖化対策の
国際的な枠組みを決めることになっている。日本が 7
月に発表しているCO2 削減目標や再生可能エネルギー
導入目標等は他の先進工業国に比べ低すぎると国際社
会から批判が出ている。
　下水道は生活環境や公共用水質保全に欠かせない重
要な社会基盤施設の一つとなっているが、下水の搬送
や処理過程において多くのエネルギーを消費している
ことから、地球環境へ大きな負担をかけている。わが
国では下水汚泥とともに貴重なバイオマス資源である
家庭で発生する生ごみの大部分は可燃ごみとして焼却
処分されているが、下水汚泥との混合メタン発酵によ
り効率的にエネルギー転換が可能である。下水汚泥や
生ごみを目先の経済性のみで安易に「廃棄物として処
理」するのではなく、化石燃料に代わるバイオマス資

図 3.6　各種バイオマスの増殖（生産）速度 11）

図 3.7　本実証研究のシステム基本フロー
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源として利用することで下水処理場のエネルギー自給
率向上、地球温暖化対策にも貢献することになる。生
活環境の保全から一歩前をみた地球環境保全をも念頭
においた下水道事業の推進を考える必要がある。
　JS では、今後とも下水汚泥のバイオマス資源とし
ての有効活用に係る技術開発と普及促進に積極的に努
めていく予定である。

＜参考資料＞
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１．はじめに

　生活排水処理施設が隈なく整備されようとしている
今日、それを司る自治体の体制や経営がこれからの課
題である。特に、行政区域が広域に渡り多数の集落か
ら成る自治体や行政人口が小規模な自治体にあっては
喫緊の課題となってきている。
　自治体の体制は固有の背景・特性からくるものとし
て第三者が直接的に関係できるものではないが、経営
に関しては技術の面から大いに貢献できることが分
かっており、積極的な情報発信と協力・協働に努めて
行かなければならない。我が国における経営の主要は
殆どの場合がエネルギーに関係、起因している。その
エネルギーの形態は様々であるが、我々下水道の分野
においても十分に当てはまるものであり、全国に整備
されてきた下水道の資本を活用して下水道が有するエ
ネルギー資源を開発・利用していくことが肝要と思わ
れる。
　当機構は、従前より下水汚泥を資源と位置付けその
有効利用のための調査研究、開発に取り組むとともに、
地域の未利用バイオマスをエネルギー資源として活用
するシステムの実用化に協働して取り組んできた。こ
こでは、当機構が取り組んでいる固有研究や共同研究
の中から下水道経営に大いに資するであろう技術につ
いて紹介する。

２．下水処理場を核とした資源・エネルギーシ
ステムの構築

　何故、下水処理場が核となるのか、核とするのか。
一つは、地域、自治体にとって下水処理場が集約に適
した立地と規模、システムを有していることにある。
図－ 1は、筆者の理想を図化した相当に古いもので
あるが、現在もこれを目指して取り組んでいる。二つ
目は、地域において汚水を浄化する能力が最も大きく、
集約バイオマスの様々な加工を行っても、そこから排
出される可能性のある排水を飲み込める能力を有す
る。また、加工に水や熱が必要な場合は、十分量を賄
える処理水の資源と熱源を有する。三つ目は、バイオ
マスの生物学的な加工・改質を必要とする場合、例え
ばコンポスト化やメタン発酵などを行うに際して有用
な生物資源と成り得る。その効果は下水汚泥中に回収・
集約される豊富なミネラル成分にあると分析してい
る。これを活用した「融合コンポスト化法」や「混合
メタン発酵法」等を開発、実用化してきた。

２．１　連携・集約システム
　我国には地方の小集落から都市部まで隈なく生活排
水処理システムが整備され、その数は下水道事業をは
じめ農・漁業集落排水事業、コミュニティープラント
等 7,000 箇所に及ぶものである。しかし、そこでは、

下水道資源、連携・集約システム、高機能消化槽、発酵床盤

下水道資源・資本の保全と活用
＜地域における環境保全、健全経営のための連携・集約システムづくり＞

特集：第 28回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集（新潟市）

落　　修一資源循環研究部

（公財）日本下水道新技術機構

研究紹介

キーワード：

（ 70 ）

再生と利用Vol. 40　No. 151　2016/4



図－ 1　下水処理場を核とした資源・エネルギーシステム（構想）

図－ 2　地域における連携・集約の実施の形
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発生する汚泥の取扱いに相当のエネルギーと経費を必
要とし、管理する自治体の大きな負担となっている。
また、地域には個々の特性に応じて様々なバイオマス
が存在し、中には未利用となっているものも多くある。
これらを集約して資源化利用に繋げる必要がある。図
－ 2に連携・集約の実施の形を模式的に示す。
　国土交通省は、地域における汚水処理施設の効率化
により事業経営に大きく貢献することを目的に、この
連携・集約をＭＩＣＳ事業として推進している。そこ
では、集約拠点となる下水処理場においては、水処理
に支障となることなく、集約を資源・エネルギー化に
繋げることが重要である。
（1）集約上の留意事項
　し尿や浄化槽汚泥を受け入れる拠点にあっては、し
渣を除去するための前処理が必要である。
　さらに近年は、し尿と浄化槽汚泥を同一の収集車で
一緒に混合して収集するケースが多く、本来のし尿の
性状に比べて非常に薄い状態になってきている。この
傾向は今後の「未普及解消施策の推進」により一段と
進むと予想される。またこの場合、前述の「し渣の除
去」も必要なくなる可能性もあることから、現状の発
生状況を把握することが肝要となる。
　実施に際しては、集約規模に応じた処理システムと
するために、例えば、集約量が拠点となる下水処理場
の水処理能力よりも遥かに小さい場合はエアレーショ

ンタンクに注入するのみで対応できる。それが、水処
理能力を超える場合は汚泥処理施設の活用を検討し、
合わせてエネルギー化・資源化利用に繋げる方法を検
討する。
　エネルギー化は、嫌気性消化による省ガス発電が最
も有効である。発電機から発生する排熱で消化槽の加
温を行う。この排熱を更に利用する方法として、乾燥
装置を導入して排熱ラインを密閉・循環利用すること
も検討の価値がある。また、嫌気性消化により安定化
された汚泥は、地域によっては液肥としての利用や乾
燥肥料としての利用も可能となる。
（2）先導事例
　連携・集約の先駆けは石川県の珠洲市である。筆者
は十数年前に相談を受け、協力してきた。
　ここでは、し尿や農業集落排水汚泥、生ゴミ等を下
水処理場に受け入れて、ＭＩＣＳ事業として着手され
た。
　処理フローは、〔前処理〕－〔メタン発酵〕－〔乾燥〕
であり、乾燥汚泥は市民に提供され、好評を得ている
とのことである。また、経営上も、地球温暖化対策上
も大きく市政に貢献するものとなっている。
　その後、表－ 1に示すとおり、着実に実施都市が
増え、現在は一般的事業となりつつあり、国土交通省
によると、平成 25 年時点で 30 道府県で 107 ヶ所が実
施中となっている。

写真－ 1　珠洲市バイオマスメタン発酵施設（写真手前の部分）

表－ 1　その後の先進事例
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（3）水処理施設における酸素供給能力の重要性
　集約化を検討する場合、拠点となる下水処理場にお
けるエアレーションタンクの曝気・酸素供給能力に注
意する必要がある。特に、小規模下水処理場に多く導
入されているオキシデーションディッチ法では曝気能
力に余裕がない場合が多いことから、明らかに不足す
る場合は、次を検討する。
　①最初沈澱池の導入を検討する　⇒　メタンガスの

増産にも繋がる。
　②酸素供給能力を高める。⇒　「高効率酸素溶解装

置」等の導入を検討する。

２．２　下水道経営に資する嫌気性消化法
　嫌気性消化法は、有機物の生物学的な安定化・減量
化と合わせて、有用なエネルギー資源であるメタンガ
スを産することから非常に重要な技術である。
　下水処理場の経営分析を行った事例を図－ 3に示
す。小規模施設の経営が苦しいことが見て取れる。こ

この経営状況を改善するのに嫌気性消化法の導入によ
る「汚泥運搬処理費」と「電力費」の削減がある。前
者は嫌気性処理による汚泥の減量化であり、後者は消
化ガス発電による削減である。
　汚泥の削減や消化ガス発生については、データは
少々古いが筆者は下水道統計に基づき表－ 2に示す
解析結果を得ている。また、消化ガス発電においては
小規模であってもエネルギー効率が 35％に達するま
でになっており、その場合のメタン含有率が約 55 ～
65％の一般的な消化ガスで発電する場合の電力転換と
して、1.8 ～ 1.9kW ／ m3-〔消化ガス〕が得られている。
　図－ 4は、日本下水道協会の協力から得られた我
が国における嫌気性消化法導入の推移である。嫌気性
消化法は前述のように有用な技術であるにも拘わら
ず、全く導入に進展が見られていない。これは、我が
国における嫌気性消化施設の建設と維持管理に係わる
費用が高いことが最も大きな理由である。

図－ 4　嫌気性消化法の導入・稼働実績（下水道統計より）

図－ 3　下水処理場の経営分析（例）

表－ 2　我が国における平均的な消化成績
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（2）開発技術の概要
　開発技術の特徴を図－ 6の説明図に示す。
　嫌気性消化法の特性を考えると、消化槽内は完全無
酸素・密封の状態が 20 ～ 30 年間維持され、無開封に
置かれる。このために、槽の内部に稼働部を設けず、
槽外ポンプ撹拌方式とする。これが技術のポイントの
一つである。
　技術のもう一つのポイントは、「発酵床盤」の設置
にある。
　従来は、大きな粒子の有機物も全て、均等に移動、
撹拌できる方法が取られていた。しかし、有機性固形
物の発酵においては、可溶化・酸発酵は系が均一であ
る必要はなく、静止した状態でも容易に進行する。こ
のために大きな固形物が堆積発酵するための「発酵床
盤」が設けられる。この「発酵床盤」は、連続式・完
全混合リアクターで危惧される未発酵物の流出防止

と、槽内撹拌の効率向上にも寄与する。
　本技術は、新設をはじめ既設消化槽の改築・更新・
機能改善に適用できる。特に、極小規模用の消化槽で
あってもＲＣ製のリアクターとすることが可能であ
り、国内においてＲＣ構造物の施工実績があれば容易
に建設できる。勿論、前述の「5 つの開発要点」が満
足されれば槽躯体の構造、材質は問わない。
　１）発酵床盤の考え方（その１）

　発酵床盤の考え方の一つについて図－ 7に説明
図を示す。

　● 嫌気性消化槽の内部は完全混合が理想とされ、
設計・施工されてきた。

　●従来槽の撹拌が完全混合となると、投入汚泥の一
部が未発酵の状態で引抜かれる可能性が大きい。

　●発酵床盤は、これを防止できる。

３．高機能嫌気性消化法の開発

　これまでは、日平均処理水量が概ね 20,000m3/ 日以
下の中小の下水処理場では嫌気性消化法は採算が合わ
ないとの理由で導入が進んでこなかった。そこで筆者
は、嫌気性消化法は古くより活用されている易しい技
術であり、全ての規模において導入可能であるとの前
提に立ち、それを実現する技術を早急に提供するため
の技術開発に取り組んだ。特に、下水処理場の大部分
を占める地方の中小施設では、経営改善や循環型社会
の創造、地球温暖化対策等を目指す立場から導入が強
く望まれており、対応が急がれたことから協力者を得
て取り組んできた。

（1）開発目標
　図－ 5に、我が国における下水処理場の規模の分
布を示す。20,000m3/ 日以下の処理場は全体の 75％、
1,700箇所に及ぶ。この1,700箇所が当面の目標となる。
開発の要点として、次の 5 つを挙げた。
　①躯体は地元の企業（土木・建築工事）が容易に施

工できる。
　②耐震化が容易に図れる。
　③発酵・リアクターとしての機能が十分に発揮、維

持できる。
　④安価に建設できる。
　⑤設備の保守・管理が容易、且つ経済的に持続でき

る。

図－ 5　我が国における下水処理場規模の分布
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図－ 6　高機能消化槽（説明図）

図－ 7　発酵床盤の機能・役割（説明図　その１）

図－ 8　発酵床盤の機能・役割（説明図　その 2）

　２）発酵床盤の考え方（その２）
　発酵床盤の考え方のもう一つについて図－ 8に
説明図を示す。

　●投入汚泥中に含まれる可能性のある野菜屑等の粗
大有機物は、強制的に混合（完全混合）する必要
はない。

　●これらは、静置の状態でも円滑に可溶化・酸発酵
が生じるものである。

　●発酵床盤は、粗大有機物を保持・寝かせるための
床である。

　●発酵床盤で可溶化・酸発酵された浸出液は従来の
消化液と一緒に移動・混合される。
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　３）撹拌の考え方
　消化槽内の撹拌の考え方について図－ 9に説明
図を示す。

　●消化槽内の撹拌は、重力場における液体の「流れ」
の特性にあり、液の円滑な流動・移動の 確保に
必要な動力は流量（流速）と実揚程（全揚程）に

支配される。
　●施設では、実揚程が小さく、且つ大流量が確保で

きる液送設備（ポンプ）が重要視される。
　●これにより、槽躯体の形状には大きく影響されず、

躯体施工に支障が無ければ如何様な槽形状にも対
応できる。

図－ 9　槽内撹拌の考え方（説明図）

４．下水処理の省・創エネルギー化への取組み

　当機構は、下水道経営に資する省・創エネルギー技
術の導入・普及を目指した共同研究を行ってきている。
現在進行中の課題は次の６件である。
（１）消化ガス発電普及のための導入マニュアル策定

に関する共同研究
　１）目　的

　地球温暖化対策やエネルギー対策が急がれる中
で、消化ガスを産していて発電等の利用が可能であ
りながら焼却廃棄している事例が多く存在する。国
土交通省がこの原因を調べた結果、導入コストが高
くＢ／Ｃを満足できないというものが殆どであっ
た。そこで、本共同研究では消化ガスが発生してい
る下水処理場を対象として、発生量の規模を問わず
に円滑に消化ガス発電設備を導入していくためのマ
ニュアルを緊急的に整備することを目的とする。

　２）体制
　今治市、飯能市、株式会社 NJS、株式会社大原鉄
工所、JFE エンジニアリング株式会社、株式会社
神鋼環境ソリューション、新日鉄住金エンジニアリ
ング株式会社、株式会社中央設計技術研究所、月島

機械株式会社、株式会社東芝、中日本建設コンサル
タント株式会社、株式会社ニュージェック、株式会
社松本鉄工所、株式会社明電舎、メタウォーター株
式会社　および　（公財）日本下水道新技術機構　
　計 16 者

（２）嫌気性消化法の導入マニュアル策定に関する共
同研究

１）目　的
　下水道整備の拡充をみた今日、国は新下水道ビ
ジョンを示し、そこでは下水汚泥のエネルギー利用
率を 35％まで高める中期計画を示した。そのメ
ニューの主要技術と認識されている嫌気性消化法に
ついて、急ぎ導入を推進すべく、新設や改築更新に
際して必要な技術や手法について調査研究を行い、
マニュアルを作成する。特に、嫌気性消化法の導入
が困難とされていた汚水処理量が概ね 20,000m3/ 日
に満たない中小規模の下水処理場においても嫌気性
消化法を円滑に導入して、エネルギー利用、資源利
用に繋げられる手法を示す導入マニュアルの策定を
目的とする。
２）体制
　飯能市、氷見市、株式会社ＮＪＳ、株式会社大原
鉄工所、オリジナル設計株式会社、JFE エンジニ
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アリング株式会社、株式会社神鋼環境ソリューショ
ン、住友重機械エンバイロメント株式会社、株式会
社中央設計技術研究所、株式会社東芝、中日本建設
コンサルタント株式会社、株式会社ニュージェック
株式会社松本鉄工所　および（公財）日本下水道新
技術機構　　計 14 者

（３）省エネ型汚泥処理システムの構築に関する共同
研究

１）目　的
　自治体においては下水道経営の健全化と合わせて
地球温暖化対策が重要な課題となってきており、こ
れらは効果的なエネルギー対策を図ることで同時に
改善が進むことが期待される。そこで、エネルギー
資源に位置付けられる下水汚泥に関して、その処理
プロセスの改築更新に際して大幅な省エネルギー対
策が講じられるシステムに移行していくための手法
を示すマニュアルを整備することを目的とする。
２）体制
　株式会社石垣、株式会社クボタ、三機工業株式会
社、JFE エンジニアリング株式会社、株式会社神
鋼環境ソリューション、水 ing 株式会社、株式会社
東京設計事務所、株式会社日水コン、日本水工設計
株式会社　および　( 公財 ) 日本下水道新技術機　
計 10 者

（４）省エネ型反応タンク撹拌機の導入促進に関する
共同研究

１）目　的
　東日本大震災以降の電力費高騰が下水道経営を圧
迫しており、特に消費電力の大きな水処理施設の省
エネ化を促進することが課題となっている。近年の
当機構の審査証明事業では、多数の省エネ型反応タ
ンク撹拌機が審査証明を取得しており、また資源循
環研究部は、民間企業との共同研究の成果を「活性
汚泥法等の省エネルギー化技術に関する技術資料」
にとりまとめ、平成 26 年 3 月に発行した。
　さらに、下水処理場におけるエネルギー消費量を
指標化することにより日本全国の下水処理場のエネ
ルギー消費状況を分析し、その結果を自治体の皆さ
まへお知らせする等、省エネの啓発に努めていると
ころであるが、水中撹拌機設置の下水処理場で消費
電力の大きいケースが多く、省エネ型撹拌機の普及
促進が急務であると考えている。このために、自治
体が導入を検討する際に必要な情報を技術マニュア
ルにとりまとめることを目的とする。
２）体制
　株式会社クボタ、三機工業株式会社、JFE エン
ジニアリング株式会社、株式会社神鋼環境ソリュー
ション、住友重機械エンバイロメント株式会社、日

立造船株式会社、前澤工業株式会社　および（公財）
日本下水道新技術機構　　計 8 者

（５）チェーンフライト式汚泥かき寄せ機技術に関す
る共同研究

１）目　的
　下水道の整備拡充をみた今日、下水処理場におい
ても随時改築や更新の時期を迎えてくることにな
り、より省エネルギー性や処理性能、維持管理性に
優れた技術が求められてきている。本共同研究では、
下水処理場における最初沈澱池と最終沈澱池に敷設
されている、或いは敷設する汚泥かき寄せ機に関し
て、その新設や改築更新に際して求められる技術に
ついて調査研究を行い、技術マニュアルを作成する
ことを目的とする。
２）体制
　株式会社クボタ、三機工業株式会社、株式会社神
鋼環境ソリューション、水ｉｎｇ株式会社、月島機
械株式会社、日立機材株式会社、前澤工業株式会社、
三菱化工機株式会社および（公財）日本下水道新技
術機構　　計 9 者

（６）OJI-MIXER による酸素供給電力削減に関する共
同研究

１）目　的
　提案企業は、パルプ排水の処理工程で純酸素方式
を多く採用し、省エネルギー化を図ってきている。
そこの要点は、酸素の溶解・供給方法に係わる技術
であり、これを下水処理のエアレーションタンクに
適用して電力量削減に寄与することを目的とする。
研究では、先ず処理場数の多いＯＤ法への適用を目
指し、日平均汚水処理量が約 2,000m3/ 日の OD 法
の下水処理場に実証機を設置し、１年間の処理実験
を行い、効果を検証する。
２）体制
　王子ホールディングス株式会社・水環境研究所　
および（公財）日本下水道新技術機構　の 2 者

５．むすび

　地域社会には、その生活・活動の基盤となる環境保
全施設が整備され、良好な環境が維持できるように
なってきている。これからは、関係者にあってはこれ
らの施設の経年劣化や新技術・性能への対応等が求め
られ、より有効となる取り組みを目指していく必要が
ある。当機構は一貫して環境保全に係わる事業や施設
の一体的取組みを支援してきている。これからは益々
この傾向が強まっていくと予想され、更なる支援とよ
り有効となる技術開発、システム作りに努めていきた
い。
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研究紹介

堆肥化、省エネルギ化、見える化、温室効果ガス

通気量自動制御の堆肥化システム
による省エネ化と見える化

１．はじめに

　堆肥化とは「生物系廃棄物をあるコントロールされ
た条件下で、取り扱い易く、貯蔵性が良く、そして環
境に害を及ぼすことなく安全に土壌還元可能な状態ま
で微生物分解すること」１）と定義されている。つまり、
汚泥や家畜ふん尿、生ごみなどの有機性廃棄物を好気
性微生物の活動によって分解・安定化させ、堆肥とし
てリサイクルする技術である。このように製造された
堆肥は、土壌を健全に保つための有機物であり、土づ
くりには欠かせない農業資材となる。ただし、堆肥を
製造するためには、適切な条件や方法で作らなければ
ならず、単に堆積しただけでは決して堆肥にはならな
い。その堆肥化に必要な条件として、栄養分、水分、
空気（酸素）、微生物、温度、時間の 6 つが挙げられ
る２）。特に堆肥化の成否を決定づける最も重要なこと
は、堆肥材料の水分調整と空気の供給（通気や切り返
し）である。堆肥材料を適切に水分調整すると、材料
内部に空隙が生み出され、それにより好気性微生物へ
の酸素供給が行われやすい環境となる。また送風機に
よる通気や適切な切り返しも、好気性微生物への積極
的な酸素供給や過剰な材料水分の発散を促し、発酵の
促進と堆肥の乾燥を速める。つまり、堆肥材料への効
率的な空気の供給は、好気性微生物を上手に働かせる
ための環境づくりであり、これが良好な堆肥化を導き、

延いては発酵期間の短縮や堆肥品質の向上にも繋が
る。
　このため多くの堆肥化施設では、送風機を用いて堆
肥材料に空気を送風する「強制通気式堆肥化」が用い
られている。強制通気式の堆肥化施設では、発酵槽底
部のコンクリート溝に塩ビ有孔管を敷設し、その上に
堆肥材料を堆積させる。送風機から送られる空気は、
その塩ビ管を通り、堆肥材料の内部へ供給される仕組
みとなっている。この堆肥化方法によって、発酵は劇
的に促進され、堆肥製造日数も大幅に短縮される。し
かしその反面、送風機使用による消費電力量が膨大で
あり、施設管理費の大半がこの電気使用料金に占めら
れている現状がある。例えば、5.0 〜 6.0kW 程度の送
風機を使用している堆肥化施設の場合、この送風機 1
台を稼働させた場合の電気料金は、1 ヶ月で約 6 万円
程度にもなる。堆肥化施設では、通常でも複数台の送
風機が使用されており、それに掛かる電気料金も仰天
するほどの高額になる。さらに昨今の電気料金の値上
げが、それに追い打ちをかけており、堆肥生産コスト
の上昇を引き起こしている。
　そこで筆者の研究室では、このような堆肥生産現場
が抱えている問題を解決するために、良好な堆肥化を
維持しながら送風機の電気代を削減させる「通気量自
動制御堆肥化システム」の開発・製品化に取り組んで
きた。このシステムはセンサで常に堆肥化を監視し、
その発酵状況に応じて好気性微生物が必要とする最低

宮竹　史仁准教授

帯広畜産大学地域環境学研究部門
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限の通気量を自動的に供給するといった「省エネ化」
システムである。また、ICT（情報通信技術）が付加
されており、発酵中の温度や送風機の稼働状況などが、
パソコンやスマートフォン、タブレット端末を用いて
一目で確認できる「見える化」のシステムでもある。
堆肥化施設で使用される送風機のランニングコストは
長年の問題でもあり、施設管理者を常に悩まし続けて
いる。本報ではその解決の一端を担えればと思い、こ
の「通気量自動制御堆肥化システム」を紹介する。

２．通気量自動制御堆肥化システムの原理とシ
ステム構成

２．１　通気量自動制御堆肥化システムの基本原理
　強制通気式の堆肥化施設では、発酵中に常に一定の
空気が供給できるように送風機が稼働している。その
適正な通気量は 50 〜 300L•min − 1•m − 3（堆肥 1m3 当
たり 1 分間に 50 〜 300 L の空気量）が推奨されており、
100L•min − 1•m − 3 以上の通気を行っている施設が多
いと言われている３）。ここで、一般的な強制通気式堆
肥化の酸素量の変化（ラボ試験による実測値）を示し
た図 1（上）をご覧頂きたい。これは、一定通気量（65 
L•min − 1•m − 3）で堆肥化を行った場合の酸素供給速
度（送風機で堆肥材料へ供給している酸素量：●）と
堆肥内部の酸素消費速度（好気性微生物が消費してい
る酸素量：◯）を示したものである。堆肥化過程では、
その発酵状況に応じて堆肥中の好気性微生物が消費す

る酸素量（◯）は刻々と変化する。一方、堆肥材料へ
供給している酸素量（●）は常に一定であり、好気性
微生物が必要とする酸素量よりも十分（過大）な量が
供給されているのが分かると思う。つまり、現状の強
制通気式の堆肥化施設では、発酵中に好気性微生物が
使うだろうと予測される最大限の酸素量を通気するこ
とが基本となっている。そのため、微生物活性が最大
値よりも下回る状況になると、過剰な酸素量を供給す
る結果となり、これが無駄な通気量として送風機の電
気代を高くさせている原因となっている。ただし、強
制通気式堆肥化施設では、いかなる状況でも嫌気的反
応による発酵抑制や悪臭が生じないよう安全に堆肥化
が行えるために、且つ、水蒸気の揮散を促して堆肥の
乾燥効率を高めるために、この過剰な通気量や莫大な
電気代は仕方が無いと諦めているのが現状である。
　このような状況を改善するために、筆者の研究室で
は送風機の消費電力コストを大幅に削減させるための
システム開発に取り組んできた。このシステムの発想
は、好気性微生物の活性が変化し、必要な酸素量も常
に変化するのであれば、その変化に応じて送風機から
の通気量も変化させてしまおうという至極単純な発想
である。これを表したものが図 1（下）のグラフであ
る。好気性微生物が消費する酸素量（◯）は図 1（上）
と同様に発酵状況に応じて常に変化している。一方、
堆肥材料へ供給している酸素量（●）は、その◯グラ
フに呼応する形で変化しているのが見て取れると思
う。つまり、本システムの基本原理は、好気性条件を

図 1　堆肥製造過程における酸素供給量と微生物による酸素消費量の関係
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維持できるように一定の安全率を確保しながら、微生
物活性が高い時は通気量を増加させ、低い場合はそれ
に応じて通気量を減少させるというものであり、これ
が電気代の大幅な削減を可能にさせる。このように基
本原理は単純明快ではあるが、実際には、堆肥生産現
場に導入できるようなシステムを創り上げるためには
7、8 年の歳月を費やした。「通気量自動制御装置」の
プロトタイプ開発機も 3 種類あり、様々な改良を経て
4 機目で漸く製品版へと辿り着いた（当然ながら、現
在でも常に改良を施している）。次節では、製品化さ
れた「通気量自動制御堆肥化システム」の基本構成や
特徴について紹介する。

２．２　通気量自動制御堆肥化システムの基本構成
　図 2に通気量自動制御堆肥化システムの概略図と
写真を示した。このシステムの基本構成は、①堆肥に
挿入された温度センサ（熱電対）の情報が無線 LAN

（Wi-Fi）によって、堆肥舎に設置された受信機（親機）
を介して制御装置に送信される。②送信された情報は、
制御装置（PLC）に組み込まれている通気量決定プロ
グラムで処理され、現状の発酵状況に必要な通気量が
決定される。③その必要な通気量となるようにイン
バータ（周波数を変化させて電圧の大きさを制御する
装置）へ制御信号が送られて、決められた通気量とな
るようにインバータの周波数（0 〜 60Hz）が自動で
可変する。④その可変した周波数に応じて送風機の出
力電圧が変化し、必要とする通気量が堆肥へ供給され
る、⑤発酵状況を顕す堆肥温度や電気代の目安である
消費電力量ならびに送気機の稼働状況を示すインバー
タ周波数の情報が、インターネット通信網を介して管
理者のパソコンやスマートフォン等で閲覧でき、一部
制御することも可能である、という仕組みである。な
お、この通気量自動制御堆肥化システムは最大 30 台
程度の送風機を同時に制御することができる。
　上記のシステムには幾つかの特徴がある。1 点目は、
堆肥温度をモニタリングすることで、微生物の活性状
況と必要な通気量を把握していることである。通常、
堆肥化微生物の活性を正確に把握するためには酸素セ
ンサや二酸化炭素センサを用いることが望ましい（プ
ロトタイプ開発 1 号機ではそれらのセンサを使用して
いた）。しかしながら、堆肥生産現場では堆肥から発
生するアンモニアガス等によって、それらのセンサが
腐食したり、耐久性が低下したりする。加えて、酸素
センサや二酸化炭素センサの価格が高いため、現場で
消耗品として使用するには現実的では無いといった問
題もある。そのため、堆肥生産現場での適応性を考え
ると、耐久性が高く、安価な温度センサを用いること
が最も現実的な選択であった。また堆肥生産現場では、

日常業務としてバイメタル温度計で堆肥温度を目視確
認するところが多く、堆肥への温度計の抜き差しにも
慣れているといったことがある。そのため、堆肥温度
によって制御を行うという選択を取ったが、ここで問
題になったのが、堆肥温度から如何に微生物活性の状
況や、それらの微生物が必要とする通気量を算出する
かであった。幸い、筆者の研究室では、10 年以上に
亘る膨大な堆肥化基礎データの蓄積があり、それらを
分析することで制御に不可欠なソフトウェア部分を開
発することができた。
　2 点目は、温度センサからの情報通信が、Wi-Fi で
無線化されていることである。有線センサを使用した
場合、例えばホイールローダでの切り返し式堆肥舎等
では、有線センサのケーブルが邪魔で作業性が悪く
なったり、ネズミ等による通信ケーブルの咬害が発生
したりする。そのような状況を防ぐために、可能な限
り有線ケーブルを排除し、無線化によって利便性を高
める必要があった。ただし、機械攪拌式の堆肥舎にお
いて本システムを適用する場合には、有線式センサを
用いることもある。
　3 点目は、エラーやトラブルが生じた際に自動でそ
れらに対処するための緊急動作が制御装置に組み込ま
れていることである。堆肥化では、エラーやトラブル
によって送風機が停止し、堆肥が嫌気的状況になるの
は極力避けたい。そのため、エラーやトラブラが生じ
た場合でも送風機が停止するのではなく、常に稼働す
るような制御が施されている（停電の場合はシステム
や送風機は当然停止するが、停電解除後は自動で復帰
する）。
　4 点目は、ICT を利用して、堆肥温度や消費電力、
送風機の稼働状況等といった堆肥化情報の「見える化」
が可能ということである。これらの情報はインター
ネットを利用して、スマートフォンやパソコン、タブ
レット端末から、いつでもどこでも簡単に見ることが
できる。一部については簡単な送風機制御もそこから
行える。それ故、施設管理者が遠隔地に居ても、常に
堆肥の発酵状況を把握することができるし、その情報
を元に現場の機械・施設オペレータに指示を出すこと
もできる。また、複数の堆肥化施設を運営している場
合では、一箇所のオフィスで情報を集中管理すること
もできるため、効率的な施設運営管理が行える。
　5 点目は、本システムの導入により、堆肥化過程で
発生する温室効果ガス（亜酸化窒素：N2O、メタン：
CH4）排出量や電力使用による間接的 CO2 排出量を大
幅に削減できるということである。これについては、
次章「３．通気量自動制御堆肥化システムの効果」で
詳述する。
　以上が「通気量自動制御堆肥化システム」の基本構
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成と特徴である。製品化に至るまでに、プロトタイプ
開発機であらゆる問題抽出を行い、改良と試験を繰返
しながら製品化を目指してきた。次章では通気量自動
制御堆肥化システムの導入効果について、実際の試験

結果を元に検証したいと思う。なお、本システムであ
るが「堆肥製造方法および装置（特許 5565773）」（帯
広畜産大学による単独保有）として特許登録されてい
る。

図 2　通気量自動制御堆肥化システムの概略図と写真

３.　通気量自動制御堆肥化システムの導入効果

　通気量自動制御堆肥化システムを導入することに
よって、堆肥製造における実利性と環境性を飛躍的に
向上させることが可能であり、具体的には以下 3 点が
挙げられる４）。
　1 点目は、送風機に掛かる電気代の削減である。本
システムを導入した民間企業の堆肥化センター（北海
道中標津町）の実例を挙げて紹介したい。導入先の堆
肥化施設は、送風機の総出力が 31.6kW（送風機 10 台：
発酵槽に応じて 1.7kW 〜 5.0kW を使用）、年間の堆肥
製造量は 7,200t（堆肥原料は食品工業汚泥と下水汚泥
を別々にロット管理）、150m3 の発酵槽が全 10 槽、ホ
イールローダでの切り返しである。その施設全体に「通
気量自動制御堆肥化システム（製品版開発１号機）」
を 2014 年 10 月に導入し、既に 1 年以上が経過してい
る。従来の堆肥生産（慣行区）による電気使用量は

504kWh/ 日（184MWh/ 年）であったが、システム
導入後（制御区）の、この 1 年では平均 185 kWh/ 日

（68 MWh/ 年）となり、消費電力は 63％減少、電気
料金も年間202万円の削減効果が得られている（図3）。
なお、電気料金の計算は北海道電力の低圧電力料金で
ある 17.35 円 /kWh（2015 年 12 月現在）を使用して
いる。この堆肥化施設では送風機全 10 台の使用であ
るが、通気量自動制御堆肥化システムは、本制御装置
１台でさらに最大 30 台の送風機を制御することがで
きるため、送風機の数が多ければ多いほど、また送風
機出力が大きければ大きいほど電気代の削減効果も高
く、システム導入費用の償還も早くなる（本システム
は省エネ化と生産性の向上を図るシステムであり、各
種補助金の利用も可能である）。以上のように、シス
テム導入によって大幅な電気代の削減が可能であり、
これは堆肥製造コストや施設維持管理コストの低減に
直結する。
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　2 点目は、堆肥化過程で発生する温室効果ガス（N2O
および CH4）排出量の抑制効果である。図 4に堆肥化
過程の N2O（上）および CH4（下）の排出速度の変化
を示した。このグラフは、これらの排出速度の値が高
い程、温室効果ガスの発生量が多くなることを意味し
ている。また N2O は CO2 の 298 倍、CH4 は 25 倍の地
球温暖化ポテンシャルを有する（例えば、N2O が 1kg
排出された場合、それは CO2 を 298kg 排出したのと
同じ作用をする）強力な温室効果ガスであり、排出削
減が求められている。なお、この結果も上述の民間企
業の堆肥化センターで試験を実施し、4 週間の 1 次発
酵について調査を行ったものである。N2O排出速度は、
制御区（システム導入区）で開始直後にシステム不具
合が発生（製品版開発１号機の導入直後による試験で
現地修正の必要が発生）したため高数値になったが、
直ちに不具合を修正し、その後は慣行区よりも常に低
い値で推移した。一方、CH4 排出速度は、慣行区で堆
肥化開始直後に著しく上昇したが、制御区では発酵期
間全体を通して非常に低い値であった。4 週間の一次
発酵において制御区を慣行区と比較すると、N2O 排
出量は 81％の排出削減となり、CH4 については 95％
の削減となった。また、1 年間の堆肥製造において堆
肥中から発生する N2O および CH4 と、送風機の消費
電力による間接的 CO2 排出量を併せた、総合的な温
室効果ガス排出量（CO2 換算値）を図 5に示した。シ
ステム導入により、当該堆肥化施設では、約 65％の
温室効果ガス排出量の削減を達成し、排出削減量は
CO2 換算で年間 90 t となった。以上の結果から、通
気量自動制御堆肥化システムの導入は、電気代削減と

いう実利性に加えて、堆肥化から発生する N2O、CH4

および間接的 CO2 排出量も大幅に削減させることが
可能であり、地球温暖化対策という観点からも貢献し
得る技術である。
　3 点目は、良好な堆肥化反応と有機物分解率の向上
である。図 6に堆肥温度（上）、含水率（下）の変化
を示した。この結果も民間企業の堆肥化センターにお
いて、温室効果ガスの排出測定と同時におこなった堆
肥化試験（4 週間）によるものである。慣行区、制御
区ともに堆肥温度は開始直後に 70℃以上まで上昇し、
順調な堆肥化反応を示している。ただし、制御区では
実験開始直後の装置の不具合により温度が低下した
が、直ちに修正することで、それ以降は問題無く堆肥
化が行われた。温度変化において最も特徴的なのは、
14 日目以降に制御区で慣行区よりも高い温度が維持
されたことである。これは、発酵状況に応じて通気量
が低減されることで、堆肥材料からの熱損失が減少し、
蓄熱反応が生じたためである。この高い温度の持続性
は、病原性微生物の死滅や雑草種子に不活性化の確実
性を高めるものとして効果がある。一方、含水率の変
化（図 6下）は、堆肥化が進行するにつれ、慣行区、
制御区ともに同様の水分減少パターンを示した。制御
区では通気量が低減されたことで水分蒸発量の減少が
懸念されたが、乾燥効率は慣行区と全く同程度であり、
システム導入による堆肥乾燥への支障は無いことを示
す。これは制御区においても、乾燥効率に影響を及ぼ
さない程度の通気量が確保されており、また、高温の
維持が水分蒸発を助けたと推測される。加えて、有機
物分解率は制御区で 30.5％、慣行区で 18.2％となり（図

図 3　システム導入による送風機の電力使用量の削減効果
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図 4　堆肥化過程で発生するN2OおよびCH4 の排出速度の変化

図 5　システム導入による温室効果ガスの排出削減効果
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7）、システム導入によって分解率が向上した。これは、
堆肥化期間中に慣行区よりも温度が高く維持されるこ
とによって、微生物活性も高いレベルで維持された結
果、有機物分解が進行したと思われる。これらの結果

は、システムを導入することによって、良好な堆肥化
の維持や有機物分解率の向上など、堆肥化の発酵促進
を促す作用が得られることを示唆する。

図 6　堆肥温度（上）と含水率（下）の経時変化

図 7　システム導入による有機物分解率の向上
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　以上の結果から、通気量自動制御堆肥化システムの
導入により、送風機の電気代削減という実利性に加え
て、温室効果ガスの排出削減という環境性の向上や良
好な発酵維持や分解率の向上など堆肥化品質の向上も
期待できる。さらに本システムは ICT などのクラウ
ドサービスの提供による、堆肥化の「見える化」が実
現されており、堆肥化業務の効率性を高めるものとし
ても期待できる。

４．おわりに

　「通気量自動制御堆肥化システム」の本格的な開発
を始めたのは 7、8 年前である。2015 年 5 月に漸く製
品化まで漕ぎ着き、現在は民間企業とのライセンス契
約のもと、販売を開始している。このシステム開発は、
私一人の力では無く、民間企業との共同研究を介して、
ともにタッグを組んできた成果でもある。現在も「通
気量自動制御堆肥化システム」をさらに進化させるた
めに、新たな幾つかの開発を進めている。その一つと
して、堆肥化の発酵状況を自動的に診断するシステム

（堆肥化の発酵診断プログラム）等である。現状の堆
肥化施設では、堆肥生産者の知識や経験によって、堆
肥化の成否が大きく左右される。「堆肥化が上手くい
かない」といった現場も珍しいことではない。それ故、
堆肥化の発酵状況を科学的に分析、診断できるプログ
ラムシステムがあれば、堆肥製造の経験の少ない管理
者であっても、その診断に応じて堆肥を生産すること
が可能となる。通気量自動制御堆肥化システムには、
堆肥の温度を測定するセンサ部があり、それらの情報
を確認できる「見える化」の技術が搭載されている。
つまり、これらのツールを利用・改良して、新たな「発
酵診断プログラム」を開発、付加することができれば、
堆肥化の成否や発酵不良時の原因および対処方法を、
堆肥生産者のスマートフォンなどへ知らせることが出
来るようになる。さらに、これらの情報を堆肥化の機
械撹拌機とリンクさせることができれば、発酵状況に
応じて機械攪拌機を自動的に稼働させることも不可能
では無い。現在の日本の職場環境はどこも人手不足で
困っており、堆肥製造現場においても今後の人材確保
は難しくなるだろう。そのような状況においても、堆
肥生産者の人材育成は重要であり、この通気量自動制
御堆肥化システムと発酵診断プログラムが「科学に裏
打ちされた堆肥化技術」を教示するためのツールにな
ればと考えている（まだ実現には時間が掛かるが…）。
最後に「通気量自動制御堆肥化システム」にご興味・
ご関心がおありの方は、筆者（miyaf@obihiro.ac.jp）
までご連絡いただければ幸いである。
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Ｑ＆Ａ

キーワード：蛍光X線、非破壊分析、スクリーニング分析

蛍光X線分析について

　　　　�汚泥肥料中のカドミウム等の有害成分の量を
簡便に知る方法はありますか。

　　　　汚泥肥料等については、含有を許される有害
成分の最大量が、ヒ素、カドミウム、水銀、ニッ

ケル、クロム、鉛について定められています。肥料分析法
（1992 年版）、あるいは、独立行政法人農林水産消費
安全技術センターが発行している肥料等試験法でカドミウ
ムの分析方法をみると、汚泥肥料を酸分解した後、原子
吸光法や ICP 発光分光分析法等で測定することになっ
ています。酸分解は、無機分析を行う実験室では一般
的な操作ですが、簡便とは言い難く、人手と時間がかか
ります。品質管理の目的で分析を行うときなど、迅速かつ
簡便に有害成分の量を知りたいという場合があります。そ
の目的に適した方法として、蛍光 X線分析法があります。

　　　　�蛍光 X 線分析法の利点は何ですか。

　　　　蛍光 X線分析は非破壊分析であり、試料を酸
分解することなく、そのまま測定できるのが最

大の特徴です。乾燥汚泥のような粉末試料の場合、試
料の前処理は錠剤成型器を使って直径 10mm程度のブ
リケットを作成するだけなので、化学分析に習熟していな
くても操作できます。また、試料を自動で交換できるよ
うになっていることが多く、最初に試料をセットすれば、
後は自動で測定できます。簡易分析を利用した汚泥肥料
の品質管理については、「汚泥肥料の規制のあり方に関
する懇談会報告書（農林水産省消費・安全局、平成21年）」
においても重要視されており、蛍光 X線分析の活用につ
いても触れられています。

　　　　�蛍光 X 線分析の基本原理について教えてくだ
さい。

　　　　ある物質にX 線をあてたとき、X 線のエネル
ギーの一部がその物質に吸収され、そのエネ

ルギーによって原子の中の電子がはじき飛ばされます。X
線のエネルギーは、数 keV（キロ電子ボルト。1電子ボル
トは約1.60×10−19�J）から数十keVの範囲にあるので、
原子の内殻電子を飛ばすことができます。内殻電子を失っ
た原子は不安定な状態になるため、外殻電子が内殻に
移動し、そのエネルギー差に相当するX線を放出します。
このX線が蛍光 X線（特性 X線ともいう）です。蛍光
X線のエネルギー（波長）から元素の種類が、蛍光 X

線の強度から元素の量がわかります。
　吸収されなかったX線は原子の中の電子によって散乱
されます。このとき、X線のエネルギーの一部を電子の
運動エネルギーに与え、波長が長くなったものをコンプト
ン散乱、エネルギーを失わずに方向だけ変わったものを
トムソン散乱と呼びます。コンプトン散乱は、蛍光 X線
分析において試料の厚さ補正に使うことがあります。
　蛍光 X線分析装置には、波長分散型とエネルギー分
散型があり、前者はX線回折の原理により波長を選別
するのに対し、後者は半導体検出器でX 線を検出し、
マルチチャンネルアナライザでエネルギーを選別します。
エネルギー分散型は波長分散型と比べて感度の点で不
利ですが、装置の小型化が可能であり、品質管理用途
に適しています。

　　　　�蛍光 X 線分析を使ってどのようにスクリーニン
グ分析をするのですか。

　　　　エネルギー分散型蛍光 X線分析装置で生じる
測定誤差は、X線検出器の統計変動に起因し

ます。X線強度の測定値が I�cps（1秒あたりのカウント
数）、測定時間が t 秒のとき、統計変動による理論標準
偏差σ（cps）は、
　　　　　　理論標準偏差

で表されます。この式は、測定値（cps）と測定時間（秒）
から測定値の標準偏差が求められることを示しており、
測定時間が 2倍になれば、標準偏差は約1/1.41になる
という関係です。別途作成した検量線の傾きから、標準
偏差の濃度換算もできます。
　さて、この式を使うと、基準となる値を超えない、ある
いは超えるという判断（スクリーニング分析）が柔軟に行
えます。たとえば、基準値からの偏差が標準偏差の 3
倍以上になったときに、基準値を超えない、あるいは超え
ると判断するというルールで測定したとすると、測定時間
が短いときは、標準偏差が大きくて判断できない場合でも、
測定時間が長くなるに従って標準偏差が小さくなり、判
断できるようになります。これを自動化すると、判断した
時点で分析を終了し、次の試料の分析に取りかかること
が可能になります。しかし、基準値からの偏差が小さい
場合は時間を長くしても判断できないことも考えられるた
め、ある程度の時間で打ち切ることも必要になります。

　（農業環境技術研究所　川崎　晃）
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現場からの

声
キーワード：高温高濃度消化プロセス、消化ガス発電、固定価格買取制度

高温高濃度消化プロセスに適した
再生可能エネルギーの
利用について

1．はじめに

　国全体の取組みとして再生可能エネルギーの活用が
進められ、下水道分野においても低炭素社会構築への
貢献が求められています。下水処理場には、都市から
排出された有機物が集約され、バイオマスとしての下
水汚泥が持続的に発生します。これを有効利用し、再
生可能エネルギーとして都市や社会に還元すること
は、電力・化石燃料を消費して大量の温室効果ガスを
排出している下水処理場に課せられた使命と言えま
す。本稿では、大阪市の特徴的な下水汚泥処理技術で

ある高温高濃度消化プロセスに適した再生可能エネル
ギー利用の概要について紹介します。

2．大阪市の下水汚泥処理概要

　大阪市では 12 か所の下水処理場で発生する汚泥を
パイプ輸送により集約し、最終的には舞洲スラッジセ
ンター及び平野下水処理場の 2 か所で、溶融処理また
は炭化処理を行っています（図 -1）。最終処理に至る

大阪市建設局下水道河川部水環境課

担当係長　島田　　卓

図 -1　大阪市の汚泥処理ネットワーク
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までの途中段階で、下水汚泥の減量化、安定化を目的
として嫌気性消化槽を導入しています。大阪市の嫌気
性消化の歴史は古く、昭和 30 年代から中温消化プロ
セスを導入していましたが、より効率的な処理を求め
て高温高濃度消化プロセス（消化槽温度 50℃以上、
目標投入汚泥濃度 5％）に移行しています。平成 5 年
に津守下水処理場で高温高濃度消化に移行したことを
皮切りに、各下水処理場への導入を進め、平成 22 年
に消化槽を有する全 6 か所の下水処理場で高温高濃度
化を実現しました。現在の高温高濃度消化プロセスは
図 -2のとおり、最初沈殿池汚泥と余剰汚泥を別々に
濃縮する分離濃縮や機械濃縮に高分子凝集剤添加型の
ベルト型ろ過濃縮機等を導入するなどして処理の効率
化に努めているところです。高温高濃度消化プロセス
に移行したことで、従来 20 日必要であった消化日数
が 15 日に短縮され、施設のコンパクト化が図れまし
た。さらに、消化率が 45％から 60％に上昇したことで、
汚泥のさらなる減量化を達成し、消化ガス発生量が増
加しました。
　消化ガスはメタンを 60％程度含む有用な再生可能
エネルギーであり、現在、大阪市全体で年間約 2,800
万 Nm3 発生しています。既に 2 か所の下水処理場で
消化ガス発電を行い、電力は下水処理場に供給し、廃
熱は消化槽の加温に用いるといったコージェネレー
ションシステムを導入しています。中浜下水処理場で
は平成 7 年から市直営事業で、津守下水処理場では平
成 19 年から PFI 事業で消化ガス発電を実施し、これ
らの下水処理場では消化ガスを全量有効利用していま
す。
　残りの 4 か所の下水処理場では、主に消化槽を加温
するための温水ボイラー燃料として消化ガスを用いて
いますが、未利用ガスが残っており、有効利用率は約
60％に留まっている状況です。
　そこで、消化ガスの全量有効利用をめざす観点から、
この 4 か所の下水処理場で発生する年間約 1,800 万

Nm3 もの消化ガスを発電し、再生可能エネルギーの
固定価格買取制度（FIT 制度）を活用して電力事業
者に売電し、その利益の一部を大阪市が受け取るとい
う「大阪市下水処理場消化ガス発電事業」を平成 26
年からスタートさせました。

3．「大阪市下水処理場消化ガス発電事業」の概要

　大阪市は、高温高濃度消化を採用していますので、
消化ガス発生量が多い一方で、消化槽の温度を 50℃
以上に保つために、相当量の消化ガスを使用する必要
があり、発電施設で利用できるガスは限られてきます。
　そこで、発電効率と廃熱回収効率を踏まえて高温高
濃度消化プロセスに適した消化ガス利用を検討したと
ころ、大阪市が既に導入しているガスエンジンによる
発電が最も有利ということになりました。消化槽を高
温に保持するために必要な熱源供給は、発電施設から
の廃熱と既設の加温設備からの熱による最適なバラン
スで運転することで、温水ボイラー燃料として利用し
ていた消化ガス量は約半分になり、発電施設で利用で
きる消化ガスが増えるため効率的なエネルギー利用が
図れます（図 -3）。
　本事業は、民間事業者が自らの資金によりガス発電
設備を整備し、電力会社へ電力を販売し、その収益に
より初期投資の回収や事業運営を行う民設民営事業で
す。大阪市は消化ガスの販売料と土地占用料を民間事
業者から収益として得ます。設計・建設は平成 29 年
3 月まで、維持管理運営は平成 29 年 4 月～平成 49 年
3 月までの 20 年間です。
　本事業の効果は、年間約 1,400 万 Nm3 の消化ガス
を利用し、約 2,600 万 kWh の電力を発電（7,100 世帯
相当分）し、年間約 13,000 t の CO2 削減につながり
ます。大阪市が受け取る消化ガス販売料と土地占用料
は年間約 3 億円となり、下水道の経営面にも貢献でき
る事業と言えます。また、発電施設の設計・建設を完

図 -2　大阪市の高温高濃度消化プロセスの概要図
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図 -3　本事業の概要図及び大阪市と事業者の関係

了させ通常運転が可能になれば、大阪市の承諾を得て
運営開始を前倒しできる契約になっていますので、早
期の運転開始に向けて現在施設を整備中です。本事業
の詳細については、発電施設が設置され、稼働実績が
できた段階で運転状況とともに報告したいと思ってい
ます。

4．おわりに

　大阪市がこれまで改良を加えてきた高温高濃度消化
プロセスは、消化汚泥からの熱回収や攪拌方法の変更
などによる発展の余地があり、これらに着手すること
で発電に利用できる消化ガス量が増加し、消化ガス発
電事業の効果をさらに引き出せる可能性があると思わ
れます。

　国のエネルギー情勢が東日本大震災以降大きく変わ
り、低炭素社会構築へ向けた国の環境政策も刻々と変
化しています。今後の下水汚泥処理を検討していくた
めには、その時々の制度と最善の技術とのベストな組
合せを選択していくことが重要であると考えます。
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文献紹介

植林地への下水汚泥施用：土壌－植物－カタツムリ
間での微量金属移行に及ぼす影響

人口増加など都市化にともなう問題が深刻化してい
く中、下水汚泥の処理は世界的な課題であり、農地へ
の施用法を改善することで最適な処理への努力が続け
られている。しかし、汚泥には作物の吸収を経由して
人間の食事に移行するにたる量の微量金属が含まれて
おり、健康被害をもたらすことが危惧されている。農
地に比較して植林地に下水汚泥を施用するリスクはは
るかに低いとされているが、環境と人間の健康や植物
の生産性におよぼす影響を明らかにするために、植物、
土壌、水、動物など生態系を構成する各要素を注意深
く監視する必要がある。著者らは汚染環境下で微量金
属を蓄積する可能性を有しそれ自体が地上無脊椎動物
とヒトを含む脊椎動物の両方にとって汚染源となりえ
るものを考慮すべき生物指標と定義し、土壌および植
物や草食動物を補食する二次消費者とも密接に関連し
土壌と食物連鎖の機能において重要な役割を果たして
いるカタツムリに注目し、植林生態系に下水汚泥を施
用した後の土壌・植物・カタツムリ間での微量金属の
移行とその溶脱の危険性に関して評価を試みた。

実験はフランス北東部オート = ソーヌ県のメリゼ 
で 10 歳齢のヨーロッパカラマツの植林地で行った（標
高 328m、勾配 10％）。草本層はスゲ属で構成され、
気候は半大陸性（7 月に月平均最高気温 27.8℃、１月
に最低気温− 3.7℃、年間降水量 662mm）、土壌は埴
壌土（疑似ルビソル、ムル型、粘土 18.6％、壌土
38％、砂 36.9％）である。メリゼの都市廃水処理場か
ら入手した下水汚泥を、2008 年 6 月に 0.4ton/ha、09
年 7 月と 10 年 3 月にそれぞれ乾物で 3ton/ha 鋤き込
まずに表面施用した。下水汚泥の施用を行わない対象
区と施用区にステンレススチール製の小生態系（直径
0.25m、高さ 0.25m）を設置した。土壌と植生だけで
構成された各小生態系には亜成体の食用カタツムリ
Cantareus aspersus （5g）10 匹を配置し、14 日後と
28 日後に採取した。各小生態系の植物体と土壌、土
壌の上のリター層、まだ土壌生物によってほとんど分
解されていない落葉落枝類および生物遺体や生物由来

の物質の破片や微生物の死骸、あるいはそれらの排泄
物を起源とする微細な有機物粒子が堆積した層を採取
した。

下水汚泥施用によってリター層では銅、亜鉛、鉛、
カドミウム濃度が 186、438、166、163% とそれぞれ
大きく上昇した。土壌では亜鉛濃度のみ上昇した。移
動性が低い銅、鉛とカドミウムはリター層で有機物に
吸着されたため土壌への溶脱が阻害され、亜鉛は酸性
土壌では移動性が高いためリター層より下の土壌に移
行したと考えられる。下水汚泥施用後深さ 20cm と
40cm の土壌溶液を毎月採取したが、微量金属濃度に
下水汚泥施用の影響はみられなかった。下水汚泥に
よって土壌に添加された銅と亜鉛の量は土壌に元々蓄
積していた量の10％と0.8％に相当したにも関わらず、
溶脱は無かったことが示された。配置 28 日後のカタ
ツムリでは銅とカドミウム蓄積量が下水汚泥によって
増加した。カタツムリの皮膚から吸収される微量金属
は消化管を介して蓄積される微量金属より少ないこと
が報告されている（Dallinger et al.、 2001）。植物には
下水汚泥による微量金属濃度の上昇はなく、またカタ
ツムリが接触を忌避した跡がみられたことから、カタ
ツムリに亜鉛とカドミウムが蓄積した原因は主にリ
ター層であり、本実験中で微量金属の移行における植
物の役割は低いと判断された。下水汚泥施用と対照区
ともにカタツムリの鉛蓄積量が験開始時より 5.5 倍と
大きく増加した原因は、下水汚泥ではなく、自然状態
でも鉛濃度が高い土壌（13ppm）であることが示唆さ
れた。カタツムリの亜鉛蓄積は観察されなかった。す
べてのカタツムリの乾物重は減少したが、これは本実
験が行われた 9 ～ 10 月の平均気温、湿度（13.4℃、
84％）および日照時間の大幅な減退が、Gomot （1997）
が報告したカタツムリ生育の最適条件（温度 20℃、
湿度 80％、明暗サイクル 18 時間明 /6 時間）と大き
く異なったためと考えられる。

以上の結果から筆者らは、下水汚泥がリター層の微
量金属濃度を上昇させること、実験期間が 28 日間と
短く、食用カタツムリの生育にとって良好な条件でな
かったにも関わらずカタツムリに銅とカドミウムが蓄
積したことを指摘した。本研究ではカタツムリの死亡
率は 1％未満であり下水汚泥による毒性症状を示さな
かったが、植林地の生態系に下水汚泥が与える影響を
評価するにはさらに長期の実験を行うことが必要であ
るとしている。

（農業環境変動研究センター　主任研究員　杉山　恵）

Sewage sludge application in a plantation: 
Effects on trace metal transfer in soil–
plant–snail continuum
Mohamed Bourioug, Frédéric Gimbert, Laurence 
Alaoui-Sehmer, Mohammed Benbrahim, Lotfi 
Aleya, Badr Alaoui-Sossé
Science of the Total Environment 502 (2015) 
309–314 
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文献紹介

養豚排水をバイオマスとして利用した
光触媒水素ガス生成（実験的研究）

要約
今回は、養豚排水を犠牲とした水分解における、水

素ガスの光触媒生成について、初めて報告する。
触媒として、白金めっきされた酸化チタンを用いて、

UV-A 照射と太陽光照射の両方で、水素生成が確認さ
れた。

照射時間、触媒量、pH と養豚排水濃度の、水素生
成量に対する影響が研究され、バッチ実験の再現性も
確認された。

養豚排水中の基質の複雑さにも関わらず、ブドウ糖、
蔗糖およびグリセロールが典型的な犠牲剤として働き
水素が発生し、水素が優れた電子供与体であることを
示した。

また、照射により触媒活性は回復し、酸性水による
単純洗浄により、少なくとも 3 回再生利用することで、
触媒量の節約が可能であった。

この実験的な研究は、養豚排水のような廃棄物が、
水素ガスのような高付加価値化学製品を生成する安価
な原料となりうることを証明している。

はじめに
従来の炭化水素燃料に代わるものとして、クリーン・

エネルギーの観点から、水素ガスの需要は年々増加し
ている。

実際、燃料電池内の水素反応は、エネルギーを効率
的に発生させ、副産物として水だけを生成する。

現在では、水素のほとんどは天然ガス由来であり、
一方、わずかおよそ 5% の水素が、主に水電気分解を
利用して、再生可能資源から生成される。

残念ながら、天然ガスから水素を生成することには、
化石燃料の枯渇問題やプロセスからの二酸化炭素

（CO2）の大量排出の問題がある。
これらの理由から、再生可能な資源（たとえばバイ

オマスや水）から水素を生成する革新的な技術開発が
必要とされ、近い将来ホットな研究トピックとなろう。

光触媒水分解技術は、水素を光触媒による水分解か
ら生成し、水が大量かつ再生可能な資源であるために、
環境性という観点で価値あるプロセスとされている。

このプロセスには、水素と酸素の放出のために必要
な大きな過電圧に対して、白金を二酸化チタンを付加
したものが用いられる。

二酸化チタンは、その強い触媒活性と高い化学安定
性と長期有効性から、最も広く使われており、一方、
白金は、最も低い過電圧と最大の仕事関数を与えられ
るために、最も効果的な金属触媒ともされている。

水分解技術では、有機基質が酸化されるとともに犠
牲試薬としてふるまうこととなる。一方、二酸化チタ
ン原子価穴と OH ラジカルは集められ、電子は触媒伝
導帯または白金体（電流倍増効果）へ移送される。こ
れにより、気相に水素を付与するために、水素イオン
の還元が持続される。

白金の役割は、電荷分離を維持し、よりすぐに伝導
帯の電子を利用できるようにすることである。

近年、いろいろな有機物質（メタノール、エタノー
ル、グリセロール、ブドウ糖などを含む）について、
光触媒水分解における犠牲材としてのテストがなされ
た。

しかしながら、液体の養豚排水を用いた光触媒によ
る水素生成は、まだ研究されていない。

今回の研究報告では、液体の養豚排水からの光触媒
による水素生成について報告する。

白金めっきされた二酸化チタンは、UV-A 照射下で
も太陽照射下でも触媒として使用し、プロセス（触媒
量、pH、照射時間とバイオマス濃度）に関係する主
な変数について調査した。

水素生成量は、典型的な犠牲材（すなわち多価アル
コール）を用いて観察したものと比較し、水素発生に
ついては、熱伝導率検知（TCD）を利用したガスク
ロマトグラフィー（CC）によって定量化した。

さらに、 触媒の再生とリサイクルの可能性について
テストした。

試料の作成
生の養豚排水（平均値：pH 7.9、46.4g/L COD、3.6g/

L T-N、1.7g/L NH4-N、1.1g/L T-P、0.8g/L 溶 解 性
PO4-P）は、ポー川平野（北イタリア）にある養豚舎
から集め、1mm ふるいにかけ、浮遊物質 40g/L とな
るように水で薄めた。養豚排水は遠心分離し、上澄み
を蒸留水で薄めている。

ここへ、白金めっきされた二酸化チタンを加え、マ
グネチックスターラを用いて、懸濁液を静かに窒素（高
純度 99.9%）でガス置換し、それから 4 時間照射した。

Andrea Speltini, Michela Sturini, Federica 
Maraschi, Daniele Dondi,
Andrea Serra, Antonella Profumo, Armando 
Buttafava, Angelo Albini
Department of Chemistry, University of Pavia, 
via Taramelli 12, 27100 Pavia,　ltaly
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実験操作上のパラメータの影響
養豚排水の大きな希釈は、水分解による水素生成量

に影響を及ぼさなかった。
一方で、バイオマス濃度、触媒量または照射時間を

増やすことは、ある程度水素量を増大させた。
また、アルカリ性 pH で観察される高い水素生成で

は、犠牲水分解が酸性媒体により妨げられた。
これらの予備調査結果より、触媒濃度、pH、照射

時間とバイオマス濃度については、システマチックに
調査することが求められた。

触媒濃度が不均質である場合の光触媒作用が重要な
鍵となるため、二酸化チタンのみにて実験を実施した。

pH の役割についても、適正な pH が光触媒水素生
成に対して大きな影響を及ぼすことが判明した。酸性
pH で得られる低い水素生成量は、正に荷電する二酸
化チタン表面に影響され、プロトン化されたバイオマ
ス成分の低親和力に起因しているものと考えられる。

一方、アルカリ性 pH における高い水素生成は、半
導体表面での帯電挙動で説明できる。pH ＞ 6.8 で負
に帯電し、その際に水素イオンが主に吸着され、汚水
成分のイオン分布と光触媒粒子の分散を考えることで
説明できる。

水素生成量は照射時間で増加し、照射初期にピーク
に達し、長い照射により減少した。

時間とともに発生率が減少する理由は、他文献にも
記述のあるように、他のバイオマス（すなわちグリセ
ロール、ラクトース、セロビオース）同様に、電子供
与体の消費、および／または、照射の間に徐々に起こ
る触媒の部分的な非活性化によるものとされる。

多量の養豚排水が使われた際に、反応生成量が最大
70% 減少したため、最適なバイオマス濃度が判明した。
この制約は、光侵入を妨げる濃度の溶液のフィルタ効
果に起因すると考えられる。

また、対照系のプランクテストにより、暗室条件、
あるいは、触媒無し条件下では、水素は発生せず、生
の二酸化チタンを用いても発生しなかった。

上記の研究結果から、発生する水素が、主にバイオ
マスの酸化を通して犠牲水分解に由来すると言及でき
る。

典型的な犠牲剤の比較
液体状の養豚排水養豚排水から水素生成の重要性を

評価するため、類似実験は他の基質を用いて行われた。
具体的には、ブドウ糖、蔗糖とグリセロールの標準的
な水溶液を、水溶性汚水試料と同じ COD 濃度で調製
し、光触媒の処置を施した。

結果は、前処理した養豚排水に比較して、テスト合
成物からの水素量が倍になった。

この結果から、触媒以外の他のいかなる試薬も必要
としないグリーン・プロセスによって、水素ガスを生
成する廃棄物代替利用が可能と考えられる。

太陽光水素生成と触媒リサイクル
シミュレーションにより、UV-A 照射の代わりに、

太陽光照射の使用について可能性を検証した結果、
UV-A 照射による水素生成に比べ、94% の水素発生と
なった。

光触媒の耐久性についても試験し、使用後の触媒を、
超純水中で 24 時間撹拌し、濾過し、溶出液が中性に
なるまですすいだ。

その結果、水素の平均的な生成量は、新しい触媒使
用の 81% となり、同じ触媒の利用による 3 回目照射
でおよそ 50％の水素生成となった。

つまり、白金めっき酸化チタンを照射後回復により
きれいにして、再生利用することが可能である。

考察
汚水バイオマスの存在による犠牲水分解は、直接水

分解による水素ガス生成より 10 倍多い水素を提供す
る。

最適化された条件下で、触媒の実際の白金含有量を
考慮すると、1m3 の水溶性養豚排水試料を処理するた
めに 6.4g の白金が必要であり、2.1g の白金で 1 g の
水素を得ることとなる。

さらに、触媒が 2 回再利用できることを考えれば、
１g の水素を生じるために 1g の白金が必要という計
算になる。

結論
本研究は、初めて、犠牲剤として養豚排水バイオマ

スが存在する場合に、光触媒水電解によって水素を生
み出す可能性を示した。

有機性廃棄物の使用は、費用対効果がよく、低環境
負荷の水素生成を実現する。

犠牲水分解システムの挙動を研究し、照射時間、触
媒量、pH とバイオマス濃度の影響を研究した。

また、優れた犠牲薬品（すなわち多価アルコール）
との比較により、養豚排水バイオマスが水素生成に価
値がり安価であることを示した。

使用後の触媒は活性の大部分を保持し、少なくとも
3 回の連続使用（リサイクル）ができた。

まとめると、この実験的な研究での結果は、水素生
成のためにこの低価格廃棄物の使用を支援し、プロセ
スの導入を目的とした更なる研究の必要性を示唆して
いる。

＜原文より要約＞
（日本下水道事業団　技術戦略部

資源エネルギー技術課　金澤純太郎）
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１．はじめに１）２）

世界のエネルギー需要は、2030 年には 2010 年の実
績に比べて 30％増加すると推定されている。その需
要増加の 9 割は非 OECD（経済協力開発機構）諸国
のエネルギー需要の増加によるものである。他方、日
本におけるエネルギー利用は化石燃料に依存してお
り、そのほとんどを海外からの輸入に頼っており、我
が国の資源リスクは極めて高いことが指摘されてい
る。エネルギーを巡る国際情勢の変化に過剰な反応を
する状況になっている。国民生活と産業活動の基礎と
なるエネルギーの安定的な確保と供給は、国の安全保
障にとっても重要な案件である。昨今、地政学的な軋
轢あるいは地域紛争などの大きな環境変化に直面する
中で、わが国のエネルギー安全保障を巡る環境は厳し
さを増し、国民の生活に直接影響を与えているのが現
状である。

オイルショック前の 1970 年におけるエネルギー自
給率は 14.9％であったのに対して、2010 年は 4.4％と
自給率が低下しており、電力供給構造における海外か
らの化石燃料への依存度の増加は明白であり、わが国
のエネルギー戦略の練り直しが必要であることを示し
ている。また、こうした状況は、エネルギーコストの
上昇と温室効果ガスの排出量の増加の原因となり、わ
が国の経済活動や地球温暖化対策の有効性に深刻な打
撃を与えることになる。

このような現状に鑑み、エネルギー政策の着実な遂
行を確保することを目的として、2002 年 6 月に「エ

ネルギー政策基本法」が制定された。エネルギー基本
計画では、電力システム改革を始めとした国内の制度
改革が進展するとともに、北米からのＬＮＧ調達など
国際的なエネルギー供給構造の変化がわが国に具体的
に及んでくる時期（2018 年～ 2020 年を目途）までを、
安定的なエネルギー需給構造を確立するための集中改
革実施期間と位置付け、当該期間におけるエネルギー
政策の方向を定めるとしている。エネルギー政策基本
法には未消化な部分もあり、再生可能な自然エネル
ギーの確実な拡大や東日本大地震以降の原子力発電の
在り方に関する論議についてはパラダイムチェンジ的
な検討が期待される。

エネルギー問題と密接な関係にある地球温暖化問題
においては、国際エネルギー機関（IEA）によれば、
世界全体のエネルギー起源二酸化炭素の排出量は、
2035 年までに、さらに 20％増加すると予測されてい
る。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 5 次
評価報告書では、気候システムの温暖化は確実な事実
であり、気候変動の影響を緩和するためには温室効果
ガスの抜本的かつ継続的な削減が必要であることが指
摘されている。地球温暖化問題の抜本的な解決には、
国内における温室効果ガスの排出削減はもとより、世
界全体においても排出量の大幅削減を行うことが喫緊
の課題であるとしている。

また、わが国においては電力供給体制における問題
も無視できない。東日本大震災では、太平洋側の多く
の発電所が停止し、広域的な系統運用が十分にできな
かったために停電が長期化し、市民の生活に甚大な支
障を生じさせた、他方、東京電力管内においては計画

有機性廃液を利用したバイオ水素
エネルギー生産に関する研究

講座：廃棄物系バイオマスの利活用手法について（研究取組）

奈良　松範
諏訪東京理科大学
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停電を実施することとなった。このような東日本大震
災における経験は、災害における資源・エネルギーの
緊急供給体制の見直しの必要性を示唆している。因み
に、都市ガスについては、被災地の仙台においてＬＮ
Ｇ基地やガス供給網が破壊され供給がストップした
が、新潟から仙台にかけて存在したガスパイプライン
を使って仙台近郊のガス供給のバックアップが可能と
なった。これまでのようなエネルギー供給が集中化さ
れ、一元化されることによって生じるリスクを適切に
マネジメントする必要がある。エネルギーの地産地消
を含め、エネルギー供給システムにおける集中から分
散への構造転換の必要性とその可能性を模索する必要
がある。

２．再生可能エネルギーと水素生産技術

再生可能エネルギーは、現時点では安定供給あるい
は生産コストにおいて課題が存在するものの、温室効
果ガスを排出せず、国内生産が可能であるという観点
から、資源・エネルギー自給率の改善にも寄与できる
というメリットも加わり、有望な国産エネルギー資源
である。また電気の供給は送配電網に頼っており、ネッ
トワークが切断された場合、あるいはここにトラブル
が生じた場合には供給が停止してしまう。こうした社
会にとっての高いリスクを低減するためには、エネル
ギーの生産システム、貯蔵あるいは輸送など、二次エ
ネルギーの供給方法の多様化等を含めて検討していく
ことが肝要である。このような観点から、蓄電池や水
素燃料電池などの技術の開発は電力供給及び貯蔵に関
連して、二次エネルギー利用システムの安全・安心を
高めるためにも重要である。

前述したように再生可能エネルギーを用いた分散型
エネルギーシステムを構築することにより、新しい産
業が起こることが期待されるので、地域経済の活性化
に寄与すると同時に、緊急時においては地域に一定の
エネルギーを確実に安定して供給できるという点は高
く評価される。政府の方針においても、小規模な再生
可能エネルギー源を組み合わせた分散型エネルギーシ
ステムの構築が加速されるように、個人や小規模事業
者も参加しやすくするための支援を行っていくことが
合意されている。また、2013 年の臨時国会において
成立した農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可
能エネルギー電気の発電の促進に関する法律（農山漁
村再生可能エネルギー法）等の積極的な活用を図り、
地域の活性化に資する再生可能エネルギーの導入を推
し進めることになっている。

以上の観点に鑑みれば、分散型の再生可能エネル
ギーの利活用に関する強いドライビングフォースが働

いていることは明らかである。バイオ水素はこのよう
な社会のニーズに適合する代表的なエネルギー源であ
る。現在、水素社会の実現に向けた取組が加速されて
いるが、水素は無尽蔵に存在する水や多様な一次エネ
ルギー源から様々な方法で製造することができるエネ
ルギーで、気体、液体、固体というあらゆる状態（相）
にして貯蔵や輸送を行うことができる点は利用価値が
高い。水素生産は、枯渇型資源だけでなく、廃棄バイ
オマスからも可能であり、生産された水素はエネル
ギー効率が高く、環境負荷も小さく、貯蔵された水素
はいつでも燃料電池で発電することができる。特に有
機性廃棄物やカーボンニュートラルな源から生産され
た水素は、将来の二次エネルギーとしての価値は高い。
このような水素を本格的に利活用する社会を想定して
水素社会という言葉が使われているが、水素社会を実
現するためには、水素の低環境負荷で効率的な生産技
術の開発を行うだけでなく、原料から生産、貯蔵、輸
送、そして利用・廃棄に連なるサプライチェーン全体
でその最適化を図らなければならない、特に、水素の
燃焼特性から考えれば、第一にその安全性が確保され
た上で、環境負荷の最小化、利便性及び経済性の向上
が達成されなければならない。

３．有機性廃棄物からの水素生産

最近、生ゴミや食品残渣あるいは畜産汚泥や下水処
理余剰汚泥などに発酵プロセス（嫌気性環境）を経由
させることにより水素ガスやメタンガスを生産すると
いうシステムの開発が盛んに進められている。その歴
史は 1970 年代にまで遡ることができる。嫌気性微生
物を用いた有機性排水処理は嫌気性消化法とよばれて
おり、酸素のない環境で有機物を水素ガス、メタンガ
ス、あるいは二酸化炭素にまで分解する方法である。
例えば、投入基質と発生するメタンガスとの関係につ
いて、Buswell と Mueller の式があり、これにより基
質量に対応させて理論的ガス発生量を求めることがで
きる。

CaHbOc +（a-025ba+0..5c）H2O　→　
（0.5a+0.125b-0.25c）CH4+（0.5a-0.125b+0.25c）CO2（1）
ここで、a：炭素原子数、b：水素原子数、
　　　　c：酸素原子数

嫌気性処理は、菌体収率が小さいため好気性処理に
比べて余剰汚泥発生量が半分程度であり、曝気エネル
ギーは不要、病原菌や寄生虫を死滅させることができ、
さらに水素ガスやメタンガスなどの有用なガスを生成
することができる。しかしながら、嫌気性細菌は増殖
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速度が遅いため滞留時間が長くなること、即ち反応槽
が大きくなる、そして嫌気性を維持するための管理が
必要であることなどはデメリットである。

嫌気性処理により得られた水素ガスは燃料電池を
使って発電に供することができると同時に、メタンガ
スは水素に転換することも、そのまま燃焼エネルギー
として利用することもできる。枯渇型資源によるエネ
ルギー生産の抑制、原子力発電の抱える社会的な問題
など、昨今のエネルギー事情を勘案すれば、わが国の
将来のエネルギー戦略において、これまで焼却されて
いた有機性廃棄物を使ったバイオマス水素発電の実用
化は喫緊の課題であるといえる。

バイオマスを利用して嫌気性発酵法によって生産さ
れたメタンガスなどをエネルギーとして利用するシス
テムはドイツやスェーデンなどの欧州各国において本
格的な運用が行われているのに対して、わが国での導
入は遅れているのが現状である。その導入が進まない
原因として、バイオガスの製造コストの高さ（コスト
パフォーマンスが低いこと）が指摘されており、実用
化を考えた場合、経済的には見合わないとされている。
しかし、欧州においても同様に、コスト的な問題は存
在するが、政策的な判断と社会的な合意に基づき、エ

ネルギー・環境戦略としてその実用化が図られている
のも事実である。わが国においても、近年の環境問題
の深刻化と社会情勢の変化、そして当該処理法の効率
化や処理システムに係る関連技術の進歩が成された結
果、経済的にも実用化の範囲に入りつつある。

われわれが提案している有機性廃棄物を用いた持続
可能なエネルギー供給システムのイメージを図 1に
示した。生ゴミや食品残渣、そして食品工場からの食
品廃棄物は微生物が利用できる基質を豊富に含んでお
り、これら廃棄物を段階的に適切に利用することによ
り、水素ガス、メタンガス、そして肥料をカスケード
的に生産することができる。しかしながら、既述した
ように斯様なバイオエネルギー生産システムはエネル
ギーコストが化石燃料を使用した場合に比べ高くなる
ことから実用化が遅れていた。そこで、システムの効
率向上を図り、コストパフォーマンスを向上させるこ
とにより、環境配慮型エネルギーとして実用化するこ
とを目指した。ただし以下では、図 1に示したシス
テムの内、光合成細菌を用いた嫌気性処理による水素
生産段階における効率向上を目的として光をコント
ロールするという新しい試みに関する実験的研究の結
果についてのみ言及する。

図 1　有機性廃棄物を用いたバイオマスエネルギー生産システムの概要（水素、メタン、肥料生産）

４．水素生産効率向上に係る実験的検討

４．１　光合成細菌３）

光合成細菌は私たちの身近な湖や沼などに生息して
お り、Rhodospirillaceae 科（ 紅 色 非 硫 黄 細 菌 ）、

Chromatiaceae 科（紅色硫黄細菌）、Chlorobiaceae 科
（緑色硫黄細菌）、そして Chloroflexaceae 科（滑走性
緑色硫黄細菌の 4 科で構成されている。光合成細菌は
硫酸還元菌や発酵細菌が生成した硫化水素や二酸化炭
素を含む嫌気性水圏に生息しているので、通常の水質
であれば溶存酸素濃度に少ない水深５m 以深がその

（ 95 ）

有機性廃液を利用したバイオ水素エネルギー生産に関する研究Vol. 40　No. 151　2016/4



範囲となり、太陽光も減衰するので数 10 から数 100
ルクスの照度範囲である。光合成を行うことによりエ
ネルギーを生産し、増殖しているわけであるから、そ
の活動は太陽光の影響を受けることになる。一般に嫌
気性環境に生育する光合成細菌は、水中の温度、
ｐ H、酸化還元電位、塩濃度、硫化水素濃度、光など
の影響を受けているが、その中でも硫化水素と光環境
による影響が大きい。光合成細菌は光エネルギーを利
用するために光合成色素を持っており、これらはバク
テリオクロロフィルとカロチノイドとよばれる。生息
する水環境において受ける光の波長が 750nm 以下で
あれば、この環境で有利に生育できる光合成細菌はバ
クテリオクロロフィルａ（吸収波長域 870nm 近傍）
よりもバクテリオクロロフィルｂ（吸収波長域 715 ～
720nm）を有する菌種である。一方、太陽光が届き難
い環境における波長は 450 ～ 550nm（青緑色の範囲）
となり、カロチノイドを有する菌種が優占種となる。

以上のことから光合成細菌に効率的な光合成（生育）
を行わせるために照射光の波長成分を制御することが
有効な手段であることがわかる。本研究では紅色非硫
黄細菌、紅色硫黄細菌、そしてその他の嫌気性菌を含
む混合培養系を想定して、光の波長 450nm、800nm、
及び 850nm の各成分が処理効率に与える影響を評価
した。因みに、紅色非硫黄細菌（Rhodopseudomonus）
は好気性処理法における活性汚泥の中にも生育してい
ることから、Rhodopseudomonus は通性嫌気性菌で
あり、好気性・暗環境下でも化学合成従属栄養的に生
育することができる。

４．２　光合成の効率向上４）

本研究では太陽光に含まれる光合成微生物が利用可
能な波長成分の比率を高めるために波長変換材料

（ネット及び膜状）を利用した。この波長変換材料は
最初、農業分野における農作物の収率向上のために開

発されたものであり、光合成（光化学反応系）の効率
向上に資するツールである。ここで植物と光合成細菌
における光合成の違いを確認しておく。植物における
光化学反応は、光化学系 II（PSII）、シトクロム b6f、
光化学系 I（PSI）の 3 種のタンパク質複合体で構成
され、これらはすべてチラコイド膜に存在する。植物
の光合成経路は基本的に全ての酸素発生型光合成に応
用可能であり、水分子を電子供与体として用いること
ができる点が特徴である。光合成細菌などの酸素非発
生型光合成は系統樹上極めて古く、光化学系を一つし
か有していない。緑色硫黄細菌の光化学系は光化学系
I と相同性が高く、紅色細菌の光化学系は光化学系 II
と相同性が高いとされている。図 2は緑色植物の明
反応を促進するために考えられた波長変換ネットと光
散乱材料の写真である。図 3は波長変換材料を通過
した光の波長分布を示したものである。波長変換材料
は、550nm 付近の緑色域の波長を吸収し、650nm 付
近の赤色域の波長を発光していることがわかる。クロ
ロフィルの場合、青色域（波長 400-500nm）の光と赤
色域（波長 600-700nm）の光を吸収するのに対して、
緑色域（波長 500-600nm）の光の吸収効率が悪いこと
から、光合成は 800nm 近傍の波長が必要であること
がわかるが、波長変換材料はこの 800nm の波長の光
を増幅していることがわかる。同様に光合成細菌にお
いてもバクテリオクロロフィルｂ（吸収波長域 715 ～
720nm）を含む菌種の光化学系が活性化されると考え
た。
図 4は人工光源（東芝クールビームライト 150W）

を用いた光合成細菌による水素生産実験の様子であ
り、基質として製糖廃液であるモラセスを使用し、光
強度は反応槽表面における照度を 100 ～ 200 ルクスの
範囲にコントロールした。図 5は自然光（太陽光）を
光源とした場合の反応容器の状態を示したものであ
る。既述したように光合成細菌は元来、光強度が小さ

図 2　波長変換ネット、反射アルミリボン 図 3　波長変換材料が変換する波長領域
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な環境に適応してきたことから、光強度が強くて
1000 ルクスを超えるような場合、光障害が発生する。
自然光を用いた場合には、強すぎる光を確実にコント
ロールすることは難しく、水素ガス発生量が一定しな
い状況になり、統計的に信頼できるデータを得るため
には何等かの対策が必要となる。既往の研究において
も光合成細菌による水素生産でにおいて高温障害が発
生することが指摘されており、特に夏季の高温時にお
けるシステムダウンを予防するためには高温耐性菌を
準備する必要がある。
図 6は、光合成に使われる光エネルギーをコント

ロールすることにより水素生産効率を向上させるため
の方法に関するフィージビリティ・スタディーを行っ
た結果を示した。光エネルギーの制御手段として波長

変ネットと光散乱リボンを使った実験である。波長変
換ネットはコントロールに比較して高い水素生産効率
を示したことがわかる、他方、光散乱リボンを用いた
場合、コントロールよりも水素生産量が減少していた。
照射された光を反射させることにより、反応槽内で何
度も繰り返し光エネルギーを利用することを目的とし
たが、逆に生産効率は低下した。その理由として、光
散乱リボンが光の透過の障害になり、光の進路から見
てリボンの後方に光が届かなかったこと、あるいは逆
に光の強度（エネルギーの高さ）が高まり過ぎて細菌
の生育障害になった可能性もある。光合成細菌による
水素生産システムにおいては、光強度（エネルギー）
よりも光の波長の方が重要であることを明らかにし
た。

図 6　各手法が水素生産量及び効率に与える影響
生成量：H2ml ／ cell・substrate

図 4　人工光源を用いた実験装置概観 図 5　自然光源を用いた実験装置（反応槽のみ）
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５．水素・メタン生産に係るコスト分析

光合成微生物によって水素 1kg を生産させるため
のラフコストを試算した。前提条件として、次のよう
な仮定をした。①水素 1 モルは、22.4L で 2 ｇとすれば、
水素 1kg は 11.2kL となる、②水素を作る原材料とし
て廃液を用いるので、1kgで10円の収入があるとする、
③水素生産に必要な設備は 1.2 トン容器が 60 万円と
する。また、使用エネルギーは太陽光であるのでコス
ト無しとする、④光合成細菌は、グルコース 1g から
約 20ml（0.02L）の水素を作り、毎時 0.01g/L の割合
でグルコースを消費する。 

水素１kg を作るには約 560kg のグルコースが必要
となる。廃液の 50％がグルコースだとすれば、廃液
は 1120kg ＝ 1.12 トン消費される。すなわち廃水処理
費用として 11.200 円の収入があることになる。また、
金利を考慮しない単純な収支計算によれば、初期投資

額は廃水処理を行うだけで 54 年後に償還される。こ
こで、家庭に設置する燃料電池の発電能力を 1kW と
する場合、平均的に毎分 18L の水素ガスが必要であ
ると仮定して、水素１kg で 1kW の発電が何時間継続
できるかを計算してみた。水素１kg は１1.2kL である
から 10.3 時間となる。すなわち、3 日間の処理で
10.3kWh の発電量になる。年間発電量は 1253kWh と
なり、１kwH あたり 40 円で売電したとすれば、年間
50,120 円の収入が期待されることになる。

また、低炭素社会戦略センターの試算４）によれば、
食品残渣を処理するケーススタディーにおいて、設備
費が約 18 億円、人件費が 400 万円 / 年× 13 名、用役
費としてエネルギーコスト 2 円 /MJ として評価した
結果、生ゴミ焼却処分費用を戻入した場合は 2.3 円／
MJ、戻入なしの場合でも 3.3 円／ MJ としており、わ
が国における天然ガス輸入価格を 1.7 円／ MJ（18.3 ＄/
MBTU）と大差はないとしている。

４．３　光合成細菌による水素生産システムの設計６）

水素産生システムの設計を行うために、まず、光合
成微生物（Rhodopseudomonas Palustris）を純粋培養
して生態学的特性を明らかにするためにそのカイネ
ティックスを解析した。基質は製糖廃液であるモラセ
スを用いた。図 7は実験より得られた投入基質量と
水素生産率との関係を示したものである。本システム
において最適な投入基質量が存在することがわかる。
ここで、光合成微生物による水素生産反応も酵素反応
であることを考えれば，基質量と比増殖速度の間には、
酵素反応のカイネティクスの研究から得られた
Michaelis-Menten の式が成り立つと考えることがで
きる。Michaelis-Menten 式を以下に示した。

V = Vmax ・[S] ／（Km + [S]） 　　　　　　　　（2）
ここで、V は比増殖速度、Vmax は最大比増殖速度、

Km はミカエリス定数である。
各基質濃度における菌体の比増殖速度のデータを用

いて Lineweaver-Burk plot 法により当該光合成細菌
における K,m 及び Vmax を決定することができる。
図 8は、投入基質量の逆数（1/S）と菌体比増殖速度
の逆数（1/X）との関係を示したものである。計算の
結 果、Vmax は 約 7.8mg/l、Km は 約 0.016（1/day）
が得られた、回帰曲線の相関係数は 0.83 であった。
これらのパラメータを用いて実際の水素生産システム
の基本設計を行うことができる。

図 7　投入基質量と水素生産量との関係 図 8 　Lineweaver-Burk plot（1/S vs. 1/X）
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６．おわりに

本文では再生可能エネルギーの一つであるバイオマ
スエネルギー、特に、廃棄物を用いたバイオマスエネ
ルギーに関する技術と実用化に関する最近の動向に関
するレビューを行ってきたが、ここでは技術を活用す
るソフトについて付言する。近年、ICT 技術の急速
な進歩により様々な分野でその利用が進んでおり、情
報処理とコミュニケーションの重要性が顕在化してい
る。再生可能エネルギーを活用した分散型エネルギー
システムにおいても、このような ICT 技術を活用し
たエネルギーマネジメントシステムが実行されなけれ
ばならない。分散型エネルギーシステムにおけるエネ
ルギー需給を総合的に管理し、エネルギーの利活用を
最適化するとともに、高齢者の見守りシステムや障害
者などへのバリアフリーな生活支援サービスも取り込
んだ新たな環境・エネルギー社会システム（Energy 
ICT）を構築することになる。そこではじめて再生可
能エネルギーが社会システムの中に融合されることに
なる。

また、再生可能エネルギーの利活用にあたり教育も
重要である。エネルギーは生活や産業活動の基礎であ
るが、そのエネルギーの重要性や社会・経済における
役割を小学生あるいは中学生の段階から学ばなければ
ならない。エネルギーの確保は国家にとっても重要な
問題であり、これにより国家間の紛争が惹起されるこ
とも珍しくない。子供の時代からエネルギー問題の難
しさとその解決策を常に意識することにより、将来、
人類にとっての共通の課題である最適なエネルギー戦
略の構築に貢献できるような人材を育てなければなら
ない。
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下水汚泥、再資源化、メタン発酵、可溶化、高温細菌

１．はじめに

　家畜糞尿、下水汚泥および生ゴミ等の有機性廃棄物
は、大量に発生するため、廃棄物処理の観点から大き
な問題となっている。しかし、これらの有機性廃棄物
はバイオマス資源であり、これらを有効利用すること
は、カーボンニュートラルの視点より地球温暖化防止
や循環型社会の構築に大きく貢献できる。これらの有
機性廃棄物を有効活用する場合、原料の含水率が問題
となる。通常、有機性の廃棄物は、処理する場合、直
接燃焼処理または炭化処理が考えられるが、前掲の有
機性廃棄物は含水率が 60 ～ 90％程度と高いため、大

量のエネルギーの投入を要する１）。このような含水率
の高い廃棄物を有効活用する方法として、現在、「メ
タン発酵」が再注目され始めている。
　メタン発酵は長年活用されてきた技術であるが、そ
の効率が低いことが課題である。メタンガス変換プロ
セスは、図 1 に示すように、１）可溶化（加水分解）
工程、２）酸生成工程および３）メタン生成工程の 3
つのプロセスが必要とされ、既存のメタ ン発酵施設
では、これらの工程を大きな発酵タンク一槽で行う「一
槽式メタン発酵」が主流である。しかし、1 つの発酵
槽でこれら 3 つの工程の反応を進行させることとなる
ため、発酵効率が悪くなり、発酵期間の長期化（20
日～ 30 日）、施設（発酵槽）の大型化および消化液の

超高温可溶化メタン発酵技術による
下水汚泥の資源化

講座：廃棄物系バイオマスの利活用手法について（研究取組）

石橋　康弘
熊本県立大学環境共生学部

教授

図 1　メタン発酵の原理

キーワード：
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処理等の課題を有し、事業性に乏しいものであった。
そのため、メタン発酵における技術的課題は発酵効率
の向上であった。
　メタン発酵の発酵効率向上という課題を克服するた
めに、メタン発酵工程の前段に「可溶化工程」を設置
することによって発酵期間の短縮が期待されることか
ら、「可溶化技術」に関する様々な研究開発が進めら
れている。メタン発酵の反応過程は、前述した可溶化

（加水分解）、酸生成、メタン生成の 3 つのプロセスを
経てメタンが生成される。既存のメタン発酵施設では
これらのプロセスを 1 つの大きな発酵タンクで行う

「一槽式メタン発酵」が主流であったが、可溶化（加
水分解）プロセスを行う可溶化槽とメタン発酵槽の二
つの槽により構成される「二槽式メタン発酵」過程で
ある。メタン発酵槽の前処理過程としてこのような可
溶化槽を設置することで、原材料の可溶化（加水分解）
が促進され、発酵効率を高めることが可能となる。
　我々の研究グループは、80℃の好気高温環境下で耐
熱性プロアテーゼを産生する微生物（Anoxybacillus 

sp. MU3 株。以降、MU3 株と示す。）を可溶化プロセ
スで利用する技術を確立した。
　本講演では、メタン発酵の前処理プロセスに MU3
株を用いた高温可溶化メタン発酵システムについて紹
介する。

２．MU3 株

　MU3 株は別府温泉から単離した菌株であり、MU3
株が産生する酵素は優れた熱耐性（45 ～ 80℃で生育
可能）を示し、広い pH 範囲（至適 pH は６付近）で
高いタンパク質分解能を有する。
　図 2 に MU3 株の電子顕微鏡写真とスキムミルク溶
解性を示した。
　図 2 の右側の写真のように、スキムミルクを溶解
した培地に成長した MU3 株のコロニーの周りのスキ
ムミルクが溶解され、大きなハローを形成し、高いタ
ンパク質分解能を有することが確認される。

図 2　Anoxybacillus sp. MU3 株の電子顕微鏡写真とスキムミルク溶解性

図 3　超高温可溶化メタン発酵システムのフロー
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３．実証事業

３．１．実証プラントの概要
　本事業では、長崎市の東部下水処理場に高温可溶化
メタン発酵システムの 0.5 ｔ／日規模の実証プラント
を設置し、下水汚泥を用いてメタン発酵システムの実
証試験を行った。
　図 3 に超高温可溶化メタン発酵システムのフロー
を示した。
　また、メタン発酵の実証プラント写真を図 4 に示
した。
　実証プラントは 3.0m3 の汚泥貯留槽、1.0m3 の可溶
化槽、5.0m3 のメタン発酵槽及び 1.0m3 の排液タンク
で構成されている。 週 1 ～ 2 回汚泥を汚泥貯留槽に
貰い受け、１日 0.5m3 可溶化槽に汚泥が投入される。
汚泥は 2 日かけ可溶化槽において可溶化され、メタン

発酵槽に導入後、10 日間メタン発酵槽内で滞留され、
メタン発酵される。また、メタン発酵後の消化液（排
液）は１日投入量の0.5m3が排液タンクに排出される。 
可溶化槽から発生したガスは回収され、アンモニア吸
着装置を経由して燃焼装置で燃焼後、大気放出される
こととなる。メタン発酵槽から発生したガスは、脱硫
装置を経由してガス発生量を計測されたのち、可溶化
槽から発生したガスと混合され、燃焼装置で燃焼・大
気放出となる。

３．２．実証試験結果
　図 5 に可溶化槽における可溶化率の変化を示した。 
　実証プラントの可溶化槽における可溶化率は、実験
室レベルの実験で得られていた結果とより高い結果と
なる 40％を示し、良好な可溶化が行われていること
が示された。
　図 6 および図 7 に本実証プラントでの運転状況、

図 4　メタン発酵の実証プラント写真

図 5　可溶化槽における可溶化率の変化
図 6　実証プラントでの運転状況

（可溶化槽及びメタン発酵槽の温度変化）
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図 8 にバイオガスの発生量の経時変化を示した。
　実証プラントでは可溶化槽を 80℃、メタン発酵槽
を53℃で温度管理した。試験開始10日は温度センサー
の不調のため、規定温度より 10℃低い状態であった
が、原因である温度センサーの調整後は、可溶化槽メ
タン発酵槽とも設定温度で運転を行った。また、メタ
ン発酵槽内は pH ７で酸化還元電位（ORP）値は－
400mV を示している。通常のメタン生成菌の最適生
育の最適 pH は中性域（6.0 ～ 8.0）、ORP が－ 300mV
以下の還元的環境に生育するとされている。本実証プ
ラントでは、最適生育条件にあることからメタン発酵
は正常に行われたと考えられる。
　図 8 に示したように、運転開始からバイオガスの
発生が確認された。これは既存のメタン発酵施設（福
岡市西部下水処理場のメタン発酵施設）から汚泥を貰
い受け、種汚泥として使用したため、すぐにバイオガ
スが発生したと考えられる。
　その後、2 週間程度バイオガスの発生量が 2,000L
程度で推移していたが、2 週間経過後にはバイオガス
の発生量が 1 日 5,000 ～ 9,000L、平均 6,500L となり、
1 日 0.5m3 の下水汚泥の投入で平均 6,500L のバイオガ

スの発生が確認できた。
　バイオガスの組成を表１に示した。
　表 1 に示したように、バイオガス中のメタンの含
有割合は約 61％、二酸化炭素が約 38％であり、その
他の成分（窒素、酸素、水素等） については、極微量
であることが示された。今回の実証試験のバイオガス
のメタンの含有割合は、効率の良いメタン発酵プロセ
スと同等以上の割合であり、実証プラントから回収し
たバイオガスに直接点火して燃焼させたところ、自燃
したことから、十分に燃料として利用することが可能
であることが示された。
　下水処理場から発生する下水汚泥の SS 量は日ごと
に変動があるもの、平均して約 20000mg/L であった。
可溶化後メタン発酵処理された消化液は約 9000mg/L 
まで減少していた。実証プラントでの消化率を算出し
た結果、平均して約 50％の消化率を有していること
が示された。
　メタン発酵反応を安定させるには、メタン発酵槽の
適切な有機物（VSS）負荷量の投入が行われるのが一
般的である。適切な有機物負荷量はメタン発酵の減量
や発酵プロセスにより異なり、今回の下水汚泥の高温

図 7　実証プラントでの運転状況
（pH および ORP の経時変化）

表 1　バイオガスの組成

図 8　バイオガスの発生量の経時変化
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発酵では 5 ～ 7kg － VSS/m2/day とされている。また、
発酵槽内の滞留時間（HRT）は槽負荷と密接な関係
があり、バイオガス発生率やメタン発酵菌濃度の維持
に大きく関係する。通常固形物を対象としたメタン発
酵では、高温発酵で 10 ～ 20 日、中温発酵で 20 ～ 30
日とされている。 
　実証プラントにおける投入 VSS の除去率は、消化
率と同等の約 50％であった。投入有機物量に対する
メタンガス発生率は約 1200L/kg-VSS となった。通常
の下水汚泥を用いたメタン発酵施設では、約 500 ～
600L/kg-VSS とされており、実証プラントのバイオ
ガス発生率はこれよりも高い結果を示した。また、適
切な有機物負荷量と滞留時間でメタン発酵を行った場
合、約 1000L/kg-VSS のバイオガスが発生すると考え
られるので、実証プラントでは、もっとも適切な条件
でメタン発酵を行ったガス量より高いバイオガス発生
量を示した。

４．まとめ

　メタン発酵の前処理プロセスに MU3 株を用いた高
温可溶化メタン発酵システムの実証試験の結果、以下
のような結果を得た。
１）実証規模における発酵期間の短縮：10 日（既存

メタン発酵施設：15 ～ 30 日）
２）実証プラントにおける可溶化率（下水汚泥）：

45％（ラボレベル実験と同等）
３）0.5m3/day 下水汚泥からのバイオガス発生量：

6500L
４）投入有機物量に対するガス発生率：1200L/kg-

VSS（既存メタン発酵施設の 2 倍のガス発生率）
５）バイオガス中に含まれるメタン濃度：約 65％（既

存施設のメタンガス濃度：50 ～ 60％）
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図 1　PLLA を巡る新たな資源循環システム（合成・リサイクル）の図式。再生に向かない PLLA 廃材は、メタン
ガス生産を行った後に自然に戻す。最終的に、PLLA は、二酸化炭素に戻り、植物などに炭酸固定される。

キーワード：ポリ乳酸、メタン、重量平均分子量、結晶化度、高温・高圧蒸気分解処理

１．はじめに

　ポリ（L- 乳酸）（PLLA）は、融点やガラス転移点
が高く、機械的性質、化学的性質および物理的性質な
ど従来の石油系プラスチックと同等の特性を備えてお
り、それらの代替材としてもっとも有望な生分解性プ
ラスチック素材である 1）。これまでに、農業資材、衣
料、生活衛生資材、電子機器筐体、包装資材などのさ

まざまな PLLA 製品の開発が進んでおり（図 1）、さ
らなる利用用途や需要の拡大が見込まれている。
PLLA の汎用的利用や需要の拡大は、大量の PLLA
廃材（バイオマス） の排出にも繋がることから、それ
らの処分や再利用が大きな課題となる。「きれいな」 
PLLA 廃材は、熱分解や加水分解による乳酸へのケミ
カルリサイクルが可能であるが、飲料や食料などが付
着した再生に向かない生活衛生資材や包装資材など
は、埋め立て、焼却および堆肥化による処理が考えら

ポリ乳酸系バイオマスの
エネルギー利用

講座：廃棄物系バイオマスの利活用手法について（研究取組）

山田　剛史
豊橋技術科学大学　環境・生命工学系　テニュアトラック講師
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れているのみである。カーボンニュートラルの概念よ
り、とうもろこしやキャッサバなどの植物を原料とす
る PLLA は、埋め立てや焼却によって PLLA 廃材を
処理しても地球的な炭素の増加には大きく影響しな
い。しかしながら、再生に向かない PLLA 廃材（生
活衛生資材や包装資材） を有効に活用できれば、地球
環境に配慮した PLLA の新たな循環サイクルを構築
できる。
　再生に向かない PLLA 廃材の多くは、生ゴミなど
とともに排出されることが想定される。したがって、
このような PLLA 廃材は、地方自治体が導入・整備
を進めている嫌気性消化反応槽において、生ゴミや下
水汚泥とともにメタンガスに転換して回収することが
望ましいと思われる。しかしながら、嫌気環境下にお
ける PLLA の生物学的加水分解はほとんど期待でき
ないため 2）、嫌気性消化反応槽での処理の実状に即し
たあらたな加水分解法の確立が必要となる。本稿では、
PLLA の加水分解法について概説するともに、筆者ら
が取り組んでいる PLLA の重量平均分子量と結晶化
度に着目した加水分解法の概要とその PLLA を原料
とした高温嫌気性消化反応槽における連続的なメタン
生成特性について紹介する。

２．ポリ乳酸の加水分解とメタン発酵

　嫌気環境下では、有機性廃棄物は代謝機能の異なる
嫌気性微生物の連携プレーにより最終的にメタンと二
酸化炭素に変換される。嫌気環境下における PLLA
の分解では、まず、生物学的加水分解や化学的加水分

解のいずれか、もしくは両者の加水分解によって、
PLLA から乳酸が生成される必要がある。生成された
乳酸は、乳酸酸化細菌によって酢酸と水素に変換され
た後、それらを基質とする酢酸資化および水素資化メ
タン生成アーキアによってメタンと二酸化炭素に変換
される。好気環境下における PLLA の生物学的加水
分解は、一部の放線菌 3），4） やカビ 5）が産生するプロ
テアーゼ、リパーゼやエステラーゼが作用しているこ
とが報告されている。しかしながら、現在までのとこ
ろ、嫌気的環境下において PLLA を加水分解できる
微生物は報告されていない。嫌気環境下では PLLA
の生物学的加水分解はほとんど進行しないため、最初
のステップである加水分解反応が、嫌気性消化反応槽
内における微生物反応の律速となっている 2）。事実、
中温（37℃） 嫌気性消化反応槽では PLLA の加水分解
はほとんど進行せず、高温（55℃） 嫌気性消化反応槽
では、温度に依存した化学的加水分解のみが進行する
ことも報告されている 6），7）。したがって、嫌気性消化
反応槽において、PLLA を原料とした良好なメタン生
成を行うには、PLLA の化学的加水分解を促進させる
あらたな方法の確立が重要であることがわかる。
　PLLA の化学的加水分解方法は、嫌気性消化反応槽
の処理現場の実状に適した方法であることが望まし
い。そのような背景の中、これまで、PLLA の粉体化
による水との接触表面積の拡大 5），6）やポリエチレン
やポリエチレンテレフタレートなどのポリマー分解で
使われる高温・高圧条件下でのアンモニア処理などの
方法 8），9），10）が報告されている。いずれの方法におい
ても、処理条件や効率の違いはあるが、嫌気性消化反

図 2　PLLA の加水分解速度に与える内部要因と外部要因の種類 1）。
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応槽において、PLLA を原料としたメタン生成を成功
させている。
　筆者らのグループでは、PLLA の化学的加水分解に
作用する内部要因に着目して研究を進めている。
PLLA の化学的加水分解に大きく作用する内部要因
は、分子量、架橋、結晶化度、結晶厚や複合化などで
ある（図 2）。すなわち、「分子量の低下」、「架橋密度
の上昇」、「結晶化度の上昇」、「結晶厚の低下」および

「配向度の低下」により、PLLA の化学的加水分解速
度は向上する 1）（図 2）。これらの内、PLLA の分子量
や結晶化度の調整は、オートクレーブのような高温・
高圧蒸気分解装置を用いて、温度と処理時間の操作で
比較的容易に行うことができる。筆者らは、PLLA の
分子量や結晶化度の違いによる PLLA からの化学的
加水分解による乳酸放出特性を評価した。嫌気性消化
反応槽の運転温度（37℃と 55℃） 条件下の水溶液

（pH7.0） 中における乳酸放出速度試験を行ったとこ
ろ、重量平均分子量約 16,000 以下（37℃） および約
38,000 以下（55℃） からそれぞれ乳酸放出が確認され
た 2）。しかしながら、PLLA 製品とほぼ同等な（高分
子域） 重量平均分子量範囲では、水中における乳酸放
出はまったく確認されなかった。さらに、両温度域と
も、結晶化度（結晶化度：0 〜約 40％） を調整した
PLLA の乳酸放出速度は、結晶化度の増加とともに高
まることが確認された 2）。同じ重量平均分子量を持つ
PLLA の乳酸放出速度は、37℃の温度域に比べて
55℃の温度域の方が高かった。通常、温度が高くなる
ほどPLLAの加水分解は進行しやすくなるが 2）（図2）、
温度に加えて、PLLA の低分子量化や高結晶化度化の
操作が、PLLA の化学的加水分解性を相乗的に向上さ
せたと推測できる。

　次に、中温および高温嫌気性消化汚泥と重量平均分
子量を調整した PLLA を用いたメタン生成活性を評
価した。その結果、中温嫌気性消化汚泥のメタン生成
活性は、重量平均分子量約 7,000 〜 16,000 の間で認め
られたのに対し、高温消化汚泥を用いた場合では、重
量平均分子量約 16,000 〜 38,000 の範囲で確認された
2）。結晶化度を調整した PLLA を用いた場合、PLLA
の結晶化度が高くなるにつれて、中温・高温嫌気性消
化汚泥のメタン生成活性値とも増加した 2）。このこと
は、上述した PLLA の化学的加水分解による乳酸放
出量の上昇が、メタン生成活性に直接的に影響を与え
ることを示している。

３．ポリ乳酸を原料とした連続的メタン生成特性

　さらに、筆者らは、高温・高圧蒸気分解処理後の
PLLA（重量平均分子量：約 16,000、結晶化度：約
40％） を唯一の原料とした高温嫌気性消化反応槽にお
ける連続的なメタン生成特性に関する実験を行った。
約半年間にわたる PLLA の嫌気性消化実験では、
COD 容積負荷と水理学的滞留時間（HRT） を操作し
て、発生ガス量やガス濃度およびメタン転換率につい
て評価した。運転開始 42 日の間、COD 容積負荷 0.5 
kg-COD･m3･d − 1（HRT 100 日） において、反応槽内
部の嫌気性微生物の馴養化を図った（図2および図3）。
その後、嫌気性消化反応槽の HRT を徐々に短くして
いき、0.5 〜 2.0kg-COD･m3･d − 1 の範囲で COD 容積
負荷を調整した。馴養期間において、最大バイオガス
発生量は 0.23m3･kg-PLLA − 1･day − 1 に達し、発生バ
イオガスあたりのメタン濃度は徐々に 50 〜 55% 付近
で安定した。また、この間、投入した PLLA 量に対

図 3　高温・高圧蒸気分解処理法で処理した PLLA を原料とした実験室レベル（有効容積：7L）の高温嫌気性消化
反応槽における運転条件（● : 水理学的滞留時間、□ : COD 容積負荷）（未発表データ）。
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するメタン転換率は約 20 〜 30% を推移した。運転期
間 43 〜 153 日の間も、HRT を短縮したり、COD 容
積負荷を高めたにも関わらず、バイオガス発生量およ
びメタン濃度とも馴養期間中とほぼ同程度であった

（図 2および図 3）。一方、さらに HRT の短縮（20 日） 
および COD 容積負荷（2.0kg-COD･m3･d − 1）を高め
たところ、バイオガス発生量およびメタン濃度も徐々
に減少していった（図 2および図 3）。PLLA のみを
処理する嫌気性消化反応槽内の微生物叢は、倍加時間
の小さい乳酸酸化細菌とメタン生成アーキアに徐々に
収斂されていくことが予想される。PLLA 単体だけの
処理では、引き抜いた汚泥量が微生物増殖速度を超え
てしまったため、一般的な高温嫌気性消化処理で要求
される HRT や COD 容積負荷を達成することができ
なかったと考えられる。したがって、高温・高圧蒸気
分解処理を適用した PLLA 廃材単体を原料とした高

温 嫌 気 性 消 化 処 理 で は、COD 容 積 負 荷 1.0kg-
COD･m3･d − 1 において、HRT を 30 日程度に設定す
ることが望ましいのかもしれない。
　上述したように、高温・高圧蒸気分解装置による重
量平均分子量と結晶化度調整にもとづく PLLA の化
学的加水分解性を高める前処理方法は、これまで困難
であった嫌気性消化反応槽での PLLA を原料とする
メタン生成を行う上で有効な方法の一つとして提案で
きる。しかしながら、将来的な実用化に向けて、高温・
高圧蒸気分解処理方法や嫌気性消化反応槽の運転方法
のさらなる検討が必要であることについては言及して
おきたい。今回の実験では、PLLA からのメタン生成
特性を明確に評価するため、PLLA のみを原料とした
が、PLLA 製品と生ゴミなどの実処理に近い形におい
て、本研究で提案した処理方法を検討する必要がある
ことについても述べておく。

図 4　高温・高圧蒸気分解処理法で処理した PLLA を原料とした実験室レベル（有効容積：7L）の高温嫌気性消化反
応槽における （A）バイオガス生成速度と （B）ガス組成の変化 （●：メタン、□：二酸化炭素）（未発表データ）。
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４．おわりに

　従来のプラスチックと同等の特性を備えている
PLLA の汎用的利用は、今後ますます進んでいくと思
われる。PLLAを取り巻く環境は急速に進歩しており、
生ゴミや下水汚泥などとともに、嫌気性消化反応槽に
おいて、PLLA で作られた包装資材や生活資材が数多
く処理されることになると思われる。現在、生ゴミや
下水汚泥を原料としてメタンを回収するために、環境
変動に比較的頑健な中温嫌気性消化反応槽が採用され
るケースが多い。この度、筆者らは、高温・高圧蒸気
分解処理法を適用した PLLA を原料とした連続的な
メタン生成を明確にするため、微生物活性の高い高温
嫌気性消化反応槽にて実証を行った。しかしながらバ
イアル実験ではあるものの、中温嫌気性消化汚泥を用
いた場合であっても、PLLA を原料としたメタン生成
活性が見られることから、本稿で紹介した高温・高圧
蒸気分解処理による PLLA の化学的加水分解促進法
を用いることによって、中温嫌気性消化反応槽におい
ても連続的なメタン生成は可能であると考えられる。
今後、本稿で紹介した PLLA の化学的加水分解法に
留まらず、他の技術などとの融合などにより、再生に
向かない PLLA 廃材からのメタン生成に関する研究
が活発化することを期待したい。
　本研究の一部は、科学技術振興機構 A-STEP 探索
タイプ（AS242Z01149N）、第 38 回岩谷科学技術研究
助成および中部電気利用基礎研究振興財団平成 23 年
度研究助成の支援により実施したものである。最後に、
本研究を進めるにあたり、さまざまな支援をいただい
た豊橋技術科学大学の関係者に対して感謝を申し上げ
て、本稿の結びとする。
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特  別  報  告

下水汚泥の有効利用の
促進策について

１．はじめに

　下水汚泥は、有機分や肥効料成分も幅広く含まれて
おり、肥料として有効利用が図られている。一方、枯
渇性資源の依存からの脱却や二酸化炭素の排出削減が
求められている中、再生可能エネルギーとして利活用
可能なバイオマス由来のエネルギー資源としての利用
の拡大も期待されており、下水汚泥の有効利用はます
ます重要なものとなっている。このような中、2014
年に国土交通省で提唱された「新下水道ビジョン」に
おいても、下水処理場に集約される有機物・栄養塩を
資源として捉え、下水処理場を集約・供給拠点化し、
地域環境に貢献することが謳われている 1）。下水汚泥
に代表されるバイオマスには、生ゴミ、家畜排泄物、
し尿、農業集落排水汚泥、浄化槽汚泥、刈草除草等の
都市廃棄物系バイオマスと稲わら、もみ殻、農業残渣
などの農業系バイオマスに大別される 2）。このような
各都市で発生するバイオマスを地域環境に則した利活
用を考える上では地域の下水処理場の果たす役割は一
層重要なものとなる。下水処理場の地域の拠点化のた
めに、下水処理場が有する汚水の集約機能、メタン発
酵、バイオガス発電、バイオガス精製などのバイオマ
ス変換機能、返流水処理などの発酵不適物再処理機能、
固形燃料製造など再資源化機能などを見直し、再構築
する事が必要である。
　著者らはこれまで下水道が有するポテンシャルを最

大限に活かし、地域で発生する農業系、廃棄物系の未
利用バイオマスを活用し再生可能エネルギー増産を可
能にする技術開発を行ってきた。具体的には①下水汚
泥の肥料利用技術、②稲わら等の農業残渣を利活用し
たバイオガス増産技術、③河川堤防、道路、公園で発
生する刈草を利活用したバイオガス増産技術、④小規
模処理場へ適用可能な高性能・小型バイオガス発電機
の開発、⑤ CO2 分離膜を用いたバイオガス精製と燃
料製造技術の開発を進めてきた。本稿ではそれらを紙
面が許す限り紹介したい。各要素技術に関しては、主
要な参考文献を記載したので、詳細はそれらを参考い
ただきたい。

２．下水汚泥焼却灰を原料とした高品質りん肥
料作成技術 3）～ 5）

２．１　開発背景
　リンは必須元素の一つであり農業、医薬の分野で広
く用いられている。しかし、リン鉱石は世界的に枯渇
問題が懸念されている資源であり、我が国ではリン鉱
石がほとんど産出されずほぼ全量を輸入に依存してお
り、国内での安定したリン供給元の確保と循環が必要
となっている。
　下水汚泥を焼却し得られた下水汚泥焼却灰には 15
～ 30% という高濃度のリンが含まれている。下水汚
泥焼却灰は日本全体で年間 36 万トン発生している 6）

ことから、リン酸換算で年間 5 ～ 10 万トン発生して
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いる事になる。これはリン鉱石として輸入されるリン
酸の 14 ～ 28% に相当し、下水汚泥が国内のリン供給
源になりうることを示している。これまでに下水およ
び下水汚泥からのリン回収にはリンをリン酸マグネシ
ウムアンモニウム（MAP）として回収する MAP 法 7）

や、ヒドロキシアパタイト（HAP）として回収する
HAP 法 8）、アルカリ抽出によりリンを回収する灰ア
ルカリ抽出法 9）が実用化されている。この中でも灰
アルカリ抽出法はリンをリン酸カルシウムとして回収
することができ、回収された肥料中の重金属含有量を
抑えることが可能である。欠点としてはアルミニウム
含有率が高く、アルミニウムは、肥料利用の際にリン
の不活性化や、植物へのカルシウム、マグネシウムの
吸収を抑制する作用がある。そのため、リン肥料の高
品質化にはリン酸カルシウム中のアルミニウムを除去
する方法の検討が必要とされている。それに対して、
アルカリ抽出液にシリカ源を添加することで、焼却灰
からアルミニウム含有量の少ないリン肥料を作成する
技術を開発した。

２．２　灰アルカリ抽出法 9）

　灰アルカリ法は、下水汚泥焼却灰にアルカリ源とし
て水酸化ナトリウム（以後：NaOH）を添加すること
でリンを抽出し、この抽出液に水酸化カルシウム（以
後 Ca（OH）2）を添加することでリン酸カルシウムと
してリンを回収するものである。このリン酸カルシウ
ムは、含有リン酸の 90％以上がク溶性リン酸であり、
遅行性の肥料として利用できる。また、リン酸カルシ
ウムはリン鉱石に近い組成を持っているため、硫酸を
加えることで過リン酸石灰に加工し、速効性のリン肥
料として使用できる。灰アルカリ法によるリン酸カル
シウム作製方法を図 1 に示す。まず、下水汚泥焼却
灰に水酸化ナトリウム溶液を加えリンを抽出する。リ

ン抽出後、水酸化カルシウムを添加し、リンをリン酸
カルシウムとして析出させ回収する。また、リン抽出
工程で消費された水酸化物イオンは、リン酸カルシウ
ム析出工程で使用した水酸化カルシウムより補給され
リン酸カルシウム析出後の溶液はリン抽出用の反応液
として循環利用が可能である。一方で、リンの抽出時
にアルミニウムも同時に抽出され、リン酸カルシウム
析出時にアルミニウムもカルシウムと反応し、リンと
一緒に沈殿することでリン酸カルシウム中のアルミニ
ウム含有量が増加する。

２．３　高品質リン酸肥料作製方法 
　リン抽出液にシリカ液を添加し、アルミニウムとシ
リカが反応しアルミノケイ酸塩として析出し、これを
固液分離することで抽出液中のアルミニウムを選択的
に除去することが可能となる。抽出液からのアルミ除
去は図 2 に示す手順で行った。まず、下水汚泥焼却
灰と１M- 水酸化ナトリウム溶液の固液比を 1：10 の
割合で調整し、抽出温度 60℃、抽出時間 30 分でリン
の抽出を行った。この後、抽出液と焼却灰を固液分離
し 1 回目抽出液を作製し、シリカ液は抽出液に対して
液量比率で 1：1 になるように添加を行った。シリカ
溶液を添加した抽出液は 1 時間反応を行った後、固液
分離によりアルミノケイ酸塩を除去し、2 回目抽出液
と混合してリン抽出液を得た。抽出以降の工程は共通
で、作製した抽出液に水酸化カルシウムを添加するこ
とでク溶性のリン肥料となるリン酸カルシウムを析出
させる。水酸化カルシウムの添加量は理論容量の 1.3
倍を加え 6 時間析出させた。焼却灰組成による適用性
を評価するため、組成の異なる複数の焼却灰を用いて
りん肥料作成を行った。表 1 に使用した焼却灰の組
成を示す。
　焼却灰 A を用いて 1 回目抽出液に添加するシリカ
溶液の濃度を変化させ、抽出液中のアルミニウム除去
率とリン抽出量から、最適なシリカ添加濃度について

図 1　灰アルカリ抽出法のフロー 図 2　Si 添加法による Al 除去フロー
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検討を行った。作製したリン酸カルシウム中のリン含
有率（T-P2O5）とく溶性リン酸含有率（C-P2O5）を図
3 に示す。図 4 にリン酸カルシウム中のアルミニウム
含有率を示す。シリカ添加を行った全ての条件でアル
ミニウム含有率が 0.5% 以下になっていることが分か
る。シリカ濃度が 7.5g/L 以上で T-P2O5 と C-P2O5 が
低下する結果となり、シリカの過剰な添加はリン含有
率を低下させることが分かった。また、灰組成の異な
る焼却灰 6 種類を用いてシリカ添加を行いりん肥料を
作成した（図 5）。その結果、焼却灰中のリン含有率
が 20％以下の焼却灰ではシリカ添加の効果は認めら
れるものの、アルミニウム含有率は 4% 以上と、シリ
カ添加の効果は焼却灰中のリン濃度に影響する事が分
かった。

３．下水汚泥を活用した未利用バイオマスから
のエネルギー生産

３．１　稲わら、刈草のバイオガス化（混合嫌気性消化）
の基礎実験

　日本の主食である「米」を栽培するさいに発生する
稲わらは、農業残渣系のバイオマスとして発生量が最
も多い 10）。現在の主な利用方法である水田に肥料と
して撒く鋤き込みは、積雪地帯では好気分解せずに嫌
気性発酵を起こし、春先に稲わらが残存すること、温
暖化ガスであるメタンを放出していることから新たな
利活用技術が求められている。また、刈草は初夏から
晩秋にかけて河川敷、道路、公園、一般家庭の庭など
多くの場所で景観保護などのための除草の際に発生し
ている。特に都市部で発生する刈草は有効な利用方法
がないため、多くが一般廃棄物として処分されており、
多大な処分費を要している。刈草は含水率が高いため、
混合嫌気性消化を行った際に稲わらと比べ特別な前処
理を施さなくとも、高いガス発生量を示すことが期待
できる。また、刈草は一般廃棄物として扱われること
が多く、その収集は自治体および河川管理者が行って
おり収集体系も確立しているなど、後述する稲わらで
問題になる収集体系の課題が解決されている。
　まず、稲わらと刈草の混合嫌気性消化における適応

表 1　実験に用いた焼却灰組成

図 3　シリカ溶液濃度によるリン含有率の違い

図 5　Si 添加法で作成したりん肥料（左図：りん含有率、右図：アルミニウム含有率）

図 4　シリカ溶液濃度によるアルミ含有率の違い
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性を検討するために、稲わらおよび刈草のポテンシャ
ル評価を目的とした回分式嫌気性消化実験（以下、回
分実験）を行った。刈草は国土交通省北陸地方整備局
信濃川河川事務所の協力のもと、信濃川河川敷で 6 月
に採取したものを使用した。稲わら、刈草は発生状態
では茎丈が長く、消化槽に投入した際、管の閉塞に繋
がる恐れがあるため、１センチ程度に破砕機を用いて
破砕した。
　稲わら、刈草の含水率と固形分あたりの有機分率

（VTS）を測定した結果、含水率は稲わら 8％、刈草
76%、VTS は稲わら 70％、刈草 71% であった。回分
実験の結果を図 6 に示す。試験中の pH は 7 付近の中
性を示し安定していた。両者を比較した場合、5 日目
時点で刈草は稲わらの 1.5 倍のガス発生量を示し、初
期の分解性が非常に高いことが分かった。また、30
日目時点で 600ml/g-VS と稲わらの 1.2 倍のガス発生
量を示しており、分解性および得られるバイオガス量
共に高く、メタンポテンシャルが高く混合嫌気性消化
に適したバイオマスであることが確認できた。30 日
目のガス発生量は前処理を行った稲わらと同等の値で
あり 11）、刈草を用いる場合は破砕のみで十分な分解
性を得られることが分かった。

３．２　稲わらと下水汚泥との混合消化実証実験
　稲わらと下水汚泥との混合消化実証実験は平成 23
年～ 25 年に渡り、新潟県信濃川下流流域下水道長岡
浄化センター（以下、長岡浄化センター）で連続実証
実験を行った。実験系列として、下水汚泥のみの系（汚
泥単独系）と下水汚泥と共に稲わらを投入した系（稲
わら系）を 2 系列、合わせて 3 系列を運転した。稲わ
らの投入負荷は下水汚泥量に対して固形分比 1：0.5（湿
潤重量約 18% 相当）に設定した。滞留日数は約 29 日

（稲わら系は約 25 日）、消化温度 36℃の中温消化で実
験を行った。実験のフローを図 7 に示す。
　稲わらは保存性が高い反面、そのままでは分解性が
低い。稲わらのバイオガス化率を向上させるためには
稲わらの前処理が必要となる 12）。そこで、前処理と
してこれまでに酵素やアルカリ処理を実施した。破砕
した稲わらを酵素液やアルカリ溶液に浸漬させること
で、稲わら中のセルロースと難分解成分であるリグニ
ンの結合を分離できる。実証実験では 0.25% の酵素溶
液に 20 日間あるいは、0.5% の水酸化ナトリウム溶液
に 1 日浸漬させたアルカリ処理稲わらを用いて実験を
行った。アルカリ処理を行った場合の実証実験のガス
量と pH の推移を図 8 に示す。

図 6　刈草と稲わらのガス発生量の比較

図 8　稲わらの混合嫌気性消化発酵実証実験の結果（左図：ガス発生量、右図：pH）

図 7　混合嫌気性消化実証実験のフロー
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　図 8 より運転初期から安定した運転を継続し、長
期間の消化運転が可能であることが確認された。また
ガス発生量も汚泥単独系に比べ 1.4 倍のガス増加量を
示した。これまでアルカリ処理を用いた技術の問題で
あった消化槽の pH もバイオガス生成菌の適正範囲で
ある 6.5 ～ 7.5 の間で推移しており、アルカリ投入に
よる悪影響は確認されなかった。また消化液中のアン
モニア性窒素も 1,000mg/L 以下で、アンモニアの蓄
積は確認されなかった。
　以上、稲わらを適切な前処理を行うことで、下水汚
泥と同等の分解率でバイオガス化させることに成功し
た。 稲わらは頑丈な構造を持っていることから長期
の保存ができる特徴を有する反面、未利用バイオマス
を活用した事業として取り扱う場合に、廃棄物として
扱うか有価物として扱うかで事業採算性が大きく異な
ること、それらの回収を担う事業体系を新たに構築す
ることが必要となる。　　

３．３　刈草と下水汚泥との混合嫌気性消化
　刈草と下水汚泥との混合嫌気性実証実験は、平成
25 年度から新潟市中部下水処理場、長岡浄化センター
の 2 箇所で実証実験を行った。
　刈草は分解性が高い反面、稲わらのように長期間の
保存ができないため、今回は 1 週間毎に、1 週間分の
刈草を採取した後、破砕機で破砕し、施設内で暗所保
管および冷蔵保管した。刈草は、破砕処理以外の前処
理は不要であるため、図 7 のフローのうち前処理を
行わず破砕後、そのまま消化槽に投入した。実験系列
は下水汚泥のみ投入した汚泥単独系と下水汚泥と共に
刈草を投入した刈草系を運転した。投入負荷は稲わら
の実験で安定運転を実証できた、下水汚泥量に対して
固形分比 1：0.5（湿潤重量約 7% 程度）とするために、
採取毎に固形分を測定し投入量を調節した。刈草の含
水率は 45%、VTS は 85% で、実験期間中の固形分、

有機分の大きな変動は確認されなかった。滞留日数は
約 29 日（刈草系は約 27 日）、消化温度 36℃の中温消
化で実験を行った。新潟市中部下水処理場での実証実
験のガス量の推移を図 9 に示す。
　図 9 より、刈草を用いた場合でも稲わらと同様に
運転初期から安定した運転が継続でき、pH も中性付
近で推移したことから、長期間の消化運転が可能であ
ることを確認した。ガス発生量もアルカリ処理稲わら
と同様、汚泥単独系の 1.4 倍のガス量を示し、刈草の
性状変動の影響は確認されなかった。また、前処理に
関しても、破砕のみで安定したガス量が常に得られて
いることから、特別な前処理装置の導入は必要無いこ
とが分かった。アンモニアの蓄積も確認されず安定し
た消化が可能であった。

４．バイオガスの利活用技術

　メタン発酵で発生するバイオガスについては、約
60％のメタンを主成分として二酸化炭素が 30 ～ 40％
含まれる。その他に窒素、硫化水素も微量含まれる。
このメタンをエネルギー源として高度利用、多様化利
用することもバイオマス利活用技術として重要であ
る。
　バイオガスは、多くの施設では消化槽の加温に熱源
として利用されている。また、汚泥の集約施設や大都
市の下水処理場では、バイオガス発電が行われている。 
通常は、消化槽の加温だけでは余剰ガスが発生するが、
これまで多くの中小規模の下水処理場では経済性の理
由から燃焼廃棄処分されてきた。そこで、中小規模施
設にも適用可能にするためにバイオガス発電の低コス
ト化技術の開発が行われている 13）。また、二酸化炭
素が約 40％以上含まれるバイオガスは熱量が低いた
め、利便性や経済的価値が低いことから、バイオガス
から二酸化炭素を取り除き、天然ガスや都市ガスと同

図 9　刈草の混合嫌気性消化実証実験のガス発生量推移
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４．２　バイオガスの精製技術
　バイオガス中のメタン純度を向上させる技術は、二
酸化炭素は比較的水に溶けやすい性質を利用し湿式脱
硫などでも二酸化炭素は取り除かれる。このような湿
式吸収法の他にメタンと二酸化炭素のゼオライトなど
への吸着材への吸着速度の差を利用した PSA 法やメ
タンと二酸化炭素の膜への透過（拡散）速度の差を利
用した膜分離法がある。
　我々は、これまで（独）NEDO、文部科学省の補助
を受け、横浜市環境創造局の協力により日本ガイシ株
式会社と共同で横浜市南部汚泥資源化センターで膜分
離法による消化ガス精製システムの実証実験を行っ
た。このとき用いた膜は、セラミック基材上に DDR
型ゼオライトと呼ばれる特殊なゼオライトを薄膜形成
した気体分離膜である（図 12）。このゼオライトには、
分子レベルの細孔が規則正しく開いており、メタンと
二酸化炭素を分子の大きさの違いにより分離すること
が可能である 15）。膜による精製の大きな特徴は、消
化ガスを昇圧し膜に供給するだけのシステムが簡素な
点である。実証実験では DDR 型ゼオライト膜を初め
て消化ガス精製に適用し、メタン濃度 60％のバイオ

ガスから①メタン濃度 90%、二酸化炭素 97% 以上、
②メタン濃度 95%、二酸化炭素 95% 以上と利用用途
に合わせて高純度でそれぞれで回収することに成功し
た（図 13）16）。さらに、国土交通省、内閣府の補助
を受け、さらなる膜の高性能化や長期間の影響の評価
やシステム全体の開発を行うために新潟県土木部都市
局下水道課の協力により新潟県信濃川下流流域下水道
長岡浄化センターで実証実験を行った。これまでに本
膜のみでメタン濃度 98% 以上、CO2 濃度 98% 以上で
精製可能で、その際のメタンと二酸化炭素の回収率も
どちらも 98% 以上を達成している（図 14）。　
　さらに、膜分離は加圧のみの簡素なシステムで、メ
タンガスは圧力を持って精製されるために、例えば高
圧ガス取締法の準拠が不要な約 10 気圧で分離させ、
その圧力を用いてメタンガスを貯蔵可能である。さら
に、本膜は 100 気圧以上でも分離可能で、圧力に比例
してガス透過量が増える（必要膜量が減少する）ため、
高圧で操作させることで設備がさらにコンパクトにで
きる。また、天然ガス精製や炭化水素の触媒反応系な
ど自圧を有するガスからの CO2 回収に本膜を適用す
る事で大幅な省エネルギー化が期待されている。

等までメタン純度を向上させるバイオガス精製技術の
開発も実施されている 14）。著者らが開発に携わった
小型消化ガス発電技術とバイオガスの精製技術につい
て紹介する。

４．１　低コスト消化ガス発電システムの開発
　（独）土木研究所が基本開発した小型のガスエンジ
ン発電機を用い、改良を行い下水処理場内で実証実験
を実施した。本ガスエンジン発電機は、市販のディー
ゼル発電機を改造したもので、出力 25kW 程度の廉
価な小型ガスエンジン発電機である（図 10）。実証実

験ではバイオガス中のメタン（60%）を 70、80%、
90% にそれぞれ濃縮したガスを燃料とし、各供給条
件が発電効率に与える影響などの検討を行い、最終的
にはメタン濃度 50-100% 以内で発電効率が 30% 以上
となる燃焼制御でき、高効率で電力エネルギーに転換
することが可能であった。さらに、ガスエンジン発電
機の市販化を目指し新潟県土木部都市局下水道課、長
岡技術科学大学で改良型のガスエンジン発電機を共同
開発し、出力 25kW の高負荷運転時において発電効
率 33% 以上を達成している。現在は、出力 50kW、
75kW、90kW の発電機も商用化されている（図 11）。

図 10　土木研究所が開発したバイオガス発電機 図 11　商用化されたバイオガス発電機
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図 12　DDR 型ゼオライト膜の特徴

図 14　 DDR 型ゼオライト膜によるバイオガス精製連続実験結果（左：ガス濃度、右：流量）

図 13　バイオガス精製の比較

５．他の有機性資源および下水道資源・エネル
ギーの利活用技術

　本稿では、主に下水汚泥由来の無機資源、有機資源
の活用技術を中心に紹介した。メタン発酵技術の適用
に関しては、下水汚泥に限らず家畜ふん尿、し尿汚泥、
生ごみ、食品廃棄物にも適用可能であることは広く知
られている。他バイオマスの集約技術として生ごみ、
家畜ふん尿、エネルギー作物、廃油等と有機性汚泥と
の混合消化技術の開発を進めている。また、本来は下
水処理場におけるメタン発酵工程は、汚泥を減容化さ
せることが目的である。著者らはバイオマスを加えた
ことによる汚泥の性状や脱水性の変化に注目し、汚泥
発生量（脱水ケーキ量）を増加させない技術の開発と、
それらを実証実験での検証を行っている。消化汚泥は

消化工程を経る分だけ有機物量が少なく、固形燃料化
技術の導入が難しいとされている。それに対して、新
たにバイオマスを加えることで汚泥の発生量を抑えつ
つ、有機物割合を保つ条件の確保を可能にする技術が
期待できる。
　さらに汚泥あるいはバイオガス以外にも下水道では
未利エネルギー源である下水の熱利用、未利用資源と
して再生水中の窒素、リンなどの栄養塩類、バイオガ
ス中の CO2 ガスが発生している。現在、これらの利
活用に向けて国土交通省、（独）土木研究所、新潟県
下水道課と共同で下水処理場内での植物生産技術の開
発に着手した。
　また、バイオガス利用に関しても水素社会の構築が
進められるなか、CO2 フリーな水素の供給源としてバ
イオガスが期待されている。有力な水素製造方法はメ
タンからの改質である。その際にはバイオガスを精製
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しメタン純度を高める必要があり、燃料電池自動車等
の燃料として適用するための低コスト水素製造技術の
開発が必要であろう。このように下水処理場を積極的
な再生可能エネルギー供給施設として位置付けるため
の技術開発を官民学で進める必要があり、地域の下水
処理場の果たす役割はますます大きなものとなる。
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キーワード：オゾン処理、エジェクター、凝集処理、スタティックミキサー、膜ろ過

福地　広明東京都下水道局

野本　睦志東京都下水道サービス㈱

田中　祐大日之出水道機器㈱

角川　功明メタウォーター㈱

投  稿  報  告

オゾン溶解反応タンク及び
インライン凝集による
再生水造水の効率化

１．はじめに

　東京都下水道局では下水処理水をオフィスビルトイ
レ用水や清流復活用水として供給する再生水利用事業
をおこない、循環型社会の形成に貢献している。下水
処理水を再生水として供給するにあたっては、下水処
理水にろ過やオゾン処理など、さらに高度な処理を施
している。
　芝浦水再生センターでは東系処理施設にオゾン処理
と凝集処理＋セラミック膜ろ過を用いた造水量
7,000m3/ 日の再生水設備を建設し、平成 22 年より稼

働している（図 1-1）。本施設は濁度および色度の除
去性に優れ、再生水利用に関する技術上の基準（国土
交通省）のうち最も厳しい基準である親水用水基準（濁
度 2 度以下、色度 10 度以下）を満足するレベルの再
生水を造水している。
　近年の電力危機や地球温暖化対策により下水道事業
では省エネルギー化が強く求められている。また芝浦
水再生センターは JR 品川駅に隣接した都市部に位置
し敷地が限られることから、将来的な設備の更新、増
設を見据えた場合、省スペース化が必要である。しか
しながら現在の処理方式では、オゾン発生器や凝集混
和槽の撹拌で多くのエネルギーを消費している。また、

図1-1　芝浦水再生センター東系処理施設における既設の再生水造水設備フロー図
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オゾン接触時間や凝集時間を要するためそれぞれ大き
な槽を有していることから、省エネルギーと省スペー
スの点で課題を抱えている。
　東京都下水道局、東京都下水道サービス㈱、日之出
水道機器㈱およびメタウォーター㈱は、再生水の製造
工程の中でオゾン処理と凝集処理工程を対象に、省エ
ネルギー、省スペースでかつ維持管理性の向上を目指
した技術の共同研究を進めている。

２．開発技術の概要

　今回開発を進めている技術は、オゾン処理について
はエジェクター＋溶解反応タンクを用いたオゾンの高
効率溶解技術によってオゾン注入量の削減と接触時間
の短縮を行い、凝集処理についてはスタティックミキ
サーを用いた凝集剤のインライン注入技術によって撹
拌動力の削減と凝集混和時間の短縮をすることによって
省エネルギー化と省スペース化を目指すものである。

３．オゾン処理の効率化

３- １　概要
　再生水造水におけるオゾン処理の目的は、オゾンの
酸化反応により、色度、臭気等の成分を分解・除去し、
再生水の水質を向上させるものである。既設のオゾン
処理設備では、散気筒によるオゾン処理を採用してい
るが、オゾン接触時間は 10 分程度の時間がかかって
いる。また、オゾン発生器に係る電力は再生水造水で
使用する電力の約 7 割を占めており、今回、エジェク
ターによるオゾンの配管注入と特殊な溶解反応タンク
方式を用いて、オゾン使用量の削減およびオゾン接触
時間の大幅な短縮により使用電力量の削減とコンパク
ト化を目的に実験を行った。

３- ２　実験方法
　（1）実験装置の概要

　実験は芝浦水再生水センター内にエジェクターと
特殊な溶解反応タンクを用いた方式（以下、溶解反
応タンク方式と称す）のミニプラント（処理能力
24m3/ 日）を設置して行った。実験には、既設の再
生水設備の生物膜ろ過処理水を用いた。実験装置の
概要と処理フローを図 3-1 に示す。本装置は、加圧
ポンプ配管途中に取り付けたエジェクターでオゾン
を吸引することでオゾン混合水を作り、溶解反応タ
ンク上部ノズルから噴射し、タンク内に設置した内
筒（乱流発生装置）で高速の乱流を発生させること
で、加圧＋乱流効果によりオゾン溶解とオゾン反応
効率を向上させ、オゾン処理を行うものである。

（2）水質等の主な管理項目
　今回の調査における水質等の主な管理項目は、既
設の管理項目と同等とし、オゾン処理水の色度（管
理目標 3 度以下）、排オゾン量（目標 10％以下～数
パーセント）とした。

（3）実験の手順および条件
　実験は図 3-2 のステップでオゾン注入量、溶解反
応タンク圧力、オゾン接触時間を変化させて行った。
各ステップの条件を表 3-1 に示す。ステップ -1 で
溶解反応タンク圧力の影響を調査し、ステップ -2
でオゾン接触時間を検討した。ステップ -1、ステッ
プ -2 で得られた結果から重回帰分析法によるシ
ミュレーションにより最適条件を設定し、ステップ
-3 で実験により検証した。

図3-1　実験装置と処理フロー図

図3-2　実験の手順

表3-1　実験の条件
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３- ３　実験結果と考察
（1）ステップ１：溶解反応タンク圧力の影響
　溶解反応タンク圧力とオゾン注入量を変えた時の
オゾン処理水色度を図 3-3 に示す。各オゾン注入量
において溶解反応タンク圧力を高くすると、オゾン
処理水色度は若干低くなる傾向はあるものの、大き
な差は認められなかった。一方、オゾン注入量を増
やすとオゾン処理水色度は低くなった。実験実施中
の既存設備のオゾン注入量は平均 8.8mg/L、オゾン
処理水色度は 1.9 度であり、本実験で既存設備と同
じオゾン処理水色度となった時のオゾン注入量は既
存設備より少ない 7mg/L、その時の溶解反応タン
ク圧力は 0.050MPa であった。

（2）ステップ２：オゾン接触時間の検討
　次に、ステップ -2 としてオゾン接触時間（15 秒、
30 秒、60 秒）と溶解反応タンク圧力を変えた時の
オゾン処理水色度を図 3-4 に示す。オゾン注入量は
7mg/L で固定した。いずれもオゾン処理水色度の
管理目標値を十分に達成したが、オゾン処理水色度
はオゾン接触時間 15 秒の場合と比べて 30 秒、60
秒の方が良好な結果が得られ、30 秒、60 秒の結果
は概ね同じであったことから、オゾン接触時間は
30 秒程度で十分であると判断される。

（3）ステップ 3：最適運転条件の設定
　オゾン注入量を増やすとオゾン処理水色度は低下
するが排オゾン量が増し、オゾン発生に係る電力も
増加する。一方、溶解反応タンク圧力を高くすれば
オゾン溶解効率は上がるが、ポンプ動力が増加する。

したがって、オゾン注入量を抑えつつ、溶解反応タ
ンク圧力を低めに抑えた状態でオゾン処理水色度及
び排オゾン量の管理目標を満足することが求められ
る。そのため、ステップ１，２で得られたデータを
用いて、重回帰分析により最適なオゾン注入量と溶
解反応タンク圧力を求めた結果、既設の生物膜ろ過
処理水に対しては、オゾン処理水色度、排オゾン量
の割合、省エネルギーを考慮したオゾン処理の最適
な運転条件として次のとおりであることが検証され
た。オゾン接触時間については、30 秒、60 秒の結
果が概ね同じであったことから 30 秒とした。

・オゾン注入量：7mg/L　
・オゾン接触時間：30 秒
・溶解反応タンク圧力：0.050MPa

（4）排オゾン割合の確認
　オゾンの物質収支は処理対象の生物膜ろ過水の水
質によっても影響されるため、同一日におけるオゾ
ン処理効率を評価するための物質収支調査を実施し
た。図 3-5 に溶解反応タンク圧力 0.050MPa におけ
るオゾン注入量別のオゾンの物質収支比較を示す。
この時の排オゾン量の割合については、オゾン注入
量が 5、7、9、15mg/L でそれぞれ 4.2、4.7、10.7、
15.1% であった。溶解反応タンク圧力 0.050MPa、
オゾン注入量が 7mg/L 以下における排オゾン量の
割合は概ね 5% 以下となり、同日の既存設備の排オ
ゾン量の割合の平均 12.5% と比較し大幅な削減が可
能であった。

図3-3　溶解反応タンク圧力とオゾン注入量、オゾン
処理水色度の関係

図3-4　オゾン接触時間と溶解反応タンク圧力、オゾ
ン処理水色度の関係
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（5） 溶解反応タンク方式の導入効果
　実験により得られた結論として、溶解反応タンク
方式ではオゾン使用量を既存設備と比較して約 20%

（既設：8.8mg/l →今回：7.0mg/l）削減でき、オゾ
ン接触時間は約 1/20（既設：約 10 分→今回：約 30
秒）とすることが可能となった。排オゾン量の割合
については、注入量に対して 5% 以下（既設：約
12.5% →今回：約 4.7%）となり、目標を十分に満足
することができた。
　また、将来の実設備を想定し、既存施設の１系列
分である処理能力 3,500m3 ／日を仮定した場合、表
3-2 に示すようにオゾン反応タンクの容量は既存設
備の約 1/16 となり大幅な設備のコンパクト化を図
ることが可能である。

４．凝集混和処理方法の効率化

４- １　概要
　再生水造水における凝集混和処理は、再生水中の浮
遊物質を凝集剤により凝集させることでフロック径を

大きくし、後段のセラミック膜閉塞を抑制するために
行われる。既存の凝集処理設備では、混和槽へ凝集剤
を添加し、攪拌機により約 10 分間かけて混合、凝集
を行っている。今回、凝集剤のインライン注入とスタ
ティックミキサーによる混合により施設のコンパクト
化と撹拌動力の削減を目的に開発を行った。

４- ２　実験方法
（1）実験装置の概要
　実験装置フローを図 4-1 に示す。凝集処理に使用
する処理水は既設のオゾン処理水を用いた。本実験
では A，B 二つの系列を備えたセラミック膜ろ過装
置を用い、異なる凝集条件で並列運転することによ
り比較を行った。凝集条件の違いによる評価は、セ
ラミック膜ろ過装置の膜差圧（温度補正後）の推移
および逆洗後膜差圧の上昇速度により評価した。水
質分析は既設のオゾン処理水および実験装置のセラ
ミック膜ろ過水を対象に図に示した位置より採水し
て実施した。

図3-5　オゾン注入量別のオゾン物質収支比較図

表3-2　オゾン処理既存設備と開発技術の設備比較（3,500m3/日と仮定）
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（2） 実験条件
　表 4-1 に実験装置の仕様と運転条件、表 4-2 に検
討項目および実験条件の一覧を示す。凝集条件は既
存 設 備 に 合 わ せ て pH 調 整 な し、PAC 注 入 率
30mg/L とした。また、膜ろ過条件は逆洗後膜差圧
の変化を短期間に評価するため、既存施設 3.0m/d
の膜ろ過流束を実験装置では 6.0m/d と倍の流束で
運転する加速試験をした。また、逆洗の間隔は
60min に設定した。
　実験Ⅰでは、混和槽による凝集とインライン凝集
の比較検討を実施した。実験Ⅱ、Ⅲでは、インライ
ン凝集におけるスタティックミキサーの効果、およ
び凝集剤注入後の滞留時間の影響について検討し
た。なお、滞留時間の調整はスタティックミキサー
直後の配管を延長することで行った。

図4-1　実験装置フロー

表4-2　検討項目および実験条件

表4-1　実験装置の仕様
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４- ３　実験結果と考察
（1） 混和槽による凝集とインライン凝集の比較
　実験Ⅰにおける膜差圧の変化を図 4-2 に示す。図
には逆洗直前膜差圧（上側のプロット）、逆洗後膜
差圧（下側のプロット）を示している。いずれの系
列も運転時間に応じて逆洗後膜差圧の値は微増する
傾向にあるが、インライン凝集では 1 回のろ過工程
における膜差圧の増加は大きいものの、逆洗後膜差
圧の上昇速度は 0.9kPa/ 日となり、混和槽の場合の
2.2kPa/ 日よりも低い値を示した。表 4-3 に水質分
析結果を示す。処理水質に関しては、凝集方法の違
いによる影響はなく、濁度、色度および溶存性有機
体炭素（Dissolved Organic Carbon：DOC）ともに
同等な結果であった。
　これらの結果より、混和槽による凝集をインライ

ン凝集に変更してもセラミック膜ろ過運転の安定性
に影響がなく、逆洗後膜差圧の上昇期間が延長され
ることを確認した。

（2） スタティックミキサーの効果
　実験Ⅱにおける膜差圧の変化を図 4-3 に示す。逆
洗後膜差圧の上昇速度は、スタティックミキサーあ
りで 5.3kPa/ 日に対して、スタティックミキサーな
しで 5.5kPa/ 日と、スタティックミキサーの有無に
関係なくほぼ同等な結果となった。処理水質に関し
ても、ほぼ同等な結果であった（表 4-3）。今回の
実験装置では配管径が8mmと細いため、スタティッ
クミキサー無しでも凝集剤が十分に混合されたため
と考えられるが、実機規模では凝集剤の分散に違い
があると考えられるため、今後実機規模でのスタ
ティックミキサーの効果についての検証を行う予定
である。

図4-3　インライン凝集におけるスタティックミキサーの効果

図4-2　混和槽による凝集とインライン凝集の比較
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（3） 凝集剤注入後の滞留時間の影響
　実験Ⅲにおける膜差圧の変化を図 4-4 に示す。1
回のろ過工程における膜差圧の増加量は、滞留時間
を 5 分設けた方は 5kPa 程度であるのに対して、滞
留時間を数秒とした方では 20kPa 程度と大きかっ
た。しかしながら、逆洗後膜差圧の上昇速度は、滞
留時間を 5 分とした方は 5.8kPa/ 日であるのに対し
て、滞留時間を数秒とした方では 1.7kPa/ 日と低い

値を示した。この挙動は実験Ⅰと同じ傾向であり、
今回の既設オゾン処理水に対しては凝集剤注入後の
滞留時間が長くなるほど、1 回のろ過工程における
膜差圧の増加は抑制できるが、逆洗後膜差圧の上昇
速度は大きくなり、セラミック膜ろ過の安定運転に
影響を与える結果となった。膜ろ過処理水質に関し
ては、ほぼ同等な結果であった。（表 4-3）

図4-4　インライン凝集における凝集剤注入後滞留時間の影響

表4-3　水質分析結果
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５．溶解反応タンク処理水のインライン凝集処
理 + セラミック膜ろ過処理への影響評価

５- １　概要
　本章では溶解反応タンク方式によるオゾン処理水が
インライン凝集 + セラミック膜処理に与える影響に
ついて、短期間の運転ではあるが評価を行った。

５- ２　実験方法
　実験装置フローを図 5-1 に示す。実験装置および評

価方法は 4 章と同じく A、B 二つの系列を備えたセラ
ミック膜ろ過装置を用い、それぞれのプロセスを並列
運転することにより比較を行った。
　表 5-1 に運転条件を示す。従来プロセスは既存設備
のオゾン処理水を用いた。一方、開発プロセスは既存
設備の生物膜処理水を今回開発した溶解反応タンク方
式でオゾン処理したものを用い、オゾン注入率は
6.0mg/L で一定とした。この値は実験直前における既
設設備のオゾン注入率を参考に設定した。凝集および
セラミック膜ろ過の条件は 4 章で示した表 4-1 と同じ
設定とした。

図5-1　実験装置フロー

表5-1　従来プロセスと開発プロセスの運転条件
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５- ３　実験結果と考察
　セラミック膜ろ過における膜差圧の変化を図 5-2 に
示す。実験期間中のオゾン注入率は開発プロセスが
6.0mg/L（一定注入）に対して従来プロセスが平均
6.9mg/L と、開発プロセスの方がオゾン注入率は低
かったが、逆洗後膜差圧の上昇速度は、従来プロセス
で 2.0kPa/ 日、開発プロセスで 1.7kPa/ 日と開発プロ
セスの方が小さい傾向であった。また、開発プロセス
は１回のろ過における膜差圧の増加が大きいことが懸

念されたが、逆洗前の膜差圧は従来プロセスとほとん
ど同じ値で推移した。
　表 5-2 に水質分析結果を示す。膜ろ過処理水質に関
しては、プロセスの違いによる影響はなく、ほぼ同等
な結果であった。これらの結果から、溶解反応タンク
方式オゾン処理とインライン凝集 + セラミック膜ろ
過設備の組み合わせによる運転特性および処理水質へ
の影響がないことが示された。

図5-2　セラミック膜ろ過運転特性の比較

表5-2　処理水質の比較
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６．まとめ

　オゾン処理と凝集処理を組み合わせたセラミック膜
による再生水造水プロセスについて、短期間の運転結
果ではあるが、今回の調査で溶解反応タンク方式によ
るオゾン処理とインライン凝集を用いることで、オゾ
ン注入量を約 2 割削減でき、凝集混和槽の攪拌機も不
要となるのでエネルギーの削減が期待できる。また、
オゾン接触時間と凝集混和時間の短縮により省スペー
ス化が可能であることを確認した。既存設備と開発技
術の比較を表 6-1 に示す。

　現在、オゾン処理と凝集処理を組み合わせたセラ
ミック膜による再生水造水技術の実用化に向けて長期
間の連続運転安定性の確認と、運転の自動制御のため
のパラメーター調査及び、エネルギー削減量や維持管
理性についてさらに調査を進めている。また、イニシャ
ル、ランニングコストの評価も実施予定である。

表6-1　既存設備と開発技術の比較
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コ ラ ム

『雨を活かし循環する社会』の実現に向けて…

　2014 年 5 月「雨水の利用の推進に関する法律」が施行された。この法律では「雨水」を「うすい」
ではなく、「あまみず」と読む。これまで「雨水」は「うすい」と呼ばれ、速やかに排除するものと
して扱われてきた。しかし、この法律によって、「雨水」は「あまみず」と呼び、下水道や河川への
集中的な流出を抑えるために、水資源の一つとして有効に利用することとなった。また、この法律と
ともに施行された「水循環基本法」では、水は国民共有の貴重な財産とし、水循環の健全化を図るこ
とが定められた。
　法律の施行、また極端気象、ゲリラ豪雨の影響もあいまって、注目されはじめた「雨水活用（雨水
の貯留・利用・浸透・蒸発散）」は目新しく思われがちだが、雨水利用の普及・推進など、雨を活か
し循環する社会の実現に向けた活動は古くから続けられてきている。1994 年墨田区で開催された「雨
水利用東京国際会議」を機に発足した“雨水利用を進める市民の会（現、NPO 法人雨水市民の会）”
や各地で活動する市民団体をはじめ、日本建築学会の雨水活用関連の小委員会、全国約 130 の自治体
で構成される“雨水利用自治体担当者連絡会”、企業集団としての“公益社団法人雨水貯留浸透技術
協会”や“雨水利用事業者の会”など、産官学民、様々な立場で雨水循環型社会を目指した活動が展
開されてきた。2008 年には、これらの活動を連携させ、さらに拡大していくための、雨水に関する
情報プラットフォーム“雨水ネットワーク会議”（http://www/rain-net.jp）が設立された。雨水ネ
ットワーク会議は、雨水に関する活動を行う様々な団体や市民に加え、国土交通省、環境省もアドバ
イザーとして参画し、毎年、全国大会を開催し、最先端の情報の共有、最新事例の紹介や活動の交流
等を行っている。
　これまでの様々な活動の結果として、法律の施行、雨水の貯留・浸透施設の設置助成金、雨水活用
の技術やその基準等といった、雨を活かし循環する社会の実現に向けた社会基盤や制度、技術などの

“ハード”は徐々にではあるが整いつつある。これに対し、この“ハード”を運用するための“ソフト”
をどう充実させていくかが今後の課題と言える。“ソフト”とは、雨を活かし循環させていく人であり、
知識であり、文化である。その中でもポイントは、“人”である。雨を活かすという考え方を広める人（啓
蒙者）、雨を活かすことを形にする人（技術者）、実際に雨を活かす人（実践者）をどのように育成し、
増やしていくかが重要となる。ここ数年“雨水利用”や“雨水タンク”の認知度は上がり、雨を活か
したいと思う人は少しずつ増えている。しかし、その思いを形にできる技術者は増えているとは言い
難い。その要因は、『雨を活かす』ことがマーケットとして成熟しておらず、それを生業にしていく
ことが難しいという点にある。今後、“ソフト”の充実のためにも、『雨を活かす』ことが一つの“産
業”として成長できるような仕組みづくりも必要といえる。
　この様に、『雨を活かし循環する社会』の実現には、社会基盤、制度や技術といった“ハード”の
整備とともに、それを運用、維持、成長させていく“ソフト”の充実が不可欠であり、この両者をい
かに調和させていくかが大きな課題である。産官学民の壁を越え、様々な立場の人々が連携し、同じ
思いで、一歩ずつ進んでいくことも必要である。「雨のみちをデザインする」をテーマとして掲げる
弊社も『雨を活かし循環する社会』の実現に向けて、“人”に焦点をあて、“ハード”と“ソフト”の
充実と調和を図っていきたい。

株式会社タニタハウジングウェア
　代表取締役社長　谷田　　泰
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　150 号を振り返って

○座長（落）　それでは限られた時間ではございます
が、これからパネルディスカッションを始めたいと思
います。「再生と利用」が発
刊されて間もなく 150 号を
迎えます。「再生と利用」の
始まりというのが下水汚泥
の有効利用だったと聞いて
います。私も第 1 号から愛
読させていただいていまし
て非常に勉強になったので
すが、今日のパネラーは「再
生と利用」に深く関係され

た方々です。そういうことで最初に、汚泥の有効利用
についてこれまでを振り返っていただいて思いを一言
ずついただこうかなと思います。まずは茅野先生にお
願いしたいと思います。よろしくお願いします。
○茅野　下水汚泥資源利用協議会の発足は確か昭和
52 年ですね。その頃、私は
まだ下水道関係に知り合い
もなかったので、設立の経
緯は詳しくは知りませんが、
下水道協会と土壌協会が相
談して、汚泥の農業利用を
主目的として創設されたよ
うです。この協議会の設立
を契機として汚泥リサイク
ル活性化時代に入ったと思

報告 第28回下水汚泥の有効利用に関するセミナー
	 パネルディスカッション概要 会場：新潟市

茅野講師落座長

座 長

パネラー

落　　修一 （公財）日本下水道新技術機構　資源循環研究部副部長

農学博士　東京大学名誉教授、秋田県立大学名誉教授　農業環境健康研究所顧問茅野　充男
日本下水道事業団　技術戦略部資源エネルギー技術課長代理島田　正夫
土木研究所　先端材料資源研究センター（iMaRRC）材料資源研究グループ上席研究員南山　瑞彦
新潟市下水道管理センター　施設管理課課長補佐山本　茂浩
国土交通省　水管理・国土保全局下水道部下水道企画課課長補佐太田　太一

※パネラーは発言順。
　所属・役職は開催当時のもの。

長岡技術科学大学　環境社会基盤工学専攻　資源エネルギー循環研究室　准教授姫野　修司
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います。私も事業団の森忠洋さん等に誘われて、堆肥
づくりを始めました。堆肥づくりは我が国では古くか
ら各農家がやっていたことですが、それまでの堆肥づ
くりは藁を中心にしたものですから、炭素が多くて窒
素が少ない原料を堆肥化する。ところが下水汚泥は逆
です。窒素が多くて炭素が少ない。これは何を意味す
るかというとアンモニアが多く発生してしまうので
す。アンモニア臭が強いので、その悪臭の問題にどう
対処するかから議論が始まりました。量的にも多量で
すし、汚泥は常時発生するが堆肥の需要期は春か秋に
限られているなどの問題があります。それから皆で汚
泥の堆肥化とは何か、堆肥が腐熟化するとはどういう
ことかというようなことを勉強し、議論しました。
　当時、まだ私も若かったから元気もありましたし、
下水道界も「終末処理から始発駅へ、即ち、リサイク
ルの出発点である」ということで、みんな若い人が元
気を持っていた時代でした。その後、あまり農業利用
は発展しない状態が継続し、私が「再生と利用」の編
集委員長を仰せつかった頃からは焼却に傾いていきま
した。今回のセミナーで、またリン酸を農業利用する
という方向に動いているという話を聞いて大変うれし
くなりました。
○座長（落）　ありがとうございます。非常に、私たち、
指導していただいて本当に感謝しているところです。
それでは次に島田さん、お願いします。
○島田　「再生と利用」が間
もなく 150 号を発刊される
ということですが、私が編
集委員として携わり始めた
のは、号数で言うと 102 号
からです。「再生と利用」は、
今、茅野先生が言われたよ
うに昭和 53 年から発行され
たのですが、その内容は下
水汚泥の「農業利用の促進」
が目的でした。歴史を今振り返ってみますと、日本の
そもそもの下水道が本格的にスタートしたのは昭和
45 年の下水道法改正です。今まで生活環境の改善が
中心であったものが、公共水質汚濁の改善という目標
が加わりました。当時、大気汚染とともに公共用水域
の水質汚濁が全国的に深刻な状況であったことから、
それを改善するために早急に下水道整備をしなくては
いけないということで昭和 45 年くらいから全国で事
業着手されました。昭和 47 年に下水道事業団（当時
下水道事業センター）がその目的を達成するために設
立されました。下水道整備を進めていく中で、下水道
管が繋がると今まで川や海へ垂れ流していた工場排水
もすぐ下水に接続しなさいという、水質改善を早急に

達成するためにそういう施策がとられました。当時か
ら除害施設という規定はあったのですが必ずしも十分
守られていない事業所も多く、残念ながら、下水汚泥
中の重金属濃度が高い処理場も多くありました。当初、
われわれ下水道事業団でもいろいろな農業関係団体等
と下水汚泥のコンポスト化による肥料利用の研究を共
同で進めていたのですが、協力的だった農業団体から
も「下水汚泥はちょっと重金属濃度が高すぎる、この
まま使うと問題が発生するのではないか」という声が
出てきてしまいました。先ほど茅野先生の話にもあり
ましたように、畑地土壌の亜鉛濃度が 120ppm という
管理基準ができたのが昭和 59 年です。農業サイドと
しては、下水汚泥はなるべく畑に使うなというスタン
スに変わってしまったのです。
　下水道の整備はそれでもどんどん進めていく中で、
汚泥の発生量は増え続けましたが農業サイドは使って
くれない。やむにやまれず減量化しなくてはいけない。
廃棄物処分場の容量には制限がありますから、それで
焼却炉導入が進められました。焼却灰のままではなか
なか有効利用できないということで溶融スラグ化して
建設資材利用を促進しようとなり、昭和 60 年くらい
から下水道事業団も広域汚泥処理事業に着手しまし
た。関西地区で 4 カ所スタートしたのですが、運転開
始したのは平成の初めごろからです。それで焼却灰と
か溶融スラグの建設材料というのが下水汚泥有効利用
の大きなテーマになり、「再生と利用」の中身もそう
いう方向に変わってきました。
　そうこうしているうちにバブルがはじけて日本経済
が急激に落ち込んでいくと、一番困ったのはセメント
業界です。セメントの需要量が大幅に減り始めて危機
感を覚え、セメントの生産だけでは事業経営が成り立
たないことから、各種の産業廃棄物を受け入れ処理す
るようになったのです。下水汚泥などもセメント原料
化名目で、比較的安価な処分費で引取り始めたのが平
成 10 年頃からで、その後各地のセメント工場が受入
れ始めたことから急激に伸びて、現在でも下水汚泥の
有効利用内訳ではセメント原料化が一番多くなってい
ます。
　しかし 10 年ほど前から、地球環境問題というのが
世界的にクローズアップされるようになってきたこと
から、下水汚泥もバイオマス資源として積極的に有効
利用しなくてはいけないのではないかということなり
ました。エネルギー利用ですね。消化ガス発電や固形
燃料化というのがここ 10 年ほど前から中心になって、

「再生と利用」でもそのようなテーマが非常に多くなっ
てきました。
　それからもう一つ。昭和 40 年代、50 年代の下水汚
泥中の重金属濃度は高かったのですが、その後、除害

島田講師
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施設管理の徹底化や、事業所の皆さんの意識改革のお
かげで汚泥中重金属濃度は随分と低くなり、以前に比
べると 5 分の 1 から 10 分の 1 程度に減っています。
　また、下水汚泥肥料を試しに使ってみたら予想以上
に施用効果が高くて、こんなにいいものであればもっ
と使おうではないかという雰囲気がようやくここ数年
前から増え始めました。国土交通省のビストロ下水道
やＮＨＫなどでも下水汚泥の資源の素晴らしさという
のが取り上げられるようになって、肥料としての価値
が今見直されてきていますので、今後も「再生と利用」
のテーマもそういう方向になっていくのではないかと
期待しています。
○座長（落）　非常に歴史的な観点からありがとうご
ざいました。それでは次に南山さん、お願いします。
○南山　土木研究所の南山
です。バイオマス資源の有
効活用については、下水道
の施設もその選択肢の一つ
としていろいろなバイオマ
スを使っていこうという考
え方が浸透してきました。
　当然、「再生と利用」がそ
こを牽引してきたというの
もありますし、地方公共団
体の皆さんの意識も変わっ
てきて、特に先進的な地方公共団の方々が積極的に取
り組んで牽引していただけていると考えています。方
針が大きく間違っていなければ、いろいろな障害や障
壁はあるかと思いますが、いつかはそれを突破してい
い方向に向かえると考えています。今はそのいい方向
に向かえるスタート段階に立てていると私は考えてい
ます。
○座長（落）　どうもありがとうございました。山本
さん、お願いします。
○山本　私のほうからは新
潟市のことしかお話しでき
ないのですが、協会の方か
らあらかじめ「再生と利用
の 150 号までのあゆみ」（※
150 号に掲載）という一覧
表をいただきました。それ
をざっと見させていただい
たところ、創刊した昭和 53
年当時の記事には、下水道
汚泥の緑農地利用が記載してありました。その後、消
化ガス発電、焼却灰、溶融スラグの利用などが加わっ
ています。そのあと、リン回収や汚泥燃料化、消化ガ
スの都市ガス利用、下水熱利用などの記載がありまし

て、最近ではビストロ下水道や他のバイオマスとの混
合消化、それから消化ガスを改質して水素製造など、
先端技術の紹介や実施事例の紹介などがあって非常に
有意義な書籍だと思っています。
　新潟市がこれらをすべてやっているわけではありま
せんが、新潟市は汚泥減量化などのために一部の汚泥
を焼却しておりましたが、汚泥有効利用をやろうと最
初に取り掛かったのは緑農地利用です。その後に焼却
灰の利用についても検討したのですが、残念ながらそ
このところはできませんでした。汚泥のエネルギー利
用の点では、汚泥焼却を１５年余り稼動した後に廃止
し、消化ガス発電に切替えております。下水以外のバ
イオマスとの混合消化という点で刈り草を利用しよう
としています。そういった点では、わりかしそれに沿っ
た取組みをやってきたのかなと思っています。
　新潟市は、以前はすべての脱水汚泥を埋立て処分し
ていましたが、平成 16 年頃より 3 ～ 4 年くらいで、
ゼロから 100％まで有効利用を進めてまいりました。
しかし、現在はセメント原料としての利用に偏ってい
るため、今後もいろいろな利用方法を考えながら、よ
り安定した利用に努めてまいりたいと思っています。
○座長（落）　ありがとうございます。では次に太田
さん、お願いします。
○太田　はい。下水汚泥有
効利用を振り返ってという
ことで、法律をひも解いて
みるのが良いのではと思い、
いろいろ考えてみました。
明治 33 年の旧下水道法では
生活環境を何とか良くして
いこうという時代でした。
これが昭和 33 年の新下水道
法では、先ほど島田さまか
らもご紹介があったように、公害国会ということで河
川や海とかをきれいにしましょうと。それで平成 8 年
に、今度は、光ファイバーの空間利用などがあり、こ
のときに減量化の努力義務化が出てきました。平成
15 年には、浸水対策にも分野が広がって、例えば 17
年には雨水流域下水道が登場してまいります。平成
26 年 7 月に、国土交通省より、処理場のエネルギー
の自立化もしくはエネルギー供給拠点化などといった
記載のある新下水道ビジョンを打ち出し、そして、平
成 27 年 5 月 20 日に下水道法改正を迎えたところです。
燃料または肥料としての努力義務化、それから下水熱
の規制緩和といった内容が今回の下水道法改正に盛り
込まれております。
　さまざま歴史を踏まえてきたということが、法律の
変遷からも見てとれますし、下水道の可能性が極めて

太田講師

山本講師

南山講師
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広がってきたということも見えてくると思います。
　さて、マスコミや一般の方々にお話をする機会、つ
まり下水道をＰＲする機会もあるのですが、そのとき
によく申し上げるのが「下水道は宝の山」。このキー
ワードを私はよく使っています。やはり一般の方々は
下水道と言ってもなかなか入ってこない。いろいろな
使われ方がありますと言っても入ってこない。そのと
きに何か一つキーワードがあるとスッと入ってきま
す。まず「下水道は宝の山なんですよ。エネルギーも
とれますよ。肥料もできますよ。それからまちの中の
水資源もありますよ。」そういったことを伝えて初め
て、一般の方々、それからマスコミの方々も理解して
いただけるという印象を受けます。
　最近では、ニュースやクローズアップ現代、サイエ
ンスゼロとか、普通、下水道が出そうにない番組など
で、エネルギーの利用、水素の利用、ガス発電といっ
たことをニュースにしていただいています。下水道の
プレゼンスが今、益々向上している、まさに真っ最中
であるように感じています。これは、まさに地方公共
団体の皆さま、また民間の方々の技術開発をはじめ、
今までの努力がやっと今、花を開きかけているという
ことだと思うのです。これを今、止めるという手はな
いわけでありまして、この追い風をさらに使って進め
ていくべきと考えているわけです。
　下水道界の強みは、下水道一家と呼ばれるように、
やはり団結力、それから情報の共有力、ここが強みで
あると思っています。
　一方、下水道のエネルギー化率は 15％、農地も
11％ということで、やはりまだまだです。逆に言えば、
75％の可能性がまだ残っているといえますし、これか
らが勝負と考えています。今まで先進的な事例をつ
くっていただいた方、これはまさに財産だと思ってい
ますので、そういった生の声を集約できればと。
　新しい取組みというのは難しいものですが、難しい
ことにチャレンジして、それを乗り越え、またときに
は失敗もあるかと思います。そういった体験等こそが
財産であり、「再生と利用」には体験談等も載ってい
ます。こういった皆さんの声を共有するためにも、「再
生と利用」を読んでいただくとことが、極めて重要で
あると思います。それを読んだ上で、例えば自らの自
治体で使ってみようという検討をしていただきたいと
思います。これらを通して、下水道界がさらに発展、
飛躍していくと思います。下水道ビジョンで言えば進
化という言葉ですが、そういったものが進んでいくの
ではないかと思います。
○座長（落）　どうもありがとうございました。姫野
先生、お願いします。
○姫野　私は、一番まだ歴史が浅いのかもしれません。

振り返ってみますと、私が
委員を務めさせていただい
て、まだ何年でしょうか。
150 号ある中の 120 号代の
半ばくらいから編集委員を
させていただいていると記
憶していますので、ほぼ最
後の 10 ～ 20％くらいです
ね。私が編集委員になった
頃から、エネルギー化だと
か、省エネとか、そういうところにグッと下水道の新
しい役割が加わってきたと思っています。
　一方で今、大学のほうでは茅野先生をはじめ農業利
用をしていただいて、今度もう 1 回、もう 2 ～ 3 回目
かもしれないのですが、また新しい切り口で植物への
供給、あるいは藻類からの窒素や炭素の固定というも
のにチャレンジしていきたいと思っています。
　一方、この「再生と利用」というのは非常に読むと
ころが多くて、皆さまにも古いものからぜひ見直して
いただきたいと思っています。論文は、確かに大学の
先生はいっぱい書くのですが、今見直しても、この時
代にもうこういう特集記事があったのかと。例えば、
汚泥の固形燃料などはもう 10 年以上前、15 年くらい
前のものに特集されています。だから、もう一度見直
すと、当時のまだ技術の始まりみたいなものがわかり
ます。今の情報というのはたぶん完成に近いところで、
何となくはわかるのだけれども、本当に理解しようと
思うと最初の開発当初みたいなところを理解するとい
いのかなと思っています。今後またバッグナンバーを
配布いただけるということも聞いていますので、その
ときには私は読み返したいなと思っています。私とし
てはエネルギー利用から研究を 15 年間くらいさせて
いただいているのですが、今後はもう一度、エネルギー
だけではなくて汚泥が持っている資源、あるいはそれ
を変換したあとも含めてできるだけ使い回すと、そう
いう技術開発をしていきたいと思っています。

　これからの展望

○座長（落）　ありがとうございました。実は歴史の
ある方から歳の順にお話して頂きました。皆さんに今
の共通するところというのが、やはり下水汚泥が資源
であるということ。そして、それをうまく使ってくる
ことに努力してきたということで、今、相当にいい機
会が来ているのではないかというお話だったと思いま
す。非常にいろいろな苦労をされてきています。そこ
で、これからの展望、あるいは先ほどの講演で言い残
したこと。または自分にとってもここで言っておけば

姫野講師
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やらざるを得なくなるというようなものがあるかと思
います。今度は逆に若い順番で姫野先生から、よろし
くお願いします。
○姫野　では二つだけ。一つは、私の研究室の前身は
桃井清至先生がいた新潟の長岡技術科学大学の研究室
です。本棚を整理していましたところ、たぶん落さん
も在籍されていたと思うのですが、旧建設省の土木研
究所の毎年ではないのかもしれないのですが、結構ま
とった研究報告書が本棚から出てきました。それはま
だまだ手書きをレターリングして印刷をしているよう
な時代のものですね。タイトルくらいはワープロ書き
になっていますけれども中身はほぼ丁寧な手書きみた
いなものです。びっくりしてしまったのが、私が今やっ
ていることはほとんど記載されていました。汚泥の可
溶化、混合消化、エネルギー化、あと脱水、さまざま
なところが、今思うといくらお金をかけたのだろうと
いうくらい。例えば汚泥の種類で言うと数十種類。そ
れも、初沈と余剰を分けて、それぞれ発酵試験をした
り可溶化したり。それをエネルギー化するにはどうす
ればいいのかと。固形燃料化は炭化と書いてあります。
これで唖然とした記憶があります。ですので、たぶん
もう 20 年、30 年くらい前に要素技術というのはほぼ
何となく先人の研究者は気づいていて、ただ、いろい
ろな時代背景、価値観、バランス、それはもちろん当
時の経済性も含めて取捨選択された中で今のかたちが
できていると。私はそれをもう一度やろうとしている
のかなと思っています。ただ同じ所を周回するわけに
はいかないので、やはりスパイラルで上げていかない
といけないと思っています。
　もう一つは、最近ですけれども、土木研究所さん、
国土交通省さんからもご指導しただきながら、下水処
理場の中での植物生産に取り組んでいきたいと思って
います。下水道の価値というのものが、汚泥も大事な
のですが水も価値があるのではないかと。何かそうい
う、よく過大な設備だ、ポンプだとか言われているの
ですが、そういうポンプのようなものを本当に使えば

もっといろいろな農業分野に貢献ができるのではない
かとか。何かそういうところを、落さんから「言った
からにはやるのだろう」ということで、まだする前で
すけれども、またいつか近い機会に紹介できればと
思っています。
○座長（落）　ありがとうございます。すごく期待し
て待っています。では次に太田さん、お願いします。
○太田　展望についてということですが、国土交通省
下水道部の展開についてまとめたものが「新下水道ビ
ジョン」です。エネルギーの自立化や供給拠点化とか、
そういったところを踏まえつつ、下水道法改正につな
がりました。
　もう一つ、社会資本整備重点計画にもエネルギー化
率というものが記載されています。今 15％というこ
とで、それを 30％まで引き上げようということで、
われわれとしても積極的にこの下水汚泥の有効利用と
いうものを進めていくつもりです。
　さて、国の予算について少しお話します。これは下
水道に限らず全体的に厳しくなっているという点は、
皆さんご存じの通りだと思います。そうすると、今ま
での施設を賢く使っていく必要があるのではないかと
いう議論が出てくるわけです。国土交通省も、既存ス
トックの有効利用という概念を一つ掲げているところ
です。では、既存ストックの有効利用とは何かという
と、下水汚泥の有効利用などが挙げられます。例えば
発電施設を付けるだけとか、そういった既存ストック

（下水道）を有効活用することによってエネルギーが
生れてくる。そういった点をうまく説明材料として
使って、予算要求にも活用しています。
　もちろん、予算要求するにあたっては、様々な事例
を紹介することにもなりますが、皆さんの頑張りがな
いと、なかなか難しいところがありますので、引き続
き協力をお願いしたいと思います。
　また予算要求のみならず、今後どうやって地方公共
団体の皆さまの後押しをしていくのかについてお話し
ます。一つは予算制度の中でも B − DASH のように、
新しい技術を実証して皆さまに技術的資料等をお示し
するというものがあろうかと思います。平成 28 年度
は今現在、要求中ですので認められるかどうかはわか
りませんが、｢中小規模の処理場を対象とした下水汚
泥有効利用プロセスの実証｣ をテーマの一つとして、
財政当局と調整をしているというところです。
　大規模処理場での有効利用についてですが、これは
だいたい日 5 万トン以上の所を大規模だと仮定して、
箇所数として約 21％程度有効利用をしている状況で
すが、それ以下、1 万から 5 万トン／日くらいだと全
体の 8％程度、1 万トン以下だと、まさに 1％程度と
いう状況です。小規模になればなるほど有効利用が進
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んでいない傾向があります。もちろん、コストの壁が
出てくるわけで、そうしますと、中小規模向けを対象
とした汚泥の有効利用のプロセスを、できる限り安く
できる様々な方法、技術が今後必要になってくるかと
思います。
　もう一つのテーマは ｢ダウンサイジングが可能な水
処理技術｣ です。例えば、水処理をうまく実施して、
汚泥量が減ることで汚泥処理施設が小さくて済む、安
くて済むという低コスト技術など、これはあくまでも
一例ですが、こうしたテーマで財務当局と調整をして
いるところです。
　最近の動き、これは国土交通省の国総研なのですが、
本省が策定しました「新下水道ビジョン」について、
このビジョンを達成するために、どういう技術が今後
必要になってくるかといった点をまとめた「下水道技
術ビジョン」を現在パブコメ中です。これは国総研の
ホームページを見ていただければと思います。そう
いった技術の方向性も、今、皆さまにお示しをしてい
るというところです。
　水素の展開ということを少し紹介させていただきた
いと思います。水素というのは、まず貯めることが出
来るという特質がございます。また、様々な物から作
りやすい特徴がある、エネルギーセキュリティ上の問
題など、様々な特徴や背景もありまして、国全体で進
めていきましょうという流れが出てきています。その
中で、下水道から水素がとれるということは一つ注目
を浴びているところです。
　福岡市で実証を申し上げましたが、水素をつくるに
しても当然コストがかかります。では、そのコストの
問題をどうしていくのか。例えば、今、燃料電池自動
車の普及がまだまだ少ない状況ですが、その中でいき
なり大規模な水素製造装置をつくっても、維持管理に
困ることが想定されます。では発電とセットにしたら
どうかとか、そういったさまざまな実行可能性を検討
していくというのが、今、われわれがやっている水素
委員会の内容になります。三つのフィールドをター
ゲットに検討しているという状況です。
　その他、さまざまな拡充要求ということで、例えば
民活イノベーション事業の拡充がございます。民活イ
ノベーション事業自体は、もともと制度があるのです
けれども、下水熱を使うときに活用出来るよう、補助
制度の拡充要求をしています。つまりデザインビルド
で下水管を改築する際の補助制度とか、そういったと
ころも要求させていただいているところです。こう
いったアイデアというのは、公共団体の皆さんの様々
なアイデアや頑張りを集約しながら我々も考えていく
ところが大きいです。皆さんのアイデアや頑張りをわ
れわれにもお伝えいただければと思います。

　最後になりましたけれども、先ほど「下水道は宝の
山」ということでお話ししました。今般、品川シーズ
ンテラス、これは東京の品川駅近くのシーズンテラス
というオフィスビルですが、下水処理場の上にビルを
建てて、そこで下水熱や再生水を使う。そういう取組
みが 27 年の 5 月にオープンしたわけなのですが、そ
こに皇太子と雅子さまがいらっしゃって下水道を見て
いただいたという出来事もありました。そのときにい
ただいたお言葉が、「下水道というのはいろいろな使
われ方があるのですね」でして、やっと皇太子にも下
水道の可能性というものを示すことができたかなと思
います。さらにこういった取組みをとおして、下水道
の知名度を高めていければと思っていますので、皆さ
まの協力をぜひともお願いしたいと思います。
○座長（落）　どうもありがとうございました。それ
では、南山さん、お願いします。
○南山　将来展望ということですが、下水道施設を核
としたバイオマスの有効活用といった考え方の浸透に
は、意外と時間がかかるものだと思います。将来をしっ
かり見定めて続けていかなければいけないというのが
私の今言える正直なところだと思っています。
　先ほどある意味、いいスタート段階に来ているので
はないかと申し上げたわけですが、これからはどうい
くべきかと問われれば、これはすべての地方公共団体
の皆さんが、自分たちの場合はどうなのかと具体的に
考えていただくべきなのだろうと思っています。いろ
いろな制約がある中でもできることは必ずあるはずで
す。それをどう進めていくか、皆さんだけで解決でき
ないというのは当然たくさんあるわけです。技術的な
面につきましては、一緒にここにいる大学の先生の皆
さん、そして下水道新技術機構、日本下水道事業団、
そしてわれわれ土木研究所、皆そのようなニーズにど
う対処していくかということを一緒に考えていきたい
というふうに考えていると思います。われわれをぜひ
ご利用いただきまして、解決に向かって少しでも進め
ていければと考えています。
○座長（落）　どうもありがとうございました。心強
い意見をいただきました。それでは山本さんお願いし
ます。
○山本　私のほうからは、自治体の職員なのであまり
自分の思いばかりお話するわけにいかないので、ある
程度抑えながらも、しかし思い切ってお話させていた
だきたいと思っています。施設は船見処理場と中部処
理場と処理場が二つ大きなところがあるのですけれど
も、船見処理場については現在のところ水処理施設が
かなり老朽化していまして、改築もしくは再構築が控
えているので、なかなか不透明なところがありますが、
汚泥処理施設の改築に合わせて消化槽は廃止というこ
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とで取り壊ししてあるのですけれども、今後、汚泥の
有効利用ということでエネルギー利用の観点から消化
槽の再建も含めた将来構想を再検討する必要があるの
ではないかと思っています。
　一方、中部処理場につきましては消化槽工程の高効
率化が一応 27 年度で終了します。今後、古くなって
きた脱水機の更新にあわせた低含水率で省エネ、省ス
ペースの脱水機の導入検討を考えていかなくてはいけ
ないのかなと思っています。
　脱水汚泥の有効利用につきましては、今後も民間事
業者による有効活用を進めていきたいと思っていまし
て、汚泥を直接セメント原料化する事業者以外には焼
却後に有効利用する事業者、それと炭化して利用する
事業者などがありますので、最終利用形態をセメント
原料以外にならないかということで模索していきたい
と思っています。もちろんコンポスト化もできること
なら進めてまいりたいと思っています。
　消化ガスの利用につきましては消化槽を加温できる
消化ガス発電を基本的に進めてまいりたいと思ってい
ますが、場内の空調がガスヒートポンプを使っていま
すので、その可能性もあるのではないかと個人的には
思っています。
　新たに始めた刈り草の混合消化については 28 年度
に 1 日 2 トンの施設が稼働する予定になっていますの
で、当面は安定搬入と安定処理ということで進めてま
いりたいと思っています。その後、受入れ増量目途が
つき次第、増設したいと思っています。最終的に 1 日
10 トンまで増やすことができますと、現在ある消化
ガス発電がフル稼働できる見込みです。
○座長（落）　ありがとうございます。草の投入は期
待を持って見させていただこうと思っていますので頑
張ってください。それでは島田さん、将来展望という
ことでお願いします。
○島田　下水汚泥の有効利用の将来展望と言っても画
一的にこれだというのはなかなか難しくて、それぞれ
の処理場の規模とか立地条件等によっていろいろな方
法が当然あると思います。最近特に私のところに相談
が多いのは、比較的規模の小さい自治体から下水汚泥
を何とかエネルギー利用等有効利用したいけれどもど
うしたら良いだろうかというものです。
　固形燃料化にしましても需要先がなかったり、規模
の小さいところで固形燃料をつくっても大手の電力会
社等では相手にしてくれないのが実態です。中小規模
処理場における汚泥の有効利用はメタン発酵＋緑農地
利用が基本になると思います。しかしメタン発酵とい
うのはスケールメリットの働くもので、ある程度の規
模が大きいほど有利となります。今日は石川県さんも
お見えですけれども、石川県では県が中心となって県

下の各自治体を対象に、昔の郡単位でしょうかね、人
口ですと 5 万～ 10 万単位ぐらいの地域のブロックご
とに汚泥を集約化してメタン発酵、下水汚泥だけだと
量的に少ないですから、その地域で発生する未利用バ
イオマスなどを積極的に集約して、エネルギー化して
有効利用しようというマニュアルを作って、ホーム
ページでも公表しています。もし未だの方はぜひ見て
いただきたいと思います。非常に素晴らしい取組みを
されています。
　この集約処理を考えたときに一番留意しないといけ
ないのは、下水処理場にいろいろなバイオマスを集め
てメタン発酵をしても 100％メタンガスに分解ガス化
するわけではなくて、半分、ものによってはそれ以下
しか分解ガス化しない。最終的には消化残渣というも
のが多く残りますので、その出口をしっかり決めてお
くことが重要であると思います。特にバイオマスとい
うのは地域循環資源の代表的なものだと思っていま
す。集約化して集めた下水汚泥等バイオマスの消化残
渣はものすごくタンパク質が豊富で、栄養価の高い肥
料原料資源ですので、一番は地域の農業利用、肥料と
して使っていただくのが非常に重要なのではないかと
思っています。
　そういう意味では下水汚泥を中心とするバイオマス
の肥料を農業サイドで「さあ、使ってくれ」と言って
も農業サイドでも過去の経緯から抵抗感がありますか
ら、できたら野菜くずとか畜産廃棄物など農業系のバ
イオマスも一緒に混合メタン発酵やコンポスト化して
その地域で循環するというシステムをつくれば、農業
サイドも受入れやすく循環型社会の構築としてより良
いのではないかと思います。大都市ではなかなか難し
いかもしれませんが、これからの地方都市などで汚泥
の有効利用、エネルギー利用を進めていく上で、今、
ご紹介しました石川県などの取組みなどは非常に参考
になるのではないかと思っています。
○座長（落）　ありがとうございます。茅野先生にお
願いしたいのですけれども、先生独自のことや、会場
の人たちやパネラーへの期待でも結構です。お願いし
ます。
○茅野　人生の終末期を迎えている私が将来展望なん
て語る、ちょっと変な感じですけれども、人生を振り
返ったとき私はまずいことをしたなんて反省はしませ
ん。私の人生は自分の能力のわりにはうまく流れに
乗ってきたなと思っています。その中で特によかった
なと思うことの一つは、下水道に関係したこと、下水
汚泥の“再生と利用”に関係してきたことです。これ
は私の研究生活を非常に楽しいものにしてくれまし
た。皆さんもそういう分野におられるわけですから、
これからもますます発展していただきたい。
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　最近、汚泥、下水道関係がテレビに取り上げられて
いて、私は孫が一緒にいるものですから孫に「祖父ちゃ
んはこういうのを書いたのだ」と、昔、下水道協会さ
んから頼まれて書いた本など示すことができますし、
下水道関係で楽しい思い出を持っています。そういう
思いを持ったまま私がこの人生を終えられるように、
ますます皆さんに頑張っていただきたいと思います
し、本日、お話を伺って CO2 の問題、リン酸の利用
の問題等は私は改めて希望を持ちました。頑張ってい
ただきたいなと思います。本当に今日はどうも呼んで
いただきましてありがとうございました。
○座長（落）　こちらこそ本当にすごく貴重なデータ
も示していただきましてありがとうございます。実は、
私は 20 年ぐらい前に茅野先生と仕事をする機会が
あって、そのときに牛糞と下水汚泥を混ぜたコンポス
トというのをやりました。それは非常に良くて、普通
は混ぜると平均した肥料になるのです。ところがそれ
以上のものができるわけです。そういった現象を見て
私は日本語を当てはめるのを探したのです。徹夜して。
これは融合しかないと、融合コンポストって名前を付
けたのです。
　最初は農業サイドからものすごく批判されました。
そこまでして、下水汚泥を農地に入れたいのかと言わ
れたのですけれども、今は逆です。下水道界で融合コ
ンポストを知っている人はそんなにいないと思うので
すけれども農業サイドでは知っています。そういうよ
うに良いものは良い。本当に良いものができたのです
ね。そういう意味で先ほど先生が示されたデータなど
がそれを反映しているということです。だから皆さん
も、決して悲観的にならないで、先ほどパネラーの人
たちが言っているように、前を向いて進んでいかれれ
ばいいのではないかというふうに思います。

　下水汚泥の肥料化について

○座長（落）　ちょっと昔の話も入れましたけれども、
こで会場の方から質問がきていますので、それについ
てパネラーの方から回答をいただければと思います。
　下水汚泥の肥料化についての見解ということで、一
つは下水道法改正により明文化されましたが、行政は
どこまでできるか、どこまでやるべきなのかというの
を聞かれています。それから官民の役割分担とか、需
要供給バランスとか販路の確保、既存肥料との競合、
将来的に需要はあるかどうか、民間委託による肥料化
のリスク管理とかですね。太田さん、よろしくお願い
します。
○太田　行政がどこまでできるかというところです
が、下水道法改正上は肥料または燃料ということで、

肥料でも良いし燃料でも良いということで、絶対肥料
だけをしてくださいというわけではないのですが、肥
料化又は燃料化について積極的に進めてほしい、少な
くとも検討してほしいという思いがあります。行政が
どこまでできるのかというこの意味合いはなかなか難
しいところがありますが、これはいろいろなやり方が
あってもいいのかなと思っています。
　例えば下水処理場内にコンポスト施設をつくるとい
うのもあるでしょうし、もしくは産業廃棄物処理業者
がコンポスト施設を持っていて、そこに持って行くと
いう方法もある。地域の事情に応じた方法で肥料利用
等を進めて頂いて良いと思っています。ですので、官
と民の境はどこかというものは、やはり地方の独自性
というものが出てくるものと思っています。
　一方でさまざまな事業形態があるというのも皆さん
には知っておいていただきたいのです。例えば民設民
営の方式とか、最近は PFI という方法も出てきてい
ます。公設民営という方法とか、またそういったさま
ざまな手法も手続きも、ガイドライン等でお示しをし
ている項目もありますので、御活用いただければと
思っています。
　それからリスク管理というところ。これはなかなか
難しいところで、農水省の管轄である部分も大きいと
思います。この下水道法改正の施行通知を出すに際し、
いろいろ農水省ともお話をさせていただいた際、｢汚
泥肥料における重金属管理の手引きというものを出し
ているのでぜひそれを守ってほしい｣ と農水省はおっ
しゃっていました。施行通知の中にもそれは記載して
おりますので、ご留意頂く旨、下水道管理者の皆さま
には周知させていただいているところです。
　また、農水省のほうからも肥料の生産者に対して同
じ意味のような通知がなされているということもあり
ます。また、どこの業者が安全なのかとかいうのはな
かなか難しいかもしれませんが、農水省の担当者が
おっしゃるには、｢極力、市の農林部局にも相談して
ほしい。地方公共団体の農林部局に問い合わせてもら
えればいろいろ協力してくれると思いますよ。｣ とい
うことでした。地方公共団体の皆様におかれましても、
農林部局と連携することが重要であると思っていま
す。
　販路拡大にしても同じです。これは農林部局が一番
データを持っているわけですから、下水道だけで何と
か解決しようというよりは、農林部局とも連携をして、
そういった販路拡大についても検討いただくというも
のが重要なのかなと思います。
○座長（落）　太田さんにあと一つです。全国に約
300 あるメタン発酵施設は年内にほぼすべて FIT 発
電になると思うが、その後に水素利用導入になっても
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両立しないと思う。FIT 制度よりももっと有利な国
策を用意してまで水素社会を目指すのですか、という
ご質問です。
○太田　まず、300 のメタン発酵施設がすべて FIT
になるかどうかはなかなか難しいところではあろうか
と思いますけれども、その FIT を使って増えてくる
というのは確かだと思います。大事なのは 20 年後。
FIT が、20 年が調達期間なので、それが終わった後
どうするのかという話は間違いなく出てきます。これ
は FIT を使った人が考えるべき大きな宿題になって
くるだろうと思われます。つまり FIT があればそれ
ですべてが解決というわけではありません。水素社会
というのは FIT とは別の切り口だというふうに私は
考えています。
　発電所などは、海外から石炭、石油を買ってきて発
電しています。そうすると日本の自らの資源ではなく
て海外に頼った電力供給となっており、それはエネル
ギーセキュリティ上課題があります。となると、我が
国独自のエネルギーを使った発電というものをどんど
ん増やしてく必要があると。そうすればエネルギーセ
キュリティ上の問題に対して、解決の糸口が見える。
こういった再生可能エネルギーの必要性について、エ
ネルギー基本計画のときとかに議論されたのだろうと
思います。だからこそ再生可能エネルギーを積極的に
進めていきましょうという話になってきている。その
中で水素というものの位置づけとしては、いろいろな
ものから作りやすいという点と保管しやすい点などが
有益とされています。電気は、確かに蓄電池はありま
すけれども、お金が高いうえになかなか保存がきかな
い、蓄電池を置いておくと少しずつ電源が下がってく
るという欠点もあります。水素はそういった点に優れ
ているということで、水素社会に向けた取り組みが増
えてきているということです。
　ですので、水素社会を念頭に踏まえた上で下水道が
今後どのように活用していけるのかということを議論
していくことが、今現在重要なことかなと思います。
　燃料化、肥料化とありますが、どっちか一方だけを
進めるといったものではでないと私は思っています。
地方公共団体によってさまざまな事情があります。肥
料でも燃料でもいい、水素でもいい、そういった先進
的な事例を集めて皆さまの選択肢を広げることが重要
と思っています。そうすることによってエネルギー化、
もしくは肥料化が進んでいくのだろうと思います。
FIT 制度があるから水素は要らないなどといった限
定的な考え方にはならない方が良いと思っています。
最後はちょっと個人的な感想になってしまいました
が、水素社会に向けてわれわれも可能性を今探ってい
る段階だというふうにご理解いただければと思いま

す。
○座長（落）　ありがとうございました。科学者とい
うかサイエンスをやっている人は必ず一回は水素社会
というのを夢見るのですよね。どうやって水素をつく
るかというのが非常に大きなところで、私個人で言い
ますと、日本を水素社会にするためには原子力しかな
いと思っていた時代がありました。しかし、この前の
震災であきらめざるを得なくなったのですけれども、
しかし水素というのは非常に魅力ある資源だというふ
うには思っています。

　バイオガス発電について

○座長（落）　山本さま、次、バイオガス発電におけ
るガス発生量を増加するために苅草などを加えていま
すが、脱水汚泥の増加、メタンガス量減少によりコス
トアップとなっていると考えますがいかがでしょうか
という質問です。メタンガス量の減少にはなっていな
いのですよね。
○山本　はい。実際に実験では若干、汚泥量が増える
という結果になっていますけれども、これは他の文献
等を見ますと、逆に減っているというのも中にはあり
まして、これは実際にやってみないとなかなかわから
ないところがあります。今回行うのが 1 日 2㌧程度の
小規模なものでして、これは結果として汚泥かどうか
というところもちょっとわからないところではありま
すけれども、間違いなく増えるというものではなくて、
今後この点に関しては注視していく必要があろうかと
思います。
○座長（落）　ありがとうございます。それでは島田
さん、日本においてバイオガスプラントが普及してい
ないのはなぜですか。
○島田　バイオガスプラントが欧米に較べて普及して
いない理由、これは私の講演の中でも少しお話したの
ですが、昭和 50 年代から 60 年代のバブル期、大量生
産・大量消費・大量廃棄という社会経済構造から廃棄
物埋め立て処分場逼迫が重要な社会問題となっていま
した。その結果、ゴミもそうですが下水汚泥は有効利
用というより減量化優先という施策がとられてきたの
が大きく関係していると思います。焼却するのだった
ら別にわざわざメタン発酵しなくても直接焼却してし
まったほうが簡単ではないかということで、政令都市
や流域などの大規模処理場を中心に、直接焼却が行わ
れ現状に至っています。欧米では、0.5 ～ 1 万 m3/ 日
規模以上の処理場では下水汚泥はメタン発酵を行って
いるのが一般的です。メタン発酵によるエネルギー回
収と安定化と緑農地利用が循環型社会の理想と考えら
れてきましたが、残念ながら日本では下水汚泥は廃棄
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物という意識が強く、バイオガスプラントが普及しな
かったというのはそういう理由かなと思います。
　ただ地球環境問題がクローズアップされている中
で、例えば埼玉県さんでは 9 か所の流域下水処理場汚
泥は、今まで焼却処理をやっていましたが、最近は一
部の処理場では既に固形燃料化が導入されたり、複数
の処理場でバイオガス化の検討を始めています。どう
いう方式のメタン発酵が良いかとか、将来的な水素社
会も念頭に置いて進めようかというように、今までメ
タン発酵をやっていなかったところでもメタン発酵導
入を検討し始めたところが増えていますし、先ほど石
川県さんの事例も話しましたが、規模の小さいところ
でもメタン発酵を導入してエネルギー回収というもの
を検討してきていますので、これからバイオガス化は
相当増えていくのではないかなと私個人的にも期待し
ています。
○座長（落）　南山さん、何か他に、なぜ普及してい
なかったか。
○南山　メタン発酵を行うには消化タンクが必要で、
消化タンクをつくると維持管理が必要になります。良
いとわかっていてもそれを計画し、建設し、維持管理
するということに努力が必要になるわけです。その努
力をするほどのメリットを感じたかどうかというこ
と、また、水域の窒素・リンの除去ということを考え
ますと、消化タンクの存在というのはリンの放出など
で、必ずしもそれが富栄養化対策としてはプラスに働
かないのではないかということもあるわけです。そう
いう面も含めて総合的に考えてこれまではあまり普及
してこなかったのではないかということだと思いま
す。ただ総合的な視点というのは時代が変わると変
わってくると思います。
　講義の中にもありました通り、例えばリン資源は重
要で、世界情勢が変わると下水道の持っているリン資
源というのはとても貴重なものになるかもしれませ
ん。そういう例も含めて考えれば、総合的な視点とい
うのは時代によって、また個々の地方公共団体の皆さ
んそれぞれの状況によって全く変わってくると思いま
す。今後、総合的な視点、時代がどう変わっていくか
ということを皆さんも一緒に考えていただいて、その
評価をもっと長い目で見ていくようにしていけば、そ
れが答えにつながっていくのだろうと思います。

　放射能の影響

○座長（落）　ありがとうございます。再び太田さん、
東日本大震災に伴う放射能の影響について、建設資材
利用に際し支障にはなっていないのでしょうかという
質問です。

○太田　東日本大震災後、放射性物質を含む下水汚泥
が各下水処理場に保管されたというのは皆さんご存知
の通りだと思います。最初なかなか、セメント会社を
はじめ、産業廃棄物処理会社も受け入れてくれないと
いうことで、環境省は、｢ベクレル数、8,000 ベクレル
／ kg 以下であれば管理型処分場に入れられます｣「例
えばセメントの製品になった段階で 100 ベクレル／
kg、を守る必要がある。｣ ということで、環境省の
HP などで PR をしていただいているというところで
す。受け入れの時のベクレル数では無く、製品の時点
で 100 ベクレル /kg だということです。詳しくは環
境省 HP を見て頂ければとおもいますが、そういった
点を踏まえつつ、地元の下水道管理者と産廃処理業者
とが協議して、今現在受け入れてもらっているところ
は受け入れてもらっているという、そういった流れに
なっていて、現在、徐々に処理が進んでいるというの
が実態であると考えています。
　もちろん震災が起きた当時は極めて高い濃度が出た
ところもありまして、福島県の堀河町終末処理場など
がその一つです。合流式だと濃度が高くなる傾向があ
ります。堀河町終末処理場では環境省の実証事業で乾
燥機を作り、さまざまな企業が JV として参加し、実
証事業が行われました。続いて、県中浄化センターと
いうところに、焼却施設が建設され、実証されました。
減容化した物の保管はまだ続いますが、かなり減容化
されたというのが今の状況です。
○座長（落）　ありがとうございます。あと、リン回
収技術、リンの有効利用方法に関して詳しく知りたい
ということがあるのですけれども、これは国土交通省
のホームページでリンの手引きが出ていますので、そ
ちらをご覧ください。

　新しいエネルギー利用のあり方

○座長（落）　もう少し時間をいただいて、会場から
聞いてみたいと思います。
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○質問者１　太田さんに質問です。さきほど水素の委
員会の話がありましたが、詳しく教えてください。
○太田　10 月 22 日に第一回の委員会を開催したとこ
ろでして、九州大学の田島先生、日本大学の森田先生
を筆頭に、例えば弘前市、横浜市、埼玉県、そういっ
た地方公共団体の方々も交えながら、処理場の中で、
仮に福岡市の技術を使った場合はどうか、また下水汚
泥から直接水素を取り出すような技術を使った場合は
どうか、発電をしてちょっと残った水素を水素利用す
る場合はどうかなど、すべてを水素とするのではなく
て、発電と組み合わせたりすることでうまく採算性が
取れないか、そういった実行可能性を検討していき、
その材料を皆で出しあい、今後、計算していくことに
なります。第二回では実行可能性調査の中間報告なり
ます。それが 12 月の下旬から 1 月上旬ぐらいにでき
ればと思っています。
○座長（落）　ありがとうございます。他に。
○質問者２　質問というか、将来に向けたお願いとい
うか、太田さまに関するものですけれども、ＦＩＴ発
電に関してですが、民設民営方式が可能になるという
ことが下水道処理場でのＦＩＴ発電の運用に関する通
知が出たあとに急激に普及が伸びてきているという状
況です。ただ、皆さんのお話にもありますように、大
きな処理場のほうからよりコストメリットの大きいと
ころから民間さんが着手しているという中で、将来的
にはもっとどんどん普及していくと思うのですけれど
も、将来、中小規模の処理場、まだこれからの掘り起
しというところで、そういったところに水素利用を、
先進的な技術を導入していくためにはやはりＦＩＴの
前例に倣って民設民営で積極的な投資が水素利用の施
設、下水処理場が水素ステーションになるような、そ
ういった後押しを検討していただけると地方の自治体
のほうでもいろいろ積極的に動けるかと思いますの
で、是非お願いしたいと思います。

○座長（落）　太田さま、よろしくお願いいたします。
お返事はいいです。ぜひ努力をしていただければ。他
に質問、ご意見ありませんか。
○質問者 3　刈り草のバイオマス利用についてお聞き
したいのですけれども、うちの県のとある閉鎖性水域
のほうで、葦（ヨシまたはアシ）という水辺に生えて
いる草がかなり大量に繁茂していまして、それを刈り
取って外部に搬出すればかなり栄養塩が採れるという
ことで、そういった検討を県の中でも話が出ているの
ですけれども、どうしても刈り取り自体が大変で、非
常に費用もコストもかかるということで、なかなか進
まないといった状況です。こういったバイオガスの利
用というのが、もしかしたら一つの方法として上って
くるのではないかなと考えているところなのですけれ
ども、かなり水分の多い草です。こういったものも使
うことができるのかなと、お聞きしたいなと思います。
○座長（落）　たぶん潰すとか何らかの処理が必要と
思われるのですが、姫野先生如何ですか。
○姫野　少しだけやりました。中部処理場さんの中に、
最初、試験で刈り草を国土交通省と折衝した上で、予
備実験としては処理場に非常に生えているのでやろう
と言って葦をやったのですが、葦は若干前処理がいり
ますね。生草のように砕いてパッと放り込めばいいと
いうよりは、少しやはり潰すのです。ただ、そういう
状態まで持って行くと発酵はうまくいくかもしれませ
んが、少し一工夫いるかもしれません。
○座長（落）　それでは時間もまいりましたので、こ
こで締めさせていただきます。パネラーの皆様、どう
もありがとうございました。
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田隝　　淳
国土交通省　国土技術政策総合研究所　下水道研究部　下水処理研究室

主任研究官

報  告

「脱水・燃焼・発電を全体最適化した革新的
下水汚泥エネルギー転換システムの
導入ガイドライン（案）」の概要について

１．はじめに

　新技術の研究開発及び実用化を加速することによ
り、下水道事業におけるコスト縮減や再生可能エネル
ギー創出等を実現するため、国土技術政策総合研究所

（以下「国総研」という。）下水道研究部では、国土交
通省下水道部と連携して「下水道革新的技術実証事業

（B-DASH プロジェクト）」を平成 23 年度より実施し
ている。
　B-DASH プロジェクトは、国総研からの委託研究
により、受託者が実規模プラントを設置し、革新的技
術導入によるコスト縮減・温室効果ガス（以下「GHG」
という。）排出量削減・省エネルギー効果等を実証し、
国総研がその成果を踏まえて、下水道事業者による導
入検討のためのガイドラインを策定し、もって普及を
図るものである。
　平成 25 年度に、下水汚泥バイオマス発電システム
技術（低含水率化技術、エネルギー回収技術、エネル
ギー変換技術を組み合わせたシステム技術）について
公募を行い、2 件のシステム技術を採択し、平成 26
年度にかけて行われた実証の成果を踏まえ、平成 27
年 9 月に技術導入ガイドラインをそれぞれ策定した。本
稿では、そのうちの 1 件である「脱水・燃焼・発電を全
体最適化した革新的下水汚泥エネルギー転換システム技
術実証研究」（実施者：メタウォーター・池田市共同研

究体　実証場所：池田市下水処理場）の成果に基づく「脱
水・燃焼・発電を全体最適化した革新的下水汚泥エネ
ルギー転換システムの導入ガイドライン（案）」の内
容について紹介する。

２．ガイドラインの概要

２．１　ガイドライン策定の方法
　ガイドラインは実証技術毎に策定するものとし、実
証研究の成果を踏まえるとともに、有識者及び実務に
精通した地方公共団体の下水道事業者の意見を聴取し
ながらとりまとめ、有識者による評価を受けた。

２．２　ガイドラインの特徴
　下水道事業者が実証技術の特徴や性能を把握し、下
水処理場の状況に応じた導入可能性を容易に検討する
ことが可能となり、かつ説得力の高いガイドラインと
なるように、ガイドラインの策定にあたっては、特に
以下の点に留意した。
　①実証技術導入の前提条件や特に効果が見込まれる

条件を具体的に記載。
　②複数技術により構成されるシステム技術であり、

予算等の関係上、一括導入が困難な場合も想定さ
れることから、導入効果の高い段階的導入シナリ
オも併せて提示。

　③エネルギー消費量をはじめとする性能指標項目を
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設定し、実証成果を踏まえた性能指標値を処理規
模別に提示。

　④実証技術導入によるコスト、GHG 排出量、エネ
ルギー消費量の簡易算定式を提示し、下水道事業
者自らが導入効果を概算できるように配慮。

　⑤段階的な導入シナリオも含め、従来技術との比較
による実証技術の導入効果の試算例を提示。

　⑥ガイドラインの技術的根拠となる実証研究の成果
を資料編にとりまとめ。

２．３　ガイドラインの構成と主な内容
総則 （ 第 1 章 ）
　ガイドラインの構成、用語の定義等を記載した。
技術の概要と評価（第 2 章）
　技術の特徴、技術導入の前提条件・推奨条件、効果
的な段階的導入シナリオを提示した。
　また、実証研究に基づく評価結果として、技術導入
によるコスト、GHG 排出量、エネルギー消費量を処
理規模別に提示した。また、環境性能（排ガス性状、
灰性状、臭気、騒音）についても提示した。
導入検討（第 3 章）
　導入効果の検討方法として、実証技術導入によるコ
スト、GHG 排出量、エネルギー消費量の簡易算定式を、
処理規模の関数として提示した。また、導入効果の検
討例として、従来技術（従来型脱水機＋流動焼却炉）
との比較による実証技術の導入効果の試算結果（コス

ト縮減効果、GHG 排出量削減効果、省エネルギー効果）
を提示した。
計画・設計（第 4 章）
　第 3 章における検討結果として、導入効果が期待で
きると判断された場合に、導入に向けた具体的な計画・
設計方法として、物質収支・熱収支計算手法及び施設
計画の検討手法を提示した。
維持管理（第 5 章）
　システム技術全体としての導入効果を高めるために
必要となる運転管理の要点等、実施すべき維持管理の
具体的方法を提示した。
資料編
　ガイドラインの技術的根拠となる実証研究成果、簡
易算定式の導出方法ならびにケーススタディ結果（実
証技術の導入効果）の算出方法等を提示した。

３．実証技術の概要・特徴（第 2 章）

　本システム技術は、従来の脱水技術、燃焼技術、発
電技術をそれぞれ高度化・高効率化するとともに、各
技術間で連携して運転条件を決定することで、システ
ム全体の省エネ・コスト低減効果を最大化するもので
あり、燃焼技術及び発電技術については、気泡流動焼
却炉の改造による導入も可能である。本システムのフ
ロー及び実証設備の規模を図 -1 及び表 -1 に示す。
　また、技術の適用条件ならびに推奨条件は表 -2 に

図 -1　本システムの全体構成

表 -1　実証設備の能力
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示す通りであり、①対象汚泥が未消化汚泥であること、
②中規模程度（概ね 100 ～ 150t-wet/ 日）以上の焼却
施設であること、③定格に近い処理量でかつ高い稼働
率で運転できること　等の条件を満たす場合には特に
高い効果を得ることができる。
　本システムを構成する個別技術の概要・特徴につい
て以下に記す。

３．１　低含水脱水技術
　脱水技術として、近年開発された機内二液調質型の
低動力型高効率遠心脱水機の採用により、従来の脱水
機よりも低含水化し、後段の燃焼工程における自燃運
転が可能となる。
　また、本技術は、従来は運転員が判断していた遠心
力・薬注率・差速の条件を、汚泥性状と目標含水率に
応じて、最も経済的な運転となるように自動的に決定
する機能を付加しており、人的負担の軽減、維持管理
費の低減の両面で効果を発揮する。

３．２　低空気比省エネ燃焼技術
　本技術は、下水処理場において普及している気泡流
動焼却技術を改良し、焼却炉に複数の箇所から空気を
導入することにより低燃費、低 N2O 排出を可能とし
た「多層燃焼技術」に、排ガス中の酸素濃度センシン
グ機能を付加し、酸素濃度変化に対して流動空気ブロ
アの回転数を増減し、燃焼に必要な最小限の空気量と
なるように制御するものである（図 -2）。
　空気量の低減に伴い、ブロア電力消費量ならびに補
助燃料消費量の低減が可能となるだけでなく、焼却炉
がコンパクト化され、建設費の低減も可能となる。
実証研究における運転データの一例は図 -3 の通りで
あり、低含水脱水技術、低空気比省エネ燃焼技術及び
連携・最適化機能により、重油消費量が 0（自燃）か
つ空気比 1.3 以下の運転を安定的に実現していること
を確認した。

表 -2　本システムの適用条件及び推奨条件

図 -2　従来型焼却技術と低空気比省エネ燃焼技術の差異
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３．３　高効率排熱発電技術
　本技術は、加熱熱源として排ガス・洗煙排水の 2 種
類を用い、熱媒体としてアンモニア水を用いた 2 熱源

バイナリーサイクルによって発電するものであり、水
分の多い下水汚泥焼却システムにおいて発生し、未利
用のまま捨てられていた洗煙排水の有する熱を、高温
の排ガス熱と組み合わせて有効に活用する点が大きな
特徴である（図 -4）。
　燃焼設備と容易に切り離すことが可能なオフライン
型の構成としているため、従来焼却設備であっても白
防空気熱交換器や排煙処理塔の改造により本技術の導
入が可能である。また、発電設備の点検等による停止
時においても焼却処理が可能となる利点もある。
　実証研究における運転データの一例は図 -5 の通り

（燃焼設備：定格負荷運転時）であり、熱回収空気温
度と洗煙排水温度が設計温度に到達し、最大発電量
30.8kW を達成した。

図 -3　低空気比省エネ燃焼設備の運転データ（定格負荷運転時）

図 -4　高効率排熱発電設備の基本サイクル

図 -5　高効率排熱発電設備の最大発電時の発電量トレンド（2014/3/12）
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表 -3　導入効果の試算条件

図 -6　各設備の維持管理費用と脱水汚泥含水率の関係
（イメージ）

図 -7　連携・最適化機能による運転コストの推移
（2014/10/21 ～ 24）

３．４　連携・最適化機能
　脱水・燃焼・発電の各設備の維持管理費用と脱水汚
泥含水率の関係は図 -6 のようなイメージとなり、各
設備の維持管理費にはトレードオフの関係が成立す
る。本機能はこうしたトレードオフの関係を踏まえ、
前後の設備から得られる情報を基に、システム全体と
して効率的な運転条件を自動的に決定することによ
り、システム全体で維持管理費を最小化するものであ
る。なお、実証施設には維持管理費最小モードの他に、
GHG 排出量最小モードも併せ備えている。
　実証研究における運転データの一例は図 -7 の通り
であり、本機能によりシステム全体の運転費用が最小
化する方向で推移しており、有効であることを確認し
た。

４．実証技術の導入効果（第 3 章）

４．１　導入シナリオ
　導入シナリオとしては、3 技術を一括で導入するシ
ナリオと、個別技術を段階的に導入するシナリオが考

えられるが、基本的には、一括導入シナリオないし燃
焼設備を軸として先行導入するシナリオが、他の段階
的導入シナリオに比べ追加的費用の発生が少なく効果
が早期に発現されるため、効果的である。

４．２　導入効果の試算結果（一括導入シナリオ）
　一括導入シナリオについて、表 -3 に示す試算条件
により、従来技術（一液調質脱水機＋流動焼却炉）と
の比較を行い、コスト（建設費、維持管理費、解体・
廃棄費）、GHG 排出量、エネルギー消費量の各項目に
ついて、導入効果を試算した。なお、維持管理費には、
電力費、燃料費、薬品費、補修費、灰処分費、人件費
を計上した。電力費試算の結果、実証技術の導入によ
り燃焼設備の消費電力（15,566GJ/ 年）の 63％を発電
分（9,756GJ/ 年）で賄うことが可能となり、従来技
術と比較して、ライフサイクルコスト（LCC）で
31％削減（うち維持管理費 43％削減）、GHG 排出量
で 65％削減、発電分を考慮した正味のエネルギー消
費量で 77％の削減効果が得られると試算された（図
-8 ～ 10）。
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図 -8　ライフサイクルコストの比較

図 -9　エネルギー消費量の比較
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５．導入効果を高める運転管理の要点（第 5 章）

　本システムを効率的に運転するためには、燃焼設備
の負荷率や稼働率をできるだけ高めることが望ましい
が、図 -11 に示すように両者にはトレードオフの関係
が存在するため、トレードオフの関係を踏まえ燃焼設
備の負荷率及び稼働率を調整することが重要である。
燃焼設備の負荷率を高めるためには、濃縮汚泥や脱水
汚泥を貯留させる必要があるが、脱水汚泥の貯留量が
大きい状態で運転すると、燃焼設備の運転状態が脱水
条件に反映される時間が遅れるため、連携・最適化機
能の効果発現の観点からは、濃縮汚泥の貯留を優先さ
せるのが良い。

　なお、本システムも含め、複数の汚泥処理系を有す
る場合には、本システムの運用を優先して燃焼設備の
負荷率および稼働率を高めた運転を行うことにより、
汚泥処理システム全体での効率的な運転が可能となる。

６．ガイドラインの公開と成果の普及展開

　本ガイドラインは、国土技術政策総合研究所資料
No.859 として刊行され、国総研ホームページ（http://
www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/bdash.htm） か ら ダ
ウンロード可能である。ガイドラインの策定を契機と
して本システム技術の普及が進み、エネルギー多消費
型の汚泥処理システムからエネルギー創出プラントへ
の転換が進むことを期待するものである。

図 -10　GHG 排出量の比較

図 -11　燃焼設備の負荷率・稼働率のトレードオフ（イメージ）

（ 146 ）

再生と利用Vol. 40　No. 151　2016/4



キーワード：マニュアル、エネルギー、固形燃料、バイオガス

下水汚泥利用促進検討調査専門委員会　事務局
前田　明徳
福沢　敬三

（公社）日本下水道協会

（株）日水コン

報  告

下水汚泥有効利用促進マニュアル
−持続可能な下水汚泥の有効利用を目指して−の発刊

（その４．下水汚泥エネルギー化利用編）

１．はじめに

　前報（その 1. 総論）にて示したとおり、本マニュ
アルの第 3 章は PDCA サイクルの中の Plan ＆ Do を
示しており、各分野技術のマネジメントとして下水汚
泥肥料、下水汚泥建設資材、下水汚泥エネルギー化の
3 分野について基本事項および適用事例、課題と対応
策について示してある。
　本報では、その 2．肥料利用編、及びその 3. 建設資
材編に引き続き、下水汚泥エネルギー化利用について
報告をする。

２．旧マニュアルとの比較

　本マニュアルは、日本下水道協会より発刊されてい
る「下水汚泥エネルギー利用調査報告書　平成 20 年
３月」の内容を主に基本事項を一部踏襲し、利用形態
が大きく変化している最新情報を加え、更にアンケー
トによるニーズ調査を記載している。旧マニュアルに
記載の内容から本マニュアルへ新しく盛り込んだ記載
の内容は、表－ 1 に示すとおりである。
　以下、本マニュアルに記載の内容について報告す
る。

３．下水汚泥を原料とするエネルギーの基本事項

１）エネルギー利用に関する下水汚泥の特性
　下水汚泥から生成されるエネルギー資源として、固
形燃料、バイオガス、熱分解ガスがあり、近年、固形
燃料化やバイオガスの発電利用などを中心に下水汚泥
のエネルギー化利用の取組事例が増加している。下水
汚泥は、その固形物の約 8 割が有機物であり、質・量
ともに安定した都市型バイオマスのエネルギー資源で
ある。
　本節では、他バイオマスの性状と対比し、下水汚泥
の性状、元素の含有率、消化率、発熱量などを示した。

２）下水汚泥エネルギー製品としての特性
　我が国がエネルギー資源として輸入に大きく依存し
ている化石燃料は、市場の影響を受け価格変動が大き
い。これらに比べ、下水汚泥から生成されるエネルギー
資源は、質・量ともに安定したエネルギー資源である。
ここでは、処理施設外で多く利用されている各種下水
汚泥固形燃料とバイオガスの発熱量などの性状例につ
いて解説している。
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４．下水汚泥エネルギー化の種類と特徴　　　
（§3.4.2）

　汚泥処理過程において図－ 1 のフローで示される
エネルギー資源が創出されており、主なエネルギー資
源として、固形燃料化技術（炭化技術、乾燥技術）、
バイオガス利用技術（バイオガス回収、バイオガス発
電（燃料電池を含む）、ガス精製、自動車燃料、ガス
導管直接注入、都市ガス供給・都市ガス原料供給）、
熱分解ガス化技術及びその他の技術を紹介している。

５．エネルギー化技術の適応事例

　エネルギー化技術別に最新の適用事例を示し、自治
体等が参考にできるよう整理している。固形燃料利用
の事例、バイオガスの利用の事例、熱分解ガス化技術
およびその他のエネルギー利用の動向に分けて事例を
記載している。事例ごとに、「事業概要」「導入の背景」

「導入効果」「今後の課題、展望」を記載している。

　以下に、代表的な事例を示す。

表－ 1　旧マニュアルと本マニュアルの比較
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１）固形燃料利用（低温炭化，広島市西部水資源再生
センター）

①事業概要
　西部水資源再生センターでは、日本初となる下水
汚泥の低温炭化燃料製造技術を用いた下水汚泥燃料
化事業を行っている。下水汚泥から燃料化物を製造
し、有価で火力発電の石炭代替燃料として供給する
事業で DBO（Design: 設計、Build: 施工、Operate:
運営）方式を採用している。

②導入の背景
　従前は、リスク分散の観点から、①コンポスト化、
②セメント化、③焼却埋立の 3 とおりの方法により
処分を行っていた。しかし、埋立処分場の確保が困
難な状態となっていること、また、コンポスト化や
セメント化については、製品の需要面から有効利用

量に限界があり、将来的に安定した処分の課題を抱
えていた。このため、下水汚泥を再資源化して
100％有効利用することを基本理念とし，下水汚泥
燃料化事業を導入した。

③導入効果
　固形燃料化施設の導入後は、脱水汚泥の 100％を
燃料化するとともに、発生するバイオガスの 50％
を燃料化施設の補助燃料として使用することとなっ
た。これにより、従来と比べ、ガス発電と消化槽加
温用ボイラへのバイオガス使用割合は減少するもの
の、燃料化施設にて発生する温水を消化槽の加温用
ボイラで使用している。このため、この固形燃料化
事業については、化石燃料消費量“ゼロ”を目標と
しており、大幅な温室効果ガス削減効果が期待され
る。

図－ 1　下水処理フロー例とエネルギー資源

図－ 2　広島市汚泥固形燃料化施設の事業形態
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　また、温室効果ガス排出量の削減効果として、固
形燃料化を実施することにより焼却炉の単独更新と
比べ温室効果ガスの排出量を年間で約 8,700t（CO2
換算）削減できると試算している。

④今後の課題と展望
　固形燃料化を実施することにより、下水汚泥を
100％リサイクルし、建設費及び維持管理コストを
年間で約 2 億円削減できる見通しであり、大幅な温
室効果ガス削減効果が期待される。

２）ガス発電利用（大村市大村浄水管理センター）
①事業概要

　大村浄水管理センターでは、平成 26 年 7 月から
民設民営のバイオガス発電事業がおこなわれてい
る。市は、バイオガスをセンター内に発電機を設置
する事業者に売却し、ガス売却料、土地使用料、固
定資産税等で収益を得る。市の収益は、下水道施設
の維持管理費等に充当され、行政コストの削減に寄
与することとなる。事業者自ら調達した資金で発電
設備を建設し、設備を所有している。また、ガスを
購入して発電及び、設備の運転管理も行い、固定価
格買取制度を利用した売電収入を得て、20 年間の
発電事業を運営している。（図－ 3 参照）

②導入の背景
　当初は電力の場内利用を考え、補助事業による実
施設計から建設までを計画していたが、平成 24 年
7 月に施行された「電気事業者による再生可能エネ
ルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23 年

法律第 108 号）」に基づく固定価格買取制度の活用
を含め、発電事業方式の検討を始めた。
　主に「場内利用」「公設公営」「民設民営」でのリ
スク管理や費用対効果等について比較検討を行い、
併せて発電機種や発電能力等の比較検討を行い「民
設民営」方式による事業化に至った。

③導入効果
　大村浄水管理センターの発電事業では、年間の売
電収入が 74 百万円ほどになり、買取期間の 20 年間
の合計で約 15 億円が見込まれる。「民設民営」方式
を選択したことによって民間の資金、技術力、ノウ
ハウ等を活用し、自治体側の財政負担や労力を最小
限にして、20 年間にわたる事業リスクを軽減でき
たことは、市の下水道事業にとって大きなメリット
になったものと考えられる。

④今後の課題と展望
　発電事業は、開始から 20 年間の長期にわたる事
業であり、この間に老朽化するガスタンクや消化槽
等の汚泥処理設備の改築更新も必要となり、発電の
安定性のためにバイオガス供給が滞ることやガスの
品質が劣化することがないようにしなければならな
い。
　さらには、バイオガス発生量を増加させ汚泥をよ
り減量化できるように運転管理を行い、効率的な発
電が続くよう検討している。また、排熱温水の有効
利用についてもさらなる検討をしていく必要があ
る。

図－ 3　大村市のバイオガス利用事業のスキーム
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図－ 4　バイオガス発生量と費用便益費（B/C）

３）他バイオマス受入（黒部市黒部浄化センター）
①事業概要

　下水道バイオマスエネルギー利活用施設は、民間
の資金、及び技術力を活用した PFI 事業であり、
バイオマス受入対象物は、下水汚泥、農業集落排水・
浄化槽汚泥、ディスポーザー由来生ごみと食品残渣

（コーヒー粕）である。回収されたバイオガスは、
ボイラにてスチーム生成を行い、乾燥機の補助燃料
及び消化槽の加温の熱源として使用されて、残りの
バイオガスはマイクロガスタービンによる発電し、
場内の電力として使用されている。

②導入の背景
　下水道汚泥は、全量セメント原料等に利活用され
ていた。また浄化槽・農業集落排水汚泥は土壌改良
剤として利活用されていた。
　バイオマス資源の利活用を推進する必要があるこ
とから、改修にともないバイオガス化施設を増設し、
下水道汚泥等に加えて食品系残渣についても、バイ
オマス資源の有効利用を図る目的で導入した。

③導入効果
　導入効果の試算（見込み）では、下水道事業のみ
で処理する場合、年間の費用は 168（百万円 / 年）
である。他バイオマスを受け入れることで、農集汚
泥・浄化槽汚泥・事業系食品残渣受入による収益が
見込め、下水道単独での事業に比べ約 26 百万円／
年のコスト削減効果が得られる。

④今後の課題と展望
　事業の継続性の視点から、当初計画に基づいた各
種汚泥、食品残渣の受け入れ収入を継続して得るた
めに、受け入れ量を確保する必要がある。

６．適用事例の課題と対応策

　マニュアル内では、エネルギー化技術の事例から出
された課題を抽出し、他の事例から導き出される対応
策や考えられる対応策等を記載している。
　一例を以下に示す。
①十分かつ安定した量の確保が必要である。
　⇒浄化槽汚泥、生ごみ等の他バイオマスを集約処理

する。
②固形燃料受け入れ先の確保
　⇒受け入れ先のニーズを把握し、製品の特性を活か

した安定的な利用が可能となるようなシステムや
受け入れ体制を選定する。

③停止時の汚泥処分方法の確保
　⇒契約時に燃料化施設の運営事業者と協定を結ぶな

ど、処分先との取り決めや一時保管する場合の対
策を十分に図る必要がある。

④事業採算性の確保
　⇒初期投資が抑制できる消化プロセスに関する新技

術が開発されている。また、高効率のバイオガス
精製も、低コスト化が図られている。さらに、再
生可能エネルギーの固定価格買取制度の電力買取
価格は、比較的高い価格設定されているため、事
業採算性を確保できる可能性が高いといえる。

　その他諸問題の解決策として、エネルギー化技術は、
開発による技術革新が目覚ましい分野であり、低コス
ト化、効率の向上が図られた新技術の導入や、DBO
や PFI など事業形態を検討することも採算性確保の
観点から重要であると記載している。

７．中小規模処理場におけるバイオガス有効利
用手法の検討事例

　中小規模処理施設におけるバイオガス利用の検討事
例として、熊本県、笠岡市をモデルとした経済性の算
定を行った。
　熊本県下の中小規模処理施設では消化槽を有する処
理施設が多く、15 処理施設から年間 206 万 m3N のバ
イオガスが発生し、83.5 万 m3N を加温等に利用して
いるが、122.5 万 m3N のバイオガスは余剰ガスとして
焼却処分をしており、有効利用が進んでいない状況に
ある。
　これら未利用のバイオガスの活用により、エネル
ギー使用量削減や温室効果ガス削減の効果が得られ
る。ここでは、バイオガス発電の導入について事業効
果を検討した。想定する処理場のバイオガス発生量か
らコスト算定にあたっては、25kW マイクロガスエン
ジンを複数台設置するものとして経済性を算定した。
　下水道管理者が自ら発電・場内利用する場合のバイ
オガス発生量と費用便益比 (B/C）を図－ 4 に示す。
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便益は、電力料金単価（円 /kWh）×使用電力の削減
量（kWh/ 年）で算出しており、電力料金単価は処理
施設によって 10 ～ 18 円 /kWh と変動があるため、
処理施設による費用便益比に差が生じている。おおむ
ね、バイオガス発生量が 400 m3N/ 日以上確保できる
規模において事業採算性があるとの結果を得た。
　また、バイオガス発生量から判断すると発電・売電
については大きなメリットは見込めないため、バイオ
ガスを運搬・集約し大規模化することや、他バイオマ
スを受け入れ有機物量を増加させることなどにより経
済的な採算手法を検討すべきとした。

８．アンケートによる傾向分析

　下水汚泥を原料とする固形燃料やバイオガスの利用
促進を目指し、ニーズや普及方策等について、下水汚
泥固形燃料を利用する可能性のある電力事業者やセメ
ント業界事業者及び、バイオガスの利用先となる可能
性のあるガス供給事業者へアンケートを行い、傾向に
ついて分析を行った。
　下水汚泥固形燃料を発電炉やボイラの燃料として利
用するニーズがあるかのアンケート結果は、約半数の
事業者が、少なくともニーズがあると回答している。
また、固形燃料利用事業者は、ボイラの燃料として使
用する場合は、燃焼後の焼却灰等に残留する成分への
法令等に悪影響を懸念して、含有成分への要求が多
かった。
　一方、都市ガス事業者は、バイオガスに関する情報
が不足しており、事業採算性が確保できることが重要
と考えている。また、調達単価が天然ガスよりも安価
であることを要求した事業者は、回答者全体の約８割
を占めていた。

９．マーケティング充実に向けた課題と対応策

　アンケート結果や自治体の取組事例等から挙げられ
た課題を抽出し、マーケティング充実に向けた対応策
を示している。

１）安定性のアピール
　下水汚泥固形燃料及びバイオガスの市場活性化を
図るためには、供給量、品質の安定化及び信頼性の
確立を図ることはもちろん、化石燃料の市場価格変
動と比較して安価な価格設定が求められる。
　安価な価格設定とあわせて、季節変動なく安定的
な供給量、品質の確保等バイオマス資源のメリット
を広くアピールすることによって市場拡大の可能性
を秘めている。

２）事業公告時における製品受入先確保に関する評価
の工夫

　燃料化物の長期的かつ安定的な利用先の確保を重
視する場合には、燃料化事業の応募事業者コンソー
シアムに燃料の受入先を加えた場合に、応募事業者
を加点評価するなどの手法が考えられる。一方、化
石燃料の市場動向等を踏まえた事業全体の継続性を
重視する場合には、製品価格の設定及び製品の受入
先の確保について民間事業者の創意工夫を促すた
め、事業開始後に製品の受入先の変更を認めるなど
自由度を持った契約とすることが考えられる。

３）支援制度の活用
　再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT）や
J- クレジット制度などの活用により事業採算性を得
やすくなり、導入が促進されることが期待できる。

図－ 5　下水汚泥のエネルギー利用促進を進めるための課題に対する対応策
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４）多様な事業形態
　近年では、民間の高度な技術力・ノウハウを活用
した DB 方式や DBO 方式、又は PFI 方式等の採用
事例が増加している。これら方式は、従来、個別に
発注していた設計、施工、維持管理、施設運営業務
を、設計・施工（DB）、設計・施工・運営（DBO）、
さらには、資金調達から事業の運営まで（PFI）を
一括して発注する方式であり、事業の効率化（省コ
スト化）が図りやすくなることに加え、ライフサイ
クルコスト全体を管理しやすくなる。

５）製品の受入先の PR による下水汚泥のエネルギー
製品利用のメリット向上

　製品の受入先のニーズに応じ、下水汚泥のエネル
ギー製品を製造する自治体においても、製品の受入
先の取組について積極的に PR することで、下水汚
泥のエネルギー製品利用のメリットを向上させ、事
業採算性の向上に資すると考えられる。

９．おわりに

　下水汚泥の有効利用を促進する下水道事業が継続的
に推進されることにより、資源の乏しい我が国におい
て、低炭素・循環型社会の構築に寄与していくことが
期待される。
　近年、下水道管理者にも地球温暖化対策への積極的
な取組が求められており、省エネルギー対策とともに
下水汚泥のエネルギー利用は大きく期待され、固形燃
料の JIS 規格化（表－ 2）や FIT を活用したバイオガ
スの発電利用などを中心に今後とも取組事例が増加す
ることを期待している。

表－2　下水汚泥固形燃料JIS規格（JIS Z7312）の概要
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ニュース・スポット

関係団体の動き

ビストロ下水道、世界へ！

2015 年度　ミス日本「水の天使」
　　柴田 美奈

キーワード：水の天使、学びと感動、下水道法改正、
ビストロ下水道、ミラノ万博

　こんにちは！ 2015 年度ミス日本「水の天使」の柴
田美奈です。水の天使は、ミス日本コンテストで選ば
れる 5 つの賞の中の一つで、日本の水を支える優れた
技術や取り組みを世の中に発信する役割を担っていま
す。活動内容は、水再生センターや多くの一般の方々
が集まるイベントなどにおいて、講演や呼びかけをし
たり、ポスターやこうした記事インタビュー等で発信
したりしています。
　こうした活動をするために、現場見学は欠かせず、全

国各地を回り様々な活動をさせていただいています。
　水の天使になるまで、下水道のことを深く考えたこ
とがありませんでした。毎日不自由なく使うことがで
きるため、下水道の存在が当たり前となってしまって
いました。水再生センターを見学した際、24 時間必
ずどなたかが異常がないかを確認し管理されていると
いうこと、下水処理の方法を一つではなく、新しい技
術を生み出し稼働するために研究を重ねる方がいらっ
しゃるということなど、下水道を動かす方々の計り知
れない努力を知り、日々感謝して使わなければ！と思
うようになりました。
　昨年、10 年ぶりに下水道法が改正されました。法
律が変わることで、私達の生活にどのような影響があ
るのか知りたくなり、法改正に携わった方々に詳しく
教えていただきました。今回の改正のメインは「浸水
対策の強化」。近年多発している集中豪雨への最適な
対応を学ぶことができ、下水道なしで生活は成り立た
ないということを改めて感じるきっかけとなりまし
た。

ビストロ下水道で野菜を調理
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　下水道は、生活排水を綺麗にすることのみならず数
多くの役割がある、ということも水の天使に就任した
ことで知ることができました。水循環の形成を促し川
や海を美しく保つこと、下水から取り出す熱やガスで
冷暖房や自動車が機能すること、どれも驚きでした。
その中でも一番衝撃的だったことは「ビストロ下水道」
です。下水道由来の肥料から野菜や果物、海苔などた
くさんの食物が生まれること、想像もつかなかったで
す。この取り組みを初めて知った時は「本当に食べら
れるの？」と疑問を抱いてしまいましたが、実際にア
スパラガスや玉ねぎ、オレンジなどをいただき、何の
違和感もなく、全て一人で食べてしまいました！食物
以外にも、可愛らしいお花に生まれ変わることもでき
ます。お花が大好きな私にとって、とても嬉しい取り
組みです。
　昨年、絶大な人気を集めたミラノ万博の日本館。万
博で「下水道が生み出すチカラ」をテーマにビストロ
下水道の取り組みが展示され、注目を集めました。私
は、ミラノの展示場で放映される VTR に出演させて
いただきました。「普段は都会で働いているけれど、
月一回の農業を楽しみにしている女性」をテーマに、
ビストロ下水道の野菜やお花に囲まれて撮影を行いま

した。万博を通して世界へ発信するという大きな大き
な企画に携わることができ、とても光栄です。
　また以前、山形県鶴岡市で行われたビストロ下水道
推進戦略チームの会合に参加させていただきました。
レストラン「アル・ケッチャーノ」オーナーの奥田政
行シェフが、ビストロ下水道の野菜を調理し、参加者
全員で味の分析をするというイベントを行いました。
化学肥料を用いて育てた野菜との食べ比べも行いまし
た。大きく美しく育つことが、ビストロ下水道の食材
の魅力。コストが抑えられることもあるそうです。ま
だあまり知られていませんが、この魔法のような取り
組みが広まり、いつかスーパーの棚にズラッと並ぶ日
が来るといいですね！海外のお店で、ビストロ下水道
の文字を見る日も遠くないのではないでしょうか！

　水の天使になり、今まで知らなかった下水道の世界
と出会いました。下水道が持つ様々な役割はもちろん、
この業界の皆様の情熱や、温かい空間に感動する日々
でした。私はすでに水の天使の任期を終えましたが、
これからも下水道界を応援する一員として過ごしてい
きたいと思っています。

ビストロ下水道で味の分析
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ニュース・スポット

関係団体の動き

畜産系廃棄物からの
有用資源循環技術の確立

日立造船株式会社　環境事業本部
新事業・新製品推進室

　　小倉　舞

キーワード：畜産廃棄物、豚ぷん、リン、炭化、肥料

１．はじめに

　我が国では肥料の原料となるリン鉱石は輸入に依存
していますが、輸入価格は年々上昇しており、安価で
安定的なリン資源の確保が重要な課題となっていま
す。リンは、鉄鋼スラグや下水汚泥、畜産系廃棄物等
の未利用資源に含まれることから、循環利用すること
で限りある資源の有効活用が期待されます。
　未利用資源の中で畜産系廃棄物は、植物の生育に必
要なリンを豊富に含有していることから、堆肥化され
た後に農地還元することにより利用されてきました。
しかし、畜産事業者が密集する地域では、利用先が限
られることや遠距離輸送に費用がかかることから堆肥
の全量利用が困難となる場合もあり、未利用となる廃
棄物の有効活用が望まれているのが現状です。
　そこで当社は、廃棄物のうちの未利用の豚ぷんに着
目し、含有するリンを濃縮して化学肥料の原料に用い
ることで、廃棄物を広域的に循環利用する技術の開発
に取り組んできました。

２．炭化システムの概要

　未利用の豚ぷんを広域的に循環利用するためには、
輸送の便を図るため減容化の上、また臭気を低減させ

る必要があります。そこで当社は、豚ぷんを炭化物に
変換することによって、これらの課題の解決を試みま
した。変換する際に用いた炭化装置（間接加熱型ロー
タリーキルン）の外観を図 1 に、炭化処理の概要を
図 2 に示します。一次発酵後の水分 30-40% ほどの豚
ぷん（乾燥豚ぷん）を炭化の原料として間接加熱型ロー
タリーキルンにて処理します。本装置は二重の筒状構
造であり、内筒は空気が遮断された状態で回転してい
ます。内筒に投入された原料は、外筒中を通過する高
温のガスにより間接的に 400-450℃まで加熱されます。
この際、内筒では空気が遮断されているため燃焼が起
こらず、燃焼灰の発生を防ぎながら原料を炭化物に変
換することが可能です。また臭気の原因となる有機分
は炭化炉内で気化して可燃性ガスとなり、後段の二次
燃焼器で空気を混合することにより燃焼され、内筒中
の原料の加熱に用いられます。すなわち本装置は化石
燃料を外部より供給することなく、原料である豚ぷん
を炭化物に変換できる省エネルギー型の炭化システム
です。

図 1 炭化装置外観
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３．研究成果

　本システムの連続運転における安定性および原料や
製品性状の季節変動の有無を検証するため、四季ごと
にそれぞれ約 1 ヶ月間の実証試験を実施しました。試
験では外部からのエネルギーの供給なく連続的に炭化
処理でき、製造した炭化物の肥料成分は年間を通して
大きな変化が見られませんでした。これにより肥料
メーカに対して安定した製品の供給が可能であること
が確認できました。
　また炭化物の肥料としての利用効果についても、栽
培試験により検証しています。コマツナの栽培試験を
従来の化学肥料の代わりに炭化物を施肥することで実
施したところ、既存の化学肥料と同程度の生育結果が
得られました（写真 1）。次に炭化物によるリン酸肥
料原料（リン鉱石）の代替可能性を確認するため、リ

ン鉱石の一部を炭化物で代替して、リン酸肥料である
過リン酸石灰の模擬的な製造試験を実施しました。そ
の結果、リン鉱石を最大 40% 代替した条件において、
肥料取締法で規定された可溶性リン酸や水溶性リン酸
の含有濃度の目標値を満足でき、リン酸肥料原料の炭
化物による代替が可能であることが明らかとなりまし
た（表 1）。

４．現在の取り組み

　豚ぷん炭化物を原料とした化学肥料を生産し、販売
するためには、肥料取締法の公定規格に基づいた肥料
登録が大きな課題となります。そのため当社は、肥料
メーカの協力を得て、炭化物の利用効果および植害の
有無等の必要なデータを集めながら肥料登録を目指し
ています。
　以上のように当社は、豚ぷんを用いて炭化物を製造
し、肥料原料に用いることでリンを循環利用できる仕
組み作りに取り組んでいます。さらに今後は炭化の原
料として、豚ぷんだけでなく鶏ふんや下水・し尿汚泥
等の活用も視野に入れ、リン資源の循環を推進します。

図 2　炭化処理の概要

表 1　模擬的に製造した過リン酸石灰の各種リン酸濃度

写真 1　コマツナの栽培試験
提供）大阪府立環境農林水産総合研究所
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ニュース・スポット

関係団体の動き

「廃棄野菜で肥料をつくりたい」
㈱和郷・山田バイオマスプラントリサイクルセンター

編集委員会事務局

キーワード：メタン発酵、液肥、食品廃棄物リサイクル

　香取市は千葉県の北東部に位置し、利根川を挟
んで対岸の茨城県と接します。農業が基幹産業で、
米の出荷量は県内第 1 位とのことです。
　今回は香取市内で、野菜などによるメタン発酵
で肥料づくりに取り組まれている、㈱和郷の山田
バイオマスプラントリサイクルセンター（処理規
模約 2t/ 日）の松岡隆雄さんと相原秀基さんに、
これまでの取り組みや苦労している点などをお伺
いしました。

――この山田バイオマスプラントリサイクルセンター
という名称ですが、実際にはどのようなことを行って
いるのですか
　相原　私たち㈱和郷はいろいろな農業に関するサ
ポートをしている会社ですが、母体となっているのは
農事組合法人和郷園でして、そこの生産者を支えるた
めに設立した経緯があります。この山田バイオマスプ
ラントリサイクルセンターでは、いい堆肥をつくって
農家さんに提供しております。和郷では、ほかにもカッ
ト工場や冷凍工場など加工品工場があり、またこれら
生産物を販売するための店舗事業や、温泉事業など、
いろいろなサポートの面を拡充するため、年々拡大し
ております。
　提携している農家さんは 100 家弱あり、いろいろな
品目の多くの野菜をつくっております。そういった中、
こちらのバイオマスプラントでは、資源循環型の農業
を目指してきましたので、その一環としてバイオマス

の試験研究に取り組んでまいりました。以前、この建
物の横に（独）農業・食品産業技術総合研究機構の農
村工学研究所がありまして、そこと連携しながら試験
研究を行っていました。試験研究は農村工学研究所が
主体でしたので、東京大学や千葉の農業総合研究セン
ターといったところも参画して、いろいろな試験研究
が進めてきました。

――資源循環型の取り組みは、もともと農研機構との
共同研究から始まったのですね
　相原　そうですね。そもそも山田バイオマスプラン
トは、バイオマス利活用の都市近郊農畜産業地域モデ
ルとして、研究開発用に試作・設置したバイオマス変
換プラント群の総称でした。メタン発酵、メタン吸蔵、
メタン車両用燃料化、コジェネ、炭化、消化液濃縮、
水蒸気爆砕、堆肥化等を連動させて、98％メタン（燃
料）、液肥などを製造し利用する実証研究を行ってい
ました。なお、プロジェクト研究は 2007 年にはじまり、
2014 年に終了しております。

――リサイクルセンターはその前からあったのです
か？
　相原　はい。まず和郷園のおおもとは平成 3 年に有

相原氏（左）と松岡氏（右）
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志 5 名の農家で野菜の産直を開始したことが始まりで
す。平成 10 年に和郷園が設立し、その翌年にリサイ
クルセンターは野菜残渣処理を行うため、リサイクル
事業を本格稼働するために作られました。約 14 年前
の話ですが、その頃に政府の方針で、食品廃棄物だと
かを各企業から 20％削減しなさいという食品リサイ
クル法が発令になる前後でした。当初、まだ冷凍工場
やカット工場はなく、ただ農事組合法人として野菜の
出荷をやっていましたのですが、キャベツの外葉だと
か、形の悪い大根だとか、一般廃棄物が出ていました。
うちの代表の親戚が牧場を経営しており、そこでは
ファームクリーンという堆肥のラインがあったのです
が、それまでは牛糞専門でやっていたのですけれども、
そこに野菜の残渣をあわせて、何とかリサイクルでき
ないかと立ち上げたのが発端です。

――リサイクル法がきっかけだったのですね
　松岡　実は私が入社したのがその 14 年前です。私
がまったく畑違いのところである会社を退職したのを

機に、わが社から「野菜を堆肥化して肥料をつくりた
い」と声をかけてもらいました。ビジョンとしてはそ
の頃から、わが社の食品廃棄物をリサイクルしてうち
の生産者の畑に返すと、循環させたいということで話
でありました。そこから堆肥化事業がスタートしまし
た。ですので、事業自体も 14 年前ということになり
ます。

――堆肥化での苦心された点は
　松岡　私自身、農業高校でしたけれども、そんなに
細かい知識も深い知識もなかったので、最初はいろい
ろな問題点が出て、すんなり上手くいきませんでした。
うまく発酵せず、腐敗するために、堆肥にならない。
それらを解決するのには約 3 年から 4 年ぐらいは繰り
返し試行錯誤しました。その間、いろいろ機械だとか、
他所さんの知識をもらいながらやりました。ようやく
水分が邪魔になると気づきました。要するに水分過多
で発酵できなくて腐敗にいたのです。その水分を取り
除くにはどうしたらいいのかということでやっている
中で、鉄工所の社長と相談しながらいろいろ新たに固
液分離機、絞り機だとかを自前でつくりました。そう
すると固体と液体に分かれて、固体自体の発酵はス
ムーズにいくようになりました。しかし、今度は液体
の処理が困難しました。結論から言うと、液肥化する
ため、このバイオマスのプラントが始まるようになり
ました。リサイクルが立ち上がってから約 5 年強して
からスタートという感じです。

――固体の堆肥化と液体の残渣の処理、つまりメタン
発酵で処理をするのは、かなりタイムラグがあったの
ですね
　松岡　そうですね。すでに亡くなっていますが、元
場長の阿部がそちら（発酵）の方面（知見）が強く、「液

細かくカットされた食品廃棄物

メタン発酵タンク タンクの内部
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体の処理に困っているのならば、野菜の残渣も牛糞尿
と一緒に投入してメタン発酵させて処理して液体肥料
にしよう。さらにうちの生産者に液体肥料として散布
して、なおかつ手数料をもらえればここは何とか運営
できる。さらに農林水産省の補助事業にもなるのでは」
と発案し、液肥化が始まりました。

――肥料の評判は
　相原　最初はあまりよくはありませんでした。
　松岡　肥料に関しては。ある意味ただで手に入る地
域なのです。有機肥料に関しても単純に言えば堆肥、
これは余っているのです。無償でもいいから撒かせて
くれというような地域なのです。そこに液体肥料を有
料で撒かせてくれというのは、農家でもかなり抵抗
あったと思います。うちの生産者だから使ってくれま
したが。

――逆に「使ってよかった」というような声はありま
すか
　松岡　今はあります。「使ってよかった」というよ
りも、収量が減ることはなく 1 割程度でも増収、増量
しているという例は現実にあります。
　当初は国の 100％補助事業でスタートしたので、値
段はあってなくてよかったのですが、研究事業が終了
するときに補助金がゼロになってしまったのです。補
助金がなくなっても、えらいメンテナンスの費用が実
際にかかっていたのです。年間最低でも 200 万円以上
かかっていたのです。ですので、ある時点でほとんど
の機械を止めて、メタン発酵させる部分、消化液をつ
くる装置だけの稼働にしたのです。そうするとほとん
どメンテナンス費用はかからなくなりました。かかる
のはランニングコストとしてかかるのは投げ込みの
ヒーターぐらいです。

――投げ込みのヒーターとは
　松岡　このあたりは、冬場は寒いのです。氷点下 5
度、10 度ぐらいまでは下がるのです。だから冬場の
電気代のコストだけです。それにここで働く社員数も、
当時の半分以下になりました。リサイクルセンタープ
ラス液体肥料を撒く人だけ来てもらっているようにし
ているので、だいぶコストを下げられますので、現在
は燃料代だけもらえれば撒きますよと。

――いくらくらいなのですか
　松岡　トンいくらではなく、一反歩あたりで 2000
円ぐらいです。本当に燃料代なのですが、生産者限定
ですし、利益を得ることは考えていません。

――その他、気を付けている点はありますか。夏場と
冬場で成分が違うとか
　松岡　分析などもしたのですが、あまりないですね。
　相原　実は当初は牛糞を入れていたのですが、上の
牧場で自前の処理施設が作られたため、まったく入れ
られなくなりました。そのため、硫化水素が当初
8,000ppm くらいあったのが、今は生ガスで 3,000 ppm
くらいになりました。また、たんぱく質が少なくなっ
たので、窒素もだいぶ少なくなっています。

――それは困るんじゃないのですか
　松岡　一応、牛糞が入らないがためにメタン菌がい
なくなってメタン発酵ができなくなると困るのです
が、今は、野菜の汁によるメタン発酵のみですね。
　相原　確かにリン、窒素など成分が足りなくて発酵
不良に陥るかと思っていて、ずっと現場の方には継続
してほしいとお願いしていたのですが。今のところは
不思議と特に問題はなく順調に動いています。

――最後に今後の抱負など
　松岡　今後は食品廃棄物のリサイクルの取組みや、
それらによる固形、液体肥料などを多くの方にもっと
知っていただけるようになればと思います。今後も山
田リサイクルセンターでも、いろいろとチャレンジし
ていきたいと思います。

――ありがとうございました

液肥を積んだタンクローリー

（ 160 ）

再生と利用Vol. 40　No. 151　2016/4



Vol. 38　No. 145　2014/10 おしらせ

（ 93 ）

「再生と利用」（公益社団法人　日本下水道協会　発行）は会員並びに関連団体に向けて、下水汚泥の有効利用
に関する技術や事例等幅広い情報を発信し、一層の利用促進に寄与することを目的に発行しています。

近年、民間企業による調査研究等が積極的に行われ、先進的かつ有用な成果が多数見受けられます。そこで、そ
れらの情報を掲載するため、投稿要領を次のとおり決めましたので、積極的な投稿をお待ちします。
投稿要領

（資格）
１．本誌への投稿対象は、下水汚泥の有効利用に携わる民間企業のうち公益社団法人　日本下水道協会の会員とな

ります。しかしながら非会員の場合でも、当会が会員と同等の調査研究の技術力を有する団体と特に認めるもの
であれば投稿対象とします。

（原稿掲載の取扱い）
２．原稿掲載の適否は、「再生と利用」編集委員会が決定します。

（掲載可否の判断基準）
３．掲載適否の主な判断基準は、次の3. 1、3. 2、3. 3、3. 4によります。

3. 1　単に汚泥処理に関する投稿文でなく、下水汚泥の有効利用の促進に資するものであること。
3. 2　特定の団体、製品、工法、新技術等を宣伝することを目的とした投稿文（客観的、合理的な根拠を示す

ことなく、優秀性、優位性、有効性等について具体名を挙げて記述）でないこと。
ただし、次の場合は除く。
①特定の団体、製品、工法、新技術等の紹介が目的であっても、優秀性、優位性、有効性等の客観性かつ合

理的な根拠を明確にし、下水汚泥の有効利用の促進に資すると認められるもの。
②特定の団体、製品、工法、新技術等の名称を記述しているが、単に論文の主旨をわかりやすく伝えるため

に用いており、投稿文の趣旨とは直接関係のない場合。
3. 3　特定の団体、製品、工法、新技術等を誹謗中傷する内容を含む投稿文でないこと。
3. 4　その他編集委員会が適当と考える事項について適合していること。

（原稿の作成、部数、送付先等）
４．原稿の作成は、次のとおりとします。

4. 1　査読用　複写原稿２部（図表、写真を含みます）
4. 2　事務用　複写原稿１部（図表、写真を含みます）

５．原稿の送付先は、下記の担当に送付して下さい。
（校正）
６．印刷時の著者校正は、１回とし、著者校正時の大幅な原稿の変更は認めません。

（著作権等）
７．掲載した原稿の著作権は著者が保有し、編集著作権は、本会が所有します。

原稿登載区分

担当：公益社団法人　日本下水道協会　技術研究部技術指針課
住所　〒101−0047　東京都千代田区内神田２−10−12（内神田すいすいビル６階）
電話　03−6206−0369（直）　FAX 03−6206−0796（直）

民間企業の投稿のご案内

おしらせ

登載区分 原稿量（刷上り頁） 内容

研究紹介
 ８頁程度（原稿制限頁数はＡ４判によ 独創性があり、かつ理論的または実証的

 り１頁2,300文字（１行24文字横２段）） な研究の成果

報　　告 ６頁程度（原稿制限頁数は、同上） 技術導入や経営等に関する検討・実施
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日本下水道協会では、下水汚泥発生量の増加、埋立処分地の確保、循環型社会の構築等の課題に対して、地方自
治体における下水汚泥の効率的な処理、有効利用を推進する観点から、「再生と利用」を発行しており、下水汚泥
の有効利用に関する専門情報誌として、各方面から高い評価を得ています。本誌は地方公共団体を始めとする多く
の下水道関係者のみならず、緑農地関係者にも愛読されていることから、広告掲載は情報発信として非常に効果的
であると思われます。

つきましては、本誌に広告を掲載して頂きたく、下記のとおり広告掲載の募集を行います。

記

１　発行誌の概要

２　広告掲載料・広告寸法等

３　広告申込方法及び留意事項
（1）広告掲載は、本誌の内容に沿った広告に限り行います。
（2）広告掲載のお申込みは、掲載月の40日前（１月発行号に掲載希望の場合は、12月20日）までに別紙「広告掲載

申込書」に広告原稿又は流用広告原稿の写しを添付して、次の５に表示の申込先宛にお申し込み下さい。
（3）原稿をデータで提出する場合は、データ制作環境（使用OS、アプリケーション、フォント等）を明記のうえ、

出力見本を必ず添付して下さい。
（4）広告原稿の新規作成又は流用広告原稿の一部修正を依頼する場合は、別紙「広告掲載申込書」にレイアウト案、

又は修正指示（流用広告原稿の写しに修正箇所等を明記）をそれぞれ添付して下さい。その際、書体、文字の大

「再生と利用」への広告掲載方依頼について

おしらせ

 発行誌名 再生と利用

 仕　　様 A4判、本文・広告オフセット印刷

 総 頁 数 本文　約100頁

 発行形態 年４回発行（創刊　昭和53年）

 発行部数 1,500部

  地方自治体
 配布対象 関係官庁（国交省、農水省等）
  研究機関
  関連団体（下水道、農業等）

 掲載場所 サイズ 刷色 広告寸法 紙質 広告掲載料 
      （１回当り） 

 表３ １頁 ４色 縦255×横180｠ アート紙 150,000円 

 後付 １頁 １色 縦255×横180｠ 金マリ菊/46.5kg 40,000円 

 後付 1/2頁 １色 縦120×横180｠ 金マリ菊/46.5kg 25,000円 

※ 表３は指定頁になります。原則として２回以上の継続掲載とします。 
※ 広告掲載料は、消費税込みの金額です。 

154,000円
41,000円

7 5
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きさを指定する等、原稿作成又は修正に必要な事項を明記して下さい。
（5）広告原稿の新規作成及び流用広告原稿の一部修正費（デザイン、修正料等）は、広告掲載料とは別に実費をご

負担いただきます。
（6）本会発行の図書等に掲載した広告に限り、その原稿を流用して掲載することができます。その場合は、別紙

「広告掲載申込書」に当該図書名、掲載年月、掲載号等を明記のうえ、原稿の写しを必ず添付して下さい。
（7）広告掲載場所は、指定頁以外は原則として申し込み順とさせて頂きます。
（8）広告申込掲載期間終了後は、その旨通知いたしますが、それ以降の掲載についてご連絡ない場合、または広告

申込掲載期間中でも広告掲載料の支払いが滞った場合には、掲載を中止させて頂きます。

４　お支払方法等
本誌発行後、広告掲載誌をお送りするとともに、「広告掲載料」及び「広告原稿作成費（広告原稿新規作成及

び修正等の場合）」を請求させていただきますので、請求後、１箇月以内にお支払い願います。
なお、送金（振込）手数料は、貴社負担にてお願いします。

５　申込み先及び問合わせ先
広告掲載のお申込み及びお問合わせ先は、下記の広告業務委託先までお願い致します。
広告業務委託先　　㈱LSプランニング（担当：「再生と利用」広告係）

〒135−0046　東京都江東区牡丹２−２−３−105
TEL. 03−5621−7850 ㈹　FAX. 03−5621−7851
Mail : info@lsweb.co.jp

1111111111111111111111111111111111111

（参考）

「再生と利用」特集企画予定

○第146号（平成27年１月発行予定）
バイオガス固定価格買取制度導入事例
バイオマス産業都市構想の取組み報告

○第147号（平成27年４月発行予定）
第27回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

〔第27回下水汚泥の有効利用に関するセミナー開催について〕

期間・会場

開催地 期間 会場

佐賀県佐賀市 11月６日（木）〜７日（金） グランデはがくれ
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きさを指定する等、原稿作成又は修正に必要な事項を明記して下さい。
（5）広告原稿の新規作成及び流用広告原稿の一部修正費（デザイン、修正料等）は、広告掲載料とは別に実費をご

負担いただきます。
（6）本会発行の図書等に掲載した広告に限り、その原稿を流用して掲載することができます。その場合は、別紙

「広告掲載申込書」に当該図書名、掲載年月、掲載号等を明記のうえ、原稿の写しを必ず添付して下さい。
（7）広告掲載場所は、指定頁以外は原則として申し込み順とさせて頂きます。
（8）広告申込掲載期間終了後は、その旨通知いたしますが、それ以降の掲載についてご連絡ない場合、または広告

申込掲載期間中でも広告掲載料の支払いが滞った場合には、掲載を中止させて頂きます。

４　お支払方法等
本誌発行後、広告掲載誌をお送りするとともに、「広告掲載料」及び「広告原稿作成費（広告原稿新規作成及

び修正等の場合）」を請求させていただきますので、請求後、１箇月以内にお支払い願います。
なお、送金（振込）手数料は、貴社負担にてお願いします。

５　申込み先及び問合わせ先
広告掲載のお申込み及びお問合わせ先は、下記の広告業務委託先までお願い致します。
広告業務委託先　　㈱LSプランニング（担当：「再生と利用」広告係）

〒135−0046　東京都江東区牡丹２−２−３−105
TEL. 03−5621−7850 ㈹　FAX. 03−5621−7851
Mail : info@lsweb.co.jp

1111111111111111111111111111111111111

（参考）

「再生と利用」特集企画予定

○第146号（平成27年１月発行予定）
バイオガス固定価格買取制度導入事例
バイオマス産業都市構想の取組み報告

○第147号（平成27年４月発行予定）
第27回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

〔第27回下水汚泥の有効利用に関するセミナー開催について〕

期間・会場

開催地 期間 会場

佐賀県佐賀市 11月６日（木）〜７日（金） グランデはがくれ

33 深川 2 － 12 － 4 － 201

○第152号（平成28年７月発行予定）
　　　　　平成28年度下水汚泥資源利用等に関する予算及び研究内容と方針の解説

○第153号（平成28年10月発行予定）
　　　　　消化ガス設備導入事例
　　　　　バイオマス産業都市構想の取組み報告

○第154号（平成29年１月発行予定）
　　　　　地産地消へ向けた取組み事例他

○第155号（平成29年３月発行予定）
　　　　　第29回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

（ 163 ）
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第 139 回「再生と利用」編集委員会

日　時：平成 27 年 12 月 1 日

出席者：野池、森田、姫野、島田（正）、南山、落、
西田、仲谷、工藤、杉江、島田（卓）、永松（代
理）の各委員

議　題：（１）前回議事概要の確認
（２）第 150 号「再生と利用」編集内容につ

いて
（３）第 151 号「再生と利用」編集方針（案）

について
（４）平成 28 年度計画 、その他意見交換

議事概要
①　前回議事概要について
　　事務局から資料 3 のとおり報告し了承された。
②　第 150 再生と利用」編集内容について
　　事務局から資料 4 のとおり報告し了承された。
③　第 151「再生と利用」編集方針（案）について

事務局から、資料 5 のとおり説明を行った。
学生等からの投稿論文は、担当教授等の連名によ
る投稿であれば問題ないとした。
国総研の B-dash のガイドラインの投稿紹介が今
後シリーズ化されるとのことであれば、掲載区分
は「投稿報告」から「報告」に変えるべきではな
いかとの意見あり、大阪市の中浜処理場での超高
効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジメン
トシステム技術実証事業の掲載についても検討す
べきとの意見もあった。南三陸町では被災地で初
のメタン発酵（生ごみ＋合併浄化槽汚泥）設備で
あり口絵等での紹介はしてもいいのではとの意見
があった。

④　平成 28 年度計画について
事務局から、資料 6 のとおり説明を行った。
特集テーマにおいて「汚泥肥料」の名称では一般
的に抵抗があり名称は好ましくないため、「肥料
化」等にすべきである。特集テーマにおいて「廃
棄物処理技術～」の文言は好ましくない。例えば

「下水道システム循環利用～」という表現にすべ
きとの意見があった。また J － クレジット制度
やグリーン認証については石川県や柏崎市で実施
しているはずであり、これらの取組み紹介につい
ては検討すべきではとの意見もあった。
大規模農業法人との連携手法等については今後検
討できないのかとの意見があり、現状、農作物系
では化学肥料が使われているが、下水汚泥由来肥
料でも LCC が有利という評価であれば普及は促
進していくと考える。また下水汚泥には窒素はも
ちろんだが、リン酸も豊富に含まれているため、
カリウム等の不足分を補えば良好な肥料としてそ
の普及は進むのではないかとのことであった。さ
らに耕作地、遊休地については現状、化学肥料が
使用されているが、これら緑化事業に対してもコ
ンポストメーカは汚泥由来肥料の使用を要望して
いるはずであり、これら汚泥由来肥料に含まれる
窒素、リン等を緑化事業に対して有効活用した事
例特集なども企画していくべきとの意見もあっ
た。

⑤　その他・情報交換について
　　特になし。

汚泥再資源化活動

（ 164 ）
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日　　誌
平成 27 年 12 月 1 日 第 139 回「再生と利用」編集委員会 本会中会議室

次号予告
題名は執筆依頼の標題ですので
変更が生じることもあります（ ）

論　　説： 「バイオマス資源を利活用する水素エネル
ギー技術の新展開」

特　　集 : 「平成 28 年度下水道事業予算の概要につい
て」

「農林水産省におけるバイオマスの総合利
用推進の方針について」

「日本下水道事業団における汚泥の処理・
有効利用に関する調査研究の概要」

「土木研究所における下水汚泥等に関する
調査」

「資源循環研究部における技術開発につい
て」

研究紹介 : 「OD 汚泥へのマイクロ波照射によるメタン
発酵の促進」

講　　座： 「リサイクルシステムの検証；「資源の回収」
又は「エネルギーの回収」について」

特別報告：「コンポスト肥料中の残留する合成香料関
連化合物の検出」

投稿報告： 「汚泥燃料施設運転の取組みについて」
報　　告：「下水道に集約されるリン資源量の最近の

動向」
　　　　　「JIS 規格に適する下水汚泥乾燥の高品質化

の開発」
そ　の　他：会報、行事報告、次号予告、関係団体の動き

（ 165 ）
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「再生と利用」の編集を担当させていただき、早く
も 3 年が過ぎようとしております。

この期間におきましては目まぐるしい技術革新の中
で「再生と利用」の編集のあり方も問われた時期でも
あり、編集内容に対しては試行錯誤の繰り返しで大変
苦労しました。

このような中での編集方針として下記内容を新たに
盛り込むこととしました。
①　下水汚泥以外のバイオマス（例えば生ごみ系、食

品系、畜産系、農業系等）の有効利用の取組み
②　下水道空間を活用した再生可能エネルギー（太陽

光、風力、小水力等）の取組み
③　下水処理再生水の有効利用の取組み

以上の項目を編集方針に盛り込むことにより、より
幅広く自治体の皆様の取組み（例えばバイオマス産業
都市構想、固定価格買取制度、複合バイオマス処理等）

を紹介させていただくことができ、かつ農業利用への
取組みも肥料利用だけでなく、再生水利用にもスポッ
トをあてることもできました。

また、研究機関の先生方に対しましても、下水汚泥
だけにテーマを絞られることなく、バイオマス全般（水
系からの N,P 利用も含めて） の有効利用における研究
紹介も行うことができ、より充実とした誌面とするこ
とができました。

今後においても「再生と利用」は読者の皆様に対し、
少しでもニーズに答えるべく新たなテーマ（新技術）
及び、技術面や事業継続性などの課題点の模索を継続
し、誌面へ反映させていただく予定です。

末筆ながら、前号の 150 号記念号の編纂におきまし
ては編集委員の皆様及び、関係自治体、関係団体の皆
様には多大なるご協力いただきましたことにこの場を
お借りし厚く御礼申し上げます。 （AM）

Vol. 38　No. 145　2014/10 編集後記・編集委員会委員名簿

（ 101 ）

７月22日から４日間、大阪市のインテックス大阪
で「下水道展’14大阪」が開催され、入場者数85,720人
を集め盛況のうちに終了しました。

下水道展最終日の25日午後には、“汚泥有効利用か
ら見た下水道とは”と題して、下水汚泥の有効利用
に関する講演会を開催し、京都大学松井名誉教授、
国土交通省及び大阪市のご担当から貴重なご講演を
いただきました。最終日の午後にもかかわらず、246
名の非常に多くの方に参加いただき、下水汚泥有効
利用促進に向けての意識の高さがうかがえました。

本号では、下水道展開催都市である大阪市の福井
建設局長から巻頭言をいただき、論説では、高知大
学藤原教授からは、下水汚泥の促進に向けて〜農業

編　集　後　記
SSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSS

地域の面的水管理・カスケード型資源循環システム
から考える〜を投稿いただきました。また、特集
テーマでは、バイオマス利用の事業スキームやカス
ケード利用について、講座では、エネルギー化技術
の最新動向について紹介しています。

さて、本年11月６日（木）〜７日（金）には、第27
回下水汚泥の有効利用に関するセミナーを佐賀市で
開催します。セミナーでは、開催都市の佐賀市、日
本下水道事業団、土木研究所や日本下水道新技術機
構における下水汚泥の有効利用促進の取組のほか、
京都大学松井名誉教授や九州大学の田島教授らから
最新の研究事例も紹介いただく予定としております。
みなさまのご参加をお待ちしております。 （MH）
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７月22日から４日間、大阪市のインテックス大阪
で「下水道展’14大阪」が開催され、入場者数85,720人
を集め盛況のうちに終了しました。

下水道展最終日の25日午後には、“汚泥有効利用か
ら見た下水道とは”と題して、下水汚泥の有効利用
に関する講演会を開催し、京都大学松井名誉教授、
国土交通省及び大阪市のご担当から貴重なご講演を
いただきました。最終日の午後にもかかわらず、246
名の非常に多くの方に参加いただき、下水汚泥有効
利用促進に向けての意識の高さがうかがえました。

本号では、下水道展開催都市である大阪市の福井
建設局長から巻頭言をいただき、論説では、高知大
学藤原教授からは、下水汚泥の促進に向けて〜農業

編　集　後　記
SSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSS

地域の面的水管理・カスケード型資源循環システム
から考える〜を投稿いただきました。また、特集
テーマでは、バイオマス利用の事業スキームやカス
ケード利用について、講座では、エネルギー化技術
の最新動向について紹介しています。

さて、本年11月６日（木）〜７日（金）には、第27
回下水汚泥の有効利用に関するセミナーを佐賀市で
開催します。セミナーでは、開催都市の佐賀市、日
本下水道事業団、土木研究所や日本下水道新技術機
構における下水汚泥の有効利用促進の取組のほか、
京都大学松井名誉教授や九州大学の田島教授らから
最新の研究事例も紹介いただく予定としております。
みなさまのご参加をお待ちしております。 （MH）
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